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－ 要 旨 － 
 

 本研究は，活力を失っている日本の中小製造企業の集積する産業地域が，どのように

して再び活力を取り戻すことができるかについて明らかにしようとするものであり,併せ

て地域システムのあり方について考察する。本研究では，ゼロからの産業新興，「シルク

のメッカ」としての躍進，その後の急落，産業構造転換，「東洋のスイス」としての発

展，を経験し，しかるに現在は停滞の域にある長野県諏訪地域の産業を研究対象とした。 

本研究は，地域中小企業の企業家が企業家精神を発揮することが重要であり，それが

個別企業におけるイノベーション頻発の土台となり，また地域に波及効果をもたらし，地

域産業発展の契機となること，そして，地域先人企業家の旺盛な企業家精神と，現代のイ

ノベーティブな地域企業の事例に学ぶ組織学習を実践する地域システムが形成されれば，

地域産業活性化は可能であることを示す。 

 

 本論文の構成は，本研究の目的や研究の枠組みを示す序章に引き続き，第１章から第５

章の本論と終章とからなる。 

 

第１章では，本研究を進めるにあたり，その背景となる，あるいは依拠する先行研究・

文献のレビューを行う。産業集積に関連した諸理論は，経済学から経営学，ネットワーク

論，中小企業論など広範にわたり，極めて学際的な領域である。これらと併せて，中小企

業のイノベーションや企業文化の創造などについてもレビューする。 

 

 第２章では，諏訪地域の産業の実態を調査し、現代の諏訪地域の産業の課題を明らかに

する。実態調査としては，経済的指標やものづくり能力・ポテンシャルに関する調査，産

業地域の具備すべき要件からみた調査，地域中小企業の実態調査，の 3 つを実施する。そ

れらの調査から得られた課題を踏まえ，地域産業活性化を促進するための着眼点を，経済

成長モデルを導入して整理する。このモデルによれば，新しい事業の創造（起業）への「動

機づけ」と企業の成長を促す「イノベーションの頻発」が重要な役割を担っている。 

以上から，地域産業活性化を促進する方法についての以降の検討を，地域全体（マクロ）

課題と個別企業（ミクロ）課題の二つに分けて進めるよう整理した。 

 

第３章では，地域全体（マクロ）課題の検討を行う。第２章で明らかとなった，集団活

動を進めようとした際に「競争と協調の両立が実現できない」ことが障害となる，という

課題について，その原因は何か，両立化は不可能なのか，の問いを立て，地域先人企業家

の歩みを辿る事例研究を行った。その結果，地域産業を発展させた先人企業家は競争と協

調を両立させており，その背景には確固たる経営理念（企業家精神の発揮）の存在が認め
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られた。そこで，企業文化が業績に強い影響を与え，企業文化の形成には経営理念が決定

的な役割を果たすという先行研究をもとに，地域中小企業における経営理念の明示状況を

分析した。 

 

第４章では，個別企業（ミクロ）課題の検討を行う。地域中小企業の多くが自立化を果

たせずにいる中にあって，すでに自立化を果たした企業（これをイノベーティブな企業と

呼ぶ）やチーム活動が効果的に行えている企業ネットワークも現れてきている。そこで，

これらのイノベーティブな企業やチーム活動の取組みについての事例研究を行った。これ

らの事例では，企業家の強い意識改革を契機に「顧客（マーケティング）志向に立って顧

客を見つけ出し，顧客価値を高めるイノベーションを実施する」という活動が行われてい

たこと，特にチーム活動の円滑な推進にはナレッジ移転が重要であることが認められた。 

 

 第５章では，地域全体（マクロ）課題の検討（第３章）と，個別企業（ミクロ）課題の

検討（第４章）の二つに分けて行ってきた分析結果を踏まえ，地域産業活性化を促進する

要因と地域システムのあり方についての考察を行う。事例研究に取りあげた企業やチーム

活動の取組みは，地域の他企業に対して刺激を与えるとともに，地域システムとして地域

全体の産業活性化にも貢献することが期待されることから，未だ自立化が果たせずにいる

企業に対して，そしてチーム活動を効果的に推進していくために，地域先人企業家の旺盛

な企業家精神と，現代のイノベーティブな地域企業の取組みに学ぶ二つの組織学習を導入

した地域システムを提案し，その意義について述べる。 

 

 終章では，第５章の考察をもとに，本研究の結論ならびに本研究により得られた知見に

ついて述べる。また，本研究の含意（インプリケーション）として，地域産業活性化を促

進する論理の全体像を示した。これは地域システムの移植方法を示唆し，行政や大学，ま

た地域経済諸団体などの機関による間接支援によって政策展開へと進めていく際の指針と

なり得るものであり，実社会への実践を可能とする。 

 
 

  

7 
 



－ 図表一覧 － 

 
図表 0-1 「活性化」の意味（定義） ......................................................................... 15 
図表 0-2 本論文の構成 ............................................................................................... 17 
図表１-1 産業集積に関連した諸理論の体系 ............................................................. 19 
図表１-2 大規模生産における生産態様比較 ............................................................. 22 
図表１-3 産業クラスターの基本的概念 .................................................................... 28 
図表１-4 クラスターの成長・発展プロセス ............................................................. 31 
図表１-5 企業文化（組織文化）の概念定義 ............................................................. 40 
図表１-6 トータル・イノベーション・システム ..................................................... 47 
図表１-7 GEM の経済成長概念モデル（GEM Conceptual Model） ............................ 49 
図表１-8 ティモンズ・モデル（起業プロセス） ..................................................... 50 
図表１-9 経営の精神における 3 つの精神を表現するキーワード ............................ 52 
図表２-1 諏訪地域の製造業の主要指標の年次推移 .................................................. 56 
図表２-2 諏訪広域 6市町村の「製造業」および「農業」の就業人口構成 ............. 57 
図表２-3 製造業従事者数（指数）の年次推移 ......................................................... 57 
図表２-4 諏訪地域の事業所数の推移 ........................................................................ 58 
図表２-5 諏訪地域の産業中分類別製造品出荷額等の特徴 ....................................... 59 
図表２-6 諏訪地域の製造品出荷額等および一人当たり製造品出荷額等の推移 ..... 59 
図表２-7 諏訪地域の製造品出荷額等，粗付加価値額および粗付加価値率の推移 .. 60 
図表２-8 粗付加価値率の推移の比較 ........................................................................ 60 
図表２-9 労働生産性（従業者一人当たりの粗付加価値額）の推移の比較 ............. 61 
図表２-10 諏訪地域の業種別・加工分野別ものづくり能力（対象：1,375 社）..... 64 
図表２-11 「産業地域」成立要件からみた諏訪地域の評価 ..................................... 66 
図表２-12 諏訪地域の労務対策協議会会員企業 ....................................................... 68 
図表２-13 諏訪地域の中小製造企業 56社の継続年数と売上高（2014年） ............ 69 
図表２-14 資本金別にみた継続年数と売上高の関係 ................................................ 71 
図表２-15 諏訪地域の中小製造企業 56社の従業員数と売上高（2014年） ............ 72 
図表３-1 長野県における諏訪地域と諏訪地域６市町村 .......................................... 82 
図表３-2 日本の蚕糸業の展開 ................................................................................... 83 
図表３-3 諏訪式繰糸機 .............................................................................................. 85 
図表３-4 明治初年の製糸工場建設費に占める 1 釜当たりの設備所要費用 ............. 85 
図表３-5 世界四大蚕糸業国における生糸生産量の推移 .......................................... 86 
図表３-6 横浜生糸入荷個数相撲番付（明治 44 年（1911）生糸年度） .................. 87 
図表３-7 全盛期の岡谷の全景と片倉館 .................................................................... 87 

8 
 



図表３-8 諏訪地域の産業集積の形成と発展 ............................................................. 98 
図表３-9 諏訪地域の産業の変遷 ............................................................................... 99 
図表３-10 （有）大和工業の業績推移（生産数量） .............................................. 103 
図表３-11 （有）大和工業の業績推移（売上高・損益） ...................................... 103 
図表３-12 中小企業の経営理念 ............................................................................... 107 
図表３-13 中小企業の経営理念（図示） ................................................................ 107 
図表３-14 地域先人企業家の学習プロセス .............................................................. 110 
図表４-1 インジェクタ・オリフィスと燃料噴射のイメージ .................................. 118 
図表４-2 擦り合わせ型商品と意味的価値 .............................................................. 121 
図表４-3 ライト光機の製品（双眼鏡・ライフルスコープ） ................................. 124 
図表４-4 ベンチレストシューティングのイメージ ................................................ 126 
図表４-5 自社ブランド商品“ココミン” .............................................................. 127 
図表４-6 PLUM ブランド・ロゴおよび開発製品「高島城」・「諏訪姫」 ................. 130 
図表４-7 “Boecom”適用用途 ................................................................................. 131 
図表４-8 “PLUM RACING TEAM” ............................................................................. 132 
図表４-9 自動三角織機能付ペーパーホルダー“おりふじ” ................................. 136 
図表４-10 “おりふじ”が取り上げられたテレビ放送 .......................................... 136 
図表４-11 商品化・地域連携体制 ........................................................................... 137 
図表４-12 金属から樹脂への代替品 ........................................................................ 141 
図表４-13 株式会社みやまのスキルマップ活用による人材育成 ........................... 142 
図表４-14 “チーム諏訪圏”の構成 ........................................................................ 143 
図表４-15 開発製品：ポータブルトイレ[rooma(ルーマ)] ..................................... 144 
図表４-16 諏訪圏 CFRP 研究会組織構成 .................................................................. 146 
図表４-17 諏訪圏 CFRP 研究会参加企業と支援団体 ................................................ 146 
図表４-18 諏訪圏 CFRP 研究会の価値相関図（Value Net） ................................... 147 
図表４-19 産業クラスターを活性化させる要因 ..................................................... 148 
図表４-20 チーム・イングスの地域共同企業ネットワーク ................................... 153 
図表４-21 植込み型補助人工心臓“EVAHEART（エヴァハート）” .......................... 157 
図表４-22 商品展開のポジショニング .................................................................... 160 
図表４-23 Innovation と Inventionの頻出頻度（1950 年以降） .......................... 164 
図表４-24 全国における製造品出荷額等と特許公開件数の推移 ........................... 165 
図表４-25 長野県全県における製造品出荷額等と特許公開件数の推移 ................ 165 
図表４-26 諏訪地域における製造品出荷額等と特許公開件数の推移 .................... 166 
図表４-27 大企業と中小企業の特許戦略 ................................................................ 167 
図表４-28 株式会社ミヤサカ工業製“コックんトーユ” ...................................... 170 

9 
 



図表４-29 株式会社 MOLD’S ACT グループの連結経営・組織機能 ........................... 172 
図表４-30 金属固体接合技術の特徴 ........................................................................ 173 
図表４-31 樹脂成形用ハイサイクルスプルーブッシュ .......................................... 174 
図表４-32 特許出願・取得活動の貢献 .................................................................... 176 
図表５-1 オリックス株式会社の企業力との対比 ................................................... 184 
図表５-2 諏訪地域にふさわしい地域システムの概念とその適格性評価............... 198 
図表終-1 地域産業活性化を促進する論理の全体像 ................................................ 206 

 

 

 

 

  

10 
 



序章 研究の目的 
 

第１節  問題意識 
 
１.１  現実社会の問題 

 
 製造業という産業の特質は，①「製造品の輸出により外貨獲得を図ることができる産業」，

②「他の産業に対して大きな生産波及効果を生むことができる産業」，③「長期安定雇用の

可能性や雇用者自身の成長を育むなど，良質な雇用を生み出すことができる産業」，などの

性質を備えているため，日本の産業構造にとって極めて重要な位置づけをもつ産業である。

しかるに，バブル崩壊以降，日本の経済は日本の失われた 10 年あるいは 20年と呼ばれる

ように長期にわたって停滞・低迷する中で，製造業もまた同様にその活力が失われてきた。 

近年の日本の産業全体の収益構造を経常利益でみると，リーマンショック後に経常利益

が最も落ち込んだ 2009 年に対して 2015年では約 9.2兆円（その内訳は大企業が約 6.7兆

円，中小企業は約 2.5 兆円）の増加となり，全体としては利益増加基調となってきた。大

企業の経常利益増加要因は，変動費の減少と売上高の増加および減価償却費の減少が貢献

要因であり，健全な体質強化によるものと考えられる。 

一方，中小企業の経常利益増加要因は，変動費の減少と人件費の減少が主たる要因であ

り，売上高は逆に減少し利益減少要因となっている。売上高減少による利益減少を人件費

の減少で償っているという構図がみえる。以上より，「売上高の伸び悩み」が日本の中小企

業にとっての大きな課題であると言える。 

 さらに，2009 年に対する 2015 年の売上高の増減を業種別に分解すると，大企業では全

ての産業で売上高増加となっており，その増加額は約 11.3兆円である。そのうち製造業の

増加分は 5.2兆円（46％）と売上高増加に最も寄与している産業となっている。一方，中

小企業の場合には，売上高は全産業合計で 6.4 兆円の減少となっている。建設業のみ売上

高が増加していることを除き，製造業，卸売業，小売業，サービス業，その他の業種の全

ての産業で売上高が減少となっている。1 以上より，日本の産業の重要な担い手である製

造業において，大企業と中小企業の格差（相違）が際立っていることが明らかである。 

日本の中小製造企業を中心とした工業集積地におけるものづくりは，長年にわたって磨

かれてきた技術・技能と経験に裏打ちされたノウハウによって，高品質，低コストおよび

短納期などに代表されるように高水準の QCD2を実現し，高度な製造能力を有している。 

しかし，日本の中小企業を中心とした地域産業集積地では，バブル崩壊以降，業績の低

迷とともに活力も失われてきているという大きな問題を抱えている。直近の 2016 年版中

1 中小企業白書（2016）pp.38-40。 
2 Quality(品質)，Cost(コスト)，Delivery(納期)を意味する。 
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小企業白書では，「中小企業の稼ぐ力の強化」が中小企業の取り組むべき方向性として示さ

れているが，地域の中小企業の実態としてはこれまでにも継続して問題視されてきた課題

の多くが依然として未解決のままである。それらの課題の代表的なものは，「下請体質から

の脱却」であり，「顧客・市場志向への意識改革」を図りイノベーションと販路開拓への取

組みを促進すべきことである。これらの課題を乗り越えることができた企業はそうでない

企業に比べて収益力向上が図られ，稼ぐ力を強化する取組みに向かうことができよう。 

ところで，日本の有力な製造業の集積地の一つである諏訪地域においても，全く同様に

地域の活力が低下している状況にある。むしろ，目覚ましい躍進ぶりを示したかつての姿

があるだけにその落差はより顕著で深刻である。製造品出荷額等だけとってみてもピーク

であった 1991年の 1兆円強の水準に対して 2014 年はその半減に近い 5,550 億円となって

いる。雇用への影響をはじめ地域の活力低下が生じていることは明らかである。このまま

これまでの延長線上で推移したとすれば極めて望ましくない姿が待っていよう。諏訪地域

の中小企業では，大企業の傘下のもとでのものづくり時代が長らく続いたため，営業とい

うことをしたことがないという企業が多く，自ら売るという視点が惚けているのではない

か，あるいは退化しているのではないか，そのように見受けられる。3 

また，長野県という器で見た場合，長野県の高校生はその 8 割以上が県外に進学するな

ど若年者の県外流出が多い 4一方，県内出身大学生の U ターン就職率は約 4 割に留まって

いる。従って，県外に出た人材を県内に呼び戻すための人材確保は，長野県にとって大き

な課題である。そのためには，長野県出身大学生に県内企業へ目を向かせることが必要で

あり，この対策として，県内企業，特に中小企業が元気になり先の見通しのある雇用の受

け皿となるべきであることが掲げられている。5 

 

１.２  基本的な問題意識 
 

近年の社会環境は，グローバル化，ICT に関する技術革新，また知識革命などにより急

速に進化・進展してきている。その中にあって，世界の国や地域によって，その産業の活

性化（あるいは繁栄）に大きな温度差が生じている。このように，「国や地域の特定の産業

における温度差（比較優位）をもたらす要因は何なのだろうか？」このベーシックな大疑

問に答えるべく，アルフレッド・マーシャル（Alfred Marshall，1842-1924）以来，経済

学を中心に幅広い分野での研究が行われてきた。 

3  関（1997），渡辺（1997），西岡（1998）が指摘する「営業機能すら持たない下請中小企業が少なかっ

た」という指摘通りの状況が現在も起こっている。 
4 「長野県の高等教育の現状と課題」参照。 

（http://www.pref.nagano.lg.jp/daigaku/kyoiku/gakko/kenritsu/shorai/documents/shiryou0503.pdf）  
5 「「長野県人口定着・確かな暮らし実現総合戦略」の施策構築に向けた現状と課題」p.22 参照。 

 （https://www.pref.nagano.lg.jp/nagachi/nagachi-seisaku/documents/shiryou1.pdf）  
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ある地域に産業集積が形成され発展することによって構成された地域のことをマーシ

ャルは産業地域（Industrial District）と呼んだが，そのような地域が諏訪地域も含めて

日本には少なからず存在する。しかし，そのほとんどが活力を失ってきている。そこで，

「活力を失っている中小企業の集積する産業地域が，どのようにして再び活力を取り戻す

ことができるようになるだろうか」というのが本研究の基本的な問題意識である。 

 

１.３  リサーチ・クェスチョン 
 

中小企業を中心とした地域産業活性化という課題に関しては，中小企業論や産業集積に

関係した経済学（経済地理学，空間経済学），経営学（経営戦略論，経営組織論，イノベー

ション論，マーケティング論），ネットワーク論など広範な学問領域が関係し，活発な研究

が行われ多くの著書・文献が公表されている。これらの研究や理論体系の多くは実務家に

とっても有益であり，参照して実務に活かそうとする実務家は少なくない。しかしながら，

現実社会の実態は上述したように，地域産業は停滞・低迷からなかなか抜け出せていない。 

これはなぜだろうか。諏訪地域について言えば，この地域の人々は伝統的に勤勉かつ勉

強熱心である。各種セミナーや勉強会は地域で多数開催され多くの企業家がその学習機会

を利用し，また，上記のような専門書でなくとも一般的な経営書や実務書，啓蒙書の類は

勉強しており，ある程度の地域は有している。しかしながら，多くの企業でブレークスル

ーができていないのである。従来の延長線上に行動が規制され，新たな動きへと起動がか

からないのはなぜだろうか。 

筆者は，地域の企業家を地域の産業を振興させようとの具体的な行動へと駆り立てる何

らかの前提条件が欠けているのではないか，そこに企業家として本来有すべき企業家精神

のようなものを自覚できていないのではないかと考え，活力を失っている産業地域が再び

活力を取り戻すためには一体何が必要になるのだろうか？という問題を解くカギとして，

企業家精神を意識し，以下の問いを立てることから本研究を始めることとした。 

〔問題提起〕地域産業活性化をけん引するための根底に必要となる要素は何か？ 

 

 

第２節  研究の目的 
 
２.１  研究の目的 

 
本研究の目的は，「活力を失っている日本の中小企業の集積する産業地域が，どのように

して再び活力を取り戻すことができるか」を明らかにすることであり，併せて地域システ

ムのあり方について考察する。 
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地域産業活性化の主役となるのは中小企業であるが，地域産業活性化は単に個々の中小

企業の業績が上がればよいというものではなく，地域産業全体の活性化を図ろうとするも

のであるから，「個別企業（ミクロ）課題」と「地域全体（マクロ）課題」の二つの問題を

検討する必要がある。そこで，地域全体の産業活性化を図るにはどのようなしくみや枠組

みが必要となるのか，個々の企業をそこへどのように結び付けていったらよいのかという

「地域システム」のあり方について考察することとする。 

 
２.２  研究の対象 

 
 本研究では，日本の中小製造企業が集積する産業地域の一つである諏訪地域を研究対象

とする。諏訪地域は，明治時代以降，岡谷を中心とする世界的な「シルクのメッカ」とし

て栄え，第二次大戦後は時計やカメラに代表される精密機械工業へと大転換を成し遂げて，

「東洋のスイス」と呼ばれる地域へと発展し，そして現在においても高度な精密加工技術

を有する多くの中小企業が集積する，日本を代表するものづくり拠点の一つである。しか

しながら，近年は日本の製造業の競争力低下とも呼応し，諏訪地域の製造業も低下・停滞

し閉塞感が漂っている。 
本研究では，諏訪地域の産業に特化して掘り下げを図る中で，地域産業活性化の方法や

しくみ，また地域システムとしての有効な枠組みについて考察する。その中から有効な知

見や方法，指針が抽出でき，それらが地域政策の一部として組み入れられ，実行・実施さ

れたならば具体的に地域産業活性化に貢献しよう。 
一方，それらの知見や方法，指針は，諏訪地域を対象として抽出されたことではあるが，

それらの中で一般性を有するものがあれば，それらは他地域の地域産業活性化にも寄与で

きるものと期待できる。 
 

２.３  研究のアプローチ 
 

 本研究は，現実世界の認識についての研究であり認識研究に該当する。この認識研究を

進めるにあたっての研究のアプローチは，特定の現象・事実の説明を行う実証研究であり，

事実の探求ならびに理論の検証を伴うものである。具体的な手法としては，事例調査にお

ける面接調査（ヒアリング調査），アンケート調査，日常的な観察，文献調査の併用である。 

 一般的に，科学が積み上げた事実を基に対象をモデル化しようとするものであるのに対

し，工学では目的を達成するためのモデルを人為的に作り上げようとするものである，と

言えよう。本研究の目的は「地域産業活性化を促進するための要件は何か」を検討するも

のであるが，最終的にはそれらの結論・帰結が地域産業の活性化を具体的に促進するため

の何らかの施策となって現実の社会に貢献できることが望ましい。そういう意味から，本
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研究では，工学が目的を達成するための方法論を考え，工学的思考法が目的志向にたった

思考法であるといえることから，工学的アプローチを念頭に置いて研究を進める。 

 

 

第３節  地域産業活性化とは何か 
 
（１）産業の活性化 
 
 本研究の目的とする地域産業活性化の研究を進めるにあたり，その前提として「活性化」

という語句の定義について考えておきたい。そもそも「活性化」とはどのようなことを意

味するのだろうか。各種国語辞典では図表 0-1 のように説明されている。ここでは，番号

3,6,7 のように現在は停滞している状態にある社会や組織という表現を重視し，番号 3 の

「停滞している社会や組織に刺激を与え，その機能を活発にすること」と理解しておくこ

ととする。また英語としては，以前は元気であったものが今は失われてきているものを再

び活性化するという意味も含め，“revitalization”を使用する。 

 

図表 0-1 「活性化」の意味（定義） 

 
（出所）筆者作成。 

 
 では，地域産業活性化はどのように理解すればいいのだろうか。まず，地域活性化とは，

「地域の中に新しい動きを創りだすこと」だといえる。つまり「創造性」が重要なキーワ

ードとなろう。従って，地域産業活性化とは，産業を通して地域を創造的にすることであ

り，この創造性の意味する最も重要なものは，「顧客の創造」であると考えられ，具体的に

は，新たな顧客を見出すことである。 

番号 意味 出典

　①特定の機能が活発になること。

　②組織などの活動を活発にすること。

6 　停滞している物事や組織に刺激を与え、その働き・反応を活発にすること。 新明解国語辞典第6版（2005）三省堂

7 　停滞していた機能が活発に働くようになること。また、そのようにすること。 広辞苑第6版（2008）岩波書店

4 　②まわりに生き生きと作用する力を与える、また、作用する。 岩波国語辞典第6版（2000年）岩波書店

5 　④一般に物事の活動が盛んになること。 日本国語大辞典第二版（2001）小学館

1 大辞泉（1995）小学館

2 　②組織などのもつ機能を活発にすること。（activation) 日本語大辞典第二版（1995）講談社

3 　停滞している社会や組織に刺激を与え、その機能を活発にすること。 旺文社国語辞典第9版（1998）旺文社
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一方，地域産業活性化が図れたかどうかを測定する指標も必要となる。最終的には，製

造品出荷額等の増加，法人税納付額の増加などの地域経済力（規模）の増加などの財務的

な指標で図られよう。しかし，その前にそれに至る過程として，顧客の創造が実現できた

かどうかが最も重要なファクターである。新事業展開や新商品開発の促進状況，またイノ

ベーションや販路拡大などの取組み状況，新たに起業する企業は現われたのか，などはす

べて顧客の創造が実現できたかどうかを評価するための指標である。このような指標は，

実際に企業や，場合によっては行政において，実行計画や施策の策定にあたっての，重要

業績評価指標（KPI：Key Performance Indicators）として目標設定することが望ましい。 

 

（２）地域産業と地場産業 

 

 本研究では，地域産業を対象としており地場産業を議論するものではない。ここで，地

場産業の定義を確認しておこう。中小企業白書 1981 年版には，「地場産業とは，いわゆる

『地場性』を有する産業のことをさすが，より具体的には，地元資本による中小企業群が

その地方の経営資源（原料，技術，人材，販売力など）を活用して，生産，販売活動を行

っている産業ということができる（p.57）」と記述されている。また，「ある地方に古くか

らあってその地方に定着している特殊な産業（小学館（2001）『日本国語大辞典（第二版）』）」

や「特定の自然的・歴史的条件を持つ土地において，地元資本が伝統的な技術と地元の労

働力により，特産品を製造する産業（岩波書店（2008）『広辞苑（第六版）』）の説明もあり，

例として，盛岡地方の鋳金，燕市の金属洋食器，関市の刃物，瀬戸市の陶磁器，今治市の

タオルなどがあげられている。 

地域産業の定義は辞書的には見当たらず地域の産業ということであるが，本研究では、

その地域に伝統的・固定的な産業である地場産業の議論ではなく，地域外部に対するアク

セスやネットワークの活用（顧客・供給業者・その他関係者，技術・情報・ノウハウなど）

により，地域にある産業の発展とともに新たな産業の創出を図ることによる地域産業の活

性化および発展という意味での地域産業を対象とする。 

 

第４節  本論文の構成 
 
 本論文は，本序章に引き続き，第１章から第５章の本論と終章とからなる。本論文の構

成を図表 0-2に示す。 
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図表 0-2 本論文の構成 

 
  

序章

第１章
本研究のベースとなる産業集積に関する先行研究・文献レビュー

第２章

第３章 〔地域産業活性化の方法　地域全体課題の検討（事例研究）〕

第４章 〔地域産業活性化の方法　個別企業課題の検討（事例研究）〕
　　・下請体質からの脱却，顧客志向への転換に関する事例研究

第５章

終章

〔問題意識と研究の目的〕
地域産業活性化の促進をどのように図ればよいのか？

「活力を失っている中小企業の集積する産業地域が，どのようにして再び活力
  を取り戻すことができるか」を明らかにすること

〔先行研究・文献レビュー〕

〔諏訪地域の産業の課題と地域産業活性化の着眼点〕

　　・結論，知見

　　・インプリケーション，研究の意義と課題

〔結言（研究の総括）〕

　　・諏訪地域の産業の課題の明確化

　　・地域産業活性化の着眼点と検討の進め方

　　・諏訪地域の産業の発展と変革に関する事例研究

　　・経営理念の明示性に関する実態調査

　　・事業創造への動機づけと組織学習の効果

　　・チーム活動，新事業創造（起業）に関する事例研究

　　・イノベーションと特許の意義

〔研究結果の考察〕
　　・地域全体課題に関する研究結果の考察

　　・個別企業課題に関する研究結果の考察

理 論 現実社会

問題意識

個別企業の活動を
通じた地域産業活性化

地域全体の活動を
通じた地域産業活性化

理
論
的
な
背
景

実
践
的
な
背
景

地域産業活性化
の検討スタンス
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第１章 先行研究・文献レビュー 
 

第１節  はじめに 
 
 近年の社会環境は，グローバル化，ICTに関する技術革新，また知識革命 1などにより急

速に進化・進展してきている。その中にあって，世界の国や地域によって，その産業の活

性化（あるいは繁栄）に大きな温度差が生じている。この，国や地域の特定の産業におけ

る温度差（比較優位）をもたらす要因は何なのだろうか？ 

 このような疑問に答えるべく，アルフレッド・マーシャル（Alfred Marshall）以来，経

済学の各分野中心に研究がおこなわれてきた。それらは，産業の地域的集中や産業や企業

の立地という観点において，経済地理学，地域経済学，空間経済学などにおいて展開され

てきた。その後，経営学の分野においても，国や地域，また特定産業や企業における競争

優位の確立や競争戦略などに関するマイケル・E. ポーター（Michael E. Porter）の研究

をもとに幅広い議論が展開されてきている。ポーターが提唱した産業クラスター論は産業

集積を考える上で触発的な議論となっている。これらに関係し，競争優位や競争戦略の展

開に不可欠なイノベーションの議論や，学習の議論などへと議論は展開されてきている。 

 経営組織論においても，大手企業の伝統的な垂直統合型の経営組織体制が，急速に変化

する外部環境に柔軟に対応することが困難となり，水平的なネットワーク組織の構成が有

効な事例が多数発見されるなど事例研究も活発となり，ネットワーク論が展開されてきて

いる。シリコンバレーとボストン 128 の地域比較を行ったアナリー・サクセニアン（AnnaLee 

Saxenian）が提唱する地域ネットワーク産業システム論はその好例である。 

 これらの研究や議論は広範な研究分野にまたがり多様であるが，地域の競争力の源泉に

ついて考える際には産業集積（産業の地域への集中）がそのキーワードとなる点ではほぼ

共通しているといえよう。これらの広範にわたる研究分野について，その主たる理論の系

譜を図表 1-1に示す。 

本章では，本研究の目的である地域産業の活性化の観点から，図表 1-1のいくつかの理

論についてレビューするほか 2，産業立地パターンと歴史の重要性に鑑み，W.ブライアン・

1 P・F・ドラッカー（2003）は，産業革命や生産性革命，マネジメント革命の根底にあったものは，知識 

の意味の変革であったと述べている。 
2 本章のレビューにおいて，直接的に記述していない諸理論についてその概要を記しておく。Isard, W.  

(1956) は，「地域科学研究の創始者」たる存在で，地域経済の産業連関モデルの研究など手始めに立地 

論と地域開発の分野を開拓した。Camagni, Roberto (1991) は，「ミリュウ（milieu）論」を展開し， 

イノベーションには暗黙知（tacit knowledge）が極めて重要であるが，地域環境（local milieu）に 

埋め込まれた（embedded）暗黙知が競争優位の源泉となることを指摘している。Florida, R. (1995)  

は，「学習地域（learning region）論」を展開し，イノベーションや集団的学習が行われる地域の特徴 

について議論した。Argyris, C. & Schön, D.A. (1978) は，「組織学習」について研究し，シングルル 

ープ学習より踏み込んだダブルループ学習を提唱し，問題の原因となる条件設定に考慮を行うことで 

根本的な問題解決を図る方法を提案した。Senge, Peter M. (1990) は，「学習する組織」について議論 

し，「学習する組織は人々が強い意欲を持ち，コミュニケーションの方法を学びながら，共通のビジョ 
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アーサー（W. Brian Arthur）の収益逓増と経路依存の議論について，また地域における産

業集積や中小企業のネットワーク組織について考慮すべき点として，スピルオーバー

（spillover）の概念についてもレビューを行う。 

 
図表１-1 産業集積に関連した諸理論の体系 

 
（出所）石倉洋子・他（2003）p.44，図 2-1 をもとに筆者加筆修正。 

ンの実現を目指すチーム組織である」と定義した。Williamson, O. E. (1975) は，限定的な合理性を 

持った人間が市場で未知の人々と取引する場合に生ずる無駄（＝「取引コスト」）について議論した。 

Coleman, James (1988) は，ヒューマン・キャピタル（人的資本）とは異なる「ソーシャル・キャピタ 

ル（social capital: 社会関係資本）」の概念について展開し，人々の協調行動を活発にすることによ 

って，社会における「信頼」「規範」「ネットワーク」などの社会組織の重要性について提唱した。Badaraco, 

J. L. Jr. (1991) は，「戦略的同盟関係」について取り上げ，提携関係が，新しい製品やサービスを開発

する「知識の連鎖」といえる段階まで進化していることを示した。Allen, Thomas (1977) は，組織や企

業の境界を越えて，その内部と外部を情報面からつなぎ合わせる人（＝「ゲートキーパー（gatekeeper）」）

の役割の重要性について論じた。Abernathy, William J. (1978) は，製品の市場投入の初期段階を経て

生産技術革新の段階に入ると，生産性向上が企業の中心的課題になるが，これは逆に生産工程や設計の固

定化を招き，新たな技術革新は減少してしまうという現象（＝「生産性のジレンマ（productivity dilemma）」

が生ずることを示した。Hippel, Eric Von (1988) は，イノベーションにはユーザーの知恵が組み込まれ

ていることを著名企業の事例から紹介し，ユーザー中心のイノベーション（＝「ユーザー・イノベーショ

ン（user innovation）」の重要性を提唱し，イノベーションの研究に一つの分野を確立した。Carlsson, 

B. ＆ Stankiewicz, R. (1991) は，「技術イノベーションシステム（Technological Innovation System）

論」を展開し，このシステムを，ある特定の経済産業分野において相互に作用しあうダイナミックなネッ

トワークの仲介者との意味合いに定義した。Hippel, Eric von (1994) は，「情報の粘着性（Sticky 

Information）」という概念を導入した。情報の粘着性とは，ある情報がその元の場所に固着して，容易に

他の場所へ移転することができない状態のことを意味し，それは情報の移転コストといえる。情報の粘着

性（移転コスト）を高める要因には，情報が暗黙的な性質を有する場合と，受け手の側にその情報を吸収・

咀嚼しうる能力が欠如している場合とがあると述べている。前項自著のユーザー・イノベーションとも関

係づけている。 

リード・ユーザー・イノベーション

伊丹敬之（1999）

「場」のマネジメント

フォン・ヒッペル（1988） フォン・ヒッペル（1994）

情報粘着性

野中郁次郎・竹内弘高（1995）

知識創造

今井賢一（1988）

ネットワーク組織論

センゲ（1990）

学習する組織

ポーター（1990）

ダイヤモンド・モデル

取引コスト

技術イノベーション・システム

カールソン（1991）

アージリス（1978）

ダブル・ループ学習

アバナシー（1978）

ソーシャル・キャピタル
ウィリアムソン（1975）

マーシャル（1890）

集積による外部経済

A. ウェーバー（1909）

集積因子の検討
ピオリ＝セーブル（1984）

柔軟な専門化

アイザード（1956）

地域科学
カマーニ（1991）

ローカルミリュウ論

空間経済学

生産性のジレンマ

経済地理学

経営戦略論

経営組織論

ネットワーク論

アレン（1977）

アンゾフ（1965）

シナジー（多角化）
ポーター（1980）

5つの競争要因、3つの基本戦略

ゲートキーパー

イノベーション論

コールマン（1988）

クルーグマン・藤田（1996）

自己組織化

クリステンセン（1997）

イノベーションのジレンマ

サクセニアン（1994）

地域ネットワーク産業システム

アーサー（1994）

複雑系アプローチ

フロリダ（1995）

学習地域（Learning Region）

バーニー（2002）

RBV（内部資源）

バダラッコ（1991）

知識の連鎖

ポーター（1985）

バリューチェーン（価値連鎖）
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第２節  産業の地域集中化 
 
 1890 年『経済学原理』を著し，その後の経済学の発展に多大な貢献を行ったマーシャル

は，同著の中で「特定地域への特定産業の集積（同書第 4 編第 10 章）」すなわち「地域特

化産業（Localized Industry）」，「大規模生産（同書第 4編第 11章）」，「収益逓増の傾向と

収益低減の傾向の相関（同書第 4 編第 13 章）」などの章を掲げ，産業集積や産業の発展に

関する深い考察を行った。 3 これらの議論は産業集積論（Theory of industrial 

agglomeration）の嚆矢として位置づけられている。そこでマーシャルのこれらの論点につ

いてレビューする。 

 
２.１ 地域特化産業 

 
 マーシャルは同書第 4 編第 10 章において，ある地域に集積された産業のことを「地域

特化産業」という，として以下のように考察している。古来，軽くて高価な品物の生産は

地域的に特化していた。産業の立地は色々な要因が多数寄り集まって決めるのであるが，

中でも自然条件は重要な役割を果たし，自然条件の有利さは自由な産業と企業の展開を促

す。産業がその立地を選択するとその地に長く留まる傾向を持つ。同じ技能を要する業種

に従事する人々が互いにその近隣のものからうる利便にはたいへん大きなものがあり，そ

の業種の「秘訣（Mysteries）」は一般に広く広まってしまいもはや秘訣ではなくなる。機

械，生産の工程，事業経営の一般的組織などで発明や改良が行われ，あるいはある人が新

しいアイデアをうちだすと，他のものもこれをとりあげ，さらに新しいアイデアを生み出

す。すると，やがて近隣に補助産業が起こり，道具や原材料を供給し，流通を組織するな

ど，「原材料の経済」が促進される。そして，個別企業の資本規模がそれほど大きくなくと

も高価な機械の経済的利用が促進される。また，使用者は必要とする技能をもった労働者

を得たいとする需要が増すため，技能にたいする持続的な労働市場が形成される。他面，

作業が同種のものであるが故の労働格差を生む弊害も指摘できる。その打開策は容易で，

補完的な性質をもった異業種の産業を強力に発達させればよいのである。 

 産業の立地の決定要因は，運輸通信手段の低廉化に伴って変化する。特定の産業を特定

の地区へ集積させる傾向を強めるものの，技能を持った熟練工が消費地近傍へと移動する

傾向も生む。いずれにしても産業はその専門的特化と地域的特化を深化させていくのであ

る。 

 クルーグマン（Krugman）は，産業の地域集中化の源泉について考察し，産業の地域集中

化が起こる理由について，マーシャルが大きく三つに分類・整理しているとして，それぞ

3 Marshall, A. (1890) 第 4 編第 10 章，第 11 章，第 13 章（アルフレッド・マーシャル，馬場啓之助

（訳）（1965）pp.251-263）。 
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れに考察を加えている。4 第一の理由は「労働力の蓄積」である。これは，「同一産業の

企業数社が一カ所に集中すると，それによってできる産業の中心地に特殊技能労働者が集

まって労働市場を形作るようになる。」，すなわち「集中化された労働者が産業の地域集中

化において重要な役割を果たす」という論理である。第二の理由は「中間投入財」である。

これは，「産業の中心地が形成されると，その産業に特化したさまざまな非貿易投入財が安

価で提供されるようになる。」，すなわち「産業が地域集中化することで，その地域のより

多くの財やサービスの供給者を支え，それによって生産効率が向上し，地域集中化がさら

に進む」という論理である。第三の理由は「技術の波及」である。これは，「産業が集中し

ていれば情報の伝達も効率良くなるため，いわゆる技術の波及が促進される。」，すなわち，

隣接した企業間で知識が波及した結果生まれる外部経済によりもたらされる利益が地域集

中化をさらに進めるという論理である。ただし，クルーグマンはこの技術の波及という視

点について，「産業が地域集中化するうえで，本当の意味での技術の波及が重要な役割を果

たしていることは確信しているが，これ（技術の波及）が，地域集中化が起こる典型的な

理由だとは考えていない。」と述べている。例えば，「ハイテク産業も地域集中化されてい

るが，同時に，高度な技術を必要としない産業も地域集中化されている」ことから「産業

が一つの地域にどのように集中しようと，それは技術の波及だけによるものではない」と

いう見解なのである。 

さらに，クルーグマンはハイテク産業群の地域集中化について，「新しいハイテク産業群

は果敢な個人が作り出したものというよりは，ビジョンを持った経営の管理者の産物であ

る」と主張した。5 

 
２.２ 大規模生産 

 
 製造工業は操業する立地を自由に選択できる点で大規模生産の利便が活きるとし，マー

シャルは，「技能の経済」，「機械の経済」，「原材料の経済」，それに「高度に組織化された

販売購入法の経済」をあげている。6 マーシャルは財の生産規模の増大に由来して起こる

経済を「外部経済（External Economies）」と「内部経済（Internal Economies）」の二つ

に区分・定義した。前者は産業の全般的発展に由来するもので，経済性がある特定の地区

に同種の小企業が多数集積する産業立地によってもたらされる経済であり，後者は個別企

4 クルーグマン（1994）第 2 講 産業立地，pp.47-85。 
5 シリコンバレーの成立には，スタンフォード大学副学長のフレッド・ターマン（Fred Terman）がイニ

シャティブをとり，同じく 128 号線沿いの企業群は MIT の学長，カール・コンプトン（Karl 

Compton）がイニシャティブをとり，さらにノースカロライナ州のリサーチ・トライアングル

（Research Triangle）は州の援助で研究施設が作られたことをあげている。しかも，ハイテク産業の

地域集中化では，ハイテクでない要素：「特殊技能労働者の蓄積」が産業集中の過程で重要な役割を果

たしていることに注意すべきだと述べている。 
6 アルフレッド・マーシャル，馬場啓之助（訳）（1965）p.264 および p.269。 
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業の経営資源やその組織，経営効率に由来するもので，経済性が大企業の内部に構築され

る経済である。7 

 両者の比較（図表 1-2）を簡潔に表現すると，大企業は，絶えず変動している内部経済

のもとで，経営者の融通自在な力と前進力により，大規模生産の利便性を活用・発揮して

経済性を獲得する。一方，中小企業は，分業化によって互いに補完しあう産業部門の相関

的な発達（集積の全般的な発展）によって経済性を獲得する。 

 
図表１-2 大規模生産における生産態様比較 

 
（出所）藤野（2016）図表 1 の枠組みを参照し筆者作成。 

7 アルフレッド・マーシャル，馬場啓之助（訳）（1965）p.248-249 および p.310-311。マーシャルの論点

は，同種の小企業の多数が同一地区に集積する事によって分業のもたらす経済効果（＝外部経済）と，

少数の資力ある強力な企業（大企業）により集中独占される，いわゆる大規模生産のもたらす経済効果

（＝内部経済）の程度を比較分析し明確にしようとするものであった。つまり，マーシャルは一般的に

は大規模生産は大企業による大事業所（大工場）での独占的な生産態様と考えられるのであるが，同種

の小企業の多数が同一地区に集積する産業集積での生産態様についても大規模生産の経済効果の発揮

される側面があると考え，それらを区別して明確化しようと試みた。 

 大前（2011）は，マーシャルの『経済学原理』を小企業（small business）と産業集積の観点から再

検討を行った。 

　絶えず変動する内部経済における経営 　互いに補完しあう産業部門の相関的な

　者の融通自在な力と前進力 　発達

・高度に特化した技能（者）の獲得 ・同一業種における技能の秘訣波及

　と活用 ・良い仕事に対する正しい評価獲得

・事業経営の管理機能の細分化 ・営業関連知識習得における外部経済の

・核心的経営課題への経営者の集中 　重要性増加

・強靭な人間性を備えた経営者の必要性

・特定用途の高価な機械の設置や機械の ・生産工程の分業により多数の近隣企業

　改良・発明などに多くの利便性 　相手に高価な機械利用可能

・業種の選択により最良機械の安定操業

　大規模生産 　可能

　の利便性 ・利用価値が無いと考えられると廃棄さ ・近隣に起こる補助産業により促進

　れることによる無駄の発生 　される

・地域特化産業では原材料は相互利用

　可能のため無駄は生じにくい

・大量購入・大量販売における価格交渉 ・近隣に起こる補助産業により促進され

　高度に組織化された　力、在庫保有余力、販売・広告宣伝等 　る原材料購入・調達の利便性、および

　販売購入法の経済 　における優位性 　販売の利便性

・営業上の危険の集中

対象業種

生産活動の経済性 内部経済（Internal Economies） 外部経済（External Economies）

大規模製造業者（大企業） 小規模製造業者（中小企業）

製造工業

生産の態様 大規模事業所での生産 産業集積での生産

経済性確立のメカニズム

　技能の経済

　機械の経済

　原材料の経済

担い手
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第３節  収益逓増と産業の集中 
 
 慣例的な経済学（新古典派の経済学）の理論はネガティブ・フィードバック（収益逓減）

を仮定して組み立てられており，経済システムに何らかの変化が起きてもそれらが生み出

す反作用によって相殺され，予測可能な均衡へと導かれるとされる。 

複雑系の経済学者であるブライアン・アーサー（Brian Arthur）は，経済の多くの箇所

で，安定化する諸力が作用する代わりにポジティブ・フィードバック（収益逓増：increasing 

returns）が寄与していると指摘する。8 その好例の一つとして，1970 年代から 1980 年

代初頭にかけて日本で起こった VHS とベータマックスによる VCR 市場争奪競争（一般にビ

デオ戦争と呼ばれる）をあげ，市場形成のパターンを論じた。9  

アーサーは，収益逓増が支配する市場をランダムな事象，それ等に付随する正のフィー

ドバック，非線形性に基づく動的過程として非線形確立理論によりモデル化を行った。 10 

これを現実の世界に置き換えてみると，企業が産業に参入する際，利潤を最大化するよう

に立地を選ぶという，産業の立地について説明するものに適用できるのではないかとアー

サーは考えた。ある立地が「幸運（偶然：chance）」にも立地の進化の過程における初期段

階で他の立地よりも多くの企業を吸引できたとすると，さらにより多くの企業を吸引する

確率が増加するという現象が起こる。つまり，産業の集中は「自己強化的（self-

reinforcing）」に発生する。 11 産業にランダムに参入してくる歴史的な配列について考

察したこの例題は，地域入植のパターンがどのような結果になるのかを決定するが，どの

パターンもみな起こるということはあり得ないことを示している。すでに入植した企業の

存在により魅力度が発揮されるならば，そこにより多くの企業が追加されていくにつれて

魅力度がさらに上昇することになる。 

 
 
第４節  産業立地と歴史的経路依存性 
 

製造業は原材料地から運んできた原材料を工場で加工して製品を作り，それを消費地に

送って販売することから，製造業においては生産活動を行う場所の選定は極めて重要であ

る。従って，工場の立地する場所の選定には工場と原材料地ならびに消費地との距離関係

8 Arthur, W. Brian (1994). 
9 ソニーはベータマックス方式のビデオ販売に先んじたにもかかわらず，日本ビクターの VHS 方式のほ  

 うが市場シェアを広げていった。エージェントの「活用の場」（需要）が，VHS のほうに，フィードバ 

ックの「戻り効果」をプラスに働かせ，シェアの拡大がますます VHS 側に傾斜していったのである。ア 

ーサーは，自己組織化する複雑なシステムにフィードバックの効果がることに着目し，それがプラスに 

働いたときに収穫逓増のルールが適用できるのだと考えた。（中村（1998）p.145） 
10 W.ブライアン・アーサー（2003）p.10，図３。 
11 Arthur, W. Brian (1988) pp.9-31. 
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が強く関係する。このような製造業の生産～販売に至るプロセス過程の下で輸送費を最も

低くするには工場をどこに立地させるのが最適か，という問題に取組んだのが 20 世紀初

頭のアルフレッド・ウェーバー（Alfred Weber，マックス・ウェーバーの弟）であった。 

Alfred Weber（1909）は，一般的地方的立地要素とすべきものは「運送費」と「労働費」

であるとした。そして運送費による立地の決定にあたり，原料や製品の輸送費を決定づけ

る要素が「重量」と「移動距離」であると仮定して「工業立地論」12 を展開した。その後，

Sakashita(1967)は，企業は原材料地か消費地のいずれかの端点に立地し，それらの中間点

には立地しないという命題を得た。13 

アーサーは，ポール・デビッド（Paul A. David）のタイプライター・キーボード QWERTY

配列に関する 1985 年論文“Clio and the Economics of QWERTY”を複雑系経済学の収益

逓増経路依存性（path dependence）を説明する好例としてあげ，経路依存性について論じ

た。14 さらに Jacobs(1984)に触発されて収益逓増と産業立地問題についての研究を行っ

たアーサーは，いくつかの地域では実際に地理的な優位性ではなく「歴史的な偶然

（historical chance）」により立地した産業があることを指摘し，米国シリコンバレー（カ

リフォルニア州サンタクララ群）の事例 15をあげ，「初期に起こった小さな偶然の集中」が

都市の発展に決定的な役割を果たしたと指摘している。16 

産業立地の選択要件は，「地理上の魅力度」と「歴史上の偶然的要件」の双方で決まる。

ところで，他企業と一緒に居留することで得られる純便益がその場所の企業数とともに増

加するなら「凝集作用の経済」があるという。純便益が他企業数の増加につれて減少する

「凝集作用の不経済」も起こりうる。局所的な販売を行なう企業は周辺にいる他企業と独

占的競争関係にあることに容易に気づく。この凝集作用の経済における便益に上方極限が

あるため歴史の偶然のある組合せが支配的立地を生み出すとアーサーは述べている。17 

空間経済学を論じた佐藤・田渕・山本（2011）は，一カ所に人や企業が集まると地代（地

価）が高くなったり，交通渋滞が発生したりと，様々な不便が生じそうであるにもかかわ

らず，なぜ人々は都市に集まり住むのであろうか，という問題意識をもち，それを「比較

優位」「規模経済」「公共財」「集積の経済」の 4 つの要因に整理した。18  

12 伊藤（1931）は Alfred Weber(1909)の工業立地論について解説・解明を行っている。 
13 佐藤・田淵・山本（2011）p.2． 
14 Arthur, W. Brian（2013）pp.1186-1187. 
15 後に，米国エレクトロニクス産業を牽引することになる人々，半導体製造装置メーカーを創業したバ

リアン兄弟（the Varian brothers），HP 社を創業したウィリアム・ヒューレット（William 

Hewlett）とデビッド・パッカード（David Packard），ショックレー半導体研究所を創設したウィリア

ム・ショックレー（William Shockley）などがスタンフォード大学近傍に拠点を構えたことにより，

サンタクララ群が魅力的な地域となり，それに導かれるように多くの企業がシリコンバレーに入植し

ていく。シリコンバレーがその後世界最先端のテクノロジ企業が集積する地域となっていったのは周

知のとおりである。 
16 Arthur, W. Brian（1994）p.8. 
17 W.ブライアン・アーサー（2003）pp.61-64。 
18 佐藤・田渕・山本（2011）pp.67-71。第一の要因は「比較優位」であり，地域ごとに異なることから
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特に，集積の経済はさまざまな経済主体が空間的に集中することにより発生する外部経

済の総称であり，性質により「地域特化の経済」と「都市化の経済」に分類される。 

地域特化の経済は，個々の企業にとっては外部経済であるが産業全体でみれば内部経済

であり，同一産業内にある企業が特定地域に集中して立地することからメリットが発生す

ることを意味する。特定の産業内の企業同士は相互に取引することも多く，その取引費用

は企業間距離が近いほど低くなると考えられるため，企業は互いに近接して立地すること

を考える。一旦企業の集積が生じるとこの産業に参入しようとする企業はこの地域に吸引

される傾向が強まる。同一産業内では，特化（熟練）された技術やノウハウなどの暗黙知，

インフラ，労働力や中間投資財，また情報などは共通する場合が多く，それらが企業を吸

引する要因ともなる。地域特化の経済の典型的な例として大田区やシリコンバレーをあげ

ている。規模の経済の例としてあげた日立市や豊田市は下請企業が集積していることから

地域特化の経済の例でもある。19  

 
 

第５節  ナレッジ・スピルオーバー（Knowledge Spillover） 
 
 スピルオーバー（spillover）は本来「流出」「漏出」といった意味であるが，技術や経

済効果が外部に波及すること全般を意味する。 20 ナレッジ・スピルオーバーは熟練技術

やノウハウなどのナレッジ（knowledge），往々にして暗黙知が外部に流出・波及すること

である。このスピルオーバーが産業集積や都市の形成について分析する一つの概念である

とする考え方がある。 

 
５.１  ナレッジ・スピルオーバーの二つの概念 

 
Carlino（2001）は，ナレッジ・スピルオーバーの概念について，イノベーションや成長

の観点でみて“MAR spillover”と“Jacobs spillover”の二つの概念が重要であると経済

発生するさまざまな財やサービスの相対的な生産費用が，他所と比較して相対的な生産費用に優位性

があればその地域に集中するとする。第二の要因は「規模経済」であり，特に製造業では固定費と変

動費の合計の平均費用は生産量が増えるほど低くなる傾向にあり，日立製作所の立地する日立市やト

ヨタ自動車の立地する豊田市などの企業城下町を生み出すとする。第三の要因は「公共財」であり，

中央政府や地方政府が一般市場からは供給されにくい公共財を供給しているため，経済主体はそのよ

うな地域に集中する傾向にあるとする。第四の要因は「集積の経済」であり，労働や企業の生産性を

考える上で非常に重要なキーワードとなる。これは，多数の企業が集まることによって得られる利益

に関係し，マーシャルが言及していたことでもある。 
19 都市論の古典ともいえる Jacobs（1961）は，都市は大きくなればなるほど企業の種類はますます多様 

性を増し，その小規模企業の占める割合もますます大きくなる。小規模製造業者は外部の多数の，さま 

ざまな供給物や優れた技術に頼らなければならない。都市なくしてはこれらの企業は単独では存在で 

きないと述べている（J・ジェイコブズ（1977）p.167）。 

20 本稿では「溢
いつ

出
しゅつ

」もしくは「溢出効果」とする。 
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学者の間では認識されていると解説している。21 

 MAR spilloverは，1890 年にマーシャルがナレッジ・スピルオーバーの理論を開発して

おり，その後この概念はキニス・アロー（Kenneth Arrow）とポール・ローマー（Paul Romer）

により拡張されたことから 3 人の名前をとって MAR spillover と呼ばれている。これは，

「同一産業の中での多くの企業の集中がナレッジの伝搬（travel）を生み，企業のイノベ

ーションと成長に寄与する」というものである。この事例として前述したシリコンバレー

の例をあげている。22 

 1969 年，ジェイン・ジェイコブス（Jane Jacobs）はナレッジ・スピルオーバーに関す

る別の理論を提唱した。Jacobs spillover と呼ばれるこのナレッジ・スピルオーバーは，

「ある地域における種々の産業の多様性が，一つの共通する産業へと多くの企業を集中さ

せる」と主張する。Jacobs（1969）はその事例としてデトロイトの都市の変遷をあげてい

る。23 

 
５.２  ナレッジ・スピルオーバーに関連する議論 

 
 ナレッジ・スピルオーバーに関連して，「地域内の競争関係（Local competition）」に関

する議論も行われている。24 Chinitz（1961）は，当時大工場や大企業に独占され，ごく

少数の産業に特化していたピッツバークと，より多様化し競争関係の強い産業構造を有し

ていたニューヨークとを比較し，ピッツバークは人口当たりの起業家数が少ないためニュ

ーヨークに比べるとイノベーションの創出も少ないということを指摘した。 

Jacobs（1969）は，競争関係の強い市場構造をもった都市の方がイノベーションの発生

頻度は高く，ある企業によって地域が独占状態になってしまうとイノベーションを抑制し

てしまうのであるが，地域が競争関係の強い環境をもてば新製品や新手法のイノベーショ

21 もう一つ，“Porter spillover”が掲げられることもあるが，MAR spillover に類するとしている。 
22 そこでは，多くの半導体会社がその研究開発拠点をシリコンバレーに次々に設置され，それとともに

半導体企業各社の新製品や新技術開発を助長する環境が整備され提供されていった。その一方では，

各社の進行中にある様々な開発案件が競合企業であっても相互に非公式に共有化される事態が発生す

ることとなった。 
23 エリー湖の北に位置するデトロイトは 1820 年代には花の交易を行っており，湖を横断するために小

型船舶が使われていた。1840 年代に入ると船舶ビジネスが起こり，デトロイトには世界初の蒸気船の

造船所ができた。1860 年代には船舶用エンジンそのものが移出品の主流となった。1880 年代には，塗

料やワニスから始まり，蒸気発電機，ポンプ，潤滑油，各種道具類，備品，ストーブ，薬，家具，革

製品からスポーツ用品まで，幅広い製品が移出用に製造された。このように多様性があり繁栄した経

済が 20 年後に自動車産業を出現させることにつながったのである。（Jacobs（1969）Chapter4, 

pp.123-125.） 

 これまでの主流エンジンであった蒸気機関をガソリンエンジンに転換したことにより自動車産業が育

っていった。オールズ Olds 社やドッジ Dodge 社などはその会社の起源がボートのエンジンにあるとい

う。ミシガン州にある鉄鋼産業やや機械装置産業など多くの異なる産業が自動車産業の成長発展に貢

献したという。（Carlino（2001）） 
24 Carlino（2001）。 
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ンは起こりやすいと述べている。また，ポーターも，地域経済が競争的環境にあれば，地

域企業相互のイノベーションはすみやかに隣人企業に採用され改善されていくが，地域が

ある企業の独占状態にあればその居心地の良さにあぐらをかき，敢えてリスクのあるイノ

ベーションに挑戦しなくなると述べている。25  

これらの主張に対する反論もある。地域の競争関係の強い環境下において企業は他の企

業のイノベーションを模倣しようと研究開発に投資しない傾向をもつが，独占的な企業は

他に模倣できる企業がないことを承知するゆえにイノベーションを促進できるという。26 

 クルーグマンは，ナレッジの流れは目に見えないのでナレッジ・スピルオーバーの測定

は実は困難であると述べているが，Adam Jaffe等（1993）は，ナレッジ・スピルオーバー

の測定にパテント（特許）・データが有用で，イノベーションを完璧に反映するものではな

いにせよ，「地域の創造性（inventiveness）」についてある程度測定可能であると述べてい

る。 

 
 

第６節  産業クラスター論 
 
６.１  産業クラスターの定義 

 
 マーシャルは，ナレッジ・スピルオーバーを源泉とする集積地域内におけるイノベーシ

ョンの重要性について，『経済学原理』の中ではそれ程言及しているわけではない。その後，

イノベーションの重要性を視座に据えて，産業クラスターについての理論化を進めたのが

ハーバード大学の経営学者マイケル・E・ポーター（Michel E. Porter）教授である。ポー

ターは，特定地域に集積した多様な企業間の連携を通じたイノベーションの重要性に着目

し，産業集積における戦略的な取り組みの必要性について指摘した。 

 ポーターはクラスター（Cluster）の定義について，「クラスターとは，特定分野におけ

る関連企業，専門性の高い供給業者，サービス提供者，関連業界に属する企業，関連機関

（大学，規格団体，業界団体など）が地理的に集中し，競争しつつ同時に協力している状

態を言う。」27とした（図表 1-3）。また，「クラスターとは，ある特定の分野に属し，相互

に関連した，企業と機関からなる地理的に近接した集団である。これらの企業と機関は，

共通性や補完性によって結ばれている。」28 とも述べている。 

25 Porter（1990）。 
26 Glaeser, et al.（1992）。 
27 マイケル・E・ポーター（1999）p.67。 

なお，“Cluster”の本来的な意味は，「（同種類の物･人々の密集している）群れ，集団（group, crowd）」 

を意味する（研究社新英和大辞典第６版）。 
28 マイケル・E・ポーター（1999）p.70。 
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産業クラスターを構成する企業や機関としては，①最終製品・サービスを生み出す企業，

②専門的原材料・部品・機器・サービスの供給業者，③金融機関，④関連産業に属する企

業（建設会社など），⑤補完製品メーカー，⑥専用インフラ提供者，⑦政府その他の機関（大

学，シンクタンク，訓練校），⑧規格団体，民間支援団体などがあげられている。29 

ところで，「地理的に近接した」というのはどの程度の範囲を言うのかについては，「一

都市のみの小さなものから，国全体，あるいは隣接数か国のネットワークにまで及ぶもの

がある」，「クラスターの範囲は行政上の区分と一致していることも多いが，州境や国境を

またがっている場合もある」と述べているに留まり厳密に規定していない。30  

 ここでは，「産業クラスター（Industry Clusters）」とは，多くの企業や関係組織が「競

争しつつ同時に協力し，共通性や補完性により連結され」，それによって「イノベーション

が促進されている」タイプの産業集積のことを指す 31 ，と理解しておいてよかろう。とこ

ろで，この，「競争（competition）しつつ同時に協力（cooperation）する」という姿勢は，

地域に集積した産業のパーフォーマンスにきわめて重要な影響を及ぼす要因であることに

注意しておきたい。 

 

図表１-3 産業クラスターの基本的概念 

 
（出所）マイケル・Ｅ・ポーター（1999）第 2 章，pp.67-172 より筆者作成。 

 
 

29 ポーター（1999）p.67。 
30 欧州の化学クラスターの例では，言語の共通性，物理的に短い距離（200 マイル以下程度），法律など

の制度の類似性，貿易・投資障壁の低さ，などの要件を満たせば政治的境界を超え得ることを示してい

る。（マイケル・E・ポーター（1999）p.114）なお，石倉・他（2003）は，欧米先進クラスター８事例

の調査の結果，車や電車で 1～2 時間で移動できる距離がクラスター形成の限界と報告している。（p.152） 
31 内閣府（2003）第 1 章。 

要件 意味する内容

　・「企業」を中心とした集積ではなく、以下の企業・諸機関の集積である。

　①　一定の分野で、 　　〔特定分野の関連企業〕、〔供給業者〕、〔サービス提供者〕、

　　相互に関連する企業と機関が、 　　〔関連業界の企業〕、〔関連機関（大学、規格団体、業界団体等）〕

　　一定の地域に集積する。

　・「ネットワーク」は連携関係、「産業クラスター」は競争関係を内包。

　③　シナジー効果が発揮される。

　・主体が単に存在するだけではなく、主体間に一定の関係がある。

　・その関係の中においてイノベーションが促進される。

　・地理的に集中している（負担なく往来が容易な範囲）。

　②　競争しつつ、協調している。

　・競争が「イノベーション」を誘発するため、競争関係が不可欠。

　・競争関係にありつつ、協調できるかどうかが問われる。
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６.２  クラスターの基盤となる「ダイヤモンド・モデル」と競争優位 

 
 ポーターは，「現実の競争はダイナミックなものであり，戦略的な違いとイノベーション

を追求することで決まるもの」だと捉えており，「競争をダイナミックに捉える見方では，

立地は生産性，特に生産性の成長に与える影響という点で競争優位を大きく左右」し，「あ

る立地に属する企業が競争する際の生産性と先進性は，ビジネス環境の質から強い影響を

受ける」32と指摘する。 

 そこで，「ある立地におけるビジネス環境の特性」を捉えようと，世界 10 ヵ国において

国際競争力をもつ業界を分析した結果，共通成功要因として「需要条件」「要素条件」「企

業戦略及び競争環境」「関連・支援産業」の 4 つが抽出でき，それを立地の競争優位の源泉

を示す「ダイヤモンド・モデル」として提唱した。 

 このモデルの 4つの要因の中で，クラスターの占める位置は直接的には「関連・支援産

業」に留まるのであるが，クラスターは 4つの要素の相互作用を示すものと捉えるべきで

あり，ポーターはクラスターがもたらす競争優位性（集積効果）を次の 3 つに大別してい

る。 

〔クラスターがもたらす 3 つの競争優位性（集積効果）〕 

① クラスターを構成する企業や産業の生産性を向上させる 
② 企業や産業のイノベーション推進能力を強化し，生産性の成長を支える 
③ イノベーションを支えクラスターを拡大するような新規事業の形成を刺激する。 

さらに，ポーターは「クラスターがもたらす優位の多くは，外部経済や，さまざまな種

類の企業間，産業間のスピルオーバー（溢
い つ

出
しゅつ

効果）に由来するものである。従って，クラ

スターとは，互いに結びついた企業と機関とからなるシステムであり，その全体としての

価値が各部分の総和よりも大きくなるようなもの，と定義できるかもしれない。」33と述べ

ている。このことから，マーシャルの論じた「外部経済」の議論，すなわち同種の小企業

の多数が同一地区に集積する事によって分業のもたらすものであり，産業の全般的発展に

由来するものである経済効果と定義した外部経済，をその前提としていたことが窺い知れ

る。 
 
６.３  クラスターの誕生（発生）と成長・発展 

 
「クラスターはどのように誕生（発生）するのか?」この問いに対する答は，新たにクラ

スターを生み出そうとする場合の指針となるはずである。この点について，ポーターはク

32 マイケル・E・ポーター（1999）p.80-82。 
33 マイケル・E・ポーター（1999）p.86。 
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ラスターの誕生には多くの原因があり，ダイヤモンド・モデルの要素条件のうち，歴史的

な状況に由来する部分に関係する場合が多く，具体的には以下の 6つが企業誕生のモチベ

ーションの要因となると述べている。 

〔企業誕生を促すモチベーションとなる 6 つの要因〕 

① 専門的なスキルや研究能力，物理的な立地の効率性，良好もしくは適切なインフラス

トラクチャなどがまとめて包括的に利用しやすい場合 

② 地元の需要条件が高度もしくは切迫している場合 

③ 供給産業や関連産業，あるいは関連するクラスター全体が以前から存在している場合 

④ 革新的企業が 1～2 社存在し，それが他の多くの企業の成長を刺激する場合 

⑤ ある立地における初期の企業形成が，企業家精神の産物に依存するような，偶然が作

用する場合 

⑥ 有利な要因や需要条件が偶然の出来事によって作り出されたことにより，それが企業

形成へとつながる因果関係が生じた場合 

 
次に，「クラスターが誕生したとして，それは成長・発展し得るのか?」という問いに対

しては，さまざまな要因が絡むクラスターの誕生の場合と異なり比較的予測可能である。

ポーターは，そのための重要な視点として以下に示す 3つを指摘している。34  
〔クラスターの成長・発展の可能性を予測し得る 3 つの視点〕 

① 「健全な競合関係」 

すばやく改善を進め，起業家精神を育む原動力として不可欠であるのが健全な競合関 

係であり，地元での競争の激しさはどのような状態にあるのか。 

② 「新規事業を育む環境」 

新たな企業や機関の誕生がクラスターの発展にとって不可欠であることから，新規事 

業形成に対する地元の全般的な環境はどのような状態にあるのか。 

③ 「組織化，関係構築のメカニズム」 

クラスターによる優位性の発揮は，個人間，団体間のつながりや関係に依存するウェ 

ートが高いため，クラスターへの参加者をまとめあげる公式・非公式のメカニズムが 

如何に効率的であるかどうか。 

 
そこで，クラスターが誕生し，その後，成長・発展を遂げていくためのプロセスを図表

1-4 に示す。クラスターは，一つの大きなシステム（自己強化型システム 35）であると言

え，従ってその成長・発展のプロセスはフィードバック・ループが効率よく機能するかど

34 マイケル・E・ポーター（1999）pp.125-126。 
35 自己強化型（self-reinforcing）フィードバックについては，例えばドネラ・H・メドウズ（2015）pp.62- 

63 参照。 
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うかに依存する。このフィードバック・ループはダイヤモンド・モデルの 4つの要素の相

互に関係する矢印のことを指すと考えればよい。 

 第 5ステップのクラスターのグレードアップの際には，「政府（地方自治体）の果たす役

割」が重要となる。クラスターの概念が，経済全体の共通需要（ニーズ）だけでなく，科

学技術，教育・訓練，輸出や外資導入の促進などに関する政策のガイドラインになるから

である。一方，政府・自治体も，クラスターが「外部効果」「つながり」「スピルオーバー」

「支援制度」を重要視しているため，それらに注視することによって多くの企業や産業に

共通する問題に対処可能となる。 

第 6 ステップの真の競争優位獲得のステージに立つことができるまでには，場合によっ

ては 10 年レンジの時間も要す。複数のクラスターが交錯することになれば，異分野の知識

やスキル，技術が結合することによって新しいビジネス誕生が鼓舞される。積極的な機会

を求めての国際化（グローバル・ビジネスの推進）は，クラスターの競争力を高めること

に資する。「グローバル経済において最も持続性のある競争優位は，ローカルな要因から得

られる場合が多い」36というポーターの結論は示唆に富んでいるといえよう。 

 
図表１-4 クラスターの成長・発展プロセス 

 
（出所）マイケル・E・ポーター（1999）pp.121-130 を参考に筆者作成。 

 

36 マイケル・E・ポーター（1999）pp.163。 

　●専門的な供給業者の出現

　●必要な数の企業が揃うこと 　●情報の蓄積 　●豊富な市場機会、

　●地元各種機関の参与 　　　　参入障壁の低さ

　　・専門的な研修、研究 　●起業家による新会社の設立

　　・インフラ、適切な規制 　●新たな供給業者の出現

　Ｎ

　Ｙ

　●他の組織・機関への影響度増大 　●専門の製品・サービスの入手

　●複数のクラスターの交錯 　　　（公共/民間機関・政府の政策） 　●地元企業の専門能力向上

　●外国からの直接投資（FDI)吸引 　●グレードアップに向けた政策 　　・金融サービス企業、建設企業

　●グローバル戦略の開発 　　　の見直し 　●組織や手法の開発が活発化

　●クラスターの健全性向上 　●外部資源の吸引 　　・公式・非公式の組織

　　　（人材・技術・供給業者） 　　・コミュニケーション手法

【１】 【２】 【３】

クラスターの誕生 自己強化型プロセス始動 事業機会の拡大

【４】

専門能力の開発・育成

【５】

クラスターのグレードアップ

【６】

真の競争優位獲得

クラスターの
存在と重要性

が認知される

？

発展？
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６.４  地域クラスターの役割 

 
 ポーター等は，最新データを活用して地域経済効果に対して集積（agglomeration）ある

いは地域クラスター（Regional Cluster）が果たす役割について調査研究分析を行ない，

その結論を以下に示す 5 つの所見（findings）としてまとめている。37  
〔地域クラスターの果たす役割に関する 5 つの所見〕 

①強いクラスターに属する産業は，雇用の増加率が高く，また賃金，企業数，特許件数の 
 増加を助長する。 
②地域のある産業を取り巻くクラスターとその関連クラスター群は，既存の産業の成長の 
 みならず地域における新しい産業の創造にとっても重要である。言い換えると，新しい 
 産業（群）は強い地域のクラスターから生み出される。 
③産業集積に関するこれまでの理論では，コスト効率，リスク軽減，あるいは地域内のナ 
 レッジ・スピルオーバーなどの可能性について強調されてきているものの，クラスター 
 とその関連クラスター群の影響力は広範に渡ることから，産業集積の意味する概念はも 
 っと広いものとなるはずである。 
また，所見は政策面にも及んでいる。 
④地域政策を効果的なものとするためには，バラマキ主義でもなく，特定企業を優遇する

のでもなく，バイオやソフトのような特殊なハイテク分野だけに好意を示すのでもな

く，関連した経済活動全般にわたって相互補完的となるようなものを優先させるべきで

ある。 
⑤地域経済効果は，クラスターの構成が狭い行政区域の範囲内に留まっているのではなく，

近隣地域にまで及んでいるかどうかに決定的に依存している。クラスターのスパンが複

数以上の行政管轄区域にまたがっているような場合には，しばしばその利便性はより高

まる。 

 
 

第７節  地域産業システム論 
 
 長岡（2009）は，ポーターの示したクラスター論を実際に活用しようとした場合の問題

点あるいは留意点について，以下の 3点を指摘し見解を述べている。一つは，ポーターは

外部経済のメリットとして「生産性向上」「イノベーション能力」「新規事業形成」をあげ

ているが，内部経済と外部経済の関係についての言及がない。二つには，ポーターは経済

活動が社会関係の中に埋め込まれている（embedded）と述べているが，どのように埋め込

37 Delgado, Mercedes & Porter, Michael E. & Stern Scott (2012), pp.34-36. 
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めば外部経済のメリットが現れるのかについては言及がない。三つには，現実の産業集積

地には大企業と中小企業は混在立地している場合が多いが，大企業は集積からは独立して

いる場合が多い。大企業がクラスターやネットワークに参加すべきなのか，その際の条件

は何か，などには言及がない。 

 
７.１  サクセニアンの問題意識 

 
 これら 3 点の問題点について，アナリー・サクセニアン（AnnaLee Saxenian）は，地域

の優位性（Regional Advantage）をベースに地域産業システム（Region’s Industrial 

System）の概念を導入して答えようとした。 

 サクセニアンは，1970 年代を通じ，エレクトロ二クスの技術革新で世界的にリードし，

地域の活力，起業家精神，驚嘆に値する経済成長の面で称賛された二つの地域，「シリコン

バレー」と「ボストン・ルート 128」が，1980 年代に入ると両地域とも急速に地盤沈下し

長期衰退すら予測される危機に陥り，そして 1990 年代にはシリコンバレーは国際的な競

争パターンの変化に適応でき回復できたのであるが，ルート 128 は競争優位性を失う結果

となってしまったことから，なぜこのような結果となってしまったのか，に問題意識を持

って分析を行い，サクセニアンは，両者の違いを次のように整理した。38  

 後者（ボストン・ルート 128）の「個別企業に基づく産業システム」は，垂直統合型の伝

統的な企業スタイルであり，立地する地域の技能・技術などリソースの大半を内製化する

傾向が強いため，地域経済に関する研究対象となりにくい。一方，前者（シリコンバレー）

の「地域的なネットワークに基づく産業システム」の力学に関する研究は，世界各地の事

例が発見されるとともに活発になってきている。 

 
 

38 アナリー・サクセサン，山形浩生・柏木亮二（共訳）（2009）pp.19-20 に基づき一部記述変更。シリ

コンバレーは，「分散化した地域ネットワークに基づく産業システム」を持っており，この産業システ

ムは関連技術の複合体の専門的な生産者の間で，集団的な学習と柔軟な調整を促進させる。地域の濃

密な社会的ネットワークとオープンな労働市場によって，実験と起業家精神が促される。企業は激し

く競争する一方で，同時に非公式のコミュニケーションとコラボレーションを通じ，お互いから市場

の技術と変化を学ぶ。そして緩やかにつながったチーム構造のおかげで，企業の部署間，そして外部

のサプライヤや顧客との間に水平的なコミュニケーションが活発になる。企業内の機能区分は，ネッ

トワークシステム内ではあまり明確ではなく，企業間の境界や，企業と産業団体や大学といった地域

組織との境界もはっきりしない。 

 ルート 128 地域は，対照的に比較的統合された少数の企業によって占められている。この地域の産業

システムは，多岐にわたる生産活動を内製化した「個別（独立）企業に基づく産業システム」であ

る。秘密主義的な慣習と企業への忠誠によって，企業と顧客，サプライヤ，そして競争相手の関係は

管理されており，それによって「安全性と自前主義を促進する地域文化」をさらに強めている。企業

の階層構造は，中央集権と情報の垂直的な流れを確実にしている。だからこの個別企業に基づくシス

テムだと，企業間や企業内，そして企業と地域組織との間の境界ははっきり分離したままとなる。 
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７.２  サクセニアンの地域産業システムの概念 

 
 同等の専門技術能力や業者，また情報のクラスターがあったシリコンバレーとルート

128 との間に生じた業績の相違理由を説明するには，集積と外部経済の概念では説明でき

ないと考えた 39サクセニアンは，外部経済の概念では企業は決まった境界を持つアトム的

な生産ユニットであると想定しているが，実は，企業は外部のものから孤立しているので

はなく，むしろ社会や制度的な条件に埋め込まれている（embedded）ものである，という

考えに立ち，「地域産業システム」の概念を導入した。 

 この地域産業システムは 3 つの側面で捉えられると指摘している。この 3つの側面は相

互に密接に関係しており，どれか一つの側面だけでは地域経済の適応能力は説明できない。 

〔地域産業システムの 3 つの側面〕 

① 「地域の機関と文化」 
・地域内の社会的なやり取りを作り出し維持する場としての地域機関（大学，業界団体， 
地元自治体などの官民組織，非公式なホビイストクラブ，専門団体などのフォーラム） 
の存在 

・機関により形成される地元文化と，それにより決定づけられるコミュニティ共通の理 
解や慣行（行動規範） 

②「産業組織」 
・セクターもしくは複合セクターの中での分業のあり方（垂直統合の度合い） 
・顧客，競合企業，取引業者との関係性 

③「企業内組織」 
・企業の中での組織構造（階層構造，水平分業，組織管理手法など） 
・責任分担のあり方，業務の専門特化の度合い 

 
７.３  外部環境変化への適応性 

 
 地域経済を，生産要素の寄せ集めとしてではなく，産業システムとして捉えることによ

り，「分散化した地域ネットワークに基づく産業システム」（例：シリコンバレー）と「個

別（独立）企業に基づく産業システム」（例：ルート 128）という 2種類の産業システムが，

外部環境変化に遭遇した時に示す適応性の違いが鮮明となる。 
シリコンバレーとルート 128 の場合には，「外部環境変化に対する適応性の違い」が歴史

39 個別企業の外にある比較優位の源泉を考えるときに，外部経済の概念では，「技術能力，ベンチャー

資本，専門業者やサービス，インフラ，大学への近接性や非公式な情報の流れにより，知識のスピル

オーバーの集積が進むにつれて，それが自己強化的になってさらに集積する」と説明する。しかし，

シリコンバレーでは自己強化的な産業発達の力学を形成でき，他方ルート 128 では停滞と衰退しかも

たらさなかったという相違を説明できない。 
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的に異なる経路を辿らせることとなり，地域経済に対し，一方では復活・隆盛を生み，他

方では停滞・衰退を招く結果となったといえる。 

 
 
第８節  中小企業のネットワーク論 
 
 大企業と異なり経営資源（人材，設備，資金，情報）に乏しい中小企業にとって，独自

の新製品・新技術の開発，新分野・新顧客の開拓，既存製品の高付加価値化などの経営諸

課題に対し，単独で取り組むことは容易なことではない。そこで，自社にとって不足する

経営資源を外部から導入する方法や自社の経営資源を他社の異なる経営資源と融合させる

方法など，他者との連携関係（＝ネットワーク）を構築することが中小企業の経営資源の

不足を補う方法として有効な手段となり得る。 
 また，サクセニアンの示したシリコンバレーとルート 128 の比較事例から，時代の激し

い変化に対して，硬直的な組織は機能不全に陥るが，「ネットワークに基づくシステム」は

組織の境界を越えてしなやかな協業を生み，ダイナミックに変化に対応し得る。 
 従って，中小企業のネットワーク化が注目されるようになるのは必然である。 
 
８.１  組織間関係論と資源依存パースペクティブ 

 
独立した企業間の関係性に関する研究（組織間関係論）の形成・発展は，1960 年代以降

であり比較的新しい。それは，単独の組織の分析ではなく，組織を取り巻く環境との関係

から組織を分析する。このような組織間関係分析の必要性は 1961 年のレヴィン＝ホワイ

トによって明示された。40 研究の進展の中で組織間関係の支配的パースペクティブ（見解）

となったのが，フェファー＆サランシック（Pfeffer & Salancik（1978））によって提唱さ

れた「資源依存パースペクティブ（Resource Dependence Perspective）」であった。41 

「二つ以上の組織の何らかの形のつながり」のことを意味する組織間関係は，具体的に

は，資源交換，情報の流れ，共同行動，構造，パワー関係，価値共有などの形となって現

われる。組織はその存続の必要性から他の組織と組織間関係を形成するのであるが，特定

の組織に依存し過ぎてしまうと自らの組織の自律性が失われかねない。逆に，他組織が自

らの組織に依存してくる場合には自らのパワー42を強めようとする。 

40 山倉（1993）pp.4-5，pp.8-9。 
41 これは，組織自身が存続していくために組織は外部環境から諸資源を獲得せねばならず，それ故に組

織は諸資源を所有しコントロールしている他組織に依存していると考え，組織間関係の形成メカニズ

ムを資源依存の視点から捉える理論である。 
42 「パワーとは，他の抵抗を排しても，自らの意思を貫き通す能力であり，自らの欲しないことを他か 

 らは課せられない能力をいう。」（山倉（1993）p.66） 
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従って，組織が他組織に対する依存関係をいかに処理し操作すべきなのかは重要な検討

項目となる。Pfeffer & Salancik（1978）は，組織間の調整メカニズムを，「自律化戦略」

「協調戦略」「政治戦略」の 3 つの戦略として分類している。43 

また，山倉（1993）は，他組織への資源依存度を回避しあるいは低減させるための戦略

として 4 つの方策を提起し，組織が他組織に対して持つパワーについて議論した。44 

 

８.２  ネットワーク組織論 

 
 組織間関係についての研究が進展する中，今井（1984）が情報通信ネットワークの進展

による企業や社会の変化について分析した『情報ネットワーク社会』を著し，続いて今井・

金子（1988）により企業組織のネットワークに関する『ネットワーク組織論』が著された

ことから，以降「ネットワーク組織」に関する研究に注目が集まっていく。今井らの意図

は，変容する社会と経済の様子をネットワークという観点から捉えることにより，経済社

会や企業組織に対する新しい見方と，分析のフレームワークを提示することにあった。45 

 今井・金子（1988）は，日本の中堅企業が縦横に活躍を始めた姿を紹介している。46 こ

の事例で特徴的なことは，関連企業との自発的な関係のもとでネットワーク的業務連携が

行われていること，現代の企業においても有効な取組みであること，そして，業界の仲良

しクラブ的な性格とは異なるものであることであった。47 

 

８.３  ネットワーク・パワー論 
 

 寺本（1990）は，ネットワークのもつ状況変革力としてのパワー（これをネットワーク・

43 山倉（1993）pp.96-117。 
44 山倉（1993）pp.70-71。 
45 日本企業が「ネットワーク型産業組織」へ転換した契機は 1973 年の石油危機にあったという。石油

危機が，危機を乗り切るために経済社会の中の「関係」を変えたのであるが，具体的には産業組織の

中に「分業」を増殖させたのである。この分業の性格は，それぞれが自立性もちつつ，相互に密接な

依存関係をもつというもので，これを著者は「ネットワーク分業」と呼んだ。 

 マイケル・J. ピオリ，チャールズ・F. セーブル（1993）は，各地域の事例を取り上げ，「柔軟な専門 

家（flexible specialization）」の体制がものづくりの柔軟性と永続的なイノベーションを可能にす

るとして，企業が特定の工程に専門特化し，分業における水平的ネットワークの構築を図ることで変

化の激しい市場に対応し得る生産体制へと転換し得ると提唱した。「ネットワーク分業」は，これに

通ずる概念である。（今井・金子（1988）pp.61） 
46 例えば，仙台の金属加工機械の卸売商・植松商会の事例では，卸売商であるが故に仕入れ先企業と納

入先企業をもっているが，植松商会は納入先の加工機械ユーザーのニーズを分析し，自ら機械設計を

し，それを仕入先メーカーに生産委託をするという業務形態をとっていることが紹介されている。機

械というモノの仲介業ではなくエンジニアリング機能を自社のバリューチェーンに位置づけ付加価値

を高めているのである。しかも，仕入先と納入先をそれぞれ組織化し技術研修会や情報交換会を行っ

ている。さらに別の異業種交流も組織し新製品開発にも成功している。これらは，随所に散見される

異業種交流や情報交換会とは性格を異にする。 
47 今井・金子（1988）pp.62-63。 
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パワーと称す）に着目し，その視点の明確化に取り組んだ。近年における企業間ネットワ

ークの特徴は，全体として多重複合的なマルチ・ネットワーキングへと発展してきており，

その産業社会へのインパクトや影響力（すなわち，ネットワーク・パワー）が増大しつつ

ある。このパワー現象には，ネットワークがその外部に対してもつパワーとしての「外部

パワー関係（External Power Relationship）」と，個々のネットワーク組織の内部のさま

ざまな主体におけるパワーとそれらとの諸関係としての「内部パワー関係（Internal Power 

Relationship）」の二つがある。 

 一方，ネットワークの構造としては，タテ型とヨコ型があり，タテ型の場合には資源の

豊富な大企業が圧倒的にパワーを獲得することになってしまう 48ため，伝統的なタテ型に

依存するのではなく，積極的にヨコ型のネットワークを構築しようという動きが活発にな

ってきている。タテ型からヨコ型にそのネットワーク構造を変革しようとしたときに，ネ

ットワークの内外で資源依存関係が流動化するとともに，ネットワーク・パワーも変化を

起こす。このネットワーク間のパワー関係の揺らぎが新たなイノベーション発生の源泉と

なるとし，連結のイノベーション・ダイナミクスを定義した。49 

 
８.４  ネットワークと信頼 

 
 若林（2006）は，社会的ネットワークのあり方が個人や組織の信頼の内実に影響する点

に着目し議論した。社会ネットワークは，組織間学習を促進する特性を持つとして，ネッ

トワークの構造特性，信頼，そして組織間学習の関係について整理した。 

この意味するところは，「弱くて開放的なネットワークは，能力的信頼関係を発達させや

すいので，形式知の組織間学習に関わる心理的契約を，組織間において構築しやすい」の

であるが，他方，「強くて凝集的なネットワークは，意図的信頼関係を発達させやすいので，

暗黙知や社会的文脈の同質的な共有に協力的な心理的契約を組織間に構築しやすい」とい

うことである。50 

 

８.５  学習する地域と知識移転ネットワーク 

 
Florida（1995）は、地域（regions）が地球規模において経済的かつ技術的組織体とし

て益々重要性を帯び，企業や組織は知識ベースの組織を原則とする方向へと移行するとの

観点から，具体的に量産拠点としての地域（mass production regions）から，学習する地

48 垂直統合や広範な下請け関係が確立しているネットワーク構造はタテ型ネットワークの典型例であ

る。 
49 寺本（1990）p.39。 
50 若林（2006）pp.124-127。 
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域（learning regions）への移行について述べている。学習する地域が持続的優位を確保

する源泉となるものは，知識創造（knowledge creation）と継続的な改善（continuous 

improvement）であり，企業間ネットワークやサプライヤとのシステムがイノベーションの

源泉となると述べている。学習する地域は，ものと人と情報をジャストインタイム・ベー

スで，物理的にもコミュニケーション的にも移動し得るインフラの構築を必要とする。 

 Inkpen and Tsang（2005）は，3つのネットワークタイプ（社内ネットワーク，戦略的

アライアンス，産業地域（industrial district)）に対して，知識移転（knowledege transfer）

51がどのように助長されるのか、その諸条件について分析した。比較視点は，社会資本局面

（social capital dimension）として，①ネットワークの構造面（stractual network ties, 

configulation, stability），②認識された目標や文化（congnitive shared goals, 

culture），③相互信頼関係（relational: trust）の 3 つである。 

これらの 3 つの視点に対して，特に産業地域の場合の条件として導出されているものは

以下の通りである。①に関しては，a.他のメンバーとの近接性の程度，b.派閥間関係を維

持する緩い紐帯，c.安定した個人間関係，②に関しては，協調（協力）から得られる相互

作用により共有される目標，規範やルールによって非公式のナレッジを統制する文化，③

に関しては，社会的紐帯に埋め込まれた商取引によって得られる信用・信頼，であった。 

 

 

第９節  企業文化創造の意義 
 

 企業が市場で成功するためには優れた戦略とそれを実行し得る組織が必要である。しか

し，その背後には，企業文化という，その概念が広範にわたり，同時に曖昧性を含む，数

字ではとらえられない精神的なものの総体と言えるようなものが介在している。 

このような企業文化（あるいは組織文化）52に対して強い関心が寄せられ，また研究テー

マとしても重視されるのは，組織や企業がめざす目標や活動（行動）の仕方（パターン）

に対して，組織文化や企業文化が大きな影響を与えるからである。逆に，適切な組織文化

や企業文化が形成されていなければ，どのような経営活動も期待効果をあげることは難し

い。高業績に寄与する良い文化が醸成されてきた成熟企業であっても，環境の変化に適合

して企業文化の変革が行なわれなければ持続的な成長を維持することは極めて困難となる。 

従って，企業文化をどのように形成し，活性化させ，また変革していくかは企業にとっ

て大きな課題である。特に，企業文化は，企業がスタートアップした時の創業者の考え方

51 知識移転の対象となる，産業クラスター内部で企業・研究機関・関連団体の間に形成された知識に 

は，「技術」「ノウハウ」「知識」のほか，「経営ルーティン」などが含まれる。（若林（2014b）） 
52 組織文化は，企業文化を含め種々の組織における文化の総称であり，厳密には区別が必要であるが， 

問題の所在については同じであるので，本章では組織文化と企業文化を同義に扱い，企業文化の表現 

を主に使用することとする。 
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や思い，経営理念など，「創業者の価値観」に強く影響を受けている。従って，新規に事業

を興そうとする企業家は，「何を以って事業と成していくか」の視点と共に，「如何なる企

業にしていくべきか」の視点についても，スタートアップの時点で明確に持っておくべき

である。 

 

９.１  企業文化とは何か 
 

（１）企業文化の定義 

 

 ビジネスの現場にいる者，特に経営者は，企業文化が経営の成功あるいは失敗のカギと

なることを本能的・体験的に感じ取っており，彼らはみな，自分の組織内に強い文化をつ

くり出すことに腐心した。53 では，企業文化あるいは組織文化とは何であろうか。加護野

（1988）は，組織文化を「現実主義」と「観念主義」の二つに大別して定義する。現実主

義のアプローチでは，文化は観察されるものであり，観察される兆候，行動，および行動

の産物を通じて把握されるものと考え，野中（1985）は組織文化を「社員の行動様式であ

り，仕事の進め方である」と定義した。一方，観念主義のアプローチでは，文化とは理解

され，推測されるものであり，その構成員がもつ社会的価値および規範の観念をさすもの

と考え，加護野（1988）は組織文化を「組織構成員によって共有された価値，規範，信念

の集合体」と定義した 54。組織心理学者のシャイン（Schein, E. H.）は，組織文化を「あ

る特定のグループが外部への適応や内部統合の問題に対処する際に学習した，グループ自

身によって創られ，発見され，または，発展させられた基本的パターン」 55と定義してい

る。また，ディールとケネディ（Deal, T. E. and Kennedy, A. A.）は，強い文化とは「人

は平常いかに行動すべきかを明確に示す，非公式な決まりの体系である」56と述べている。

デービス（Davis, S. M.）は，企業文化とは「組織の構成員に意味を与え，組織体の中で

の行動ルールを提供する共有された理念や価値のパターンである」57としている。 

 このように，組織文化の定義は各人各様であり，図表 1-5 に示すように 9つの概念に分

類することができるが，本章では大よそ一致しているところの，「組織構成員に共有された

価値や規範および（結果として生じる）思考や行動の様式」58をその定義としておこう。 

53 加護野（1988）pp.113-115。「IBM のトーマス・ワトソン，NCR の創立者ジョン・パターソン，ゼネラ

ル・モーターズ（GM）のウィル・デラント，ケロッグのウィリアム・ケロッグをはじめ，多数の実業

界の巨人の伝記，演説，その他の文献は，会社経営における強い文化の重要性を，彼らが直感的に驚

くほどよく理解していた」ことを示している。 
54 加護野（1988）pp.113-115。 
55 エドガー・H．シャイン（1989）p.12。 
56 テレンス・ディール,アラン・ケネディー（1983）p.21。 
57 スタンレー・M.デービス（1985）p.4。 
58 松村（2006）p.4。 
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図表１-5 企業文化（組織文化）の概念定義 

 

（出所）飯田（1995）pp.126-127 からの抜粋に一部筆者加筆。 

 

（２）企業文化の構造 

 

企業文化を考える際，そもそも文化（culture）とはどのような概念であろうか。一言で

いうと文化とは，「人間の物質生活，精神生活などのあらゆる生活の仕方のうち，人が後 

天的な学習により，その社会から習得した一切のものの総称である」59。 

文化には，会社の物理的なオフィス・レイアウト，新参者に教えられる人間関係のルー

ル，会社のイデオロギーや理念とみなされる基本的価値，あるいは人々が毎日の出来事を

伝達したり解釈したりするのを可能にする概念的なカテゴリーや仮定のように様々な要素

があるが，エドガー・H．シャイン（2004）によれば，これらの文化の要素は，「第 1のレ

ベル：文物（人工物）」「第 2 のレベル：標ぼうされている価値」「第 3 のレベル：背後に潜

む基本的仮定」の３つの「レベル」として構造的に捉える必要があるという（p.18）。 

ある組織において，課題や問題に直面した時に対処する手掛かりとなるものは，創業初

期の段階では「創業者の価値観」であり，その確信に基づき提案された解決策であった。

59 林(1984)p.4。 

概念 基本的な概念規定 主な提唱者 評価

第１

第９

各個別企業の構成員が共有しているすべての潜在的
意思決定基準

第３
各個別企業の構成員が共有している当該企業に特有
で優れているいくつかの意思決定基準

第５
各個別企業の構成員が共有しているすべての意思決
定基準やそれを具現化した行動パターン、およびそ
れらを構成員に浸透させる媒体や手順

第７
各個別企業の構成員が共有しているすべての意思決
定基準やそれを具現化した行動パターン、およびそ
れらによって具象化された創造物

第４
各個別企業の構成員が共有しているすべての意思決
定基準、およびそれを具現化した行動パターン

Deal & Kennedy（1982）
野中（1985）
河野（1988）

最も多数の研究者が採用

経営学的視点から学術的影
響力が最も大きい

第２
各個別企業の構成員が共有しているすべての潜在的
および顕在的な意思決定基準

Davis(1984)
加護野・伊丹(1989)

研究ツールとして最適

Shein(1985)

Peters & Waterman（1982）

池上（1991）

第８
あらゆる企業の構成員が共有すべき普遍的かつ絶対
的な意思決定基準

梅澤（1990）
植木（1991）

社会学的視点からふさわし
い研究ツール

第６
各個別企業の構成員が共有している当該企業に特有
で優れているいくつかの意思決定基準や行動のパ
ターン

梅澤（1990）

企業による文化振興活動や社会貢献活動

Ouchi（1981）

境（1990）
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その解決策が機能し組織として成功認識を共有していくと，その価値は当たり前のことと

して当然視され，次第に信念となり仮定となっていく。 

文化の本質は，このような組織として獲得された価値観，信念，仮定であり，組織が成功

体験を重ねるにつれて共有化され当然視されるようになったものである。 

 コッターとへスケット（Kotter, J. and Hesket, J.）は，組織文化を変化に対する可視

性（ビジビリティ）と変化に対する抵抗（レジスタンス）という，程度において差異のあ

る二つのレベルでとらえた。60  

 

９.２  企業文化と業績 
 

 1970 年代後半には，アメリカは日本との国際競争に敗れ，日本経営礼賛の論調も現れた

が，アメリカにも超優良企業が歴然と存在していることから，それらの企業の共通項を抽

出しようとする研究が精力的に進められた。このアプローチは，「確固たる企業文化が高業

績を生む」という仮説に基づき，持続的に高業績をあげ続けている企業を調査したところ，

強い企業文化が企業の末端まで浸透していることを明らかにしていったものである。これ

らについての代表的な研究について取り上げよう。 

 

（１）ピーターズとウォーターマンの研究 

 

 ピーターズとウォーターマン（Peters, T. J. & Waterman, R. H. ）（1982）は，過去

20年間にわたって 6 つの財務指標と製品・サービスの革新性において傑出した成果を示し

た 43 社の企業調査から，8つの基本的特質 61を抽出し，その背後に企業文化が介在してい

ることを指摘した。すなわち，「超優良企業はいずれもひとつの包括的な企業文化とも言え

るものを作り上げており，それを従業員が共有している。これによって活性化された人々

が，その価値観を拠り所として，個々の活動を展開している」という。 

 

（２）ディールとケネディの研究 

 

 ディールとケネディ（Deal, T. E. & Kennedy, A. A.）（1982）は，80社を対象に企業 

60 ジョン・P.コッター,ジェイムズ・L.ヘスケット（1994）p.8。可視性が低いレベルでは，文化はその組

織メンバーに共有され，メンバーが変わっても永続する価値観を指し，この文化を変革することは極め

て困難である。一方，可視性の高いレベルでは，文化はその組織に備わった行動様式や行動スタイルを

指し，組織に加わった新メンバーが習得できるようなものであり，この文化の変革はさほど難しくはな

い。 
61 8 つの基本特性とは，①行動の重視，②顧客への密着，③自主性と企業家精神，④“人”を通じての生

産性向上，⑤価値観に基づく実践，⑥基軸から離れない，⑦簡単な組織と小さな本社，⑧厳しさと穏や

かさの両面同時保有，である。 
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組織の中に「信念」があるのか，有るならどのようなものかについて調査した。その結果，

25 社に明確な信念があり，その中で特に 18 社については「文化的な信念あるいは理念」

を有し，それらの企業はすべて持続的に顕著な高業績をあげている企業であることが分か

った。 

このことから，常に高業績をあげている企業の特徴は，「強い文化」の企業であることが

認められた。強い文化とは，「人は平常いかに行動すべきかを明確に示す，非公式な決まり

の体系」であり，言わば持続的成功の推進力である。それを有する企業は，仕事を楽しく

させ，従業員を熱心に働かせることになり，従業員は各状況でいかに行動すべきかを即座

に判断することができるという。 

 

（３）コッターとへスケットの研究 

 

コッターとへスケット（Kotter, J. & Hesket, J. ）（1992）は，企業文化の強さと性格

に関する調査研究を 4 次に渡って大規模に行なった。それらの研究は次の通りであった。

まず，第 1研究では企業文化と企業業績に関して強い文化が高業績を生むという既存の「強

力な文化のモデル」（理論 I）の検証が行われた。第 2研究ではさらに検証を深めるために，

理論Ⅰに加え文化が企業業績を向上させる条件として企業文化と企業の事業戦略との合致

（フィット）が意味をもつという「戦略に合致した文化のモデル」（理論Ⅱ）と，企業が環

境変化を予測し，それに適応していくことを支援し得る文化が長期的な高業績を支え続け

ることができるという「環境に適応する文化のモデル」（理論Ⅲ）が導入された。 

第 3 研究では，業績を悪化させるような文化を備えていると判断される企業の調査が実

施され，さらに第 4 研究では，企業文化を変革した結果，業績を向上させたと判断される

企業の調査が実施された。 

以上の研究全体を通じて得られた結論は以下の 4 点であった。 

〔企業文化に関する研究全体の結論〕 

① 企業文化は，企業の長期的業績に強い影響を及ぼし得る。 

② 企業文化は，企業の成功・不成功を決める要件として今後ますます重要性を増す。 

③ 企業の長期的業績の向上を阻害するような企業文化もかなり存在する。このような企 

業文化を変容することは極めて難しい。 

④ そのような企業文化を，業績を向上させる方向へ変革させることは難しいにしても可 

能である。この時，必要となるものはリーダーシップの発揮である。 
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９.３ 企業文化と経営理念 
 

 企業文化はどのように形成されるのだろうか。企業文化は，経営理念，それを体現する

英雄，理念と一貫した制度（組織構造や管理システム），経営管理者の日常行動，社内儀式

などに具現化されていくプロセスの中から生まれてくる 62。その企業文化の根幹をなすも

のは，企業のもっている価値であり，それは「経営理念（business philosophy）」として

表明される 63。経営理念は，社是，社訓，経営哲学，経営綱領，経営信条などの形でも表

現され，米国企業では，Credo，Mission，Mission Statement，Our Values，Our Purposes

などと表現される。経営理念は，成文化された形式であり，それが全社員の日常的行動や

態度に反映され実践されて初めて企業文化となる。つまり，経営理念は企業文化の根幹を

なすものであるが，企業文化そのものではない。企業の真の姿は経営理念よりも企業文化

の中にみられるのである。64 

 前述のピーターズとウォーターマンが示した 8 つの基本的特質の中で，「⑤価値観に基

づく実践」が経営理念と関係する。彼らは，もし経営に関するただひとつの万能薬的な助

言を求められるならば，「自社の価値体系を確立せよ。自社の経営理念
、、、、

を確立せよ。働く人

の誰もが仕事に誇りを持つようにするためになにをなしているかと自問せよ。（以下略）」

65と述べている。経営理念の必要性と効能について，リーバイ・ストラウス（Levi Strauss）

社のハース（Haas, R. D.）会長の言葉も示唆に富んでいる。66 

 

 

第１０節  中小企業のイノベーション 
 
１０.１ イノベーションの概念 
 

イノベーションという概念は，狭義の技術革新にとどまらず，何か新しいものを取り入

れる，既存のものを変えるという，広い意味での「革新」を指す。このイノベーションの

概念や定義を語る時に誰もが引用するのがシュンペーター（Schumpeter J.A.）である。シ

ュンペーターは，イノベーションとはモノや力を従来とは異なるかたちで結合するという

62 加護野，他（1983）p.168。 
63 野中（1985）p.104。 
64 河野（1985）は，経営理念が明確に設定された強い企業文化を持つことの効果を論じた（pp.44-45）。 
65 トム・ピーターズ，ロバート・ウォーターマン（1983）p.479。 
66 Howard, R.（1990）p.134「企業が支持し，従業員が信ずるような経営理念（company’s values）は，

競争上の成功にとって極めて重要である。実際，理念こそが企業を動かす（“values drive the 

business”）。企業が市場の変化に素早く適応しようとすれば，新しい事業戦略（new business 

strategies）や異なる組織構造（different organizational structures）を必要とするが，それだけ

では不十分でそこに理念が必要なのである。そして，理念は企業のリーダーシップと従業員の間を調

整する上での共通言語となるのである（p.134）。」なお，同社の明文化された経営理念は“LEVI’S 
Aspiration Statement”として掲載されている（p.135，p.140）。 
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意味での「新結合」であると論じている。一般に企業が行う活動の中で，新たな製品の開

発や生産工程の改善ばかりでなく，新しい販路の開拓や新しい原材料の調達，さらに新し

い組織形態の導入などの 5つの種類があると述べている 67。 

また，ドラッカーは，イノベーションとは資源に対し，富を創造する新たな能力を付与

するものであり，資源を真の資源たらしめるものがイノベーションである 68と述べている。 

 イノベーションの概念を分類する方法の代表的なものは，「プロダクト・イノベーション」

と「プロセス・イノベーション」に分類するものである。前者は新しい製品・サービスの

開発を志向し，後者は生産方法の改善を志向する。 

また，「連続的発展イノベーション」と「非連続的発展イノベーション」に分類すること

もできる 69。前者は既存の技術や知識などの延長線上で小刻みに継続して改善していく，

緩やかで段階的な「インクリメンタル（漸進的）・イノベーション」であり，後者は従来に

は存在しなかった画期的な製品や生産方法を新たに生み出す，飛躍的な「ラディカル（革

新的）・イノベーション」である。インクリメンタル・イノベーションを常態として生み出

す文化を育む中でラディカル・イノベーションが生まれるのであって，ラディカル・イノ

ベーションだけを成功させようとしてもそれは困難であることに注意すべきである 70。 

 

１０.２ 中小企業におけるイノベーションの意義 
 

 イノベーションを実現するための重要な取組みの一つは「研究開発活動」である。中小

企業で取組まれてきた研究開発活動の意義を収益性の側面に見ることができる。中小製造

業における売上高研究開発費率と売上高営業利益率の推移から，売上高に占める研究開発

費の割合が大きい企業ほど営業利益率がより高い水準となっていることから 71，中小企業

の研究開発活動が収益性向上のために重要であることがわかる。 

 一方，売上高に占める新製品の割合と直近 3 年間の売上高の増減傾向の関係をみると，

67 イノベーションの概念を最初に論じたシュムペーター（1883～1950）は，1934 年の著書（邦訳：『経済 

発展の理論（上）』岩波文庫, 1977 年，“新結合の遂行としての経済発展”pp.180-185）の中で，イノ 

ベーションとは結局，物や力を従来とは異なる新しい形に結合することであり，この「新結合」には以 

下の 5 つがあるとした。(初版出版は 1911 年) 

①新しい財貨（まだ消費者に知られていない新しい商品・新しい品質の商品の生産） 

②新しい生産方法（未知の生産方法の導入） 

③新しい販路の開拓（新しい市場の開拓） 

④新しい供給源の獲得（原材料ないし半製品の新しい供給源の獲得） 

⑤新しい組織の実現（独占的地位の形成，独占の打破） 
68 上述同書，p.47． 
69 シュンペーターは非連続的発展について「いくら郵便馬車を列ねても，それによって決して鉄道を得 

 ることはできない（同上）」と述べている。このような非連続的発展は創造的破壊を引き起こし，既存 

 の常識や活動様式を大転換する。 
70 フェルナンド・トリアス・デ・ベス＆フィリップ・コトラー（2011）pp.12-13。 
71 中小企業庁「2009 年版中小企業白書」第 2-1-2 図参照。 
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売上高に占める新製品の割合が一定程度高い企業の方が増収となっていることから 72，中

小企業が売上の維持・拡大を図っていくためには，研究開発活動等のイノベーションを通

じて競争力のある製品・サービスを創造していくことが不可欠であると考えられる。 

そこで，「売れる商品」づくりに向けて中小企業が取組むべき方向性として，中小企業白

書（2009 年版）は以下の 4点に整理している。73 

〔中小企業が取組むべき方向性〕 

① 「モノ作りとサービスの融合」により顧客ニーズを把握していること 

② 「国内・海外問わず」多数の販売先を有していること 

③ 新たな商品や技術の開発に当たり外部と連携し外部資源を有効に活用していること 

④ 「マス市場」よりも「ニッチ市場」を重視していること 

 

１０.３ 中小企業におけるイノベーションの取組み 
 

 中小企業がイノベーションへの取組みを強化しようとする場合，大企業の取組みについ

ても大枠の理解をしておくことは重要である。ここでは，大企業のイノベーションの取組

みを示すものとして，IBM が全世界の CEO765 人と直接インタビューした結果をまとめた報

告書 74を紹介する。インタビューに応じた CEO は，「今後 2年の間に，自社のビジネスへの

抜本的な変革が必要である」と考えていたという。 

イノベーション実現に向けての取組みについては，従来の「市場／商品／サービス」，「オ

ペレーション」の範疇を超え，「ビジネスモデル」のレベルでのイノベーションへとその取

組みのスタンスを拡大しており，しかも業績（営業利益率の伸び）が上位に位置する企業

ほどビジネスモデルのレベルでのイノベーション実現を重視していた。また，新たな発想

をもたらす源泉として重視しているものは，「一般社員」，「ビジネスパートナー」および「顧

客」の 3 つが圧倒的であった。しかも，これら 3 つのうち 2 つの情報ソースが社内ではな

く社外から得られていることに注意が必要である。 

 一方，中小企業は大企業と比べて経営組織がコンパクトである。そのため，中小企業に

おけるイノベーションの取組みは大企業とは異なる特徴を有しており，そのうち最も特徴

的なことは，経営者のリーダーシップの介在度合いが大企業より大きいことである。 

 

 

72 中小企業庁「2009 年版中小企業白書」第 2-1-3 図参照。 
73 中小企業白書（2009 年版）の売れる商品作りに向けた中小企業の取組について（pp.95-99）を参照。  
74 IBM(2006a)。 
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１０.４ イノベーションの起こしかた 75 

 
 イノベーションを起こすのは「人」である。企業においてその人を生かすのは「経営者」 

である。イノベーションを成功に導くためには何よりも経営者の姿勢が重要である。この

点，中小企業では経営者の強いリーダーシップが発揮できるという前提条件は整っている

といえ，イノベ―ティブな組織・文化の形成やプロセスなどの仕組み（トータル・システ

ム）を構築し，イノベーションを現実に起こしていくことが課題となる。 

実際，イノベーションが素晴らしい成果を生み出している企業では，経営陣が以下に示

す“7つのルール”を確実に実行して成果に結び付けているという 76。 

 これら 7 つのルールは，経営者が組織をイノベ―ティブなものにしようとする際には“4

つの分野”に同時に取組むべきだと提唱するコトラーの「トータル・イノベーション・シ

ステム」の概念（図表 1-6）とも符合する 77。 

〔イノベーティブな企業の経営者が実行している 7 つのルール〕 

ルール① イノベーションの戦略とポートフォリオを決定する際に，強力なリーダーシ 

ップを発揮する。 

ルール② イノベーションを会社の基本精神に組み込む。 

ルール③ イノベーションの規模とタイプを経営戦略に合わせる。 

ルール④ 創造性と価値獲得のバランスをうまくコントロールする。 

ルール⑤ 組織内の抵抗勢力を抑える。 

ルール⑥ 社内外にイノベーションのネットワークを構築する。 

ルール⑦ イノベーションに適切な評価指標と報奨制度を設ける。 

 

１０.５ イノベーティブな企業 
 

イノベーティブな企業とはどのような企業であろうか。ティッド他（2004）は，「イノベ

ーティブな企業とは，イノベーションによってみずからの生産方法を改良したり，製品・

サービスを差別化したりする能力を持った企業であり，イノベーティブな企業はそうでな

い企業にくらべて優れた成果（市場シェア・収益性・成長あるいは市場価値で表される） 

をあげている」と述べている。78 

75“起こす”と“興す”の使い方があるが本稿では一般的な用語としての“起こす”を使用しておく。 
76 トニー・ダビラ＆マーク・J・エプスタイン＆ロバート・シェルトン（2007）pp.38-40。 
77 フェルナンド・トリアス・デ・ベス＆フィリップ・コトラー（2011）pp.2-5。４つの分野と上記７つ

のルールとの関係は，分野１「イノベーションのための戦略的プラニング」はルール①と③，分野２

「イノベーション・プロセス」はルール④，⑤および⑥，分野３「イノベーションの評価と報奨」は

ルール⑦，ルール４「創造的文化」はルール②，がそれぞれ対応する。 
78 ティッド・ベサント・パビット（2004）p.i。 
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また，このイノベーションの成果は，経営陣の積極的な取組み方で決まることであり，

従って「イノベーティブでない企業は，意識的にせよただの惰性にせよ，自らの選択でそ

うなっているのだ」79との厳しい指摘もある。 

 

図表１-6 トータル・イノベーション・システム 

 

（出所）フェルナンド・トリアス・デ・ベス，フィリップ・コトラー（2011）図１をもとに一部筆者加筆。 

 

 

第１１節  顧客の創造に向けてのマーケティング 
 

顧客志向は，古くからマーケティング思考の基軸であった。これに関して，経営思想家

ピーター・Ｆ．ドラッカーは，企業の目的とは何かを定義することから説き起こし，企業

が社会の機関であることから企業の目的は社会にあって，その定義は唯一「顧客を創造す

ること」にあると述べる。企業は欲求が感じられているところへ，その欲求を満足させる

手段を提供することから市場を作るのは企業である。その企業が何たるかを決めるのは唯

一支払意思（WTP: Willing to Pay）をもつ顧客であることから，企業の目的は顧客の創造

であると定義する。そして，企業は「マーケティング」と「イノベーション」という二つ

の基本的な機能をもち，この二つだけが成果をもたらすという。 80 ドラッカーはこの文

脈の中で，利益の追求と対比させている。利益は，企業の目的とするものではなく，企業

に持続的発展をもたらす源泉という位置づけにあるものであり，財務的な企業価値だけに

捉われるのではなく，顧客から見た企業の価値の重要性を認識しなければならない。 

 マーケティングのコンセプトは，マクロ経済の状況に対応しているとみなすことができ

る，と現代マーケティングの第一人者コトラー他（2010）は述べている。過去 60 年の間に，

79 ダビラ・エプスタイン・シェルトン（2007）p.35。 
80 P.F.ドラッカー（2001）pp.15-18。（初版は 1974 年） 

イノベーションの報奨 イノベーション評価指標

（分野２）

（分野３）

（分野４）

イノベーション・プロセス

イノベーションのための
戦略的プラニング

創造的文化

（分野１）

結果
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マクロ経済の変化によって消費者の行動も変化し，それがマーケティングを変化させてお

り，製品中心の考え方（マーケティング 1.0）から消費者中心の考え方（マーケティング

2.0）に変化してきている。そして，今日はさらに人間中心の考え方（マーケティング 3.0）

に移行し，収益性と企業の社会的責任がうまく両立する段階にきているという。「企業は，

誠実なパートナーである，社員，流通業者，販売業者，供給業者のネットワークに中で活

動している存在であり，企業がパートナーを慎重に選び，企業とパートナーたちの目標が

一致しており，報酬が公平で意欲を高めるものであれば，企業とそのパートナーたちの合

同チームは大きな競争力を持つことができる。これを実現するためには，企業はそのミッ

ションやビジョンや価値をパートナーたちと共有し，チームが一丸となって目標達成をめ

ざす態勢をつくらなければならない。」81 

 これは，一つの企業についての言及であるが，複数の企業が集まり事業展開を図るクラ

スターだと考えても全く同様に考えることができる。クラスターに参画する企業群がクラ

スターのミッションやビジョンや価値を参加者と共有し，チームが一丸となって目標達成

をめざす態勢をつくることが求められるクラスター参加企業は，顧客やパートナーのため

により優れた価値を創造することによって利益を得ることができる。 

 マーケティング 3.0 では，消費者がより協働的，文化的，精神的なマーケティング手法

を求めるようになるという。創造性指数 82を世界規模で調査したフロリダ（2007）は，先

進国ではクリエイティブな人々が経済の主力になっており，クリエイティブな人が大勢寄

り集まっている地域は，そうでない地域より高い成長を遂げてきたという。 

 特に，3 つめの精神的なマーケティング（スピリチュアル・マーケティング）について

は，クリエイティブな人と同じく企業も自社の存在意義や事業の目的を理解することが必

要であり，それらが企業理念やビジョン，価値に埋め込まれ，その貢献度を顧客消費者が

認識すれば利益は自ずからついてくるものであるという。 83 これは，ドラッカーの考え

に通ずるものである。 

 

 

第１２節  起業のプロセスと企業家精神 
 
１２.１  GEM の経済成長概念モデル 

 

81 フィリップ・コトラー,他（2010）pp.1-2。 
82 創造性指数とは，各国の創造性の発達程度をテクノロジの進歩，人材，寛容性を基準にして測定した 

ものである。 
83 フィリップ・コトラー,他（2010）pp.38-45。 
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 地域産業活性化は，地域の経済成長と大いに関係する。そこでまず国家レベルの経済成

長がどのように捉えられているかについて，GEM の経済成長概念モデル（GEM Conceptual 

model）を確認しておこう。（図表 1-7）。 

 

図表１-7 GEM の経済成長概念モデル（GEM Conceptual Model） 

 

（出所）GLOBAL ENTREPRENEURSHIP MONITOR（2004）p.14, Fig.1 より抜粋（筆者翻訳）。 

 

 このモデルでは，一国の経済成長の原動力となるものを大きく二つの要素で捉えている。

一つは，一国の経済に決定的な影響をもたらす経済主体（Primary Economy）としての既存

の大企業に関するものであり，大企業から生まれる新しい事業を営む「新設企業（New 

Establishments）」によって，雇用の創出と生産性の向上が図られ，経済成長が実現できる

とする。もう一つは，起業家によって創業された「新規企業（New Firms）」であり，この

新規企業がビジネスの分派（offshoot）を構成し，イノベーションの発生を促進し，市場

での競争関係を助長することによって，一国の経済成長に好影響をもたらすとする。もち

ろん，中小企業も第二次的経済主体（Secondary Economy）として，既存大企業との相互作

用を通じ，一国の経済成長に貢献する。 

このように，GEM の経済成長概念モデルでは，一国の経済成長は，既存企業と新規企業

の相互作用によって発展すると定義している。これは，「新しい事業の創造（起業）」が極

めて重要であることを意味している。 

 

 

 

国の一般的な
枠組み・条件

・開放性

・政府の役割

・金融市場の効率性

・技術/R＆Dの水準

・インフラ

・マネジメント能力

・労働市場の柔軟性

・諸制度

起業の枠組み・条件 ・イノベーション

・金融（財政）

・政府の方針

・政府の施策

・教育/訓練

・技術移転

・通商/法的インフラ

・内部市場の開放性

・物理的インフラ活用 ・スキル

・文化的/社会的規範 ・モチベーション

国の経済成長

・雇用

環境

・社会的

・文化的

・政治的

新設企業

（大企業グループ内）

新規企業

（新規創業）

起業の機会

起業の能力

（主たる経済主体）

大企業

（第二次的経済主体）

中小企業
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１２.２ 起業のプロセスと起業家精神 
 

（１）起業のプロセス 
 

 地域産業活性化において，新規起業が決定的に重要であるとの認識にたって，起業はど

のようなプロセスをとるかについて考えたい。ティモンズ（Jeffry A. Timmons）は，ティ

モンズ・モデルと呼ばれる起業のプロセスのモデルを提示した。（図表 1-8） 

このモデルは，起業しようとする創業者が，事業の成否に対する不確実性のリスクを抱

えつつも，事業機会を認識し創造性を発揮して新規事業を興そうとするはざまに存在する

予測不可能性と，限られた経営資源のもとで必要となる資本を如何に獲得できるかという

資本市場との関係性とのバランスの上に起業というプロセスが成り立つことを示している。 

 そして，起業プロセスの核となるものは「事業機会」であって，起業というプロセスの

コトの始まりは「事業機会」をどのように認識するかにかかっている。 

 

図表１-8 ティモンズ・モデル（起業プロセス） 

 
（出所）Timmons（2004）EXIBIT2.5 より抜粋（筆者翻訳）。 

 

（２）起業家精神と起業家の特性 
 

 「起業家精神あるいはアントレプレナーシップ（Entrepreneurship）」の定義を確認して

おこう。ハーバード・ビジネススクールでは，「アントレプレナーシップとは，コントロー

ル可能な資源を超越して機会を追求すること（Entrepreneurship is the pursuit of 

opportunity beyond resources controlled.）」と定義されている 84。わずか 1行で記述さ

れた定義であるが含蓄がある。 

ここで，「機会（筆者注：事業機会 Opportunity）」とは，次の 4 つの何れか 1 つ以上に

該当するものを指すというが，注意すべきは事業機会のすべてを許容しているのではなく，

それらが革新的かつ創造性に富んだものである必要がある。 

84 Eisenmann（2013）。基本的に，ハワード・スティーブンソン教授の定義に基づいている。 

不確実性 外的要因

　　　創造性 リーダーシップ

　　　予測不可能性 資本市場との関係性

創業者

コミュニケーション

ビジネスプラン

(適合と乖離)

事業機会 経営資源

経営チーム
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〔4 つの事業機会〕 

① 真に革新的な製品の開発 

② 新しいビジネスモデルの考案 

③ 既存製品の改良版や廉価版の開発 

④ 既存製品の新規顧客層への売り込み。 

  

また，「コントロール可能な資源を超越して」とは，経営資源の制約に関係することであ

る。ティモンズ・モデル（図表 1-8）の経営資源と同義である。新規に起業する創業者は，

自身がコントロール可能な範囲の資源により独力で新規企業を立ち上げるのであるが，そ

の新規事業が大きな可能性を持つ事業の場合には，創業者は個人的にコントロールできる

範囲の資源よりもさらに多くの資源を必要とする。往々にして，必要な資源を調達できな

い状態の中で新しい機会を追求しているため，起業家は少なからぬリスクを背負う。この

リスクは不確実性に関するリスクであり，起業家はこの不確実性のリスクに向き合って，

不確実性を管理しなければならない。 

 「コントロール可能な資源を超越して機会を追求する」人である起業家も，必ず成功す

るとは限らない。しかし，起業家は成功しないといけない。では，成功する起業家の共通

点（態度や行動）とはどのようなものだろうか。 

 ティモンズは，「仕事熱心」かつ「強い責任感と忍耐力」をもった人物像 85であると指摘

している。また，成功する起業家は，行動を統制する意識（統制の所在：locus of control）

については「自己解決型（internal locus of control）」であるという。 

 ティモンズの指摘をはじめとして，成功する（した）起業家が持つ共通点として必ずあ

げられる項目は，「情熱（パッション：passion）」と「粘り強さ（tenacity）」≒「忍耐

（perseverance）」であり，そして「創造性（creativity）」である。 

 また，起業家の具体的な行動について，スチーブンソン（Howard H. Stevenson）教授は

「成功する起業家の大半は未来を効果的に扱っている。成功者は，確立された市場に新製

品を押し込み，確立された製品のために新市場を見つける。」と述べている。86 

 加護野（2010）は，資本主義社会において企業経営を成り立たせるには，企業で働く人々

の内面から人々を律し，動かす心構え（＝経営の精神）が必要であるとして，この精神を 

三種類に整理した。資本主義社会は，人々が自由な意思をもとにそれぞれの自利を追求す

ることを許容しているが，営利精神を基にした経済合理性だけでは資本主義は成立しなか

った。そこで，資本主義を成り立たせるためには，営利精神と経済合理性を超越した厳し

85 Timmons(2004)は，p.63 において次のように述べている。“Successful Entrepreneurs share common  

attitudes and behaviors. They work hard and are driven by an intense commitment and 

determined perseverance; ――.” 
86 ハワード・スチーブンソン，ジェフリー・クルックシャンク（2000）p.317。 
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いい自制心と強靭な克己心が必要であると主張したのがマックス・ウェーバー87であった。

それに対して，ゾンバルト 88はウェーバーの主張する精神（＝市民精神）を肯定した上で，

それ以外に，企業家にもっと強い意志力を供給する精神（＝企業精神）が必要だと主張し

た。加護野は，ゾンバルトの主張する企業精神は，シュンペーターが創造的破壊と呼んだ

企業家精神と類似のものだと述べている。さらに，これらの 3つの精神は，企業における

重要性の観点において，上層部では企業精神が，下層部で市民精神が，また中層部では営

利精神がそれぞれ重要視されていることから，この 3 つの精神のバランスをとることが求

められるという。これら 3つの精神を表現するキーワードを図表 1-9 に示す。 

 

図表１-9 経営の精神における 3 つの精神を表現するキーワード 

 
   （出所）加護野（2010）p.60, 表 2-1 を基に一部筆者変更加筆。 

 

１２.３  ベンチャー企業の成長プロセス 
 

新しく起業したベンチャー企業 89が，スタートアップした後にどのように成長していく 

かについては二つの主なモデルが提唱されている。一つは，ティモンズによるベンチャー

企業の成長プロセスであり，もう一つはグレイナー（Larry E. Greiner）による成長モデ

ルである。「ティモンズのベンチャー企業の成長プロセス」90は，ベンチャー企業としてス

タートアップした企業が，その後，スタートアップ期，急成長期，成熟期，安定期の４つ

の期間のプロセスをとることを示している。これは，製品や企業がライフサイクルを有す

るのと同様な考え方である。これらの 4 つの期間の移行を位置づける要素は，「売上高」，

「従業員数」，「マネジメントスタイル」である。売上高 1,000 万ドル（10 億円程度），従

業員数 75名程度までは，創業者が自ら業務の実行者として，また従業員の仕事の直接的管

理者として，企業の業務全てにわたって率先推進できる範囲であり，売上高も大きく成長

87 マックス・ヴェーバー（1989)参照（初版は 1904 年）。 
88 ヴェルナー・ゾンバルト（1990）参照（初版は 1913 年）。 
89 ベンチャー企業とは，革新的なアイデア・技術等をもとに，新しい形態のサービスやビジネス（ベン 

チャービジネス）を展開する中・小規模の企業のこと。新興企業と同義で用いられることもあり，主 

に成長過程にある企業を指す。 
90 ティモンズ,J.A.（1997）p.220，図表 6-3 参照。 

「情熱」「創造的破壊」「勝利」「征服」「志」

「極限追求」「使命感」

「リスクや失敗を恐れない精神」

企業精神
（ゾンバルト）

営利精神 「合理性」「数字へのこだわり」「自利」「本音」

市民精神
（M・ウェーバー）

「勤勉」「従順」「節度」「克己心」「利他」「地道」「愚直」
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する期間である。その状態が進み，売上高が 7,500 万ドル（75 億円程度）に拡大すると，

新たな事業の柱ができないかぎり大抵は成熟・安定期を迎える。従業員数も 100名前後以

上となっており，この規模になると，創業者が直接管理できる範囲を超え，組織管理体制

がしっかり整っている必要がある。 

 「グレイナーの成長モデル」91は，二つのことを示している。一つは，何れの企業も成長

する過程において，「Evolution（進展）」と「Revolution（変革）」の 2 つを相互に発生し

ながら成長するということである。成長率の違いはその企業の属する産業の市場環境に関

係している。evolution 期間は，成長率の高い産業に属する企業では成長率の低い産業に

属する企業よりも総じて短くなる傾向がある。つまり，企業が何らかの revolution（変革）

を迫られるタイミングが早く訪れるというのである。 

もう一つは，企業の成長には 5つの段階（phase）があるというのである。スタートアッ

プした第 1 段階では，創業者のリーダーシップの下に creativity（創造性が発揮）されて

いく。しかし，いつまでもトップの leadership（リーダーシップ）というわけにはいかな

くなる。ここに最初の企業変革のタイミングが訪れる。ここを乗り切って direction（指

示）の段階に入り成長する。第 2段階である。ここで，どの程度仕事が管理者の autonomy

（自治）が許容されるかの変革時期を迎える。ここを乗り切ってトップから管理者への業

務の delegation（委任）が進み企業も成長する。第 3 段階である。しかし，そのうちに企

業全体の control（統括管理）の危機が生ずる。ここを乗り切って，企業の全体的な

coordination（調整）が進む。第 4 段階である。しかし，早晩企業は管理志向が強くなり

red tape（お役所仕事）化して活力を失いかける。このお役所仕事化を打破しようと個人

間の強い協業が進む。第 5段階である。この第 5 段階の進展もどこかで何らかの変革を迫

られるであろうが，グレイナーはどのような変革が必要となるのかは示していない。いず

れにしても，この段階まで企業が成長していれば，経営資源や組織能力は相当なレベルに

達していると考えられるため，その求められる変革が如何なるものであろうとも，組織は

対応していくことができる基本的な能力は保有できているはずである。 

 

 

第１３節  工業集積地としての諏訪地域に関する先行研究 
 

産業集積地としての諏訪地域を対象とした先行研究には渡辺（1997）や関・辻田（2001），

中小企業基盤整備機構（2011）があげられる。地域の大手企業の海外展開（国際分業）の

進展により大きな影響を受けたのは，売上のほとんどを特定大企業に依存していた中小企

業であるとともに，それらの企業の総体として成り立つ産業集積地であり，諏訪地域はこ

91 Greiner, L.E. (1972) Figure“HOW COMPANIES GROW”及び“THE FIVE PHASES OF GROWTH”参照。 
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の典型例であると言える。精密機械産業の企業城下町 92としての諏訪地域を形成した特定

大企業は，セイコーエプソン株式会社を中心に，旧東洋バルヴ株式会社から派生した三協

精機（現日本電産サンキョー株式会社），オリンパス工業株式会社などがあげられる。 

関（1997）は，「企業城下町における中小企業，工業集積のもっとも重大な構造問題は，

長い間にわたって特定大企業に依存し，自立的な企業としての展開を放棄し，技術の集積

の中身を非常に限られたものにしてきたところにある。企業としても自らのあり方や，工

業集積地としての自律的な展開力などを考慮する必要もなく，一時期までは居心地の良い

時代を過ごしてきたのであった」93と述べている。 

中小企業基盤整備機構（2011）は，日本の他の工業集積地と比べて諏訪地域は競争力が

あったと述べているが，それは相対的な評価であって，実質的な収益性は低下しているこ

とから現代における地域産業の課題を明確にしているとは言えない。一方，2016年版中小

企業白書が今後「中小企業の稼ぐ力の強化」が中小企業の取り組むべき方向性であること

を指摘していることからも，地域産業活性化について改めて検討する必要がある。 

地域の中小企業の実態としては，これまでにも継続して問題視されてきた課題の多くが

依然として未解決のままである。それら未解決課題の代表的なものは，「下請体質からの脱

却」課題であり，顧客・市場志向への意識改革を伴う「イノベーションと販路開拓への取

組みの促進」課題である。 

諏訪地域の中小企業の中には，「長らく大企業の傘下のもとでのものづくり時代が続い

たため，営業ということをしたことがないという企業が多く，自ら売るという視点が惚け

ているのではないか，あるいは退化しているのではないか。」と指摘する経営者もおられる

ように，このような状況が「営業力・開発力の欠如を構造的にもたらした」94と言える。諏

訪地域ではまさにこの通りの状況が起こり，その帰結が現在の諏訪地域の産業の状態を示

している。 

  

92 中小企業白書（2006）では「都市型複合集積」に分類されている。 
93 関（1997）p.129。 
94 関（1997）。 
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第２章 諏訪地域の産業の課題と地域産業活性化の着眼点 
 
 本章では，諏訪地域の産業の実態を調査し、そこから現代の諏訪地域の産業の課題につ

いて明らかにする。実態調査としては，経済的指標や地域企業の有するものづくり能力・

ポテンシャルに関する視点からの調査，諏訪地域の産業地域としての視点からみた調査，

地域中小企業の実態調査，の 3 つを実施する。 
それらの調査から得られた課題を踏まえ，地域産業活性化を促進するための着眼点を，経

済成長モデルを導入して整理する。このモデルによれば，新しい事業の創造（起業）への

「動機づけ」と企業の成長を促す「イノベーションの頻発」が重要な役割を担っている。 

その上で，以降の地域産業活性化を促進する方法についての検討を，地域全体課題と個

別企業課題の二つに分けて進めるよう整理する。 
 
 
第１節  諏訪地域の産業の課題（１） 
 

人口 20 万人の地域に千数百社の中小企業が集積する諏訪地域 1。長野県の諏訪地域は，

明治時代以降，岡谷を中心とする世界的な「製糸業のメッカ」として栄え，第二次大戦後

は時計やカメラに代表される精密機械工業へと大転換を成し遂げ，「東洋のスイス」と呼ば

れる地域へと発展し，そして現在においても高度な精密加工技術を有する多くの中小企業

が集積する，日本を代表するものづくり拠点の一つである。 

しかしながら，近年は日本の製造業の競争力低下とも呼応し諏訪の製造業も低下・停滞

し閉塞感が漂っている。この事態を打開しようとする動きが地域企業，行政また関係団体

の各方面に起こっているが未だターンアラウンドと言えるまでには至っていない。 

 

１.１  諏訪地域の産業に関する経済的指標を中心とする実態調査 
 

 諏訪地域の製造業に関する概略数値は，2014年において従業者4人以上の事業所数801，

従業者数 25,140 人，製造品出荷額等 5,550 億円である 2。図表 2-1は，諏訪地域の製造業

の概況を，その主たる指標である製図品出荷額等，粗付加価値額，および従業員数の年次

1 通称“諏訪”と呼ばれる諏訪地域は諏訪湖周辺地帯と八ヶ岳山麓の広大な高原地帯から成る自然環境 

豊かな地域である。行政区域は長野県の南部（南信地方）の岡谷市，諏訪市，茅野市，下諏訪町，富 

士見町，原村の 3 市 2 町 1 村で構成され，この 6 市町村で諏訪広域連合が組まれている。域内人口は 

平成 25 年 4 月 1 日現在 200,882 人で，長野県総人口の 9.5％にあたる。人口の減少傾向，高齢化傾 

向は県内外地方都市と同様であるが，第二次産業従事者の比率が高いことがこの地域の特徴としてあ 

げられる。製造業を中心とする中小企業による工業集積地としての諏訪の存在を如実に示すものと言 

える。 
2 長野県企画部(2012)。 
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推移で示したものである。何れの指標も 1991 年を境に下降線をたどっており，諏訪地域の

製造業の活力が低下してきている情況が見て取れる。 

 

図表２-1 諏訪地域の製造業の主要指標の年次推移 

 

（出所）平成 26 年（2014 年）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）をもとに筆者作成。 

 

産業別就業人口構成は，第二次産業の構成比が極めて高い。全国の第二次産業就業人

口構成比 25.2％に対して長野県は 4.3ポイント高いが諏訪は 12.7 ポイントも高い。ちな

みに，長野県は第一次産業の比率も対全国比 5.6 ポイントも高く農業県でもあると言える

が，諏訪地域の第一次産業比率は全国平均水準を上回る程度である。 

 第二次産業の「製造業」と第一次産業の「農業」に絞って，諏訪広域 6 市町村の就業人

口構成を全国平均と長野県平均と比較する（図表 2-2）と，長野県は全国と比較して製造

業県かつ農業県であると言えるが，諏訪地域は圧倒的に製造業地域であると言える。 

さらに，諏訪地域を 6市町村に分解してみると，製造業比率は 6 市町村すべて全国水

準（16.1％）を上回り製造業の諏訪を如実に示している。農業比率については，諏訪湖周

辺の岡谷市，諏訪市，下諏訪町では全国平均（3.6％）を下回るものの，八ヶ岳山麓の茅

野市，富士見町，原村では全国水準を大きく上回る農業地域であることがわかる。諏訪地

域の第 1 世代の産業（Suwa’s Industry 1.0）の蚕糸業が繁栄した時代には，八ヶ岳山麓

地帯では桑の木を植えて養蚕業を行い，その繭を原材料とする製糸業は諏訪湖周辺部の工

場地帯で行うという極めて効率的な機能分化により諏訪地域全体が活性化された。現在

は，山麓地域の人々も兼業農家の形で諏訪湖周辺の工場地帯への労働力の担い手となって

いる。 
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製造業従事者数の推移を全国および長野県と比較した図表 2-3によれば，2001 年までは

諏訪地域の製造業従事者数は全国および長野県より高水準が維持されていたものの，2001

年以降は全国および長野県と同水準となり，リーマンショックの起こった 2008 年以降は

逆に全国および長野県水準を下回りはじめている。 

 

図表２-2 諏訪広域 6 市町村の「製造業」および「農業」の就業人口構成 

 

（出所）総務省統計局（2013）都道府県・市区町村別主要統計表（産業大分類別就業者数）」より筆者作 

成。 

 

図表２-3 製造業従事者数（指数）の年次推移 

 

（出所）平成 26 年（2014 年）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）をもとに筆者作成。 
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製造業従事者数の減少傾向は事業所数の推移とも呼応している。事業所数の推移は，

1991 年をピークに日本の失われた 10 年に呼応する形で漸減傾向にある。2001 年以降も減

少傾向は止まらず，2001 年から 2014 年までの 13 年間で 1,158 社から 801 社まで約 30％

減少している（図表 2-4）。長野県の事業所数に対する諏訪地域の事業所数の占有率は 2014

年に 15.3％であるが，これは 2001 年以降ほぼ同水準で推移している。従業員規模別事業

所数の構成は，30人未満の事業所数が 80.9％を占め，全国平均と同水準である。 

 

図表２-4 諏訪地域の事業所数の推移 

 

（注）2001 年以降は従業者 4 人以上の事業所の集計，2000 年までは 4 人以下の事業所も含む。 

（出所）平成 26 年（2014）工業統計調査報告書（長野県）および長野県統計情報データベース「工業統 

計昭和 50 以降各年度版」より筆者作成。 

 

 では，諏訪地域の製造業は産業構造としてどのような特徴があるのだろうか。図表 2-5

は，製造品出荷額等のデータから長野県と諏訪地域の産業中分類別構成比を全国の産業中

分類別構成比と特化係数を用いて比較したものである。特化係数は全国水準を 1.0 とし，

1 より大きければその産業に特化していると考える。長野県の産業として特化しているの

は「情報」「電子」「業務用機械」などであるが，諏訪地域の産業として特化しているのは

「汎用機械」「電子」「非鉄」「金属」「生産用機械」「業務用機械」など，「加工組立型産業」

中心に一部「基礎素材型産業」に特化している。 

 このように，諏訪地域の製造業は全国水準を大きく上回る特化係数を有する特定産業（精

密機械工業や電子工業など）が集積する特徴ある地域であり，精密加工技術や超小型製造

技術など，高度な技術力を有する多くの中小企業の存在なくしては有り得ない。しかし，

情報分野については長野県の特化係数が極めて大きいにも関わらず諏訪地域ではそれほど

高いとは言えない。むしろ，ICT 関連技術の製造業への適用（取組み）が遅れていると言

える。 
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図表２-5 諏訪地域の産業中分類別製造品出荷額等の特徴 

 

（出所）経済産業省（2012）産業別統計表（産業細分類別）および長野県（2014）第８表より筆者作

成。 

 

加工組立型中心の諏訪地域の製造業は，1990 年央から海外生産が加速され，事業所数，

従業員数および製造品出荷額等は減少傾向にある中で，従業者１人当たりの製造品出荷額

等は 1990年代を通してほぼピーク時の水準を保つとともに 2000年代初期には一時増加傾

向を示した。しかし，2005 年以降は製造品出荷額等の急落に追随し下降傾向となっている

（図表 2-6）。 

 

図表２-6 諏訪地域の製造品出荷額等および一人当たり製造品出荷額等の推移 

（出所）平成 26 年（2014）工業統計調査報告書（長野県）および長野県統計情報データベース「工業統 

計Ｓ５０以降各年度版」より筆者作成。 
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図表 2-7 は，諏訪地域の製造品出荷額等に対する粗付加価値額と粗付加価値率を年次推

移で示したものであるが，粗付加価値率の推移は概ね 45％前後の水準を保っている。粗付

加価値率を全国および長野県と比較したものが図表 2-8 である。これは，ほぼ 40 年近い

該当期間にわたって諏訪地域の付加価値率が全国および長野県より高水準であることを示

している。特に，2001 年以降全国の付加価値率が低下傾向を示す中で諏訪地域は高水準を

維持している。 

 

図表２-7 諏訪地域の製造品出荷額等，粗付加価値額および粗付加価値率の推移 

 

（出所）平成 26 年（2014）工業統計調査報告書（長野県）および長野県統計情報データベース「工業統 

計昭和 50 年以降各年度版」より筆者作成。 

 

図表２-8 粗付加価値率の推移の比較 

 

（出所）平成 26 年（2014）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）をもとに筆者作成。 
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従業者一人当たりの付加価値額（＝労働生産性）は重要な指標であるが，諏訪地域は全

国並びに長野県の水準より低い値を示している（図表 2-9）。これは，粗付加価値額の大き

い事業をしていながら，人をかけすぎているということを意味し，労働生産性の改善を図

る必要があることを示している。諏訪地域の企業の大きな課題の一つと捉える必要がある。

今後，特に日本では労働人口の減少から，人手不足を引き起こすであろうことが予測され

る中で, 世界的に取組みが進んでいる IoT など ICT の活用などの取組み強化が必要であ

る。 

 

図表２-9 労働生産性（従業者一人当たりの粗付加価値額）の推移の比較 

 

（出所）平成 26 年（2014）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）をもとに筆者作成。 

 

１.２  諏訪地域のものづくり企業の能力・ポテンシャル 
 

 諏訪地域の企業群の特徴は，切削・プレス・電子・金型など，独自の微細加工技術をは

じめ多様な高度技術を有し，ものづくりに関わるほとんど全ての機能が諏訪地域の圏内で

実現できる能力・ポテンシャルを有していることである。このことは，NPO 法人諏訪圏も

のづくり推進機構に登録されている企業 1,375 社 3 による，各企業の得意とする加工分野

を示した図表 2-10 によっても示される。 

 対応業種を 20 種類に分類したところ，複数の業種に対応できる企業もあるため延べ企

業数では 3,643 社にのぼる。特に対応できる企業が多い業種では，「精密機器」の業種に対

応できるとした企業が 778 社（企業の実数値 1,375 社の 57％），同じく「金属製品」には

596 社（43％），「電気機器」には 375 社（27％），「機械」には 368 社（27％）が対応でき

3 諏訪地域以外の登録企業も一部含む。 

〔万円/人〕 
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るとしている。また，これらに分類できないその他の製品に対応できるとした企業が 806

社（57％）にのぼる。要するに，いろいろな分野の製品に対応できる能力を持った企業が

多いことを示している。 

 また，どのような加工分野に対応できるのかについて 60分野に分類したところ，複数の

加工分野に対応できる企業が多く，延べ企業数では 5,997 社にのぼる。このうち，対応で

きる企業が多い加工分野では，「電子機器・同部分品」499 社（企業の実数値 1,375 社の

36％），同じく「その他機械加工」413 社（30％），「研削および削り加工」372社（27％），

「企画・設計・製図」372社（27％），「電気機器・同部分品」366社（27％），「旋盤加工」

342 社（25％），「NC 加工」317 社（23％），組立（最終製品）」315 社（23％）である。 

このように，ある特定加工分野に対応できる企業が多く存在しているため，当然企業間

の競争は激しいものの，それぞれの企業においてそれぞれが得意とする技術を有し，かつ

それらの技術に微妙な相違点もあり，またそれぞれが異なる顧客から受注していることに

よりビジネスが成り立っている。 

諏訪地域の製造業の最大の特色は，精密機械産業中心に圏域内でものづくりに関するほ

とんどすべての加工プロセスに対応できることであり，これが地域に深く蓄積されてきた

技術資産となっている。 

 一方，図表 2-10は大きな課題があることも示している。精密機械工業や電子工業を中心

とした業種において，ある特定工程の加工・組立という産業が極めて多いという産業構造

をもった地域である。多くの企業がある工程に限定された業務を受託する下請企業であり，

業績が低迷していることから下請体質からの脱却が不十分である。また，完成品を手掛け

る企業が少なく，最終顧客に視点を向けた顧客志向（商品・市場志向）が弱いという点が

指摘できる。 

日本の中小企業は，全体的に未だに長期に渡る下請体質から脱却できていない。諏訪地

域においても，同様である。下請企業（subcontractor）とは，親企業から製造，修理など

の委託を受ける中小企業のことであり，親会社から支配を受ける。その代わり，営業機能

を持たずとも仕事にありつける。顧客開拓不要のある面恵まれた状況にあったと言える。

しかし，親会社そのものがグローバル化の進展などにより海外展開を進める必要に迫られ

た結果，国内の下請にかまっていられない状態になり，下請企業は，親会社からある時期

までの一定の支援はするものの自立の道へと転換するよう迫られた。従って，下請体質か

らの脱却とは，中小企業が自らの技術力を持って営業活動を行って，BtoB ビジネス・オペ

レーションを実行できることへの転換を図ることであり，顧客を自分で見つけ出してくる

ことに他ならない。 
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１.３  実態調査結果からの課題の整理 

 
 諏訪地域の産業についての経済的指標を中心にした実態調査結果から，諏訪地域では精

密機械工業，電子工業を中心とした高いレベルの加工技術のほとんど全てを地域内で調達

可能な製造ポテンシャルを有するという点を評価できるとしても，以下に示す課題をあげ

ることができる。 

① 製造品出荷額等の低下・停滞に代表されるように，業績（売上高）の成長が鈍化してい

る。 

② 加工・組立型中心の製造業のスタイルが，親企業に依存できた時代から大きく変わっ

ておらず，下請体質からの脱却ができていない。 

③ 同様に，完成品を手掛ける企業が少なく，商品・市場志向に立って顧客創造をしようと

する事業運営ができていない。 

④ 粗付加価値率は全国の中でも高い水準で維持されているが，労働生産性（一人当たり

の粗付加価値率）が低く，人的労働力への依存度が高いことを意味する。地域には，こ

れまで製造業を担ってきた熟練労働者がまだ存在しているが、早晩これらの人々へ依

存する体制では成り立たなくなることは明白である。熟練労働者が退出するまでの間

に，ICT 活用などによる製造体制の抜本的な構造改革が必要である。 

⑤ 上記と同様に，ICT 技術を活かすなどソフト的な要素を入れた付加価値の高い事業の

創造が必要である。 

  

63 
 



図表２-10 諏訪地域の業種別・加工分野別ものづくり能力（対象：1,375 社） 

 
（出所）NPO 法人諏訪圏ものづくり推進機構提供資料を基に筆者作成。 

業種 企業数 割合 業種 企業数 割合

食料品 6 0% 繊維製品 4 0%

医薬品 5 0% 石油・石炭製品 19 1%

鉄鋼 20 1% 非鉄金属 140 4%

電気機器 375 10% 輸送用機器 210 6%

情報・通信業 41 1% 商業 17 0%

パルプ・紙 2 0% 化学 15 0%

ゴム製品 12 0% ガラス・土石製品 14 0%

金属製品 596 16% 機械 368 10%

精密機器 778 21% その他製品 806 22%

サービス業 91 2% その他 124 3%

加工分野 企業数 割合 加工分野 企業数 割合

ＮＣ加工 317 5% 旋盤加工 342 6%

研削及び削り加工 372 6% フライス盤加工 275 5%

線・棒材・銅管加工 159 3% 板金加工 100 2%

プラスチック加工 97 2% 試作品加工 234 4%

バネ加工 18 0% プレス金型 116 2%

ゴム金型 7 0% ガラス金型 0 0%

熱間・冷間鍛造加工 26 0% 鋳造 53 1%

歯車加工 25 0% 治具加工 267 4%

表面処理 123 2% メッキ加工 52 1%

電子機器・同部分品 499 8% 紡績 1 0%

編物 1 0% 製紐 2 0%

裁断・縫製加工 0 0% 縫製加工 0 0%

紙器加工 2 0% 楽器関連木工 5 0%

工芸品加工 9 0% 食品加工 8 0%

修理 33 1% 検査・試験 149 2%

ボール盤加工 166 3% 中ぐり盤加工 110 2%

歯切・歯車仕上げ加工 32 1% その他機械加工 413 7%

溶接 99 2% 金属プレス加工 152 3%

ゴム加工 11 0% ガラス加工 12 0%

プラスチック金型 76 1% 粉末冶金整形金型 36 1%

バネ金型 8 0% その他金属 52 1%

粉末冶金 14 0% 鋲螺 24 0%

研磨加工 201 3% 熱処理 51 1%

塗装 52 1% 電気機器・同部分品 366 6%

撚糸加工 1 0% 織物（製造準備含む） 2 0%

染色整理 0 0% 縫製デザイン企画 2 0%

刺繍 0 0% 印刷加工 47 1%

家具・建具関連木工 5 0% 手作業・軽作業・賃加工 45 1%

皮革加工 1 0% 組立（最終製品） 315 5%

企画・設計・製図 372 6% 情報処理 40 1%

Ｂ．加工分野別対応可能企業（合計5,997社）

Ａ．業種別対応可能企業（合計3,643社）
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第２節  諏訪地域の産業の課題（２） 
 

２.１  産業地域の観点からの調査 
 

マーシャルの「産業地域」の概念では，産業地域内の多くの企業が有機的に結び付き（ネ

ットワーク化され），かつ地域外部との関係性において，供給業者（Suppliers）から様々

な原材料や中間投入財の供給を受けつつ，様々な顧客（Customers）に対して製品の供給を

行うべく機能している。 

伊藤（2011）によれば，「産業地域（Industrial Distric）」とは多数の中小企業がある

地域に集積しているだけではなく，以下の 4 つの要件が備わっていなければならないとい

う。 4 

〔産業地域の具備すべき要件〕 

〔要件①〕企業間にネットワークが存在し，柔軟な専門化が見られること， 

〔要件②〕企業間で製品や技術の向上をもたらすような競争が行われていること， 

〔要件③〕企業間で共に経営力を向上させるような情報共有などにおいて協調関係が見ら 

れること， 

〔要件④〕地域の行政が地域産業の実態を把握し適切な政策支援を実施している，もしく 

は，その能力を行政サイドが持っていること， 

 

そこで，諏訪地域をこの産業地域の具備すべき 4 要件から評価するために，地域の行政

機関・団体や金融機関など日常的に産業界に関わっている官公金の代表者等へのアンケー

ト 5を行った。その結果を図表 2-11に示す。 

アンケートを集約すると次の通りであった。要件①については，インフォーマルな企業

間ネットワークは多く存在するが，事業化への取り組みが弱い（△）。要件②については，

ほとんどの企業が製品・技術の向上には極めて意欲的に取組んでおり競争意識も高い（◎）。

要件③については，セミナー的なレベルでの取組みに対しての協調性は高いが，一歩踏み

込むと排他性が高い（△）。要件④については，個々の行政単位では実施されているが，広

域的・地域横断的な取組みが弱い（△）。 

 

 

 

4 伊藤（2011）p.219。 
5 2015 年 5 月 28 日セミナー出席者に一括実施。回答者は，金融機関（日本政策投資銀行，八十二銀行， 

諏訪信用金庫），県（諏訪地方事務所，工業技術総合センター），市町村（岡谷市工業振興課，茅野・産 

業振興プラザ，ものづくり支援センターしもすわ，富士町産業課，原村農林商工観光課），各種団体（県 

テクノ財団，諏訪商工会議所，諏訪圏ものづくり推進機構），大学（諏訪東京理科大学）などの代表者。 
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図表２-11 「産業地域」成立要件からみた諏訪地域の評価 

 

（出所）筆者作成。（n=28） 

 

２.２ アンケート結果の評価 
 

地域の官公金の代表者が諏訪地域の産業構造について実態として弱い（不足）と感じて

いることは，要件①「ネットワーク」，要件③「協調性」にあることが顕著となった。これ

ら要件①，③に問題有りとする見解は，実は独立事象ではなく相互に関係性がある。 

諏訪地域の公式・非公式の企業間ネットワークは，研究会など含め地域規模からすれば

比較的多く存在し 6，各市町村行政や商工会議所・商工会，各種団体などが頻繁に主催する

勉強会やセミナーなどに参加し情報収集しようとする企業人は数多くかつ熱心である。し

かし，その多くは各市町村単位の開催であり，参加者も各行政単位に属する企業とその従

業員である。従って，同じような企画が形を変えて各行政単位で行われることが多く，非

効率さも内包している。諏訪地域を横断した企画が行えているのは，公益財団法人長野県

テクノ財団諏訪テクノレイクサイド地域センター，財団法人ものづくり推進機構，諏訪東

京理科大学地域コンソーシアム推進協議会などに限られている。 7 

6 「NIOM（異業種交流グループ）」1990-，「精密部品エンジニアリング研究会」1996-2003，「DTF 研究会」 

2003-，「NEXT（岡谷市次世代経営者研究会）」1994-，「諏訪湖電走会」1994-1995，「インダストリーウ 

ェーブ研究会」1995-1996，「諏訪湖バーチャル工業団地」（諏訪バーチャル工業団地メーリングリスト） 

1996-，「SIARC（諏訪産業集積センター）」2007-，などがあげられる。 
7 例えば，諏訪地域に対し横断的に実施されている公益財団法人長野県テクノ財団諏訪テクノレイクサ 

イド地域センターの研究会や講演会など 5 分野の事業における年間平均参加状況は，2009 年～2015 年 

の 7 年間のデータによれば，参加企業・団体数 402，参加者 634 名であった。（テクノ財団調べ）実施 

内容は，企業競争力向上に向けて若手技術者の技術力を底上げする人材育成の一環として「幾何公差実 

践研究会」やエネルギー関連（省エネ・環境・創エネ）の「工場省エネ研究会」「電気自動車研究会」 
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諏訪地域の企業人は，このようにセミナー，研究会などへの参加意欲は高く勉強熱心で

ある。しかし，情報収集の域を越え，ビジネスに絡む行動に移行する段になるとお互いに

閉鎖的・排他的な面が強くなり，協力・協調して立ち上げる姿勢に立たなくなるのである。

林・潮村・中嶋（2005）は岡谷・諏訪・下諏訪の各行政界別に，研究会レベルにおいても

水平的企業間ネットワーク形成に温度差があることを示している。8 一方，要件②の競争

関係については，企業相互の競争意識は極めて強いといえる。そして，競争意識は利己的，

排他的な色合いが強い。 

経営資源などの制約が大きい中小企業においては，自社の保有する技術や対応できる事

業の範囲を広くすることは困難である。そのような中小企業がお互いに近い領域で事業展

開しようとすれば競争関係が熾烈になることは否めない。このような状態が続けば地域全

体として発展していくことは困難となる。そこで，複数の企業が連携してそれぞれの強み

を発揮しつつ相互に補完し合い 9，外部から大きなビジネスを取り込んでくる活動が期待

される。すなわち，チーム活動への期待度である。本アンケート調査結果が直接的に意味

することは，諏訪地域においてはこのチーム活動がうまくできていないという課題がある

ということである。 

諏訪地域の圏域内において，ものづくりに関するほとんどすべての加工プロセスに対応

できる技術・技能を各社が競争心旺盛な中で切磋琢磨して磨きながら技術資産として蓄積

してきた一方で，親企業の存在がなくなり自立を迫られた中小企業各社が，切磋琢磨し競

争しつつもその活動が個別企業の限定されたものとなっており，チームを組んでより価値

ある事業を展開しようとするなど，ビジネス遂行上でお互いに協調（協力）して対応する

姿勢が打ち出せないために，地域全体としての競争力を発揮できていない，というのがマ

クロ的に見た諏訪地域の課題といえる。 

ポーターは第１章 6.1 項に示したように，「クラスターとは，特定分野における関連企

業，専門性の高い供給業者，サービス提供者，関連業界に属する企業，関連機関（大学，

規格団体，業界団体など）が地理的に集中し，競争しつつ同時に協力している状態を言う」

と定義した。ある地域に産業が集中したクラスターが，より大きなビジネス効果（外部経

済効果）を発揮するためには，クラスターを構成する企業間で競争しつつ同時に協力する

姿勢が必要なのである。 

では，現代の諏訪地域の企業では，なぜこのようにチーム活動において「競争と協調

の両立」ができないのだろうか。 

「グリーンエネルギー研究会」「環境・エネルギー研究会」などの各種研究会が行われている。また， 

産学官交流活動として，「環境・エネルギー」「マイクロマシニング」「医療・ヘルスケア」などのテー 

マにより研究・ディスカッションが行われている。 
8 林・潮村・中嶋（2005）。 
9 狭い加工技術の分野であっても，それぞれの企業の強みは幸いにも専門技術的に微妙に異なり，競合 

要素だけでなく補完的要素も有している。 
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その背景には，諏訪地域固有（vernacular）な文化・風土・気質の存在があげられ，

それが地域企業やそこで働く従業員の行動パターンに底流として影響を与えているのでは

ないかと考えられる。さらに重要な点は，仮に地域固有の文化・風土・気質が競争と協調

の両立性を阻害する方向に多大な影響を与えているとしても，それを打開することは不可

能なのかという点である。この点については第３章で議論する。 

 

 

第３節  諏訪地域の産業の課題（３） 
 
３.１  中小製造企業の調査 

 
 諏訪地域の中小製造企業の今日的課題を整理するために，図表 2-12 に示す労務対策協

議会会員企業 267社の中から中小製造企業 56社を分析対象企業としてピックアップした。

絞り込み方法は，267社のうち公式採用公募企業である 134 社の中から製造企業である 75

社（56％）を選び，さらにその製造企業 75 社の中から中小企業を抽出したところ 56社が

対象となった。 

 

図表２-12 諏訪地域の労務対策協議会会員企業 

 

（出所）「諏訪地域就職企業ガイド 2016」をもとに筆者作成。 

 

３.２ 企業の成長モデルの分析－創業年数と売上高 
 

 上記の中小製造企業 56 社を対象として，企業の成長モデルの観点から分析してみよう。

これら 56社の創業年数，資本金，売上高についての調査結果を図表 2-13 に示す。ただし，

創業継続年数 40 年と売上高 40 億円をガイドラインとして 4 つの領域（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）

にセグメンテーション化している。 

 

市町村
労務対策協議
会会員企業

公式採用公募
企業

建設 製造業 運輸・通信
卸・小売・

飲食
金融・保険 不動産 サービス

岡谷市 109 53 11 27 4 5 1 5

諏訪市 66 35 4 14 6 1 10

茅野市 47 28 1 22 1 4

下諏訪町 29 15 2 9 4

富士見町 15 2 2

原村 1 1 1

合計企業数 267 134 18 75 4 12 1 1 23

100% 13% 56% 3% 9% 1% 1% 17%
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図表２-13 諏訪地域の中小製造企業 56 社の継続年数と売上高（2014 年） 

 

（出所）筆者作成。 

 

先ず，創業継続年数の長い企業の多いことが見て取れる。継続年数が長いこと，それ自

体は結構なことであるが，創業年数が数十年を経過しているにもかかわらず，売上高が大

きく伸びていないという実態も見て取れる。これは大きな問題点である。 

この図表に対する基本的な期待値は，右肩上がりの相関がとれることであったが明確で

はない。資本金 5,000 万円以上の企業では，一部の企業群は右肩上がりの集合体と考えら

れるが，別の企業群では必ずしもそうとはいえない。56社のうち，売上高が 100億円を超

えていた企業は 2 社，60 億円以上でも 5 社のみと，56 社全体の 10％にも満たなかった。

また，売上高 60 億円以上の企業 5 社のうち 4 社が資本金 5,000 万円以上の企業であった。 

 図表 2-14 には，継続年数と売上高の関係を資本金別に表したグラフを示す。資本金が

5,000 万円以下の企業では，継続年数の長短にかかわらず（継続年数が長くとも）売上高

が 20 億円を超える企業が極めて少ない。やはり，資金力は事業拡大に不可欠であるという

ことの一端を示している。 

一方，資本金が 5,000 万円を超える企業の場合には，売上高が 20 億円を超える企業が

22 社中，ちょうど半数の 11 社となっている。また，継続年数が長くなるほど売上高も増

えるという期待値に沿った傾向が概ね見受けられる。 

では，図表 2-13 をセグメント毎にみてみよう。先ず，「セグメントＣ」であるが，創業

20年未満の企業はわずか 1社しかない。これは，新規起業する会社が極めて少ないことを

意味し，今後の地域産業活性化の視点から問題点としてあげられる。創業 40年未満の企業
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の中で，資本金 5,000 万円以上の企業は総じて右肩上がりの集合体となっており，今後の

継続により業績が伴ってくる可能性を秘めている。 

「セグメントＤ」は，創業 40年以上の企業であるが売上高が 40 億円以下の企業である。

このセグメントに属する企業は 37社と全体の 66％を占め，そのうち売上高 20 億円以下の

企業も 29 社あり，同じく全体の 51％と過半数を占めている。資本金の多寡によらずこの

セグメントに属する企業は，売上高（業績）の向上が果たせておらず成長性に乏しい企業

であり，このセグメントに属する企業が全体の 2/3 を占める程に多いという点が問題点と

して指摘できる。 

「セグメントＢ」には本来多くの企業が存在して欲しい領域である。ベンチャー企業と

してスタートアップの段階から大きなビジネスとなるポテンシャルがなければ起こりえな

い領域である。諏訪地域の中小製造業では，BtoC のビジネスは少なく，また BtoB ビジネ

スにおいても余程大きな事業領域，例えば自動車であれば少なくも TIER1 企業と直接取引

するようなビジネスが必要で，単なる委託加工ビジネスでは困難である。この点も，地域

産業活性化の一つの問題点である。 

「セグメントＡ」に属する企業は，順調に業容を拡大発展させてきた企業と言え，ここ

には 8社（全体の 14％）が属している。これら 8 社 10の企業は諏訪地域でも特徴のある代

表的な企業であり，このセグメントに属していることは妥当性を持って受けとめることが

できる。このうち 2 社は食品製造業である。 

 以上より，年数を重ねて継続年数が長くなっても，売上高の拡大・成長を達成できてい

ないセグメントＤに属する企業が全体の 66％と極めて多いことが明らかとなった。一方，

業容を発展拡大させているセグメントＡに属する企業も少ないながら存在する。従って、

セグメントＤに属する企業を如何にしてセグメントＡの領域に移行できるようにするかが

課題だといえる。 

売上高の拡大・成長ができない理由は何かについて，Greiner のモデルに当てはめれば，

Evolution（進展）と Revolution（変革）の相互作用が起きにくくなっている情況にある

ことを意味する。端的に言えば，企業の成長につれて行うべき「企業変革（イノベーショ

ン）が十分に行えていない」ことを意味している。 

 

  

10 これら 8 社は次の通りである。#7：株式会社エグロ（小型工作機械メーカー），#16：株式会社小松精機 

工作所（微細・精密切削加工），#30：東洋精機工業株式会社（工作機械の設計・製造・販売），#33：長 

野精工株式会社（小型歯車減速機の開発・製造），#38：ひかり味噌株式会社（味噌，即席味噌汁及び加 

工食品の製造販売），#47：宮坂ゴム株式会社（「自動車部品」「情報機器」「医療機器」「工業用品」等向 

け各種機能性部品材料製造），#50：八ヶ岳乳業株式会社（牛乳，加工乳，乳飲料，発酵乳の製造及び仕 

入・販売），#55：株式会社ライト光機製作所（双眼鏡，ライフルスコープ，スポッティングスコープ， 

フィールドスコープの開発）。 
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図表２-14 資本金別にみた継続年数と売上高の関係 

   

（出所）筆者作成。 

 

３.３  企業の成長モデルの分析－従業員数と売上高 
 

 図表 2-15 は，従業員数と売上高の関係を資本金別に表したものである。基本的には売上

高は従業員の増加に比例して増大するものと考えられるが，図表では概ねその傾向が 

示されている。 

従業員数 150人 11と売上高 40 億円をガイドラインとして 4 つのセグメント（Ａ～Ｄ）に

分解して考えてみよう。従業員数 150人で売上高 40億円のポイントは，1 人当り売上高が

2,667万円であることを示す。 

ちなみに，「海外展開が可能となる中小企業の規模としては，一人当たり売上高が 2,000 

万円以上あって，従業員数が 20～30 人以上が必要であり，総売上高で言うと５億円以上で

ないと海外展開の余力が出てこない。」12という。これは，図表 2-15 では資本金 5,000 万

円未満の企業群の近似曲線（図表の下側の破線相当）で表された水準が目安と考えてよか

ろう。 

11 150 人を目安としたのは，中小製造企業で数十億円の売上を上げる企業で一般的に抱えている製造要  

 員規模と，経営者が直接管理できる従業員の頭数を超え，何らかの組織管理体制の整備が必要となる 

段階の従業員数を勘案した。 
12 中小企業庁（2011）p.3。 

20年未満

20-40年未満

40-60年未満

60-80年未満
80年以上

0

2

4

6

8

10

12

14

20億円未満
20～40億円未

満

40～60億円未

満
60億円以上

20年未満 0 0 0 0

20-40年未満 4 0 0 0

40-60年未満 14 2 2 1

60-80年未満 7 3 0 0

80年以上 1 0 0 0

資本金5,000万円未満

20年未満

20-40年未満

40-60年未満

60-80年未満
80年以上

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

20億円未満
20～40億円未

満

40～60億円未

満
60億円以上

20年未満 1 0 0 0

20-40年未満 3 3 0 0

40-60年未満 4 0 0 1

60-80年未満 3 3 1 3

80年以上 0 0 0 0

資本金5,000万円以上

Ａ Ａ 

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

Ｄ Ｄ 

売上高 
継続年数 

売上高 
継続年数 

71 
 

                                                   



図表２-15 諏訪地域の中小製造企業 56 社の従業員数と売上高（2014 年） 

 

（出所）筆者作成。 

 

 「セグメントＣ」には，スタートアップの企業から，継続年数は多くともなかなか業績

を伸ばしきれない企業まで多くの企業が属する。実際，資本金 5,000 万円以上の企業 15

社，資本金 5,000 万円未満の企業 28 社の合計 43 社が属し，全体の 76%を占める。このう

ち，一人当たり売上高 2,000 万円ライン（図表の下側の破線相当）との比較では，資本金

の多寡にかかわらず 25 社（全体の 45％）がこのラインを下回る。つまり，過半数に近い

企業が業績として海外展開を行えるレベルに至っていないことを示している。付加価値の

高い業務内容とすべく事業を見直していく必要がある。 

「セグメントＤ」は，多くの従業員数を抱える割には売上高が低い企業が属する領域で

あるため，問題児のセグメントである。このセグメントには，資本金の多寡によらず 5社

（全体の 8％）が属している。特に，#8 と#26 の企業は問題児といえる。両者とも創業継

続 70 年級の地域では有力企業であるが，共に労働生産性が低いと言え，付加価値の高い製

品開発志向を強化するか，もしくは省人化を目指した生産体制への転換，あるいはその両

方を同時に実行するなど，抜本的な経営改善が必要となろう。 

 一方，セグメントＡとＢに属する企業は良好企業といえる。セグメントＢは特に良好

な領域である。これらの企業の中で，#38と＃50 の企業は良好な水準の大企業相当のレベ

ルといえる。 

 以上より，従業員数と売上高の関係からは，諏訪地域の製造企業の課題として，従業員

数を多くかけている割に売上高が拡大していないという課題が顕在化した。すなわち，同
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じ従業員数で如何に売上高をあげるか，あるいはより少ない人員で同じ業績を如何に上げ

るかという問題である。13 この課題を解決する方向性としては，「付加価値の高い事業構

造への転換」と「労働生産性を改善する抜本的な生産体制の革新」の二つが必要となろう。 

ところで，大きな成長・発展を遂げていなくても長期間事業が継続（持続）できている

ということは，企業に相応の技術力（強み）が保持されているということを意味するもの

と考えられるが，中小企業基盤整備機構（2010）が諏訪地域の競争力と指摘した深い技術

の蓄積と高いマーケットとの関係構築能力の間に織りなされたダイナミズム（連鎖的な相

互誘発作用）14は，漸次弱くなってきていることを意味しよう。15 

 

 

第４節  諏訪地域の産業の課題のまとめと地域産業活性化の着眼点 
 
４.１  諏訪地域の産業の課題のまとめ 

 
 第１節から第 3 節において調査・分析した結果，諏訪地域の産業の課題については，①

創業年数の長い企業の割合が比較的大きいものの，売上業績が拡大・成長していない，②

新たに起業した新規企業が少ない，③地域企業が連携したチーム活動によるビジネス展開

がうまくできていない，④従業者一人当たりの売上高および付加価値額（＝労働生産性）

が低い，などの点をあげることができ，これらは地域全体の経済産業活性化に直接的に影

響を及ぼす要因となっている。なお，④については業績結果指標であり，顧客価値（付加

価値）の高い事業への展開が図れれば④の課題も解消すると考えられるため，課題として

は①～③を検討対象とする。 

13 この場合，注意すべきは余剰人員を生み出したらその人たちを別の付加価値を生み出す業務へ配分す

ることである。 
14 中小企業基盤整備機構（2010）は，バブル崩壊後の日本の地域産業について，諏訪地域の落ち込みが

他地域に比べ少ないことに着目し，諏訪地域には競争力があったとし，その競争力の源泉を深い技術

の蓄積と高いマーケットとの関係構築能力の間に織りなされたダイナミズム（連鎖的な相互誘発作

用）によるものだと述べている。 
15 諏訪地域と大田区の経済規模を 2001 年と 2013 年で比較すると以下の通り,諏訪地域より大田区の落 

ち込みの方がはるかに大きい。（従業者 4 人以上の事業所） 

項目 地域 2001 年 2013 年 対 2001 年比 

工場数 
諏訪地域 1,158 801 69.2% 

大田区 2,755 1,503 54.6% 

従業員数（人） 
諏訪地域 31,569 24,876 78.8% 

大田区 42,678 22,505 52.7% 

製造品出荷額等

（百万円） 

諏訪地域 804,759 565,668 70.3% 

大田区 989,817 426,183 43.1% 

（出所）工業統計調査報告書各年度版より筆者作成。 
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 ところで，中小企業では，そもそも経営資源が不十分であるなどの制約を抱えているた

め，大企業のように多くのことを自前で実施することは困難であることから，下請企業の

形態をとる企業が多いという実態にあるが，下請企業が必ずしもよくないということでは

ない。下請体質から脱却して自立化が図れていなことが問題なのである。一方，現代の親

企業（大企業）にとってもグローバル化に代表されるような外部環境が激変し，新興国と

のせめぎ合いの中で下請中小企業を選別する時代に入っており，下請中小企業の選別ポイ

ントは，「自社にとって欠かせない技術・ノウハウを有する企業であるか」，そして「商品

開発や技術改善に係る提案能力があるか」，という視点におかれてきている。16 
 従って，中小企業においては，親企業（大企業）にとって魅力的な技術・ノウハウを有

する企業，自立的に取引先を開拓し顧客ニーズに応えられる企業へと変わること，すなわ

ち下請体質からの脱却と顧客志向に立つことが不可欠である。諏訪地域の多くの中小企業

ではこれらの視点がまだ未達課題として残っており，これらが業績の成長性を鈍化させて

いる要因ともなっている。 
 以上から，諏訪地域の産業の課題の全体像と地域産業活性間関係を整理すると図表 2-16

のように表すことができる。 

 

図表 2-16 諏訪地域の産業の課題の全体像と地域産業活性化の関係 

 

（出所）筆者作成。 

 

 地域の個別企業の課題としては，①下請体質からの脱却未達企業が多い，②顧客志向へ

の転換未達企業が多い，③企業間での協働ビジネスの取組み（チーム活動）が弱い，④新

規に起業する企業が少ない，の 4点にまとめることができる。このうち，①～③の課題は，

顧客価値（付加価値）の高い事業への展開が不十分であるという地域全体としての課題に

集約され，売上業績の拡大・向上が不十分で，成長性が鈍化しているという実態につなが

っている。また，④の課題は，既存企業との間での新陳代謝が少ないという事象を引き起

16 中小企業庁取引課『下請中小企業の現状と今後の政策展開について』平成 25 年 8 月参照。 

地域の個別企業の課題

①下請体質からの脱却未達企業が多い

②顧客志向への転換未達企業が多い

③企業間での協働ビジネスの取組み（チーム活動）が弱い

④新規に起業する企業が少ない

地域全体としての課題

顧客価値(付加価値）
の高い事業への
展開が不十分

売上業績の拡大・向上
が不十分

〔成長性が鈍化〕 地域産業
の

活性化
および
発展

既存企業との間での新陳代謝が少ない

×

×
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こすとともに地域全体の課題に対して少なからず影響を及ぼす。これらが，地域産業の活

性化と発展の阻害要因となっているのである。 

 

４.２ GEM の経済成長概念モデルの適用 

 
第 1 章第 11 節でレビューした，GEMの経済成長概念モデルでは，一国もしくはある地域

の経済成長は，既存企業と新規企業の相互作用によって発展すると定義している。これは，

新しい事業の創造（起業）と企業（既存企業と新規企業）の成長の二つが極めて重要であ

ることを意味している。 

 このモデルを，諏訪地域という経済圏に適用して,以降の検討のベースとして考えてい

こう。特に，新しい事業の創造という点では二つの側面が重要となる。一つは，地域経済

の主体となる既存の中小企業が，既存事業を成長させていくことを前提としつつ，積極的

に新規事業を創造していくことが必要であるという側面，もう一つは，起業家が起こり，

新規企業を起業（創業）することが期待されるという側面である。 

すなわち，地域の産業が活性化するためには，「起業活動」とその後の「企業の成長」は

重要である。これらの関係について図表 2-17に示す。 

 

図表２-17 地域産業活性化へのプロセス 

 

（出所）GEM Executive Report（各年度版），Timmons（2004）など参考に筆者作成。 

 

 この図表の意味するものは，最終目標を地域産業の活性化とその発展においた時に，「新

事業創造を伴う既存企業が衰退せずに成長すること」と，「新規に起業した企業が，その後

 ・中小企業 影響

　・より良い選択肢が他に無いために始めた「生計確立型起業」

衰退

　・「動機」：積極的動機/消極的動機

　・「能力」：創業者の個人的属性に依存

事業機会を活かそう
とする

「動機」と「能力」

　創造的破壊
　を含む

企業への間接的
支援活動

および発展

事業機会の認識 起業活動 新企業の誕生 成長

動態的交代劇

既存企業の活動 成長

 ・伝統的大企業 事業機会の認識
衰退 衰退

新事業創造

 ・起業家 　・事業機会を積極的に活かす「事業機会型起業」

イノベーション
の頻発 地域産業活性化

　・社内ベンチャー
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衰退せずに成長すること」の二つが必要となる，との枠組みを示していることである。単

純化して言えば，企業の成長が地域産業を活性化する源泉であるということである。 

 起業について言えば，既存企業の中で新規事業を起こす場合と，起業家がゼロベースで

新規事業を起こす場合のどちらの場合でも，決定的に重要なことは「事業機会（opportunity）

の認識」である。事業機会を認識し，その事業機会を活かそうとした時に，その前提とし

て必要となる要件が「動機づけ」と「所要能力の獲得」である。 

先ず，動機づけについてであるが，動機にも二種類あって，その事業機会を積極的に活

かそうとする積極的動機と，他によりよい選択肢がないために対応する消極的動機がある。

前者は「事業機会型の起業」となり，後者は「生計確立型の起業」となる。中小企業にお

いては，生計確立型から派生した企業が多く見られる実態にある。 

 事業機会を認識し，積極的動機のもとで起業活動を実行しようとする企業では，企業活

動を推進するに当たって必要となる各種の所要能力を備えている必要がある 17。 

新事業創造活動や起業活動が進み，企業内企業あるいは新規企業が誕生すると，これら

の企業は，既存企業の活動にも少なからぬ影響を与え，場合によれば既存の事業環境を大

きく変革する創造的破壊 18を伴う場合も有りうる。 

 一方，新企業の誕生により少なからぬ影響を被る既存企業はもとより，新規企業自身も

成長していかなければならない。衰退の危機は常に存在するのである。厳しいビジネス環

境の中で成長を遂げていくために必要となるのがイノベーションである。そして，そのイ

ノベーションは頻発させていかなければならない。「イノベーションの頻発」とともに，「企

業への間接的支援活動」も重要である。特に，中小企業においては，資金力をはじめとす

る経営資源については最初の段階から制約があり，その中で闘う企業家にとっては，乏し

い経営資源を補うことに役立つ間接的支援は必要不可欠である。 

 以上より，地域産業活性化を促進するためには，新事業創造（起業活動）とその後の企

業の成長が必要であり，それらを助長するための要素として，「動機づけ」・「所要能力の獲

得」・「イノベーションの頻発」・「間接的支援活動」の 4つがあげられ，これらが地域産業

活性化を検討する上での着眼点であると認識しておきたい。 

 

 

第５節  地域産業活性化に関する検討の進め方 
 

本節では，次章以降で地域産業活性化を促進するための方法論を検討していく上での検

討の進め方について述べる。 

17 高橋（2013）は，起業活動に影響を与える要因の国際比較分析を行い，日本では事業機会型の起業活

動が少なく，「企業活動に必要な知識・能力・経験を有していないと認識する人が多い」と指摘した。 
18 クリステンセン（2001）参照。 
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５.１ 地域全体課題の検討の進め方 
 

地域全体課題の検討を進めるにあたっては，図表 2-16 に示した課題③「企業間での協働

ビジネスの取組み（チーム活動）が弱い」が，地域全体の問題点として指摘されており、

特に影響が大きい。チーム活動がうまくできない理由は，責任を持たなくても済む勉強会

レベルのネットワーク（これらは，地域の中でも比較的多く構成されている）には多くの

企業家・企業人が参加しているものの，実際のビジネスをチームで進める話になると自利

意識が勝って協調性に欠け，「競争しつつも同時に協調する」という環境が地域企業の中に

創り出せていないという状況が起こっていることにある。 

自社の持てる技術・技能が狭い範囲に限定されるために事業領域もある範囲に限定され

る中小企業にとって，同業者であっても微妙に得意領域が異なるがゆえに関係者と連携し

より大きな価値ある事業をチーム活動によって実施することは，より大きな外部経済を導

入することになるため，地域経済産業にとって極めて重要である。 

従って，「企業がお互いに競争と協調を両立できる状況を如何に創り出すことができる

か」が，地域の全体課題として極めて重要となる。現代の諏訪地域においては，この競争

と協調が両立できていない課題を有しているが，実は明治期以来，諏訪地域の産業を起こ

し，また発展させてきた先人企業家たちが活躍した時代には競争と協調が同時に成り立っ

ていた。先人企業家たちは旺盛な企業家精神を発揮するとともに，諸機関の間接的支援が

得られたことによるものと考えられる。 

これは，サクセニアンが主張した「地域産業システム」の概念の重要ポイントの一つと

して提示された「地域の機関と文化」（第１章 7.2 項）における，大学や業界団体等の地域

機関の存在，および，これらの機関により形成される地元文化と，それにより決定づけら

れるコミュニティ共通の理解や慣行（行動規範）と大いに関係する。 

また，地域全体の経済産業が活性化していくためには，個別企業が自利だけをめざして

いるだけでは不十分で，M・ウェーバーが示した「利他」（図表 1-9 の市民精神）を重視す

る姿勢を持つことが重要であり，それによって，結局は自社も地域全体も発展するものと

考える。さらに，利他を重視する姿勢をもちつつ，他者も巻き込み事業を達成・発展させ

ていくゾンバルトの示した「情熱」「志」「使命感」（図表 1-9 の企業精神），すなわち旺盛

な企業家精神の発揮がそれを動機づけていくものと考える。 

以上から，次の二つの仮説を導入する。 

〔仮説１〕：「競争と協調が両立する環境を創り出すには，行政・大学・経済団体などの諸

機関の間接的支援が重要である。」 

 

77 
 



〔仮説２〕：「地域産業活性化をけん引していく根底に必要となるものは，地域企業家が公

利（利他）を重んじた企業家精神を発揮することである。」 

 

これらの検証に当たっては，諏訪地域の産業を創造し，また変革を行った，その時代の

企業家たちがどのようにして競争と協調を成り立たせ，事業を発展させ，かつ地域の発展

に意を砕いていたのかについての事例研究を通して，第３章において明らかにしていく。 

 

５.２  個別企業課題の検討の進め方 
 

 次に，個別企業課題についての検討を進めるにあたっては，図表 2-16 に示した地域の個

別企業の課題①「下請体質からの脱却未達企業が多い」や，課題②「顧客志向への転換未

達企業が多い」について，どのようにしたら課題を解決できるのかの検討が中心となる。 

これらは何れも諏訪地域のみならず日本の多くの企業が長期に継続して抱えている課題で

ある。このような課題を企業が自ら解決するためには，企業家が現状を変えるという強い

意志を打ち出す必要があろう。 

そこで，次の仮説を導入する。 

〔仮説３〕：「個別中小企業が下請体質からの脱却や顧客志向への転換を果たすためには，

企業家が現状を変えていくという自らの強い意識改革の意思表示が重要である。」 

 

仮説の検証に当たっては，図表 2-13 および図表 2-15 において望ましいセグメントに属

する企業（小松精機工作所，ライト光機製作所など）や日常観察に中から望ましい活動を

行っている企業を取りあげ，これらの企業がどのようにして課題を解決したのかについて

事例研究を行って明らかにしていく。同様に，課題④「新規に起業する企業が少ない」に

ついても，難易度が極めて高い事業に挑戦して起業した企業があるため，どのようにして

起業を達成していったかについての事例研究を行って明らかにしていく。これらについて

は，第 4 章で述べる。 

 また，現代の諏訪地域においても，図表 2-16 に示した課題③「企業間での協働ビジネス

の取組み（チーム活動）が弱い」に対しては， 個々の中小企業が行える事業業績には限界

があることが多いため，ある目的のために企業連携を組んで，より大きな価値ある事業を

行う試みが極めて重要となる。このようなチーム活動が円滑な推進ができ目的とする成果

をあげるためには，競争と協調の両立化を前提として上で，目標を如何に共有化でき，個々

の企業がその技術・ノウハウを如何に全体活用に供することができるか，すなわち Inkpen 

& Tseng（2005）が主張した「知識（ナレッジ）の移転」を助長する目標や文化という点が

カギとなろう（第１章 8.5 節）。そこで，次の仮説を導入する。 
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〔仮説４〕：「産業地域型ネットワークによるチーム活動が効果を発揮するためには，参加

企業間に協調性から生み出される目標の共有化と，知識（ナレッジ）移転が柔軟に行え

る文化の醸成が重要である。」 

 

仮説の検証に当たっては，中小企業各社が連携してチーム活動によりビジネスを推進す

る事例が出てきており，これらの事例研究を通じて，チーム活動がどのようにして成果を

あげることができるかについて，第４章において明らかにしていく。 
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第３章 地域産業活性化の方法 地域全体課題の検討 
 

本章では，第２章 5.1 項で示した地域全体課題の検討の進め方に沿って事例研究を行う。

先ず，現代の地域企業間での協働ビジネスの取組み（チーム活動）が弱いという現象の背

景として指摘された，協調姿勢がない（競争と協調の両立ができていない）ということに

ついて、諏訪地域固有の文化・風土・気質が強く影響していることを明らかにする。しか

るに，地域産業を起こし、また発展させてきた地域先人企業家はこの問題を解決していた

ことから、どのようにして競争と協調を両立させていったのか，などを起点に地域全体課

題の検討を進める。 

 

 

第１節  諏訪地域固有の文化・風土・気質 
 

（１）荒ぶる文化 

 

 諏訪の歴史は古く，古事記の神話に遡る。建
た け

御雷神
みかづちのかみ

が 大国主
おおくにぬしの

命
みこと

に 葦原
あしはらの

中国
なかつくに

の国譲

りを迫った時，二男である 建
た け

御名方
み な か た

神
のかみ

が力比べを申し出るも敗れて 科
し な

野
の

国
のくに

（信濃国

＝長野県）の 州羽
す わ

の海（諏訪湖）まで追いつめられる。そこで建御名方神は当地（＝諏訪）

から出ないことを約し服従した。全国に分社が 1 万を超えるといわれ，日本を代表する神

社の一つである諏訪大社の祀る神様がこの建御名方神である。この諏訪大社の「御柱祭」

1は奇祭として全国に知られている。 

 この御柱祭の奉仕ならびに諏訪社への祭礼勤仕を当番制で行う役を 御頭役
お（ん）とうやく

という。中

世・戦国時代までは信濃国全域に賦役が課されていたが，天正 10 年（1582）武田家滅亡に

より信濃国全域に諏訪社の御頭役を賦課させる権力がなくなった。江戸時代に入り慶長 19

年(1614)，高島藩主諏訪頼水は諏訪郡内を 15組に分けた 御頭郷
お（ん）とうごう

を制定し，藩内の御頭郷

1 御柱祭の名称は正式には「式年造営御柱大祭」（昭和 43 年制定）といい，山から大木を何本も曳き下ろ 

して宝殿・玉垣・鳥居・門などの社を造る。今井（1979）は，諏訪上社大祝家庶流の諏訪円忠（別名： 

小坂円忠）が延文元年（1356）に著した諏訪神社最古の縁起書『諏方
す わ

大明神畫
え

詞
ことば

』の詞章だけ筆写さ 

れた 権
ごんの

祝
ほうり

本（現存）を写真製版されたものであり，その 12 段（p.29）には，「寅・申の干支の年，7

年目毎に造営が行われていた。この祭りが信濃国をあげて永代の課役として行うようになったのは桓

武天皇（737-806）の御代からである」と記されている。諏訪明神が現人神となった姿が大祝で，初代

大祝は桓武天皇の皇子・有員
ありかず

親王といわれる。諏訪社の諸大祭は式年御柱祭以外にも上社の御頭祭や下

社のお船祭など毎年の例祭も行われ，これらには莫大な費用を要してきた。 

鎌倉幕府草創期，諏訪社大祝は源氏に味方して源頼朝の庇護を受け，信濃をはじめ全国各地に諏訪信仰 

を広めていく。諏訪氏は幕府の最も信頼する家臣として重用され，諏訪社は軍神として各地の武士に信 

仰された。 
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が輪番で祭礼に奉仕する体制を整えた。現在は，諏訪地域６市町村の各地区を 10 グループ

に分け，10 年に 1回順送りで地区の住人によって行われている。 2 

 一方，御柱祭は諏訪大社上社の本宮と前宮，同じく下社の春宮と秋宮の 4つの社殿に各

4 本ずつ合計 16 本の御柱を山から曳航してきて打ち建てる。このため，諏訪地域を 16 地

区に分割し各地区が該当する御柱を担当する。3ここに，所属地区外に対する「強い競争心

（敵愾心）と排他性」とともに所属地区内での「集団統一性と一気呵成の爆発力」が同時

に育まれてきたことによる文化・風土・気質（これを“荒ぶる文化”と呼ぼう）が定着し

た。4 

 諏訪地域（図表 3-1）は，地形的一体性や地理的近接性から，住民意識には素朴な連帯

感・共通感情があり，経済，歴史，文化，生活などあらゆる面で共通性を保ち一体的な日

常生活経済圏が形成されている。ところが近年，行政面における 6 市町村合併の取組みが，

第 1 次（1960年代），第 2 次（1990 年代前半），第 3 次（1990 年代後半）そして第 4次（2002

年以降）と，合計 4 回にわたって検討されてきたのであるが，各地区の独立色・排他色が

色濃く出て最終的には実現に至らず今日に至っている。 5 

 特に，諏訪市の行政管理においては，市内 5 地区のうち 2 地区が上社圏，3 地区が下社

圏とそれぞれ歩みの違う生活圏に分割されているためまとまりが悪い上，さらに地区内で

も小宮祭と称する大小さまざまな神社に対する人々のつながりが複雑性を生んでいるとの

指摘もある。6 

諏訪地域特有の荒ぶる文化の存在が，地域企業やそこで働く従業員の行動パターンに底

流として影響を与えていると考えてよかろう。 

 

（２）諏訪地域の気質をポジティブに変えて活かした企業家たち 

 

 荒ぶる文化による複雑な地域性の中にあって，諏訪地域の産業を起こし，あるいは産業

構造の転換を推進してきた地域の先人企業家たちは，地域産業を起こさねば，という強い

思い（＝企業家精神）に導かれ，地域の人々のもつ気質をポジティブな動きに変えていた。 

2 御頭を賦課する御札は大祝の下，５神官の筆頭たる神長の管掌であり，中世から明治まで代々守矢氏が 

務めてきた。武田家と諏訪社との関係は『吾妻鏡』の伝えるところでは治承 4 年（1180）に遡り，諏訪 

大明神（戦の神）の加護を受けて勝利した武田家は以後代々の当主は諏訪大明神を篤く信仰した。武田 

信玄も同様であり，武田家の旗印に「南無諏方南方法性上下大明神」も掲げている。諏訪社の神事につ 

いては武田から徳川に継承され，江戸時代以降，諏訪社の諸神事の実行には御頭郷の奉仕が不可欠とな 

った。なお，茅野市には守矢家で伝えてきた守矢文書を保管・公開する神長官守矢史料館がある。参考 

文献として，笹本（2008），有賀・黒崎（1962）をあげておく。 
3 上社では各地区がどの御柱を担当するかを籤で決める。 
4 八剱神社・宮坂清宮司によれば，明治 35 年（1902）には四賀・豊田地区と玉川・豊地区との間で大げ 

んかが起こったとの記録がある。小競り合いは数知れない。 
5 山田（2011）。 
6 岩波（2005）。 
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次節では，このような企業家の事例研究を行う。諏訪地域のシルク製糸業創業者たちが

諏訪の第 1 世代の産業（Suwa’s Industry 1.0）を起こし，諏訪地域がシルクのメッカと呼

ばれるまでに成長した背景に，企業家たちの激しい業界内競争を繰り広げつつも協調姿勢

があったという事について第 3節において取りあげる。 

また，第 2 世代の産業（Suwa’s Industry 2.0）を牽引する原動力となったバルヴ産業と

時計産業のうち，諏訪に時計産業を起こし，その発展の牽引者となった山崎久夫によって

諏訪地域が一つにまとまっていったという事例について第 5 節において取りあげる。 

 

図表３-1 長野県における諏訪地域と諏訪地域６市町村 

（出所）長野県ホームページ「諏訪地域の情報」より抜粋。 

 

 

第２節  諏訪地域の産業の勃興と製糸企業家の活躍 
  

諏訪地域の近代産業発展のベースとなったものは製糸業の勃興である。本節では，日本

の蚕糸業の進展ならびに諏訪地域の製糸業の勃興とそれを推進した企業家について述べる。 

 

２.１  日本の蚕糸業の展開 
 

 日本の蚕糸業 7は，19 世紀後半から 20世紀前半にかけて，殖産興業・富国強兵政策に則

り外貨獲得にも貢献する産業として急成長を遂げる。第二次大戦後，再び外貨獲得産業と

して発展が見られたが，プラザ合意以降急落の一途をたどり現在では産業の体をなさない

状態となっている。 8 

養蚕農家数と生糸生産量は，図表 3-2 に示すように急伸・急落のカーブを描いている。

養蚕農家は 1930 年に 221 万 6 千戸余り，生糸生産量は 1934年に 4 万 5千トン余り，とピ

ークを迎え，その後は輸出市場であった米国にナイロンが生まれたことにより急減し，さ

らに第二次大戦により急落する。戦後一次的に復起こするが衰退の一途をたどり，2004年

7 カイコを飼って繭を作らせ，その繭から生糸を作って販売する産業を蚕糸業といい，主なものとして 

蚕種製造業・養蚕業・製糸業の３業種がある。（日本製糸技術経営指導協会（平成 5 年）） 
8 矢口（2009）pp.37-45 に年代別の蚕糸業の性格と意義が詳説されている。 

諏訪湖 
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には養蚕農家数 1,850 戸，生糸生産量 232トンまで減少し，現在では産業としての生業は

ほとんど終焉を迎えている。 

現在国内で稼働している製糸業者は，松岡（山形県酒田市），碓氷製糸工場（群馬県安中

市），宮坂製糸（岡谷市），松澤製糸（下諏訪町）のわずか 4 社を数えるのみである。平成

19年（2007）には，前工程の蚕糸業と後工程の絹業の融合化を図るなどして生糸のもつ優

れた特徴を活かしたシルク産業の今後の方向性が産官で検討されている。 

 

図表３-2 日本の蚕糸業の展開 

 

（出所）総務省統計局統計データ「第 7 章農林水産業 7-16 養蚕及び生糸生産量」より筆者作成。 

 

２.２  日本の蚕糸業の発展経緯  

 

日本の蚕糸業育成のため，明治政府はフランス人技師ポール・ブリュナーを招聘し，明

治 3 年(1870)官営富岡製糸場を設立し，これまでの家内工業的な座繰製糸から器械製糸を

導入した。明治 10 年代には器械製糸が急速に普及し，工場制手工業（マニュファクチュ

ア）が支配的となる。それと共に輸出が伸長し，明治から昭和初期までの約 60 年間，生糸

は日本の輸出品目筆頭の地位を占め，日本の外貨獲得に最も貢献する輸出産業となった。

そして，生糸輸出高は，世界四大蚕糸業国の一つであるフランスを明治初年に抜き，明治

30 年代前半にはイタリアを上回り，さらに明治末年(1909 頃)には中国を上回り，ここに日

本は世界一の生糸輸出国となる。 9 

日本が米国向けを中心に急激に輸出量を拡大できた要因は，製糸工場を中央集権的統制

により組織運営ができるように改良したことにあり，それによって欧州養蚕地域が数百年 

を要した発展を数十年間で達成することができたのである。10 

9 富澤（2002）p.6 表６参照。 
10 矢口（2009）p.41。 
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２.３  諏訪地域の製糸業の発展 

 
明治以前の諏訪地域は，産業の 90％が農業であり，農閑余業の一つとして蚕飼が岡谷で

盛んに行われていた。その岡谷を中心とする諏訪地域は，日本の製糸業の発展において，

正に日本の産業革命のベストプラクティスが実現した地域だと言える。 

その主たる特徴としては，１）器械製糸の導入を積極的に図り，２）家内(手)工業から

すばやく近代工業に脱却させたこと，３）短期間に世界一の製糸都市を実現したこと，４）

日本の外貨獲得に多大な貢献をしたこと，５）独自の器械化・生産方式への工夫がされた

こと，等があげられる。 

 岡谷の生糸生産量は明治初年の器械製糸導入後一挙に拡大し，明治 10 年（1877）に 7 ト

ンから明治 40 年（1907）には 502 トン（全国の 5.5％），大正 2 年（1913）には 1,041 ト

ン（全国の 7.4％），昭和 5年（1930）には 2,710 トン（最高値，全国の 6.3％）となった。

11 岡谷を中心に下諏訪，上諏訪の諏訪湖沿岸部では製糸業が営まれ，また八ヶ岳山麓の

高原地帯の農家は桑を植え養蚕を行うことにより諏訪地域として蚕糸業の集積が進展して

いった。 

 

２.４  諏訪地域の産業を起こした製糸企業家の精神と行動 

 

（１）企業家精神を彷彿とさせる事象 

 

 諏訪地域は企業家精神旺盛な企業家を多く輩出した。その企業家精神を彷彿とさせる事

象をいくつかあげてみよう。12 

 一つには，“良質の糸”を作るために新しい技術の導入が必至と考えられたのであるが，

当時，フランスおよびイタリアの操糸器械・技術が世界最先端である中で，自分たちの力

で外国技術を導入した独自工場を造ろうとしたこと，二つには「殖産興業」政策に呼応し

た器械式生産方式の導入にすばやく取組んだことである。明治 3 年（1870）設立の官立富

岡製糸場の実際の開業が明治 5年（1872）10月であったのに対して上諏訪村・小野組深山

田製糸はそれよりも早い明治 5年（1872）8 月には操業を開始している。 

三つには，岡谷の器械製糸発展の源泉となった独自技術の開発に熱心に取組まれたこと

であり，明治 8 年（1875）に中山社において動力に水車を利用した木製「諏訪式操糸機」

の開発が実用化している（図表 3-3，図表 3-4）。 

11 岡谷市教育委員会（編）（1994）p.108，および総務省統計局統計データ「第 7 章農林水産業 7-16 養 

 蚕及び生糸生産量」参照。 
12 Entrepreneurship は起業家精神と訳される場合もあるが，本稿ではより概念の広い企業家精神を用い 

る。 
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図表３-3 諏訪式繰糸機 

  
（出所）岡谷市立岡谷蚕糸博物館蔵  

（写真左）明治５年富岡製糸場で使われた最初のフランス式繰糸機（日本に現存する唯一のもの）。 

（写真右）明治初期の諏訪式繰糸機（コストダウンや生産性向上に独自の工夫がされ全国に普及した）。 

 
図表３-4 明治初年の製糸工場建設費に占める 1釜当たりの設備所要費用 

 

（出所）瀬木（1997）表 1 より筆者作成。 

 

四つには，地域の製糸業者が共同して相互の経営基盤の確立を促進しようとの活動が実

施されたことである。明治 12 年（1879）片倉兼太郎，林倉太郎，尾沢金左衛門らによって

設立された開明社は，大量生産と輸出先の評価確立に向けて，共同揚返場設立による製品

品質の画一性の維持，繭の共同購入，工場巡回指導などを行っている。五つには，従業員

の福利厚生・教育面・保健衛生などに手厚い配慮がなされたことである 13。六つには，製

13 岡谷市教育委員会（編）（1994）pp.131-136。 

（筆者注）世に女工哀史などで酷使された製糸女工のイメージがあるが，実際には職のない女子に労働 

の場が提供され，家族に現金送付ができて喜ばれていた事実もある。現代の中国の深圳地区などへの 

出稼ぎ労働者の事情と類似している。また，製糸業者が共同出資して従業員とその家族の診療を主目 

的として明治 43 年（1910）に設立された平野製糸共同病院は全国に先駆けたもので，その後市立岡谷 

病院へと発展した。（筆者注）市制となる前の岡谷は平野村であった。 
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糸業発展の過程において，鉄道の開通，交通，郵便，電信・電話の整備，電気の普及など

の社会インフラの整備・推進に製糸業者が尽力したことである 14。 

 

（２）なぜ，信州の田舎で偉業がなし得たのか？ 

 

なぜ，信州の田舎でこのように多くの企業家が起こり，偉業を成し遂げることができた

のか，という疑問が残る。これについては，二つのことがあげられよう。一つは，冬が寒

く狭い土地で切磋琢磨し努力して頑張るという勤勉さ，勉強熱心で創意工夫好き、かつ競

争心旺盛な風土が根付いていたことである。もう一つは，下諏訪が江戸時代の五街道の甲

州街道と中山道の合流分岐点の宿場町として栄え，多くの情報が速やかに伝搬された交通

の要衝としての立地の良さに恵まれており，「情報」をいち早く積極的に利用する姿勢が極

めて旺盛であったことである。また，横浜港へ出向いて直接海外バイヤーとの接触を試み

るなど，情報を得ることに対する貪欲なまでのフットワークの軽さもあげられる。 

 

２.５  製糸全盛期の岡谷と，岡谷から世界に雄飛した製糸企業家の経営姿勢 

 

岡谷を中心とする諏訪地域の製糸業者は，生産器械や生産方式に独自の工夫を凝らして

めざましい事業の拡大・発展を遂げ，世界一の生糸輸出国となった日本（図表 3-5）の中

枢的役割を担うようになっていった。 

 

図表３-5 世界四大蚕糸業国における生糸生産量の推移 

    （明治元年（1868）－昭和 7 年（1932）平均） 

 

    (出所)富沢（2002）p.63，表６をもとに筆者作成。 

14 例えば，明治 38 年（1905）中央線開通は岡谷の製糸業者の強い要望による。 
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このことを如実に示すものが図表 3-6である。これは明治の製糸業界の生糸生産額ラ

ンキングを相撲番付で示したもので，番付の上位に位置付けられている企業の相当数が長

野県しかも岡谷を中心とした諏訪地域の企業で占められている。中でも，片倉組は別格扱

いのダントツ 1 位にランクされている。 

 

図表３-6 横浜生糸入荷個数相撲番付（明治 44 年（1911）生糸年度） 

 

（出所）片倉兼太郎所蔵新聞切り抜き資料より筆者作成。（網掛け：長野県の企業，太字：諏訪地域の企業） 

 

図表３-7 全盛期の岡谷の全景と片倉館 

    
（写真左）明治 42 年（1909）当時の岡谷    （写真右）昭和 3 年（1928）設立の諏訪湖畔の片倉館 

(写真下部は天竜川) 

（出所）岡谷市立岡谷蚕糸博物館蔵       （出所）片倉館蔵（日本の近代遺産 50 選） 

 

製糸企業 地域 入荷個数（梱） 製糸企業 地域 入荷個数（梱）

片倉組 長野（岡谷） 15,284 横綱 ー ー ー

小口組 長野（岡谷） 8,471 大関 山十組 長野（岡谷） 8,420

碓氷社 群馬 6,558 関脇 依田社 長野（上田） 6,482

岡谷製糸 長野（岡谷） 6,334 小結 俊明社 長野（須坂） 6,240

甘樂社 群馬 4,860 前頭筆頭 林組 長野（岡谷） 4,480

尾澤組 長野（岡谷） 4,326 前頭二枚目 丸一組 長野（岡谷） 3,550

原製糸部 神奈川（横浜） 3,110 前頭三枚目 東行社 長野（須坂） 2,997

日本社 長野（岡谷） 2,960 前頭四枚目 交水社 群馬 2,927

郡是製糸 京都 2,658 前頭五枚目 矢島組 山梨 2,554

信勝社 愛知 2,533 前頭六枚目 富国館 長野（深谷工場） 2,405

信英社 長野（岡谷） 2,360 前頭七枚目 廣盛社 山梨 2,314

下仁田社 群馬 2,217 前頭八枚目 石川組 埼玉 2,213

三龍社 愛知（三河） 2,132 前頭九枚目 大和組 長野（岡谷） 2,034

開国館 長野（深谷工場） 1,915 前頭十枚目 花輪利八 福島 1,700

小野社 長野（諏訪） 1,493 前頭十一枚目 東英社 長野（諏訪） 1,488

横浜税関入荷総数 283,792 100%

番付記載29社合計 117,015 41%

内、諏訪地域企業 61,200 22%

片倉組 15,284 5%

（参考）

東
番付

西
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岡谷の製糸業者の中には県外に進出して経営を拡大する製糸家が続々と登場した。その

代表となったのが，シルクエンペラーと言われた旧片倉財閥の二代目片倉兼太郎であった。

片倉一族は，事業の発展に尽くしたばかりでなく，従業員の福利厚生や教育，また鉄道や

電話など地域の基盤インフラの整備にも貢献している。片倉家が諏訪に残した遺産の一つ

に諏訪湖畔に大浴場を備え従業員の慰安施設として建てられた片倉館がある（図表３－７）。 

世界に雄飛した岡谷の製糸企業家たちは，以下のような“家憲”を残している。そこに

記述されている経営姿勢は，現代の経営者にとっても大いに啓蒙を受けるべき内容である。 

 以下に，片倉家の家憲を示す。 

〔片倉家・家憲（抜粋）〕15 

３．勤倹を旨とし，奢侈の風に化せざること 

４．家庭は質素に，事業は進取的たるべきこと 

５．事業は国家的観念を本位とし，公益と一致せしむること 

８．己れに薄うして人に厚うすること 

10．雇人を優遇し一家族をもってみること 

 

 

第３節  事例研究：競争と協調を両立させたシルクエンペラー片倉一族 

 
 諏訪地域の製糸業創業者たちが Suwa’s Industry 1.0を起こし，諏訪地域がシルクのメ

ッカと呼ばれるまでに成長した背景に，企業家たちの激しい業界内競争を繰り広げつつ 

も協調姿勢があった。それをけん引したのは片倉財閥を起こし，シルクエンペラーと称さ

れた片倉一族であった。 

 

３.１  初代片倉兼太郎の製糸業起業 
 

 江戸時代，地方に養蚕製糸業（蚕糸業）が発達していったが，質素倹約を旨とした天保

の改革（1830～1843年）により蚕糸業も衰退の相を呈していた。ところが，1840 年，蚕糸

業の本場フランスにおいて蚕の微粒子病が発生，これが 1847 年には同じく蚕糸業の本場

イタリアに蔓延し，両国の蚕糸業が急激に減退したことから絹織物工業も不振に陥るとい

う連鎖反応が生じた。そこで，両国は健全な蚕種と生糸を海外から急ぎ輸入せざるを得な

い状況となった。日本はこの時，この突発需要に対応できる適格性を有していた。 

15 岩崎徂堂（編）（1908）pp.203-214。 
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 時に，明治初年の日本の貿易は輸入超過である中で生糸は輸出品目中第 1位を占めてい

たことから 16，生糸を増産することが国家としても急務であった。かくして，政府は明治

5年（1872）28 万円 17を投じて模範工場として富岡製糸場 18を竣工した。 

 片倉兼太郎の父・市助は，明治 6 年（1873）長野県川岸村（現・岡谷市）の自宅で長男

兼太郎と二男光治の協力を得て小規模ながら製糸業に着手した。兼太郎は，長野県で最初

に器械製糸を導入した 深山
み や ま

田
だ

製糸 19が小野組の没落により明治 7 年（1874）閉鎖された

状況を目の当たりにしながらも，製糸業を進展させるためには速やかに洋式器械を採用す

べ 

きとの確信をもち，片倉一家 20をあげて明治 11 年（1878）垣外
か い と

製糸場 21を建設した。以

降，片倉一族の事業拡大は，諏訪地域はもとより日本の製糸業の発展に直接的に貢献して

いった。 

 

３.２  同業者との共同事業の組織化と推進 
 

 垣外製糸場の生産能力は年間 17梱
こうり

22であった。出荷量として扱ってもらうには少なすぎ

た。そこで，兼太郎は同業者 8名と輸出用生糸を共同出荷するために明治 11年（1878）「

深澤
み さ わ

社」を設立した。加盟者の製造した生糸には深澤社の商標を附して出荷・販売を行っ

た。しかし，当時市場から求められていたニーズは，「粗製乱造の防止」，「品質の整斉」，

「荷口の統一」23など，量の問題もさることながら質の問題であった。そこで，深澤社の加

16 明治元年～5 年までの 5 年間の貿易額累計は，輸出額累計 89 百万ドル，輸入額 107 百万ドル，輸入超 

過額 18 百万ドルであった。主要輸出品は生糸，茶，水産物などであり，生糸は輸出額の 40%程度を占 

めていた。「貿易額の推移と主な出来事」より筆者算出。 

（http://www.customs.go.jp/yokohama/history/history150_ref2.pdf） 
17 今井（2006）によれば外国人雇用経費を含めると 28-29 万円と算出。二代片倉兼太郎翁伝記編纂委員 

（1951）によれば 28 万円。 
18 富岡製糸場竣工前には，明治 3 年前橋藩主松平直克が上州南勢多郡岩上村に洋式採用の嚆矢と言われ 

る製糸場を開設した。明治 4 年には財閥小野組が製糸場を開設，これを信州上諏訪に建設した。この深 

山田製糸は長野県への器械製糸導入の第 1 号で明治 5 年（1872）操業開始した。富岡製糸場は，明治 

28 年（1895）民間に払い下げとなり，三井，原合名会社を経て，昭和 14 年（1939）片倉製糸紡績会社

（現・ 片倉工業）に吸収合併され，以降，昭和 62 年(1987)操業停止後も厚く保護され，平成 26 年（2014）  

世界遺産登録された。 
19 明治 5 年（1872）上諏訪で操業。注 27参照。 
20 片倉兼太郎は名主の家柄であった市助の四男一女の長男として嘉永 2 年（1849）に生まれた。二男光 

治は分家を起こし新家と呼ばれた。三男五介は今井家を相続，四男佐一は兼太郎の養子となって本家を 

相続し二代目兼太郎を襲名した。市助の弟権助は別家を起こし新宅と呼ばれその長男俊太郎も含め，本 

家・新家・新宅が協力して事業興隆に尽くした。兼太郎は明治 9 年（1876）家督を継ぐとともに農業を 

やめて製糸業に乗り出す決意を固めた。市助は子弟に向けて，「自己一人の力量をもって全事業を負っ 

て立つ気概を持つことの必要性とともに，正直を中軸とすべきこと」を訓戒として伝えたが，これが片 

倉一族の一致団結した所以といえる。（二代片倉兼太郎翁伝記編纂委員（1951）p.9） 
21 垣外製糸場は 32 人繰りの洋式器械製糸で，天竜川に掛けた直径 11.5 メートルの水車を動力とした。 
22 生糸の取引単位は「梱」であり，１梱は約 34 キログラムであった。 
23 「荷口」とは，一時に受け渡される特定の品物の集まり（ロットサイズ）のこと（品質用語）。 
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盟者ばかりでなくより広く多くの同業者の参画を求め，明治 12 年（1879）深澤社を解散し

て新たに「開明社」を設立した。24  

当時の製糸同業者の規模は 10 釜前後の小規模経営であったため，質と量の両面が求め

られた市場のニーズにそれぞれが単独に対応しようとしても困難であった。特に，生糸商

からの要望は，糸の太さを均一にしてほしい，など品質規格の統一にあった。開明社はこ

れらに対応すべく，明治 17年（1884）「共同揚げ返し場」を新設した。25揚げ返しという後

工程作業を共同運営とすることにより，各製糸工場は製糸の前工程に専念できる上に，顧

客への出荷時の糸質を統一することができるようになり，諏訪の生糸としての顧客認知度・

信頼度を高める効果がもたらされた。この規格化された糸は「信州上一番格」と呼ばれ，

日本の輸出生糸の中心を占め，横浜市場で取引される生糸相場を代表するものとなった。 

また，繭の購入も共同で行うことにより，調達効率の向上が図れるばかりでなく，繭の

品質確保にも全体として目が行き届くことになり，優良な糸を生産することにも寄与した。

さらに，専門の検査員を組織して，組合員の各工場を巡回して製造方法の指導や，生産技

術の向上を図るために機械の改造 26にも取り組んだ。 

このように，小規模の製糸業者が存立して激しい競争が繰り広げられた中にあって，協

業のメリットを追求して地域ブランド高揚に努めた企業家たちの存在があった。その根底

にあったのは，顧客のニーズに適合させようとする顧客目線の経営姿勢であり，かつこれ

を実現するために競争相手を巻き込んで協業グループを結成するという，強烈に発揮され

たリーダーシップであった。 

 

３.３  片倉組発展の基 
 

 片倉一族の製糸事業は明治 27 年（1894）竣工の三全社 27によりさらに発展する。この工 

場は 360 釜を有し 28，個人経営としては日本一の製糸工場となった。片倉一族は自社の発 

24 開明社の設立目的は，「目下の小利にくみせず，永遠の大利を謀り，良糸を製し，美名を海外に輝かし， 

富国の基礎を起す」とし，その理念は大きかった。片倉兼太郎・林倉太郎・尾沢金左衛門の 3 名が発起 

人（社長組）となって設立され，組合員は 18 名の持ち株制とし合同で経営にあたった。この組織機構 

が有効に機能した背景には，社長組と傘下工場主との信頼関係が確立していたこと，片倉兼太郎が共同 

揚げ返し場の運用と検査法に意を注ぎ「職制並検査法」を定め，各人の作業内容と責任の所在を明確に 

したことが大きかった。（嶋崎（2003）pp.39-43） 
25 「揚げ返し」とは小枠に巻き取った糸を大枠に巻き返して糸の束を作る製糸業の後工程である。 
26 銅製鍋を陶器製鍋に改造した例があげられる。これによって光沢のある生糸ができるようになり，その

後全国に普及した。 
27 長兄兼太郎（本家），次兄光治（新家），従兄俊太郎（新宅）が一致協力して建設された。三全社とい 

う社名の謂れは，直接的には上記三家が完全に協力して事業を遂行する決意に立ったことを意味する 

が，天地人の三歳が完全に調和することを理想としてもっていたといわれる。（二代片倉兼太郎翁伝記 

編纂委員（1951）pp.57-58） 
28 当時，官営富岡製糸場でも 300 釜を有するに留まっていた。 
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展に尽くすとともに，地域同業者全体の基盤インフラ整備にも尽力する。例えば，他の同

業者と共同して「諏訪薪炭株式会社」を創立した。当時，製糸業の発展に伴い諏訪地域の

薪材は伐採しつくされ，薪炭価格も高騰，しかもまだ鉄道（中央線）未開通のため石炭運

搬もままならず燃料供給が欠乏してきていた背景から，一族だけの問題ではなく同業者全

体の問題と捉えた片倉一族は同志を糾合し，上伊那の御料林を 10 年間伐採払下げの許可

を得，その薪材を共同経営製糸家に分配することとした。 29 

 明治 28 年（1895）片倉一族を糾合し片倉組が組織化され，その本部は三全社に置かれ

た。直営製糸所の釜数は 688 釜で日本一であった。これが，大正 9年（1920）設立の片倉

製糸紡績株式会社（昭和 18年（1943）現「片倉工業株式会社」に社名変更）の基となり，

コンチェルンを形成し片倉財閥ができあがっていく。明治 44 年（1911）の全国生糸生産高

の５％を占めるなど，片倉組の躍進ぶりはすでに図表３－６に示した通り，明治 44 年（1911）

生糸年度における横浜生糸入荷個数相撲番付において，片倉組は東の横綱の位置を占める

ダントツの業界 NO.1であった。ちなみに，番付上位には長野県，それも岡谷を中心とする

諏訪地域の製糸企業が名を連ねている。 

 

３.４  金融機関の支援 
 

 上記の片倉組発展の過程は決して順風満帆というわけではなく，常に新たな課題との挑

戦の歴史である。特に，生糸価格は外部環境変化に大きく揺さぶられて乱高下する極めて

リスキーな事業であり，金融機関の支援は不可欠であった。また，事業体を大きくしよう

とすれば，そして事業体が大きくなればなるほど，より大きな資金調達が必要となるのも

道理であった。片倉組を始め，諏訪地域の製糸業者を支えた金融機関が明治 10 年（1877），

上田町（現，上田市）に黒澤鷹次郎らによって設立された第十九国立銀行であった。 

 明治 16年（1883）には，片倉の垣外製糸場の損失が 1万余円に至り，第十九銀行に融通

を求めねばならない事態が出来した。この交渉に当たったのが若干 22歳の片倉佐一，交渉

相手は 35歳の黒澤鷹次郎であった。銀行側は，片倉一家の経営の堅実さを知悉し多大の信

用を置いていたとともに，若き佐一の才幹と信頼に足る性格を高く評価し，交渉は成立し

た。以降，諏訪地域の製糸業は第十九銀行と表裏一体の関係を持ちながら製糸業の歩みを

共にしている。 30 

 

 

 

29 二代片倉兼太郎翁伝記編纂委員（1951）p.59。 
30 二代片倉兼太郎翁伝記編纂委員（1951）pp.48-50。 
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３.５  本節のまとめ（競争と協調の両立を如何に成し遂げたのか） 
 

 片倉一族は，片倉組の事業を大きく発展させたことばかりでなく，同業者との間での激

しい競争の中においても，諏訪のシルクを一級品にして世界に示そうとする大きなビジョ

ンを描き，共同作業（後工程，工場巡回，共同原料調達等）を導入するなど共益になるこ

とを協調して実行する姿勢を発揮した。さらに，地域の発展に資するインフラの整備も熱

心に行った。つまり，競争と協調を両立させていたのである。 

これはどのようにして成し得たのだろうか。本事例研究の結果により抽出できた事項は

次の通りである。 

 一つには，諏訪のシルクを世界が認知する一級品にして世界に示そうとする大きな「ビ

ジョン」を描いたことである。二つには，そのビジョンを同業者と共有し，協力を取り付

け，実行していく上で，強力な「リーダーシップ」を発揮したことである。三つには，こ

のような行動を支えた精神的支柱(事業経営の基本姿勢)があったことである。この精神的

支柱も 3 つあげることができる。一つには，片倉市助の「正直を中軸とすべしとの訓戒」

が，シルクエンペラーとなっていく子弟に浸透していたことである。二つには，信州の田

舎から世界を臨み，自らの手で「事業を大きくしてやろうとする気概と矜持」をもってい

たことである。三つには，自己の利益（自利）のみを計ろうとするのではなく，「公益に合

致することを事業の根幹」と考えていたことである。これらは，前節に紹介した片倉家家

憲に端的に表現されている。 31 

片倉一族の指導者のもつ精神気魂が従業員はもとより同業者や関係者，また地域の人々

の心を一つにし，難事に挑戦する姿勢を鼓舞したといえる。 

 

 

第４節  精密機械産業への構造転換とその興隆 
 

製糸業急減速下の中から諏訪地域に起こった新たな産業が「精密機械工業」であった。

後に「東洋のスイス」と謳われるようになった諏訪地域の精密機械工業の発生には，「バル

ヴ産業」と「時計産業」という大きく二つの産業が関わるが，発生プロセスは異なるもの

であった。この二つの産業から派生した多くの起業家により各種の事業が沸き起こり，諏

訪は中小企業による精密機械工業の一大集積地として発展してきた。このように，製糸業

の急伸急落の後，諏訪地域に起こった新たな産業である精密機械工業を「第２世代の諏訪

の産業」（“Suwa’s Industry 2.0”）と呼ぼう。 

31 初代片倉兼太郎の座右の銘は「至誠無息（至誠は息むことなし）」であった。（嶋崎（2003）p.67） 
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諏訪地域が新たな産業振興に向けてドラスティックな展開を行うことができ，再び地域

が活性化する原動力となったものは，「産官に共通した強い産業振興への思い」であった。

その思いを実現できた背景としては，１）製糸工場の有形無形の資産があり，それらを転

活用できたこと，２）戦時中に大都市の大規模工場が疎開工場として諏訪に移転してきた

こと，３）ベンチャースピリット溢れる多数の起業家が起こり，新しい時流に乗る事業に

挑戦したこと，４）地域の人々の特徴といえる手先が器用で有能かつ勤勉な労働力が存在

したこと，５）製糸業に代わる産業として工業招致・工業育成などを行政が積極的に推進

したこと，などがあげられよう。 

 

４.１  地方工業化に向けての行政の取組み 

 

 長野県の産業は，昭和初期まで岡谷を中心とする諏訪地域がリードした製糸業に大きく

依存し，他の機械，化学，金属などの近代工業は微々たるものであった。こうした極めて

脆弱な産業構造の中で，昭和 5年（1930）前後に起こった不況対策や地方振興を眼目とし

た地方工業化の国策に呼応する形で「長野県地方工業化委員会」が昭和 12 年（1937）設置

され，精密工業の助成や工場誘致について方向づけがされた 32。 

一方，昭和 13 年（1938）には米国デュポン社から新しい化学繊維「ナイロン」が発表さ

れ，昭和 15 年（1940）全米一般販売を開始するや爆発的な売れ行きを示し，シルク製品は

市場から一掃されていく 33。産業構造転換は待ったなしを余儀なくされた。 

昭和 16 年（1941）国土計画に基づいて「長野県鉱工業計画委員会」が改組・創設され，

工業招致と工業育成が推進されていく。 

 こうして，終戦時における長野県の工場数は，既存工場数 500 工場に対し戦時疎開工場

数 596工場と，疎開工場が既存工場を上回るほどに工場誘致が進んでいた。このうち，諏

訪の工場は，既存工場数 112 工場，疎開工場 77 工場であった 34。 

 終戦後に，多くの疎開工場がそのまま当地に留まってくれるのか，引き揚げてしまうの

か，は大きな課題となった。また，戦時中に軍需工場となり軍需製品をつくっていた企業

は，戦後経済復興に資する平和産業（民需産業）への転換を必要とされた。 

 このように，製糸業の急落後の産業構造をどのようにすべきか，行政が主導し方向付け

を行っていった時期である。一方，地域民間企業にとっても切実な問題であり，大きな危

機感をもって新しい産業振興に尽くそうとする起業家が現れた。 

 

32 東京朝日新聞(1937)には，県下の工業を在来の単一工業主義を捨てて多角工業に転向せしめようとい 

う点に画期的な意義を持つ，と評価する記事がある。江波戸（1974）参照。 
33 小沢（1986）第 7 章 第 3 節 pp.263-271。 
34 江波戸（1974）前掲書 p.26，「地方別工場数（昭和 20 年 7 月 30 日現在）」参照。 
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４.２  「バルヴ産業」の発生プロセス 

 

諏訪地域の「バルヴ産業」発生の原点は，大正 8 年（1919）創業の「北澤製作所」にあ

る。当時，製糸用繭買い業を営んでいた北澤國男（長兄），鋳物業平野屋鋳造所に勤務して

いた北澤友喜（次男）ら 4兄弟が，製糸工場向けにバルヴの製造販売を行おうと上諏訪町

（現・諏訪市）に創業した。製糸工場ではボイラーを使っていたが，諏訪の冬は寒くバル

ヴが凍結して壊れやすかったことに目をつけて，凍結破損しない製品を自前で作ろうとし

た 35。製品をすべて自社で完結させてしまうばかりでなく，その製品を作るための工作機

械も自社開発してしまうという発想を有しており，その結果「垂直統合型」の企業が出来

上がっていった。しかも，顧客市場のニーズを吸い上げ，その潜在ニーズに合致する品質

の良い製品に仕上げ，付加価値を高めた。また，戦時中には軍需工場の指定を受けて大砲

の信管を製造したほか，時計式時限信管の開発・製造も行なうなど，時流に合わせて業容

を拡大する経営者としての感覚も備わっていたと言える。 

北澤製作所はその後，北澤工業，（旧）東洋バルヴと変遷するが，戦後にはバルヴの量産

体制を拡充し国内有数のバルヴメーカーとして確固たる地位を築くとともに，海外販売拠

点を整備し世界各地に輸出した。しかし，オイルショック後の不況の影響を受けて昭和 51

年（1976）倒産に至った。その後経営再建され，現在の（新）東洋バルヴによってバルヴ

事業は継承されている。 

 

４.３  東洋バルヴの果たした意義 

 

バルヴという製品は，それ単独では意味をなさない。しかし，大きいものは石油パイプ 

ラインや大規模プラントから小さな個別機械装置まで，ありとあらゆる機械装置の相当な

部分に使用される必需部品の一つでもある。こういう部品に目をつけるという着眼点の良

さはビジネスで成功する一つの道であろう。日本製がまだなかったころに，諏訪の地元企

業家から始まったベンチャー企業が独力で立ち上げた功績は極めて大きいものがある。 

 諏訪地域の産業振興の観点で東洋バルヴが果たした意義は，垂直統合型企業としての東

洋バルヴの中で各種の事業や業務を経験し技術を培った多くの技術者が独立して起業し，

それらが各々花開き，諏訪地域の精密機械工業の発展母体となり，そこから更に裾野が広

がっていったことである。つまり，諏訪地域がピラミッド型の産業集積を形成していった

のである。  

35 「北澤製作所は諏訪型と呼ばれる肉厚のカランをつくった。これで凍みによるひび割れが相当減っ 

た。これは製糸の増産には貢献しただろうし，修理というランニングコストが減るから製糸産業にと 

っても歓迎すべきことだった。今でいう寒冷地仕様の水道用カラン，バルヴをつくった。バルヴをつ 

くるにも付加価値をつけて良質な製品を生産した。」との証言がある。（長野日報社企画取材班 

（2007）p.30） 
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このような企業には，オルゴールの「三協精機製作所」36（下諏訪町，現・株式会社日本

電産サンキョー），カメラの「ヤシカ」37（岡谷市，現・京セラ株式会社長野岡谷工場），ポ

ンプの「株式会社荻原製作所」38（下諏訪町）などがあげられる。 

 諏訪地域のものづくり企業の多くが精密な部品加工製造を特徴としている中で，三協や

ヤシカが，部品製造ではなく一般消費者向けの完成品を手掛けたことは斬新であった。三

協のオルゴールは，全盛期の 1991年ごろには世界市場の９割（約１億個）を独占する勢い

であった。また，ヤシカも高級イメージのあるカメラを一般消費者が購入しやすい価格に

設定し，かつ米国への販売アプローチも功を奏して成功した。しかし，両社とも世界に名

だたる企業として一世を風靡した後，他社に経営をゆだねざるを得ない状況となる。 

 荻原製作所を創業した荻原富雄氏の談話に，「結局，我々はつくることしか知らなかった。

売るということを知らなかった。売れないのではなく売るノウハウを持っていなかった。」

39との言があり，これは結局のところ，ものづくりに加えて事業の両輪のもう一方の販売

戦略面が弱かったことを意味しており，このことは現在に尾を引く諏訪地域の産業の課題

につながっている。 

 

４.４  「時計産業」の発生プロセス 

 

 時計産業の発生の原点は，諏訪で山崎屋時計店を営んでいた山崎久夫氏と服部時計店と

の関わりにある。当時服部時計店の時計づくりは，スイスから時計部品を輸入調達し，時

計職人が時計の組み立てを行い，ケースは飾り職人が担当し，最終的に完成品にするとい

う方式であった。戦時下で時計職人が徴用され組み立てができない状況となる中，服部時

計店から山崎屋に対しても時計販売に加え時計の組み立てもやらないか，との誘いがあり，

山崎屋が店内で家内工業的に時計組み立て始めたことが発端である。当時，既に衰退を始

めていた製糸業とバルヴ産業だけではなく，何か新しい産業を興したいとの気運が高まる

中，山崎久夫にこの時計組み立てを地域産業にまで拡大したいとの思いがつのり，昭和 17

年（1942）「大和工業」が設立された。 

36 1946 年北澤工業勤務の山田正彦・六一兄弟と，北澤工業出向社員の小川憲二郎の三人が協力して下諏 

訪町に三協精機製作所を創立。一時，オルゴールムーブメントで世界シェア 80%を誇った。2003 年日 

本電産株式会社と資本・業務提携，2005 年「日本電産サンキョー株式会社」に社名変更，2012 年日本 

電産の完全子会社となる。 
37 1949 年北澤工業勤務の牛山善政らが独立し「八洲（やしま）精機株式会社」を創業。1953 年「八洲 

光学精機株式会社」に改称，1958 年「株式会社ヤシカ」に改称した。二眼レフ「ピジョンフレック 

ス」を初め数多くのカメラ製品を開発，米国市場ではヤシカブランドが浸透した。1975 年経営破たん 

に陥り，1983 年京セラに吸収合併され，ヤシカの本社工場は京セラ長野岡谷工場となる。 
38 1946 年北澤工業勤務の荻原富雄が諏訪市に創業し現在まで存続している。水処理などを手掛け，2013 

年にはポンプ生産 2,000 万台を達成。 
39 長野日報社企画取材班（2007）p.63。 
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戦雲急を告げ，首都圏大企業各社が地方に戦時疎開をはじめる中，服部時計店傘下の第

二精工舎が諏訪へ疎開し大和工業と連携することとなる。服部時計店を諏訪に誘致し，戦

後もそのまま諏訪に留まるよう奮闘したのも山崎氏である。 
 昭和 34年（1959），大和工業は第二精工舎諏訪工場と合併し「諏訪精工舎」（現セイコー

エプソン）となる。そして大和工業が設立された昭和 17 年（1942）が設立年度となったセ

イコーエプソンがその後世界に先駆けたクォーツ時計の開発・販売により一躍その名を馳

せる事になる。 

 諏訪精工舎とその関連会社の企業集団の傘下で，地域に多数の協力会社や下請企業，取

引先企業が構成されていき，諏訪は諏訪精工舎の企業城下町的中小企業集団が集積されて

いった。しかし，1980 年代に入ると世界のグローバル化の波と共にセイコーエプソンその

ものもグローバル戦略の下に海外展開を始める。それに伴って，これまでの協力会社に対

して自活の道を模索するよう指導を開始する。中小企業集団が親離れをして自立すること

を促されたのである。 

 

４.５  戦時疎開企業の存在と立地 

 
 戦時疎開企業の中で，戦後も諏訪に留まり地域発展に貢献した企業には，前述の第二精

工舎諏訪工場の他に，「高千穂光学工業（後のオリンパス）」40や「田中ピストンリング

（後の帝国ピストンリング）」41などがあげられる。 

高千穂光学工業は，昭和 18年（1943）製糸工場を買収し光学兵器を担当する諏訪工場

とし，さらに昭和 20年（1945）には渋谷工場が諏訪工場に疎開した。戦後，諏訪工場は

カメラ工場として再発足した 42。 

 田中ピストンリングは昭和 15 年（1940）岡谷に工場を建設，昭和 18年（1943）には帝

国ピストンリング株式会社に社名変更した。戦後は民需転換許可を受け，各種ピストンリ

ングや一般鋳物等の生産を開始，その後も順調に業容を拡大しつつ現在に至っている。 

 これらの大企業が諏訪地域に定着したことは，地域にとって極めて有益なことであっ

た。 

 

 

 

40 高千穂光学工業の前身は大正 8 年（1919）創業の顕微鏡や体温計など理化学計器類を製造・販売する 

高千穂製作所で，昭和１７年（1942）に高千穂光学工業株式会社に社名変更したばかりであった。昭 

和２４年（1949）にはオリンパス光学工業株式会社に社名変更し東京証券取引所に上場，平成１５年 

（2003） オリンパス株式会社に社名変更した。 
41 田中ピストンリング株式会社は昭 14 年（1939）航空機用，船舶用ピストンリングの製造を目的に大 

阪で設立された。 
42 昭和 19 年（1944）買収した伊那工場は,この時顕微鏡工場として再発足し現在に至っている。 
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４.６  諏訪地域に起こった光学事業 

 

 昭和 23年（1948），地元の茅野弘ら３名により「チノン」の前身・三信製作所が茅野市

で創業した。1956 年の 8 ミリ・シネレンズの生産開始を契機にチノンブランドの 8 ミリ

カメラで急成長し，1973 年にはチノンに名称変更する。1980 年代に入りビデオ化の進展に

乗り遅れ，デジカメでも後発となり苦境に立たされていく。総合電子機器メーカーへの脱

却を図るべく多角化を進めたが失敗し経営破たんに至った。 

 一方，岡谷には「クラウン光機」という 8 ミリカメラのメーカーが興ったが短命であっ

た。この事業部門はチノンが継承した。諏訪地域ではこのほかにもカメラを手掛けた企業

は多かったが，長期継続できた企業は少なかった。しかし，カメラの核技術であるレンズ

技術については「日東光学株式会社」や「株式会社ライト光機製作所」の中に留保され現

在に至っている。 

 

４.７  行政の産業振興推進 

 

 諏訪地域の産業は，戦後，時計・カメラ・オルゴールなどの精密機械工業への転換が図

られ，いくつかの大企業とそれを親企業とする中小の下請け企業集団からなるピラミッド

型の産業集積が形成された。産業構造の転換や産業振興の進展の背景には行政の並々なら

ぬ努力も介在していた。 

 企業の集積が進行するにつれ，各企業の技術水準や業務効率を高めるため，精密工業に

関わる各種の測定・分析・加工などを世界最先端レベルで行える工作機械や検査機器を備

えた施設が必要とされるようになる。県は財政難の中でも実現に向けて努力した結果，国

の予算もつき昭和 32年（1957）「長野県精密工業試験場（現・長野県工業技術総合センタ

ー 精密・電子技術部門）」が岡谷に開設された 43。 

 昭和 39年（1964）には松本・諏訪地域が「新産業都市」に指定され 44，昭和 55年（1980）

には「名古屋税関諏訪地区政令派出所」が開設されて諏訪からの輸出が容易となり，昭和

57年（1982）には中央高速道路が全面開通するなど，インフラ基盤が整備された 45。 

 

４.８  電子工業化への取り組み 

 

 1970 年代に入ると，これまでの精密機械加工技術をベースに作られてきた各種製品の電

子化が急速に進展する。諏訪地域の代表的な製品である時計は機械時計からクォーツ水晶

43 平尾（2007）。 
44 全国 15 地域が指定されたが内陸部では松本・諏訪地域が唯一の指定であった。 
45 関東経済産業局（1996）平成 8 年 3 月，pp.220-221。 
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時計へ，機械式オルゴールは電子式オルゴールへ，またカメラも機能部品が電子化してい

く。諏訪地域の企業はこれまで培ってきた精密加工技術をエレクトロニクス産業の中に積

極的に生かしていく「メカトロニクス」分野に活路を求める動きが加速した。 

 しかし，この製品の電子化に伴っては，①製品の小型・高密度化，②製品ライフサイク

ルの短縮化，③部品構成の変化，④海外シフトの加速，⑤ソフトウェアのウェイト増と質

的変化，などに敏感かつ迅速に対応することが中小企業にも求められた。 46 

特に，1990 年代に入ると大手企業の海外展開が加速されるに伴い，中小企業も追随して

海外展開が行われた。その結果，空洞化問題の顕在化や国際競争に直接さらされることと

なり，商取引関係など企業の外部環境は厳しさを増していった。 

 諏訪地域の企業はこれらの新たなビジネス課題にも果敢に挑戦しつつ現在に至っている。

このように，精密機械工業（“Suwa’s Industry 2.0”）が，エレクトロニクス化の波に対応

し，電子化を伴ったメカトロニクスへと進化した産業を「第２．５世代の諏訪の産業」

（“Suwa’s Industry 2.5”）と呼ぼう。 

これまで述べてきた諏訪の産業集積の形成（“Suwa’s Industry 1.0”）と発展（“Suwa’s 
Industry 2.0”および“Suwa’s Industry 2.5”）の流れを図表 3-8 に示す。また，図表 3-

9に諏訪地域の産業の変遷年表を示す。 

 

図表３-8 諏訪地域の産業集積の形成と発展 

 
（出所）関東経済産業局（2001）図 2-9-3 を参考に筆者作成。 

46 関東経済産業局（2001）『製品の電子化と産業集積地の産業構造変化に係る実態調査報告書』第１ 

章。 

“Suwa's Industry 1.0” 疎開工場 “Suwa's Industry 2.5”

時計 小型工作機械

大和工業＋第二精工舎

カメラ

八洲精機他

製糸業 バルブ オルゴール コンピュータ

片倉製糸など 北澤製作所 三協精機
ロボット

顕微鏡 ＩＣ

オリンパス
液晶

各種精密機器 各種電子部材

帝国ピストンリング他
他

各種超精密
加工部品

“Suwa's Industry 2.0”

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
化

超
精
密
加
工
技
術
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図表３-9 諏訪地域の産業の変遷 

 

（出所）筆者作成。 

西暦 元号 主な事象

1870 明治3年 官営富岡製糸場を設立
1872 5年 上諏訪村・小野組深山田製糸

1930 昭和5年 日本の蚕糸業ピーク

1937 12年 「長野県地方工業化委員会」設置
1938 13年 デュポン社「ナイロン」発表
1940 15年 田中ピストンリング岡谷工場設立
1941 16年 「長野県鉱工業計画委員会」創設
1942 17年 大和工業設立
1943 18年 高千穂光学工業
1946 21年 三協精機製作所、荻原製作所創業
1948 23年 三信製作所（チノンの前身）創業
1949 24年 八洲（やしま）精機株式会社」創業
1957 32年 「長野県精密工業試験場」岡谷に開設
1959 34年 諏訪精工舎誕生

1964 39年 松本・諏訪地域「新産業都市」指定

1970 電子化の取り組み活発化

1980 55年 「名古屋税関諏訪地区政令派出所」が開設
1982 57年 中央高速道路全面開通

1990 平成2年 海外展開の活発化

現在 現在

産業の変遷

1919 大正8年 北澤製作所創業

1905 38年 中央線開通

1909 42年 日本が世界一の生糸輸出国となる

1875 8年 中山社「諏訪式操糸機」の開発・実用化

1879 12年 開明社による共同活動

1985 60年 諏訪精工舎、セイコーエプソンに社名変更

製

糸

業

精

密

機

械

工

業 電

子

工

業

Suwa’s Industry 1.0 

Suwa’s Industry 2.0 

Suwa’s Industry 2.5 
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第５節  事例研究：産業構造転換を推進した企業家・山崎久夫 
 

諏訪地域に時計産業を起こし，さらに発展させる牽引者となった山崎久夫の足跡を辿り，

山崎が創業した大和工業を通して，諏訪セイコーグループが企業集団として強力に構成さ

れるとともに，諏訪地域が時計産業の成長の過程の中で垂直統合型ネットワークが形成さ

れ発展していく背景を２つの側面から明らかにする。 47 一つには，諏訪に時計事業を起

こそうと一念発起し，大和工業創設にこぎつけ諏訪地域に時計産業を起こしたこと，二つ

には，終戦後も疎開工場を諏訪に留めてもらうよう奮闘し，大和工業と第二精工舎諏訪工

場の合作社の経営に心血を注ぎ，諏訪地域に時計産業を定着させる基盤確立をし，さらに，

諏訪精工舎の誕生に尽力し，諏訪の時計産業が開花する道開きをしたこと，である。 

 

５.１  諏訪地域に時計産業を起こす 
 

諏訪に生を受けた山崎久夫は，学卒後大正 8 年（1919）服部時計店 48に入社し修行時代

をスタートしたが，大正 12年 9月 1日の関東大震災 49を機に帰郷，父業を継ぎヤマザキヤ

時計店 50を営み長野県下有数の，かつ服部時計店傘下の有力な時計商となっていった。昭

和 6 年（1931）に満州事変，昭和 12年（1937）に日中戦争が勃発し，戦時統制下のもとで

ヤマザキヤ時計店の営業も厳しさを増していった。そこで山崎は服部時計店に何か仕事を

させて欲しいと要請，一方服部時計店も戦時下で時計組立職人の応召などにより時計組立

の体制に問題を抱えていたことから，第二精工舎から時計のザラ組立作業の下請の仕事を

もらえることになり，昭和 15 年（1940）ヤマザキヤ時計店の二階に組立作業場を作り作業

を開始した。仕事の紹介をしてくれたのは第二精工舎の布施義尚取締役であった。 51しか

し，この作業は採算的に厳しく作業継続に向けて山崎の負担は大きかったという。その後，

第二精工舎の部品加工工場になりたいという山崎の思いは益々大きくなっていく。 

47 本節の記述にあたっては，筆者がセイコーエプソン株式会社に勤務していたが故に知り得た知見（山崎 

久夫氏次男山崎雄二元セイコーエプソン副社長へのヒアリング等含む）に基づくとともに以下の文献  

を参考に参与観察的な記述を試みた。セイコーエプソン（1993），セイコーエプソン（2001），南条（1998）， 

セイコーエプソン社内報各号，NHK「プロジェクト X」制作班（2010）。 
48 服部時計店の沿革は以下の通りである。セイコーホールディング株式会社やセイコーグループの源流 

は，明治 14 年（1881）服部金太郎が輸入時計を販売する服部時計店を創業したことに始まる。その後， 

明治 25 年（1892）には時計製造工場である精工舎を設立，国産クロックの製造を開始し国産のクロッ 

クとして服部時計店で販売を開始した。大正 6 年（1917），株式会社服部時計店（英文：K. Hattori &  

Co., Ltd.）となる。昭和 12 年（1937），精工舎のウォッチ部門が分離独立し，株式会社第二精工舎（現 

セイコーインスツル株式会社）が設立される。昭和 24 年（1949），東京証券取引所に上場を果たす。 

昭和 34 年（1959），株式会社第二精工舎の諏訪工場が分離独立し，株式会社諏訪精工舎（現セイコーエ

プソン株式会社）が設立される。 
49 服部時計店は震災で全てを消失，従業員 2,100 名を解散。その後，在京従業員 93 名で再出発した。 
50 現在は株式会社ヤマザキとして事業が継承されている。ホームページに山崎久夫の足跡も記されてい 

る。（http://www.kkyamazaki.co.jp/company/history.html） 
51 布施氏とは向後ずっと関わりをもち，二人三脚で諏訪の時計事業発展に尽力する間柄となる。 
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その思いとは，「1935 年に発明された化学繊維ナイロンの登場で壊滅的な打撃を受けた

町を何とか蘇らせたい。この町には製糸業に代わる新しい産業が絶対に必要だ。何とかし

なくてはいけない。そうでなければ町も没落する一方だ。山崎は自分にできることは何か

と自らに問うた。それは時計の製造だった。時計なら作れる。それも腕時計なら都会に運

ぶことも容易なはずだ。よし，諏訪で腕時計を作ろう。諏訪を東洋のスイスにしよう。」52

であった。 

時を同じく昭和 16 年（1941）には諏訪市政が発足，その初代市長宮坂伊兵衛等有力者や

友人らの支援と期待を担って山崎は工場誘致に奔走した。山崎の熱意と下請作業における

採算を度外視してまでの奮闘ぶりに感じた服部正次の承認を得て，昭和 17 年（1942）5月

18日に有限会社大和工業が設立された。山崎は自分たち諏訪の部隊が服部時計店ならびに

第二精工舎の重要な機能を預かっているという強い自覚をもって，大和工業の経営に全力

を傾注した。 

 

５.２  諏訪地域の時計産業の基盤を確立する 
 

第二次世界大戦の戦局急を告げ，第二精工舎は工場の疎開を検討する。疎開先は諏訪，

桐生，仙台，富山の 4 箇所であった。諏訪には操業準備中であった大和工業第二工場を転

用して第二精工舎諏訪工場が設置され，昭和 19年（1944）6月に第一次疎開が開始，年末

には一部操業も開始された。昭和 20 年（1945）3 月 10 日の東京大空襲によって第二精工

舎本社は焼失，ここに疎開計画を進めていた 4 拠点に全面的に疎開することになる。第二

精工舎諏訪工場は時計工作機械約700台と従業員180名を第二次疎開として受け入れたが，

本格操業に入る前に終戦を迎えた。終戦時の従業員は第二精工舎諏訪工場で 420名，大和

工業で 800 有余名であったという。53山崎の切なる願いは第二精工舎諏訪工場が疎開から

引き上げてしまうのではなく諏訪に留まって腕時計製造事業を継続してもらうことであっ

た。54 

 昭和 20年（1945）9 月 1日，大和工業と第二精工舎諏訪工場の合作社経営による操業が

開始され，この体制は昭和 34 年（1959）5 月に諏訪精工舎が誕生するまで 13 年半継続さ

れた。法人格としては全く別会社であるが，両社は一つの会社，ひとつの工場として，不

52 NHK「プロジェクト X」制作班（2010）。 
53 時計工業は軍需と密接な関係をもった精密機械工業とされ，昭和 20 年（1945）8 月 GHQ により服部精 

工舎を始め時計製造会社 6 社の機械設備は賠償施設に指定されてしまい翌年指定解除まで各社は復興 

作業着手もままならなかった。 
54 戦後，第二精工舎は本社工場の復旧に着手。昭和 22 年（1947）富山工場，昭和 24 年（1949）仙台工 

場ならびに桐生工場と順次疎開工場を閉鎖し，それらの資源を本社工場の復興に活用した。従って，諏 

訪工場も同様に閉鎖・東京への引き上げの可能性を秘めていた。東京から来られた服部正次ら服部オー 

ナー一族に対して諏訪での事業継続支援を雨天の中，屋外で土下座して懇願する山崎の姿は悲愴感に 

あふれ，それに感銘・感化を受けた従業員の語り草となって伝承されている。 
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離一体のオペレーションとマネジメント（不離一体操業，利益分配システム，共同経営）

という，異例な経営形態により運営された。このしくみについて両社の間で取り決めがな

され，署名権者（代表者）は大和工業が山崎，第二精工舎諏訪工場が布施であった。55諏訪

での合作社経営が開始された後，諏訪の夢はさらに膨らむ。ウォッチ製造に関わる全ての

機能を一貫して製造したいという夢であった。56昭和 22 年（1947），山崎は文字板製造を

開始する。このプロジェクトは昭和 27年（1952）の関連会社浜澤工業所設立につながると

ともに，後の諏訪セイコーグループが形成されていく嚆矢となる。 

昭和 17 年設立の大和工業は，図表 3-10，図表 3-11に示す通り，戦後の混乱期を乗り切

るとともに業績を急激に伸ばしていき，昭和 24 年（1949）度には単年度黒字化を達成，翌

昭和 25 年（1950）度には累損を解消した。これは合作社がタイムリーにウォッチ完成品の

開発投入を行なえたからである。 57 

昭和 28 年（1953）完成の「男子用 10 型 2 針腕時計」は，業績急伸を牽引した製品であ

ったとはいうものの，実はスイスの腕時計のコピーであった。腕時計製造は戦前からスイ

スの腕時計の模倣製造が当たり前で，自前で設計できる技術者などはおらず，また製造も

精度の低い部品を如何にうまく擦りあわせて組み立てるかに主眼が置かれ，組立職人の技

に依存していた。  

山崎を中心とした経営陣の目線はこの時世界の市場に向けられ，スイスのウォッチに対

抗できる技術力と生産システムを自前で確立することをめざし，国内の時計需要を満たす

ことのみならず，世界市場を相手に輸出立国に貢献することをミッションに据えた。その

実現には有能な人材確保こそ肝要だと考えた山崎は，昭和 30 年代に入り高学歴者の採用

強化に向けて献身的かつ精力的に活動した。全国の著名大学に対しまだ知名度のない田舎

の企業ではあるが人材を送って欲しいと懇願して回ったのである。その活動は実を結び，

全国の大学から年々優秀な人材の確保ができるようになり，彼らが何れ諏訪精工舎をして

世界に知らしめていく原動力となっていった 58。 

 

 

55 特約の骨子を両社の売上計上の仕方でみると，第二精工舎諏訪工場の売上は製品を服部時計店に売り 

渡すことによる。一方，第二精工舎諏訪工場は大和工業に対してその作業分を外注委託加工費として

支払い，大和工業はこれを受託加工費として受け取り売上に計上するというしくみである。従って，工

賃の算定基準をどう設定するかが取り決めの骨子となった。締結日は昭和 21 年（1946）8 月 1 日付で

ある。 
56 ウォッチ製造は大きく，ムーブメント用の各種部品製造，ケースや文字板などの外装部品製造，ウォ 

ッチ組立作業の３つに分けられる。当時は外装部品製造，ウォッチ組立作業は外注に依存していた。 
57 昭和 21 年（1946）完成の「婦人用 5 型腕時計」，昭和 25 年（1950）完成の「スーパー中 3 針腕時計」 

（累積生産量 100 万個），昭和 28 年（1953）完成の「男子用 10 型 2 針腕時計」，昭和 31 年（1956）完

成の「11.5 型マーベル」（累積生産量 160 万個），昭和 34 年（1959）完成の「ジャイロマーベル」を生

み出した。 
58 山崎の有能な大卒人材確保の活動は，その第 1 号入社者となった昭和 30 年（1955）入社の安川英昭 

（後，セイコーエプソン社長・会長），翌年入社の山村勝美（後，セイコーエプソン副社長，セイコー 

ホールディングス社長・会長），相沢進（後，セイコーエプソン専務）等に成果として現れた。 
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図表３-10 （有）大和工業の業績推移（生産数量） 

 
    （出所）南条（1998）p.22 表 1・1，p.29 表 1・2 を基に筆者作成。 

 

図表３-11 （有）大和工業の業績推移（売上高・損益） 

 

（出所）南条（1998）p.22 表 1・1，p.29 表 1・2 を基に筆者作成 

 

戦後の緊急避難的な対応であった大和工業と第二精工舎諏訪工場の共同経営体は，山崎

を中心とする諏訪の常勤役員と従業員の一丸となった経営努力によって実を結び大発展を

遂げた。59 

 既に文字板製造を始めていた浜澤工業所には，アンクルの部品製造，ザラ組およびヒゲ

付け作業の外注委託，ウォッチ組立新鋭ラインの敷設などの拡充が行われ，商号も（有）

浜澤工業に変更された。相前後して，重要ウォッチ部品の製造専門工場として（有）高木

工業，ウォッチ用硬石専門工場として（有）松島工業，ウォッチ用ケース製造専門工場と

して（有）天竜工業の各社が設立された。昭和 32～34 年にかけて設立されたこれら関連会

59 昭和 34 年（1959）時点での合作社の経営資産規模は，工場敷地 7,500 坪，従業員 1,198 名，関連会 

社従業員 911 名，合計 2,109 名，機械台数 2,024 台であり，男子用腕時計の生産規模は月産 10 万個で 

あった。（南条（1998）p.83） 
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社４社の他，傘下に協力三社と称した有力下請工場の設置 60も図るなど，合作社の業容拡

大に呼応してパートナー企業集団が形成された。 61 

 昭和 33年（1958）の工場本館ビル建設着工を機に諏訪の独立新会社設立構想の骨子が固

められ，昭和 34 年（1959）2月第二精工舎代表取締役服部謙太郎（甲）と大和工業取締役

山崎久夫（乙）との間で協定書が調印され発効した。 62 

昭和 17 年（1942）5 月 18日創立の（有）大和工業が，昭和 34年（1959）発足の株式会

社諏訪精工舎，さらに昭和 60 年（1985）発足のセイコーエプソン株式会社へと発展してい

くのであるが，諏訪精工舎以降の歩みはよく知られている通りである。 

 

５.３  山崎の功績とその意義 

 
 諏訪の地に時計産業を何としても植え付けたい，という一念を貫き，大和工業の設立か

ら第二精工舎諏訪工場との合作社の業容拡大に奮闘，遂に諏訪精工舎の誕生を成し遂げた

山崎であったが，諏訪精工舎の発足からわずか 4 年の昭和 38 年（1963），59歳で逝去され

た。63「山崎の人となりは細心，誠実，重厚にして豪放磊落，その風貌とあわせて迫力満点

の魅力ある傑物であった」64と評されている。 

その山崎の心情は，「山崎のそして諏訪の今日あるは服部正次あってのことで海よりも

深く山よりも高い正次への恩義を肝に銘じていた」65という。一方，山崎の良き理解者であ

り，山崎に寄せる信頼も絶大であった服部正次服部時計店社長・第二精工舎会長は，山崎

逝去の 3 日後に主任係長以上役職者を集めて行った挨拶で次のように述べている。 

「（前略） 戦争後は急に時計の仕事に復帰することになり疎開した人達が居着いてく

れまして段々発展し，今や数，量，技術もすぐれ一流の時計工場となりました。これは一

重に地元の人が暖かい（*筆者注：温かい）心で疎開を受け入れてくれたことが大きな要因

の一つでした。セイコーは全国各地に随分疎開しましたが，独り諏訪精工舎の前身の大和

工業が時計工場として諏訪に残り諏訪に根をはり，次第に諏訪湖を中心とする精密工業地

帯の中心となってきました。（中略） 信州人の器用な手先，緻密な頭脳，教育がよくなさ

60 協力三社は，みくに機械（岡谷市），小松精機（諏訪市），みすず工業（諏訪市）である。 
61 総人口 20 万人の諏訪地域だけでは人材確保が困難となり，移動時間１時間以内に位置する松本・伊 

那地区までエリアを拡大した企業集団形成が行われた。拡大したエリアは総人口 60 万人の人材ポテン 

シャルを有した。 
62 協定の骨子は，①第二精工舎諏訪工場の資産を大和工業に譲渡し，合作社を大和工業の単一経営形態 

に変更する，②（有）大和工業は株式会社に変更し，資本金を適時増額する，③山崎久夫は株式会社 

に変更後も引き続き代表取締役工場長として，工場の直接運営の責を負う，④新製品の製品化や製造 

品種等については市場を最優先に斟酌して甲乙間で調整する，⑤乙の製品は基本的に甲に納入する， 

等である。 
63 葬儀は昭和 38 年（1963）4 月 14 日，諏訪精工舎体育館において全従業員参列のもと社葬に準ずる葬儀がとり行わ 

れた。 
64 南条（1998）pp.60-61。 
65 南条（1998）p.79。 
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れていること，あるいはまた埃りがないという地理的条件から見ても今後は益々発展する

だろうと思います。それにつけても戦時，戦後を通じて山崎代表がいかに時計工業に貢献

したか，その功績は今後滅することはないと思います。（後略）」66。その後，従業員の間で

山崎への愛惜の情が高まり，頌徳碑「誠実努力」が建立された。 67 

 

５.４  本節のまとめ（地域産業活性化のあり方） 
 

 世界に雄飛したシルク産業そのものの急減速により，そのメッカとして活況を呈してい

た諏訪地域は壊滅的な打撃を受けた。本節では，このままでは町が没落する一方だとの危

機感をもち，その中から自分がやれることは何か？と自問し,時計産業を起こそうと決断

し，それを生涯かけて実現した山崎の足跡をたどった。 

誠実努力の人と謳われた山崎の誠を尽くす姿に感銘を受けて地域内外の関係者がこぞ

って支援・協力を惜しまず，また従っていった。地域が一つにまとまることは可能なので

ある。 

本事例は，地域産業を活性化するということはどのようなことなのかを示唆している。

示唆されたステップは以下の通りである。 

先ず，企業家がこのままではいけない，改善・改革をしなければならない，と強く認識

することが必要である。次に，その企業家が自分のやれること（事業）は何か，と自分自

身の問題として捉える使命感（責任感）を持つことである。そして，自利ではなく公利を

優先してその事業に邁進することである。その結果，その姿勢を見て周囲は同調し協力す

るようになる。順次，その活動の輪が大きく拡大していき，地域全体に影響を及ぼす産業

へと発展していく。 

 

 

第６節  諏訪地域の中小企業における経営理念の実態調査 
 

 本章における事例研究により,地域産業を起こし，けん引し，構造改革した企業家の行動

の背景には，「勤勉」「利他」「愚直」（これらは図表 1-9の市民精神に適合）や，「情熱」「志

（ビジョン）」「使命感」「リスクや失敗を恐れない精神」（これらは図表 1-9 の企業精神に

該当）などの旺盛な企業家精神が宿っていた。特に、地方の田舎にいながらも世界に雄飛

するビジョンを掲げ，高い志を有していた。つまり，明確な理念を有していた。 

66 南条（1998）p.272。 
67 服部正次揮毫になる頌徳碑「誠実努力」は現在も大和工業発祥の場所に立つ。碑文「建碑のことば」は以下の通り 

である。「諏訪湖畔に殷賑を極める時計工業は昭和 17年 5 月この地に創業された大和工業に始まった。東洋のスイ 

スへの歩みは大和工業から諏訪精工舎への道程に見事に開花した。これは創業以来企業の成長一途に貢献した山崎 

場長の誠実努力の賜物である。山崎場長の功績は社史を飾りその誠実努力の人となりは永遠に人々に語り継がれる 

だろう。昭和三十九年夏 会長 服部正次」。 
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 一方，現代の地域企業家においては競争と協調が両立できていないことに代表されるよ

うに，地域産業活性化をけん引する力が弱い。この要因として，明確な理念の欠如が影響

しているのではないか？との仮説をたち，現代の地域企業の実態を調査する。 

 ところで，企業文化と業績の関係については，ディールとケネディ（Deal, T. E. and 

Kennedy, A. A.）（1982）コッターとへスケット（Kotter, J. and Hesket, J.）（1992）等

の研究から，「企業文化は，企業の長期的業績に強い影響を及ぼし得る」との結論が得られ

ている。(第 1 章 9.2項) 

 従って，業績の向上を促す企業文化を創造することは極めて重要となり，その文化形成

を行う主体となるものはトップマネジメントによるリーダーシップの発揮であり，価値観

を意識的・組織的に制度化することが重要である。この価値観を具体的かつ明示的に表し

たものが経営理念である。(第 1 章 9.3項) 

それゆえ，企業において確固たる経営理念を明示（開示）することは不可欠である。そ

して，それは大企業，中小企業の別を問わず，すべての企業において有すべきものである。

特に，中小企業では，元来創業者の考え方が経営に色濃く直接的に反映される特徴がある

ことから，創業者の思いや考え方を社内外に適切に理解してもらえるように，またそれを

次世代にも継承してもらえるように整理し明示する必要がある。 

では，地域の中小企業においては，従業員の共感を呼び，価値観を共有化できるような

形のものとして経営理念が明示されているのだろうか。この実態について明らかにしてお

きたい。 

 

６.１  実態調査の概要と結果 
 

 上記の観点から，諏訪地域の中小企業における経営理念の扱いや位置づけがどのように

なっているか，第 1 章において取り上げた諏訪地域の中小製造企業 56 社を再び対象とし

て実態を明らかにした。56社すべてが自社ホームページを保有していることから，ホーム

ページを参照して，次に示す 3つの観点での調査を実施した。 

 

〔経営理念に関する 3つの観点〕 

① 経営理念があるかどうか（経営理念の有無） 

② 経営理念がある場合，それを明確に表示しているかどうか（明瞭性の有無） 

③ 経営理念がある場合，それは 100 年，200年後でも通用する長期視点を有しているか 

どうか（長期視点の有無） 

 

 ここで，②，③について若干の補足をしておこう。②については，ホームページに経営

理念もしくは企業理念などの同等の意味を有する語句を使用して設定した欄を設け，経営
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理念について明瞭に記述・表現をしているかどうかを確認した。ホームページ内のどこか

には経営理念だと思える表現が例えば社長のあいさつなどに含まれていたとしても，経営

理念を説明した専用欄が設けられていなければ明瞭性無しとした。経営理念は社内外の

人々に明示することが不可欠であることから明瞭性に欠ける場合には，経営理念に対する

認識が不十分と考えられるためである。また，③については，経営理念が組織の共有すべ

き価値観を表明するものであると言い換えることができるため，価値観というものは本質

的に一過性のものであってはならない。長期的に支持されるものであるべきである。従っ

て，長期視点にたって設定されている経営理念かそうでないかを長期視点の有無として確

認することによって，その企業や経営者の経営理念に対する理解の度合いがある程度判断

できると考える。 

 以上の 3 つの観点から 56社について調べた結果は，図表 3-12，図表 3-13 に示す通りで

あった。 

 

図表３-12 中小企業の経営理念 

 
（出所）筆者作成。 

 

図表３-13 中小企業の経営理念（図示） 

 
（出所）筆者作成。 

経営理念有りの
企業39社

全企業56社

有り 39 － 70％

無し 17 － 30％

２．経営理念有りの企業において、
有り 28 72％ 50％

　　明瞭性の有無
無し 11 38％ 20％

３．経営理念有りの企業において、
有り 25 64％ 45％

　　長期視点の有無
無し 14 36％ 25％

１．経営理念の有無

占有率（母数）

評価項目 評価指標 該当企業数

不明瞭（28％）

20社（36％）

(50％）

有り（70％） 無し（30％）

6社（11％）

5社（9％）

17社（30％）

8社（14％）

経営理念の有無

明瞭（72％）

(20％）

経営理念有りの企業における明瞭性の有無

経
営
理
念
有
り
の
企
業
に
お
け
る
長
期
視
点
の
有
無

無
し(

3
6
％
）

有
り(

6
4
％
）
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６.２  実態調査結果の評価 
 

 この結果を整理すると，経営理念をひとまず有している企業は全体の 70％，経営理念を

有しており，かつ明瞭に示している企業は 50％と半数の企業であった。さらに，経営理念

が明示され，かつ長期視点を有している企業となると，全体 56 社中 20 社の 36％であっ

た。 68 

 第２章第３節で議論した 56 社中の優良企業 8 社の中では，6 社は経営理念が明示され，

かつ経営理念は長期視点にたったものであったが，2 社については該当しなかった。この

2社はいずれも食品製造販売企業であった。1社は経営理念に全く触れておらず，他の 1 社

は明瞭性にかけていた。両社とも BtoCビジネスであり，顧客である一般消費者に向けて自

社の商品をアピールすることに注力している様子が見て取れるものの，経営理念に対する

認識は弱いのではないかと思われる。 

 また，継続年数が長く企業規模も大きい，地域を代表する企業の一つと言える企業では

あるが業績が良くないと指摘した 2 社についてみると，1 社は経営理念に全く触れておら

ず，他の 1 社は長期視点に欠けていた。業績の停滞している要因として，長期視点をもっ

た経営理念を制度として制定し，強い企業文化を創り出していくという姿勢が弱い，とい

うことがあげられるのではなかろうか。 

 以上から，諏訪地域の中小企業において，経営理念が必要であるという認識は進んでい

るものの，志の高さという点ではその認識は必ずしも高いとは言えず，問題点として指摘

できる。自分のところは中小企業だからいいわ，で済まされる問題ではない。せっかく創

業者が労苦して立ち上げ，ここまで継続してきた企業である。この先，業績を向上させ，

業容を拡大させていく，という意思表示が弱いのではないかと言わざるを得ない。 

企業は，先ず志を高く掲げなければならない。そうでなければ企業が発展することは難

しい。第２章において，継続年数の長い割に業績が向上していない企業が比較的多いとい

う分析結果を議論したが，そのような結果を誘引している要因の一つとして，経営理念に

対する認識が不足していることが関係していると言えよう。 

 

６.３  本節のまとめ 

 
 企業が市場で成功するためには「優れた戦略」と「それを実行し得る組織」が必要であ

る。しかし，その背後にある「企業文化」はさらに重要であり，業績に及ぼす影響も極め 

68 大田区の独立中小企業 74 社（「太田工業フェア 2018」出典企業）に対して全く同様の調査を行ったと 

ころ，経営理念を有する企業は 28％，経営理念に明瞭性がある企業は 14％，経営理念が明示され，か 

つ長期視点を有する企業は 74 社中 10 社（14％）であった。諏訪地域より相当低い数値であるが，大 

田区の中小企業の方がより小規模事業者が多いことが要因の一つではないかと考えられる。 
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て大きい。 

 「強い企業文化が高業績を生む」という一般に広く信じられている通念は，実はいくつ

かの制限がつく。企業の外部環境に戦略が合致していない場合には，強力な文化は企業を

破滅の方向へと導いてしまう。環境に適応し，戦略的にも適切な文化であっても，変化を

続ける環境に企業が適応することを支援する規範と価値観を備えていなければ長期にわた

る持続的な高業績を維持できない。 

環境に適応できない文化は，傲慢・慢心・官僚主義などを生み，顧客・株主・従業員に

目を向けず，リーダーシップにも関心を寄せない。その結果，業績の不振に陥る。その時

に，有益な変革を実行するには，トップのリーダーシップの発揮が不可欠である。 

 「顧客・株主・従業員の重視」と「組織の全階層において有能なリーダーによるリーダ

ーシップの発揮が必要」という価値観を，真に文化として備えた企業だけが，その他多く

の企業を業績において凌駕できよう。 

 その価値観を企業の内外に明示するものが経営理念である。その経営理念が明示されて

いなければ強い企業文化を育むことはできない。中小企業でも経営理念をしっかり企業の

中に制度として織り込み，内外に明示していくことが望まれる。 

 

 

第７節  事業創造への動機づけと組織学習の効果 
 
 前節までの事例研究により，地域の先人企業家は新たな産業を起こし、発展させ、また

事業構造を転換させるという大きな事業を成した過程を辿ってきた。このような大事業を

成し得たことの根底にあったもの（動機づけたもの）は旺盛な企業家精神であった。この

ような企業家精神を，現代の企業家はどのようにしたら育むことができるのだろうか。本

節ではこの点について議論する。 
 
７.１  事業創造への動機づけ 
 

新事業創造や起業は極めて前衛的な仕事である。三品（2013）は，「前衛」とは，先駆的

かつ実験的な創作のことで，規格大量生産の対極に位置する概念であると述べている。三

品は，さらに続けて，新経済の秩序の鍵をにぎるのは，もっと希少性の高い資産のはずで，

おそらく「企業家精神」，もしくは挑戦の姿勢のようなものになるのではないか」と述べて

いる。69 筆者も同感である。 

69 三品（2013）p.5。 
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前衛的な仕事である新事業創造や起業，そして事業継承など，新経済秩序の発生を促す

もの，言い換えれば動機づけるものが企業活動すべてにわたって最も根本的なものだと考

える。その動機づけるものこそ企業家精神であると言えよう。 

従って，問題は，この企業家精神をどのように育めばよいのか，ということになる。「今

日の経営トップは，才能の多様性（diversity of human skills）と精神の予測不可能性

(unpredictability of the human spirit)が，「進取の精神（initiative）」や「創造力

（creativity）」，「企業家精神（entrepreneurship）」などをつくりあげることを十分認識

している。」70と述べられているように，多くの経営者は企業家精神の重要性を認識してい

る。しかし，それは一般論としての認識であって，自分自身にとっての企業家精神という

ところまでの踏み込みができている経営者は少ないのではないか。 

そこで，筆者はその地域でかつて排出された先人企業家の歩みから学び取る方法が良い

であろうと考える。 

なぜなら，地域から出た企業家であるから親近感が湧くと同時に，他人事ではない切実

感を味わい知ることができるからである。 

諏訪地域では，本章の事例に述べたように稀代まれな製糸家であった片倉一族や，時計

産業を諏訪に興した山崎久夫のような人物をたくさん排出した。多くの企業家は旺盛な企

業家精神を持っていた。彼らから，「チャレンジ精神（挑戦意欲）」と「地域社会貢献姿勢」

を学び取ることは有意義である。そこから，「よし，自分も！」という意欲がわき，応分の

「責任感」も共感できるはずである。このような観点から，筆者は図表 3-14に示す地域の

先人企業家についての「学習プロセス」を提案し，地域企業経営者とその予備軍に啓蒙す

ることが大切であると主張した。71 

 

図表３-14 地域先人企業家の学習プロセス 

 
（出所）筆者作成。 

70 Bartlett & Ghoshal（1995）pp.132-143. 
71 Gomi(2014)参照。 
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７.２  組織学習の効果 
 

では，このような学習プロセスを組織的に如何に実践したらよいだろうか。Senge, Peter 

M.（1990）（センゲ（2011））は，「学習する組織とは，目的を達成する能力を効果的に伸ば

し続ける組織であり，その目的は皆が望む未来の創造である。（p.5）」と述べる。そして，

チーム学習について以下のように述べている。「個々の知能指数（IQ）が 120を超える献身

的なマネジャーの集まるチームが全体としては IQ63 になってしまう，ということがどう

すれば起こり得るのだろうか？ チーム学習のディシプリンはこの矛盾に対峙する。チー

ムが学習できることを私たちは知っている。スポーツや芸能，科学，ときにはビジネスに

も，チームの英知がチーム内の個人の英知に勝ることや，チームによって協調的行動の驚

くべき能力が生み出されることを示すめざましい例が存在する。チームが真に学習すると

き，チームとして驚くべき結果を生み出すだけでなく，個々のメンバーも，チーム学習が

なかったら起こり得ないような急激な成長を見せる。（p.44）」 

諏訪地域の企業家たちが，地域の先人起業家たちがどのような思いや情熱をもち，困難

に打ち勝ったのか，競争の中に協調できたのか，を学ぶ学習機会をもちたい。センゲは，

ヴェルナー・ハイゼンベルク（1999）が「科学は対話に根差している。さまざまな人々の

協力が最も重要な科学的結果に至ることがある」と語っていることを引いて，「協力して学 

ぶことの驚くほど大きな可能性－集団になれば，個人的にできる以上に洞察力が深まり，

知性が高まること－を示している（pp.321-322）」と述べているように，地域の企業家たち

が集まって主体的に学びディスカッションすることを通して，参加者に強い企業家精神が

育まれる可能性があろう。 

 すでに，岡谷には 10 数年前から「岡谷近代化産業遺産を伝える会」（代表：胡桃清志）

が発足しており，数々の遺産の整理と勉強会を行っている。メンバーは興味・関心をもつ

人々の集まりであるが，その目的は遺産の整理に留まらず，企業家たちの歩みを学ぶこと

を通して現代社会に活かしたいとの思いがある。岡谷商工会議所青年部経営研究委員会で

は，「片倉兼太郎翁から学ぶ～岡谷地域における製糸業の発展と地域振興について」のセミ

ナーを行っている。このような会をベースに，若い企業家たちが継続して学ぶことにより

現代の企業家にとっても大きな示唆が得られ，精神が鍛えられるであろう。 

 

 

第８節  本章のまとめ 
 

本章では，第２章において提起した「競争と協調が両立していない」という問題点に対

し，それが地域固有の文化・風土・気質の影響を受けているという仮説に立って，その背

景を明らかにした。その結果，諏訪には確かに地域固有の強い“荒ぶる文化”が存在し，
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その特徴は，強い競争意識（しかも利己的・排他的な面が強い）があり全体として協調す

る姿勢は薄い。一方，限られた範囲やメンバー間では強い結束力があるとともに一気呵成

の実行力・爆発力がある、ということであった。 

 では，このような強い文化の影響を受けた地域では，競争と協調の両立化は不可能なの

だろうか。そこで，諏訪地域の産業の勃興期と産業構造変革期におけるけん引的役割を果

たした企業家たちの足跡をたどる事例研究を行った。 

その結果，諏訪の産業を起こし，あるいは産業構造の転換を図ってきた企業家たちは，

みごとに競争と協調を両立させていたことが明らかとなった。競争と協調を両立させる原

動力となったものは，諏訪の産業を世界一にしよう，諏訪の産業としてふさわしい産業を

起こそう，との強い信念や情熱であった。そこには，利己ではなく公益を優先して念頭に

置く姿勢があった。公益（利他）を計る姿勢が結局は自身にも益をもたらす。その精神が

事業を具体的に推進し，難事にも挑戦をしていく駆動力となり，周囲の人々の賛同と協力

（協調姿勢）を引き出すことにつながっていた。特に，大きな事業になればなるほど個別

企業の精励努力だけでは成し得ない領域の事柄が顕在化する。この時，行政や経済団体の

間接的支援が重要となる。これらの間接的支援が受けられやすいかどうかは，企業家の経

営姿勢にまた依存する部分でもある。一方，行政や経済団体の間接的支援は地域の産業活

性化のあり方を基本的に方向付ける機能と効力を有するとともに，企業の事業展開や企業

間の円滑な連携をも支援する。 

初代片倉兼太郎の座右の銘は「至誠無息」，山崎久夫は「誠実努力の人」と謳われた。と

もに「誠」を尽くすことを精神基盤として実践・実行した歩みであった。孟子の言葉であ

る「至誠通天」（純粋な真心をもって尽くして行動すれば，必ず天に通じ認められる）を，

身をもって示したものと言えよう。 

以上から，協調的行動がとりにくい特殊な文化を有する諏訪地域においても，過去の先

人起業家たちが競争と協調を両立しており，その両立化を成り立たせる背景に旺盛な企業

家精神の発露が関与していたことが明らかとなった。従って，現代の諏訪地域の企業家た

ちも，先人企業家が有した旺盛な企業家精神とそれがけん引して行動を学び取り，その精

神を発揮することができれば，競争と協調の両立化を成し遂げることは可能である。 

従って，彼らが諏訪地域の今日的課題に対して行動を起こそうとしていくときの原点と

して，また事業を推進していくときの駆動力として，地域の先人企業家たちの行動姿勢に

学ぶ意義は大きい。 

そこで，地域先人企業のいわゆる企業家精神を学び，自社の経営ならびに地域の産業活

性化への貢献に向けての組織学習をどのように行うのかについて検討した。諏訪地域には

様々な勉強会サークルがあるが，岡谷を中心に近代化産業遺産を伝える会が活発な活動を

続けている。この会をベースに企業家が参画して相互啓発・触発の場とするのが適当であ

る。 
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 さらに，諏訪地域の中小企業は比較的創業年数を重ねた企業が多い一方，業績の伸び（成

長性）が顕著ではない企業が多い。この理由には様々な要因があげられようが，全体的な

視点で考えるにあたり，企業文化が業績に多大な影響を与え，そしてその企業文化の形成

に経営理念が寄与することから，地域企業の経営理念の設定状態を調査した。その結果，

約２／3 の企業において経営理念が志の高い形で明示されていないこと明らかとなったこ

とから，経営理念の設定を行うことを通じて企業の志をどう掲げるのかを考え直す必要が

あることを指摘した。この点を，上記の組織学習に具体的に取り込んでいけば，強い企業

文化の創造につながることが期待できる。 
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第４章 地域産業活性化の方法 個別企業課題の検討 
 
 本章では，第２章 5.1 項および 5.2項で示した個別企業課題の検討の進め方に沿って，

中小企業が自立化するという観点から「下請体質からの脱却」「顧客志向（商品・市場志向）

への転換」について，経営資源・組織能力の点で制約のある中小企業が自社の保有する能

力を超えるビジネスにチャレンジしようとする場合の進め方としての観点から「チーム活

動の活発化」について，そして，新たな企業や社内事業が生まれるための「事業創造（起

業）の活発化」について，の 4つの課題について，地域中小企業の観察の中から該当する

活動を進めている企業の事例研究を行なう。 

 

 

第１節  下請体質からの脱却 
 

 本節では，親会社の庇護の下で仕事がもらえて事業が成り立っていた企業が，ある時か

ら親離れを求められた企業がどのように自立化の道を歩めたのか，について，株式会社小

松精機工作所の事例により考察する。同社は,第２章第３節で調査した中小企業 56 社に含

まれる 1 社（#16）であり，高業績セグメントＡに該当する。また，第３章６節で調査した

経営理念の明示性調査においても，その明示性がある企業の一つである。 

 

１.１  事例：株式会社小松精機工作所の取組み 

 
 株式会社小松精機工作所（以下，小松精機）は，セイコーエプソン株式会社の協力工場

3 社の一つとして事業は安定，成長していたが，親企業から自立化を図るようにとの指示

を受け苦闘が始まり，自立化に成功した。先ずは，その会社概要について確認しておこう。

1 元来の親企業であったセイコーエプソンとの取引関係は持続しているものの，自立化後

の主力事業は自動車市場向けであり，株式会社デンソー，Robert Bosch GmbH Group.，

Delphi Corp.など，世界のトップ自動車部品メーカーと直接の取引関係を構築できている。 

〔会社概要〕 

会社名   株式会社小松精機工作所 

創立    昭和 28(1953)年 6 月 1 日 

所在地   長野県諏訪市大字四賀桑原 942-2  

資本金   9,750 万円 

役員    代表取締役会長 小松 剛 

1 株式会社小松精機工作所 HP（http://www.komatsuseiki.co.jp/ ）。 
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      代表取締役社長 小松 誠 

          専務取締役   小松 繁 

従業員数 240 名（男性 155 名・女性 85 名） 

売上高   68 億円（平成 27(2015)年度） 

〔事業内容〕 

◯精密プレス部品一貫製造 

◯各種精密機械部品製造   

•自動車部品 •腕時計部品 •医療機器部品 •情報機器部品  

•宇宙航空機部品 •各種金型部品 ・治工具 

◯難削材の切削・研削加工 

海外拠点    Komatsu Seiki (Thailand) Co., Ltd. 

主要取引先 セイコーエプソン株式会社，株式会社デンソー，Robert Bosch GmbH Group.，Delphi Corp.， 

愛三工業株式会社，日本インジェクタ株式会社，日立オートモティブシステムズ株式会社 

 

〔沿革〕 

1953  諏訪市大字上諏訪に，有限会社小松精機工作所を設立。 

1966  本社工場を現在地に移転 

1973  プレス金型設計・製作を開始，部品の一貫製造体制を構築 

1980  株式会社小松精機工作所に改組 

1981  IT・情報機器部品業界に参入  

1985  自動車部品製造業界へ参入  

2002  komatsu Seiki（Thailand）設立（KSTh） 

2004  株式会社デンソー仕入先「品質賞」受賞  

2005  経済産業省 第 1 回モノづくり日本大賞「優秀賞」受賞 

   日刊工業新聞社 優秀経営者顕彰「地域社会貢献者賞」受賞  

2006  経済産業省・中小企業庁「全国の元気なモノづくり中小企業 300 社」に入選 

2008  社団法人中小企業研究センター第 42 回 グッドカンパニー大賞「グランプリ」受賞 

2009  DELPHI Corporation Pinnacle Award（最優秀 Supplier 賞）受賞  

2010  株式会社デンソー仕入れ先『総合賞』受賞 

2011  Komatsu Seiki(Thailand）第二工場設立， 株式会社デンソー仕入れ先『総合賞』受賞 

    Robert Bosch GmbH 社より｢2011 Preferred Supplier（最重要取引企業）｣認定 

2012  Robert Bosch GmbH 社より｢2012 Preferred Supplier｣認定 

2013  株式会社デンソー仕入先「品質賞」受賞  

2015  Komatsu Seiki（Thailand）にて，SIAM DENSO MANUFACTURING CO., LTDより 

 

 

 

 
本社工場全景（同社提供） 
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    「2014 年度特別賞」受賞, Siam KYOSAN DENSO Co., Ltd.（SKD）より金賞受賞 

2016  2016 年版ものづくり白書の事例に紹介される 2 

 
〔所有ものづくり技術〕 

プレス加工技術 

・プレス加工技術は腕時計ムーブメント部品のプレス加工を源流とし，40 年以上の歴史を有している。 

・この基盤技術を活用して，IT 機器部品，医療器，自動車部品への展開を計っている。特に，微少エネル

ギーを使用しての精密・微細機構部品が得意領域である。 

機械加工技術 

・自動車部品の機械加工事業（切削加工，研削加工 等)が事業の約 4 割を占める。 

・完成部品としての OEM 供給ならびに中間工程までの請負加工の両方が可能である。 

・客先の要求仕様を具現化する工程を提案し，品質への対応，量への対応，納期への対応可が可能である。 

金型技術 

・腕時計プレス部品製造で培われた超精密金型製作技術を背景に，精密プレス部品の一貫加工を行ってい

る。 

・金型製作については，金型設計～金型製造～精密プレス量産加工のすべての工程が社内で対応可能であ

る。そのため，高度な加工が出来る人材育成を行っている。 

 
１.２  小松精機の自立化の歩み 3 

 
（１）腕時計部品事業への対応と取組み（創成期） 

 

小松精機のこれまでの歩みは大きく 3つに分けることができる。創成期では「腕時計部

品事業」を行った。1953 年に諏訪精工舎（現：セイコーエプソン株式会社，以下セイコー

という）の腕時計組立の専門協力工場として設立以来，諏訪精工舎の要請もあり年々，製

造技術領域を拡げていった。特に，金型技術は，セイコーにおいて型の種類が極めて多く，

社内だけでは消化しきれない状況にあったため，小松精機で受け持つように指示があった

ことが契機となった。そして，1970 年代前半までに，〔プレス金型製作－プレス加工－切

削二次加工－熱処理・表面処理加工－組立〕までの一貫製造体制が構築できた。 

腕時計のムーブメント部品のプレス加工技術には，高品位せん断，微細穴抜け，絞り，

曲げ，冷間板鍛造等々の広範囲な塑性加工技術の結集が必要であり，且つ，腕時計が微細

エネルギーで正確に駆動される機構であるという性質上，要求される寸法精度，性状精度

2 経済産業省（2016b）第３節コラム pp.171-172。 
3 小松誠社長へのヒアリング（最直近）2016 年 7 月 5 日による。 
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は数μm レベルを克服しなければならなかった。これに挑戦することを通じて，この時期

にものづくりの DNA，特に金型製造技術の DNAがしっかりと社内に根付いていった。 

しかし，1970 年代後半になると時計生産の海外シフトが起こるとともに製品の成熟化が

進んでいく。 

 
（２）自立化への転換 情報機器部品事業への転換（変革期） 

 

こうした中，1979 年にセイコーから，「近未来の業界の成熟化予測とそれに伴う自らの

事業開拓実施」という指導，すなわち，自立化（自助努力）をせよ，との指導を受けた。

その瞬間にはどうしたらよいか頭が真っ白になったという。 

とにかく，外の仕事を取ってこなければ，と活動を始めた。自社のもてる技術は，これ

までセイコーから指導を受けてできるようになったプレス加工技術しかない。この技術を

使ってできる顧客を見つけなければならない。先ずは，富士通須坂工場のコネクタのプレ

ス抜きの仕事を受けた。これまでセイコーのプレス加工では 150spm であったが，この仕事

には 800spm が求められたため苦労したという 4。 何とか対応することができ，腕時計部

品事業から「情報機器部品事業」への転換が始まる、いわば第二期の変革期を迎えたので

ある。 

その後，ハードディスク（HDD）やフロッピーディスク（FDD）のばね加工のしごとを NEC

から受けた。NEC から金型を借りてきて金型を作ろうとしたが全くうまくいかなかった 。

須坂の株式会社鈴木 が金型をアメリカスタイルでやっていたのを見て，当社も再挑戦し

て半年後に出来上がった。HDD や FDD 用の磁気ヘッドサスペンションは，当時ケミカルエ

ッチング加工法以外は不可能と言われていたのである。このプレス加工化に成功し，従来

に無い高い生産性と品質の安定性を実現できたため，プレス加工だけでなく組立まで仕事

が拡大した。この組立には腕時計組立の経験が生きた。 

さらに，CD，DVD などの記録メディアの登場とともに，ソニーのピックアップの事業を

取り込むことができ，光ピックアップレンズ・サスペンションのプレス加工化で多量の供

給を続けることができた。何れも，極薄板（25～80μm）の高品位（バリ，ゆがみ無し）の

プレス加工と組立であり，腕時計部品製造技術の DNA を最大限に生かしたビジネス展開を

図ることができた。 

この段階で時計事業 3 割，情報機器関連事業 7 割と，脱セイコー（＝自立化）が図れ，

これから何とか自立してやっていかれる見通しがついたと思われた。ところが，情報機器

関連事業の業界競争の激化と共に，商品寿命の短命化や製造方法の進化・変更，また低価

格化対応の為に組立作業の海外シフト等，外部環境の激しい変化が起こり，そして 2000年

4 プレス加工の慣用語で Shots per Minutes の略。1 分間に何個プレス加工製品ができるかを表す。 
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ITバブル崩壊に遭遇した。富士通，NEC が相次ぎこの事業から撤退していったため，小松

精機の事業も大きなダメージを受け，2000年前後に当社のビジネス規模は縮小を余儀なく

された。 

 
（３）自動車部品事業への軸足転換（グローバル対応期） 
 

一方，これに先立つ 1980 年代前半より，情報機器関連事業の取組みと併行して「自動車

部品事業」の模索をしていたが，これが大きく展開し，自動車部品事業へと軸足を転換す

るという，小松精機にとってのグローバル対応期を迎え現在に至っている。 

一般的に，自動車業界への参入を企図したとしても簡単に入ることは難しい。小松精機

の場合には，自動車業界に社長の知人がいて，その縁からこのようなものができないかと

の話をもらったことが起点となった。依頼はレーザー加工でという話であったが，時計の

微細加工技術で蓄積した技術・経験・ノウハウを活用して，プレス加工で対応したところ

大変驚かれて採用に結びついたという。このような部品加工は一般的な自動車部品メーカ

ーでは不得手であったようだ。 

1987 年，ガソリンエンジン燃料噴射装置のインジェクタ先端に装着されるオリフィス 5

の斜め孔プレス加工技術開発に成功した（図表 4-1）。 

 
図表４-1 インジェクタ・オリフィスと燃料噴射のイメージ 

  

（出所）小松精機提供。 

 

当時，オリフィスは，放電加工による生産が主流であったが様々な課題を抱えており，

このプレス化の成功によって驚異的な生産性と品質の安定性が評価された。 

地球環境汚染防止，化石燃料の枯渇延命という地球規模の問題視の高まりに伴って，完

全燃焼を目指した噴霧粒径微細化要求もエスカレートする一方となり，孔数の増加や孔径

の微細化および斜め角度の増加等の設計仕様 6の多様化などへの対応が急速に進展した。 

5 オリフィス（orifice）とは，流量の調節や測定に用いる薄い壁にあけた流体の流れ出る穴（開口部） 

のこと。 
6 現在，18 穴まで実用化。口径φ0.2mm 以下の微細切削加工で±0.15μの高精度が要求される。インジ 
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プレス加工以外の製造技術の展開も行っている。ディーゼルエンジン向けターボチャー

ジャ部品の研削加工品，及び，ディーゼルエンジン燃料噴射装置（コモンレール）インジ

ェクタ部品の微細孔切削加工品 7を国内および 2003 年にタイに設立した工場 8（2003 年

Komatsu Seiki Thailand 設立）において生産している。 

1990 年代初めより海外メーカーへの展開を計り，グローバルマーケットを直接的なビジ

ネス視野に捉えることができた。世界最大の自動車部品メーカーである Bosch との取引が

できるようになったのであるが，それには時計部品製造時代から活用していたドイツの製

造機械メーカーとの付き合いが活きた。そのメーカーのネットワークを通じて Bosch との

接触が可能となったのである。接触ができれば後は順調に話が進み，小松精機の技術力を

高く評価していただくことができた。海外のトップ企業で評価されたという事実が国内企

業にも採用されるという波及効果をもたらした。 

自動車部品事業のビジネスを開始して以来 20 年以上が経過し，現在は世界シェア 30％

超を占めるまでに成長した 9。ところで，このインジェクタ関連部品に関する小松精機以

外の海外サプライヤはスイスの時計メーカー等だという。（どうやら期せずして時計部品

の製造技術が，日本でも海外でも有効だったようだ。） 

取引先からは，試作品開発への期待度も高く依頼が多いというが，これには積極的に対

応することにしているという。それにより，彼らが次に何をしようとしているかがわかる

ことと，いつかは量産オーダーが入るであろうことへの小松精機なりの期待度からである。  

 
（４）将来展開 

 

さて，この先はどうなのか。自動車も内燃機関エンジンから大きく変わろうとしている。

方式が変わったらインジェクションも不要になる。これにどう備えていくか，今は不透明

であり大課題であるという。 

しかし，これまで小松精機の自立化と成長・発展の原動力となっていた腕時計部品の製

造技術という基盤 DNA は，人類の進化や人口増加，また顕在化する環境問題等の地球規模

での様々な課題を解決するために今後も必要不可欠な技術であると認識しているとのこと

である。その上に立って，精密且つ繊細な摺り合わせが必要な部品へのビジネス展開を図

っていこうと考えているという。 

 

ェクションの技術的なポイントは，流量とビームの角度にあり，当社ではプレス加工＋斜めテーパー 

切削加工で要求を実現している。 
7 2,800 気圧の噴射という。この加工には第 3 世代のマシンといわれるスイスのロータリートランスフ 

ァーtechnica を使用。 
8 タイ工場はデンソーの求めに応じ進出。 
9 現在，インジェクションは世界でボッシュ（Robert Bosch GmbH 社）が月産 600 万本，株式会社デンソ 

ーが月産 500 万本製造している。小松精機はデンソー向けにそのうちの 150 万本を供給している。 
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１.３  ものづくりのあり方についてのヒアリングと若干の議論 

 
（１）ものづくりと特許 

 
ものづくりの仕事について，小松社長の考えは，燃費や排ガスなどの規制が強くなる中，

海外でやっても技術・技能の伝承に難があり，特に切削加工は日本に戻してやろうとする

動きが増えている。また，大企業では人の流動性が大きいため困難であり，中小企業でこ

そできる領域であると思う，という。 
特許戦略についてはどうだろうか？ 小松精機では，テーパー加工についてデンソーと

共同で特許取得した。これによってデンソーと深い関係性が構築でき，実ビジネスの拡大

につなげることができた。そのため，特許は基本的には取らない方針である。高度技術を

極めているため，特許公開時点で技術の流出が懸念されること，および取引先への影響が

ないようにすることを考慮している，という。 
特許は何のために取得し，それをどう経営に活かすのか，が特許戦略の基本である。中

小下請企業として，もし小松精機がこの技術の特許を単独に取得し，その権利を主張した

としたら TIER1 企業が採用し協業体制を組んでくれるだろうか？答えはノーである。顧客

企業の懐に飛び込んで，持てる技術を正当に評価してもらい活用してもらうことが生き残

りのカギである。小松精機はそれを実際に行ったがゆえに，その後の展開においては，TIER1

企業の庇護もしくは連携の下で自社特許を取得する活動が不要となったということである。

中小企業の生き方として，特許はやはり前提となっていることに変わりはない。 

 

（２）擦り合わせ型商品と意味的価値 

 

また，生産方式については，すり合わせというのは技術的には優れたものであるが，原

理的に高コストを招くためにそれがビジネスでも成り立つかどうかは十分吟味が必要だと

いう。これに関して，延岡（2011）の指摘する擦り合わせ型商品と意味的価値の議論が示

唆的である。 

図表 4-2 は，擦り合わせによって，高度なものづくりができたとしても，それが性能仕

様（スペック）が高まるなどの機能的価値の上昇だけに寄与するものだとすれば，製品開

発の本質的な目標である「顧客価値」を高めることに対する寄与度は限定的であるという

ことを示唆している。なお，顧客価値とは，顧客の支払い意思額（WTP：Willing to Pay）

を意味し，そのコストとの差額が付加価値である。 

近年における日本の大企業，中小企業を問わず，すべての企業が考慮しなければならな

い課題は，ものづくり力は極めて行くことを前提として，市場における顧客と競合企業と

の関わりを包含して顧客価値を高める工夫が求められている。BtoB ビジネスの場合には，
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顧客企業が思ってもみなかった工法や方法で，相手の期待を上回る性能やコストを実現す

ることで顧客企業にメリットを生ませることであろう。 

 
図表４-2 擦り合わせ型商品と意味的価値 

 
（出所）延岡（2011）p.130，図４－６をもとに一部筆者加筆。 

 
地域にはなかなか自立化が図れない企業が多い。どうしたらよいと思うか，の問に対し，

先ず，付き合う会社を決めることだとし，次のようにいう。「当社はトヨタとは取引しない

ことにした。とても要求にミートできない，しようとしても大変でとても対応できないか

らである。組む相手を TIER1（デンソー，Bosch，Delphi）狙いとし，自社は TIER2 になろ

うと決めてかかった。」 

もう一つは，外に目を向けて事業をしようとする意識改革が重要だという。 

いずれにしても，「当社が自立化をある程度図ることができ，また相応の成長・発展を果

たすことができたのは何といっても下請時代に培った時計の DNA が活きたからである。」

という。 

 

１.４  本節のまとめ 

 
本事例は，親会社に依存していた中小企業が，ある程度の予測観はあったものの，ある

時突然，親離れ・自立化を求められた企業，しかもそれに成功した企業の事例を紹介した

ものである。特段の動きをかけずとも仕事をくれた親会社（＝顧客）がいなくなってしま

った以上，自分で顧客を見つけ仕事を取ってこなければ立ち行かなくなる。悲壮な思いで

活用できるネットワークを使い，仕事を探す動きへと自らを変えた小松精機が自立化に成

高

低

意味的価値あり

機能的価値のみ

製品アーキテクチャの相違

組み合わせ型

（モジュラー型）

擦り合わせ型

（インテグラル型）

コスト曲線
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功し，その後も継続して発展ができている要因は，以下のように「自立化の 4 つのステッ

プ」として一般化して適用し得る形に整理できよう。 

〔中小企業の自立化に向けての 4 つのステップ〕 

① 自立するという意思をしっかり持つこと 

先ず，受け身の姿勢を改めて，自分で何とかしようという「自立・自活の意識」に変え 

ること。これが今でもできずにいる企業が現実には意外と多いのである。 10 

② 顧客を見つけ出すマーケティングの徹底 

産業分野とその市場を分析し，「事業領域（ドメイン）」を探索する。このとき，「自社 

の強み」をよく認識し 11，それを活かせるような「事業領域（ドメイン）」が望ましい。 

初めから事業領域を定めることは現実的に難しい場合が多い。従って，いろいろなソー 

スを活用して情報収集を図ることが必要である。この際，机上の情報収集だけではなく， 

いろいろな人から話を聞き，仕事に結び付けられないかどうか検討する姿勢が重要であ 

る。親企業依存に浸かってきた中小企業では，本当の意味での営業・マーケティング活 

動をしたことがない企業が圧倒的に多い。これらのステップは，実はマーケティングの 

基礎理論体系にある「STPマーケティング」12の手法に沿った活動でもある。事業領域を 

定めたのちには，組むべき相手を見定める（顧客を見つけ出す）必要がある。 

③ 顧客価値を高めるイノベーション活動を起こし「技術確立」を徹底 

新たな芽となる仕事の引き合いを受けた場合，その事業にかけてみようと決断したら 

成功するまで徹底的かつ愚直にチャレンジし技術確立を図る。基になる技術はこれまで 

蓄積してきた自社の強みの技術の活用である。この技術確立の意味は，依頼企業のニー 

ズに適合するというレベルのものではなく，競合他社ではできていない，またやろうと 

しても難しい（マネもできない）レベルの技術開発であるべきである。依頼企業はもと 

より業界他社が驚き注目し，依頼したくなるレベルの技術開発でありたいのである。 

すなわち，顧客価値を高める製品・技術を提供できれば顧客に評価されることは道理で 

ある。 

④ 確立した技術の「知的財産権（特許等）」の獲得とその活用 

  特許の出願・取得活動は中小企業の生きるすべとして重要である。ただし，その権利を 

 

10 諏訪地域の某社社長は，この 10 年間いつも同じ口調が変わらない。「自分はこんなに他社ができない 

技術を持っているのに，どうして誰も買いに来ないのか？」と。 
11 事例の小松精機では“DNA”と言っていたが，自社の“アイデンティティ”を再認識することが重要 

である。親企業の下で自社がこれまで蓄積してきた技術・経験・ノウハウの活用が自立化する上での

財産であることを認識し，再評価し，自立化の道を進む根幹としたい。 
12 「STP マーケティング」は，効果的に市場を開拓するためのマーケティング手法としてフィリップ・ 

コトラーが提唱したもので，マーケティングの目的である，「自社が誰に対してどのような価値を提供 

するのか」を明確にするための要素である，「セグメンテーション（Segmentation）：市場の細分化」， 

「ターゲティング（Targeting）：ターゲット市場の選定」，「ポジショニング（Positioning）：自社の 

ポジション（位置取り）の確立」の 3 つの頭文字をとって理論構築された。 
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 どのように活用するかはさらに重要である。関係構築を図りたい上位階級企業におい 

て，その権利を活用した製品企画・開発を行ってもらうことこそが中小企業の発展にと 

って重要となる。 

 
 
第２節  顧客志向（商品・市場志向）への転換 
 

２.１  はじめに 
 

下請企業が下請体質から脱却し自立化を進めることと，顧客志向（商品・市場志向）に

立って自前製品・技術を開発するイノベーションを起こし販路拡大を図ることへの転換を

進めることとは表裏一体の関係にあるといえる。 

顧客へ目線を向けて，加工部品の供給（初期の BtoB 段階）から自らが製品・技術を開発

し，顧客・市場へ供給していこうとする商品志向（BtoC に近い形）へと経営者自身の意識

を転換させていくことが必要となる。このような姿勢に立って事業を転換させた企業の事

例をあげて考察しよう。 

 

２.２  事例：株式会社ライト光機製作所の取組み 
 

 株式会社ライト光機製作所は,第２章第３節で調査した中小企業 56 社に含まれる 1 社

（#55）であり，高業績セグメントＡに該当する。また，第３章６節で調査した経営理念の

明示性調査においても，その明示性がある企業の一つである。 

 

（１）会社概要 13 

 

 株式会社ライト光機製作所（以下，ライト光機）は，1956 年双眼鏡メーカーとして設立

され，続いて 1958 年にはライフルスコープの生産を開始した（図表 4-3）。以来，不況の

中でも数十年間高業績を上げ続けている企業である。ニッチなマーケットを対象として独

自技術を磨き強い会社へと成長してきたが，それを支えてきたものは，顧客第一を実践し

てきたことと，インクリメンタル・イノベーションを愚直なまでに継続して行ってきたこ

とである。 

 

 

13 同社への最直近ヒアリングは 2016 年 11 月 15 日。 
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図表４-3 ライト光機の製品（双眼鏡・ライフルスコープ） 

  

（出所）株式会社ライト光機製作所提供。（左）ライフルスコープ（右）双眼鏡 何れも同社製品 

 

先ず，その会社概要を確認しておこう。 14 

〔会社概要〕 

名称     株式会社ライト光機製作所 

設立     1956 年（昭和 31 年）2 月 1 日 

資本金    2,500 万円 

本社・工場 長野県諏訪市中洲 3637 番 

第二工場  長野県諏訪市中洲 4771 番  

東京事務所 東京都千代田区外神田 4 丁目 14 番 2  

事業内容  ライフルスコープ，双眼鏡，望遠鏡，その他光学機器の開発製造・輸出 

売上     41.4 億円（2015 年 8 月） 

役員     代表取締役社長  岩波雅富  取締役 滝澤 章  岩波好子  

従業員数   185 名（パート・アルバイト含む） 

 

〔基本理念〕 

一、 社業を通じ，社会に貢献する 

一、 お客様の満足のために，全社員が考え行動する 

一、 お客様に信頼される高品質製品を誠実に提供する 

一、 失敗を恐れず常にチャレンジし続ける 

一、 全社員一丸となってワールドベスト（世界の頂点）を目指す 

一、 独自の技術を培いオンリーワンの製品の開発・製造を行う 

 

14 株式会社ライト光機製作所 HP（http://www.LIGHT-op.co.jp/?page_id=34 ）。 

 
本社工場外観（ライト光機提供） 
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〔沿革〕 

昭和 31 年 2 月  諏訪市に有限会社ライト光機製作所を設立，双眼鏡メーカーとして発足 

昭和 33 年 6 月  本社工場を新築移転，ライフルスコープの生産を開始 

昭和 33 年 10 月 株式会社ライト光機製作所となる  

昭和 37 年 12 月 資本金を 450 万に増資，顕微鏡の生産を開始  

昭和 39 年 6 月  通商産業大臣より輸出貢献企業認定，以後毎年連続認定 

昭和 41 年 7 月  新工場を建設  

昭和 44 年 5 月  本社屋及び組立工場を新築し，会社の全機能を中洲に集結 

昭和 52 年 8 月  高松宮殿下・妃殿下来駕 

平成 19 年 6 月  経済産業省中小企業庁より「元気なモノ作り中小企業 300 社」に選定 

平成 21 年 2 月  経済産業省製造産業局より「雇用創出企業 1400 社」に選定 

平成 27 年 4 月  「第 27 回中小企業優秀新技術・新製品賞」奨励賞受賞 

 

（２）ライト光機の強さの秘訣 
 

ライト光機の光る点（独自性を発揮し競争優位を確立できている点）は，大きく 3 つに

整理できよう。一つには，長年かけて磨き上げたコア技術である「光学レンズ技術」と「精

密加工技術」という二つの異なる優れた技術を融合させた製品開発を進め，模倣障壁の高

い差別化商品に仕上げたことである。二つには，景気動向に左右されにくいターゲット市

場の選別をしっかり行って，量を追い求めず，小さくても確実な安定市場であるライフル

スコープに狙いを定めたことである。三つには，顧客クレームに対して徹底的に対応する

ことが，顧客からの信頼確保と更なる技術力向上を生む源泉となる，ということを真摯に

追求する顧客第一主義を徹底していることである。 

まさに，「イノベーションを興し，販路拡大をして事業業績を向上させていく」というこ

とを実践してきた企業である。「光学レンズ技術」と「精密加工技術」という二つの異なる

優れた技術を融合させてライフルスコープという応用製品を開発するにあたり，地道に愚

直に改善・改良を進める「インクリメンタル・イノベーション」が行われている。 

ベンチレストシューティング（図表 4-4）は米国で人気の競技用ライフル射撃である。

1,000 ヤード先の 4.2 インチの肉眼では見えない標的(ターゲット)を狙う。米国における

狩猟用・競技用のシューティング（射撃）市場は 2.5 兆円といわれ，そのうち競技用ライ

フル銃の照準を合わせる装置であるライフルスコープ市場は約 200億円規模である。ライ

ト光機はこのライフルスコープ市場において，国内シェア 70％でダントツの 1 位，本場米
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国でもシェア 2 位を誇る。表彰台にのぼるほとんどの選手がライト光機のライフルスコー

プを装着したライフル銃を持っている。 15 

 

図表４-4 ベンチレストシューティングのイメージ 

 

  （出所）株式会社ライト光機製作所提供資料をもとに筆者作成。 

 

 このライフルスコープに求められる要素は生半可ではない。ターゲットが明確に見え，

操作性に優れ，そして極めて高い耐衝撃性（1,000～1,200Ｇ）が必要となる。スコープ本

体の中にはレンズが 10 数枚埋め込まれ，百数十部品が完璧な擦り合わせ技術により実装

されており，１万回を超える射撃を繰り返しても狂いは生じない。以前は，日本にスコー

プ製造メーカーは 60 社程あったが，現在では国内生産メーカーは 2 社のみである。簡単

にできる技術ではないのである。 

 販路開拓の面でも進歩がある。2000年のＩＴバブル後に厳しい時期があった。この時に

はビジネス相手は米国のみであった。そこで世界の他エリアへの販路拡大に努め，2003年

に取引先国が 3 ヵ国であったのが 2012年には 11 ヵ国へ拡大した。その結果，2008 年のリ

ーマンショックにより米国での売上が低下しても他国でカバーすることができ，危機を乗

り越えることができたという。 

 経営戦略面でも特筆すべきことがある。それは，売上規模拡大は望まず，質を追いなが

ら量も少し追うという姿勢を有していることである。売上拡大だけなら普及品を対象とす

ればよいのである。しかし，それは台湾・中国勢とバッティングすることになり，その結

果利益で苦しむことを招く。従って，彼らが容易には対応できない高級品をターゲットと

して据えた。そうすることにより，市場は拡大するとは限らないが，ベースに安定需要が

あるため経常利益率 10％前後は狙えるはずで，一般的な製造業の利益率より高い水準を得

ることが可能となる。そして，そのように実践し，不況下においても安定した収益と雇用

確保を実現してきたのである。 

15 信越放送（2008）参照。 
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 ビジネス形態は OEMである。ライト光機の“LIGHT”の名前は業界と購買層の人びとには

十分認識されているが，射撃用ライフル銃などを扱う企業向けに OEM ビジネスに徹してお

り自社ブランド商品ではなく相手方ブランド商品である。双眼鏡もライフルスコープも

OEM 供給である。OEM 製品を独自ブランド化しようとすればこれまでの顧客が競争相手と

なってしまうからである。 

 

（３）独自の自社ブランドの商品化への道 

 

ライト光機にとって，次への挑戦課題は独自の自社ブランドの商品化への挑戦であった。

この背景には，自社製品の自社ブランド化を進めようと過去 2回挑戦したがうまくいかず

失敗した。失敗経験から，自社ブランド化には全く新しいコンセプトの商品を開発して自

社ブランドとしていく必要があると悟ったという。 

このような中から生まれた自社商品が「循環式冷却・温めシート ココミン（COCOMIN） 

heat&cool」16（図表 4-5）である。これは，健康で気持ちの良い睡眠がとれないものか，

というニーズを介護現場の中から実際に感じ取ったことがきっかけで製品開発を始めたも

のが結実した。 

 

図表４-5 自社ブランド商品“ココミン” 

   

（出所）株式会社ライト光機製作所提供。（左）製品のしくみ概念図，（右）商品使用例 

 

 ココミンの事業化にあたっては，ライト光機の既存商品（LIGHT）と区別するために別会

社である株式会社サーミックテクノ 17を設立し，ココミンを皮切りに医療・健康分野の事

業展開を進めている。 

 

 

16「循環式冷却・加温シート装置」は，設定温度に保たれた循環液を流すことで，「冷やす」あるいは「温 

める」ことができる厚さ４㍉㍍のシート。この装置の開発により，第27回「中小企業優秀新技術・新製 

品賞」の奨励賞を受賞した。 
17 http://www.thermictechno.co.jp/company.html 参照。 

127 
 

                                                   

http://www.thermictechno.co.jp/company.html


（４）まとめ 

 

ライト光機は，長年双眼鏡やライトスコープの開発製造を OEM事業として実施してきて 

おり，顧客の高い信頼を勝ち得てきた。特に，ライトスコープでは他社の追随を許さない

独自技術を磨き続け，ニッチ市場（現在 200 億円程度の市場規模）ではあるが，ダントツ

のシェア 1 位を確保してきた。自社でこの事業をコントロールしたいと考えるのは当然で

あるが，それを行うことはイコールこれまでの顧客を競合相手へと自らが変えてしまうこ

とを意味する。残念ながら，その市場そのものに対して訴求力を備えた企業となっている

わけではないので，この考えはうまくいかない。過去 2度挑戦しようとして失敗したとい

うのは当然であろう。しかし，OEM ビジネスではあるがこの会社にはもはや過去の下請と

いう意識はあまりない。最終製品そのものを開発製造し，最終顧客市場に触れているとい

うポジショニングの良さからである。 

このような経験を通じ，OEM ではない自社ブランド商品を世に出していきたいという強

い思いも同時に芽生えたライト光機は，実際に新たな自社商品を開発販売するところまで

こぎつけて見せた。この経営姿勢は，同社が示した基本理念に明確に記述されている。 

優れた技術を有しながらも下請体質に浸かり，最終顧客市場と向き合うことに遅れをと

ってきた諏訪地域の中小企業にとって，積極的に見倣うべき企業の一つであろう。 

 

２.３  事例：株式会社ピーエムオフィスエーの取組み 
 

（１）株式会社ピーエムオフィスエーの概要 18 

 

 株式会社ピーエムオフィスエー（以下，PMOA）は，岡谷市で 2000 年に大手メーカーを脱

サラした山口社長が二人で起業した会社である。当初プラスチック金型設計の受託事業を

行うことでスタートし，2006 年には製造工場を整備し，金型の設計から製造まで一貫して

行える機能を充実させ，プラスチック製品のトータルプランナーとして社屋も一新した。 

デザインの提案からアッセンブリーまで一貫して顧客に提供できる体制を敷き，受託事業

が順調に軌道に乗るかに見えた。 

 ところが，2008 年に，リーマンショックが訪れたことから，元々は下請事業を 10 年間

やって勉強してからメーカーになろうと思っていた山口社長は，リーマンショックの影響

で自動車産業までもが落ち込んだ状況をみて，このままの取組みではだめだとその構想を

早めようと決断する。 

18 同社への最直近ヒアリングは 2016 年 9 月 5 日。 
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このような山口社長は，自らを「下請けからメーカーになった零細企業」だと唱える。

社名は，Professional Mold Office All からとった。要は，プラスチック樹脂に関する設

計から製造までを全てプロとして対応できますよ，というメッセージを発している。また

Office という表現も通常の製造メーカーでは使われないが，企画や設計を重視し顧客市場

に目を向けようとしている姿勢が表現されている。では，その歩みを見てみよう。 

〔会社概要〕19 

名称    株式会社ピーエムオフィスエー 

設立   2000 年（平成 12 年）8 月 1 日 

資本金  3,000 万円     

役員   代表取締役社長 山口 晃 

取締役 新井 さとみ 伊藤 恵悟 

営業品目  ・金型の設計及び製造 

     ・プラスチック成形及びプレス加工業，経営合理化等に関するコンサルタント業務 

・キャラクターフィギュア・プラスチックキット等の企画・設計・開発・生産・販売 

従業員数  国内：30 名，国外：10 名 

営業拠点  東京 OFFICE：キャラクターホビー事業部 

直営店：PLUM SHOP 諏訪店 

直営店：PLUM LIVE SHOP 秋葉原店 

 

（２）下請からメーカーへの脱却プロセス－１ 

 

 リーマンショックの影響で，あらゆる産業が軒並み業績悪化・低迷する中で，元気な産

業は一体あるのか，とあらゆる産業を見て回ったという。その結果，「オタク産業」が不況

にもかかわらず唯一活況であることに気が付いた。フィギュアやコミックの分野では金を

惜しみなく使っている人たちがたくさんいたのである。 

そこで，2009 年には東京事務所を開設し，「キャラクターホビー事業」を 5 名で開始，

同時に自社ブランド“PLUM”（図表 4-6）を構築した。山口社長の言うメーカーとは，部品

ではなく完成品を作り消費者に販売することを指す。言い換えれば，自社ブランド製品を

開発し，一般消費者を顧客とする BtoCビジネスを行う会社になるということを意味する。

事業を進めるにあたり，長野県で競合がない事業を構想し，県内においてはオンリーワン

の会社になる，と決意した。 

 このように考えた背景には，アジアの技術が急成長し，かつ日本製の機械装置の導入が

アジアで進んでいる状況下において，日本のものづくりの機能は東南アジアに席巻され，

19 株式会社ピーエムオフィスエーHP 参照（http://www.pmoa.co.jp/cp.html ）。 

 
会社ロゴ・マーク（同社提供） 
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難しくなるどころか勝てなくなると認識した。そこで，ものづくりのできる企業ならば

BtoC ビジネスができるはずだと考えた。そうすることによるメリット（期待度）は，自社

の事情に鑑みると二つ考えられた。一つは，下請では相見積もりにより価格破壊が起こり

採算的に厳しくなるという状況が発生するが，完成品ビジネスを自前で手掛けることがで

きれば価格設定は自社でコントロールできる可能性が生まれること，二つには自社で整備

した金型製造機械設備の稼働率に関して，下請では顧客の都合に依存した生産計画で設備

を稼働させざるを得ず，結果的に設備が遊んでいる状態が多くなり稼働率は低く抑えられ

てしまうのが現実であるが，自社製品を持つことにより設備遊休時間に自社製品を流動さ

せることができるようになり，稼働率を常時 100％にできる可能性がでる。 

 このような考えから，「スマートフォンホルダ」と「自転車用ライト」を開発・販売した。

この結果，自社ブランド製品を作ってから，PLUM では退職者が激減した。自社商品をあち

らこちらの販売店で見かけることにより従業員の喜びややる気につながり，そして，自分

たちの力で自社商品を販売できることにやりがいを感じてくれるようになったのである。 

 ホビー事業を始めたが自社にはノウハウがないため，企画販売は東京事務所で採用した

スタッフにお任せとなった。しかし，ゲームやアニメの版権商品を扱ったため良い結果を

残せなかった。その原因を分析してみると版権ビジネスに起因する課題が数点顕在化した。

版権ビジネスではローヤリティ支払い等間接経費がかかること，版権の規制が強く自由な

販促活動が難しいこと，アニメ等の作品に旬があり開発から販売まで 8 カ月を要す製品導

入サイクルの中でタイミングを逸する場合が少なくないこと，地元に PLUM の知名度が低

く売れないこと，などであった。そこで，ビジネス戦略を練り直し，版権ビジネスに依存

せず自社キャラクタをゼロベースで開発すること，および地元知名度向上のため地域貢献

につながる活動を行うこと，の二つを実施することとした。2011 年には具体的に諏訪市の

観光名所「高島城」のプラモデルとオリジナルキャラクタ「諏訪姫」20のフィギュア付きプ

ラモデルを開発し，従業員が地域スポットで販売活動を行った（図表 4-6）。以降，各種イ

ベントを自社で企画し運営も行っている。 

 

図表４-6 PLUM ブランド・ロゴおよび開発製品「高島城」・「諏訪姫」 

 

  

（出所）株式会社ピーエムオフィスエー提供。 

20 「諏訪姫」は，2013 年に「ゆるキャラグランプリ」に初出場し，参加 1,580 体中 98 位であった。ま 

た，諏訪市公認宣伝キャラクタおよび諏訪警察署公認交通安全キャラクタに認定され活躍中である。 
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（３）下請からメーカーへの脱却プロセス－２ 

 

 このホビー事業は好調に事業拡大が図れてきて，狙い通り諏訪の地元に認知もされた。

しかし，山口社長にとってこの事業が目標ではない。あくまで，本当にやりたい自社ブラ

ンド商品の開発を進めるプロセスの序盤に過ぎない。ホビー事業が好調で忙しくなってき

ていてもそこに逃げ込むという甘えはない。むしろ，ホビー事業が元気なうちに新事業を

立ち上げようとした。 

自社ブランド商品の開発を進めるターゲットをどこに定めるか，山口社長はこれを自動

車においた。その理由は，諏訪地域には精密加工技術を生かして自動車部品を製造する会

社はたくさんある。これまで，デンソーやアイシンなどの TIER1 の下請として部品製造を

してきたが，近年は海外生産が多くなりコスト面でも厳しさが増している状況にある。し

かし，自動車産業は日本の基幹産業であり，不況下では減税対策など特別措置が講じられ

る場合もある。そこで，自動車産業をターゲットにしよう，但し，自動車本体ではなく自

動車関連商品として，例えばオートバックスのような店で，一般消費者に購入してもらえ

るような商品を作ろう，と考えた。 

その第一弾として進めた商品企画が自動車競技用のボディークーラーである。自動車レ

ースではドライバーに過酷な環境負荷（温度など）がかかる。この課題を解決しようとモ

ータースポーツ用体温調節ユニット“Boecom”（ボイコム：Body Energy Comfort）の開発・

販売（図表 4-7）へと活動が進んでいった。21 

 

図表４-7 “Boecom”適用用途 

   

（出所）株式会社ピーエムオフィスエー提供。 

 

このような応用商品を開発する場合には，使用する側の専門意見が不可欠で，それと製

造側の創意工夫が噛み合わなければならない。山口社長のすごさは，自前でレーシングチ

ームを作ってしまおう，そうしたら実体験の生データを自分たちで取れる，というところ

21 ドライバーの体感温度は 40℃を超えるという。（参考）http://www.pmoa.co.jp/PLUMracing/boecom/
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まで思い切った発想をしてしまうところにある。こうしてハチロク（トヨタ 86）プロジェ

クトが始まり，スポンサーも募って“PLUM RACING TEAM”をスタートさせた（図表 4-8）。 

 

図表４-8 “PLUM RACING TEAM” 

  

（左）「諏訪モーターフェスティバル」を企画（2014 年）（右）2016 年全日本ラリー選手権参戦 

（出所）株式会社ピーエムオフィスエー提供。 

 

この商品の販売に当たっては，トヨタテクノクラフト株式会社から TRD の承認を受け，

オートバックスで販売できるようにし，さらに世界に向けて“PLUM RACING”ブランド商品

を販売していこうと構想している。そのためにはグローバル電源標準であるシガーからの

12V で駆動できることは必須となるため，そのような開発を行ってきている。 

なお，“Boecom”の商品開発にあたっては，前述した株式会社ライト光機製作所との協業

も行われており，ライト光機では民生の健康関連製品“ココミン”の開発へと結びついて

いる。 

 

（４）まとめ 

 

 PMOA の驚嘆に値する業務の変貌ぶりは，ひとえに山口社長の「信念」によるところのも

のである。「メーカーになるんだ」という強い思いがベースにある。金型設計の受託会社か

らスタートしたが，それではメーカーになれない。生産設備を導入し金型の設計から製造

まで一貫して行える体制を敷いた。それでも下請製造会社の域を出ない。本人もそれは承

知の上で，「下請製造で製造の何たるかを経験して 10年後には自前製品を製造販売する会

社になる」，という意思は変わっていなかった。 

ところが，その途上で起こったリーマンショックの影響で計画が狂う。狂った中で，山

口社長の卓越していたことはゼロベースで市場を研究して見て回ったことである。そこに

は不況にもめげず，否，不況など知らぬかのように元気な産業があった。ならば，「自分も

その分野でやってやろう。しかも，長野県ではオンリーワンになる」，と誠に自由な発想を

する。 

 そして，知名度がないからと，折からのゆるキャラブームに乗る形で諏訪にゆかりのあ

るキャラクタを作って諏訪市の公認を取り付けてしまう。この事業は成長軌道に乗りネッ

トでも有名となってきている。しかし，これが最終目的事業ではなく通過点だと発想する。

132 
 



このホビー事業が元気なうちにゴールを目指そうと休まない。自動車関連製品(レーシン

グ用付属品)の開発にターゲットを当てるや，その本当のニーズを知るためにとレーシン

グチームまで作ってしまう。その車にはキャラクタ「諏訪姫」を前面に張り付けてしまう。

やることが派手である。22しかし，知名度を向上させるという目的は達している。 

 金型の設計製造という仕事だけをやっていたらこのようには絶対にならない。しかし，

金型の仕事をやっていたが故にこのように展開できたといえる。金型技術では，モールズ

アクト工法（CORE-X 技術）を採用して高い信頼性を確保している。それがホビー事業を陰

で支え，そして，このホビー事業がハチロクプロジェクトを起こしモータースポーツ事業

を牽引できる源泉となっている。 

 この事例は，下請ではなく完成品事業を目指して起業した会社の歩み（現在までの途中

経過）である。経験のある小さな限定された事業からのスタートであっても，何をしたい

のかという意思が明確であれば，その目的に向かってとるべき手段においては逡巡せず意

志を貫くことで最終目的に向けての個々のマイルストーンをクリアし，目標に近づくプロ

セスを進めていくことができることを示している。 

 金型設計や金型一貫製造ができる企業は諏訪地域には多い。金型技術はものづくりの中

核技術である。その技術があるなら，そこから一歩踏み出して最終顧客消費者に直接アク

セスするビジネスに乗り出してみようと考える企業が現われてほしい。そのような企業に

決断を促す一つの事例であろう。 

 

 

第３節  チーム活動（ネットワークの活用） 
 

３.１  はじめに 
 

 一般に，中小企業が大きなまとまった仕事をしようとした場合には，経営資源の制約が

大きい故に企業単独で進めようとしても困難である。従って，中小企業こそ複数の企業が

連携してチームを組んで対応するか，ネットワークを活用して自社だけでは不足する能力

を補填あるいは補完することが重要である。 

 一方，既に述べてきたように，諏訪地域では複数の企業が協調して事業に取り組むとい

うことができにくい特質を有すという課題を持っていた。しかしながら，諏訪地域の先人

企業家たちは，事業を推進するという強い意志の下で関係する人びとを巻き込んで競争と

協調の両面を同時に実現していた。従って，その当時にできた要因を活かすことができれ

ば，現代の企業人に同じことができる可能性がある。 

22 周囲から中傷めいたこともあるというが，目的があってやっていることだからと，山口社長は意に介 

しない。 

133 
 

                                                   



本節では，地域のネットワークを活用し，チーム活動により，従来にはない完成品の開

発・販売を実現した事例と，完成品に関わる大きな仕事の引き合いを多くの地域企業の参

画によりチームで完成させた事例，また新しいテーマを異業種企業の参画により新しい知

見を生み出し新しい事業を起こそうとする企業集団の事例，そして試作に特化して地域企

業にネットワークを構成した企業の事例を通し，個別企業課題について検討する。 

 

３.２  事例：株式会社世界最速試作センターの取組み 23 

 
（１）株式会社世界最速試作センターの会社設立の目的と背景 

 

株式会社世界最速試作センターの会社設立の目的は，諏訪地域の産業活性化を図ること

にあり，産学官の連携により以下の通り，会社設立が図られた。 

2002 年，（財）長野県テクノ財団 24から提案された「世界最速試作センター構想」が経

済産業省の産業クラスター計画の一環として位置付けられ，関東経済産業局の支援のもと，

地元企業 11 社・3大学・13 機関にて「世界最速試作センター構想実現可能性調査委員会」

がスタートしたことが会社設立の背景である。 

2003 年には，関東経済産業局から平成 15 年度 IT 活用型経営革新モデル事業に対する助

成金の支援が決定し，事業化への検討が加速され，2004 年，地元企業 10 社により「株式

会社世界最速試作センター」が設立された。会社概要を以下に示す。 25 

〔会社概要〕 

称号     株式会社世界最速試作センター  

略号      R・P・S（Rapid PreProduction Support）  

設立      2004 年 4 月 5 日 

資本金     2,040 万円 

事業内容   産-学，産-産連携により，医療/福祉，情報/通信，環境，バイオテクノロジー， 

宇宙/航空/自動車，新製品製造技術の分野を中心とした 

精密部品，ユニット製品の企画，試作，量産，販売 

所在地    長野県岡谷市長地片間町 2-5-21  

出資会社   インダストリーネットワーク株式会社／日本電産サンキョー株式会社／ 

（10 社）   セイコーエプソン株式会社／株式会社ソーデナガノ／株式会社ダイヤ精機製作所／ 

野村ユニソン株式会社／株式会社八十二銀行／八十二リース株式会社 

23 同社への最直近ヒアリングは 2016 年 2 月 5 日。 
24 （財）長野県テクノ財団は，2012 年公益財団法人へ移行した。2001 年に設立以来一貫して産業支援 

機関として長野県内の地域産業資源を活用し，産学官連携により地域経済の活性化と自立化に資する 

ことを目的としている。 
25 株式会社世界最速試作センター HP（http://www.suwa-saisoku.jp/）。 
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株式会社平出精密／株式会社ミスズ工業  （50 音順） 

支援団体   財団法人長野県テクノ財団 

 
（２）事業内容 

 
 従業員は 6 名（内 1 名は経理担当）と小規模であるが，5 名とも開発設計および商品化

の技術・ノウハウを提供できる退職シニアの超熟練技術者集団である。 

 事業内容は，「部品事業」と「ユニット事業」の二つであるが，部品事業が現在主柱事業

となっており，全国の部品関連ニーズに対して諏訪地域の部品加工技術を徹底活用して顧

客に提供する。ユニット事業は商品・装置・治具などの開発により高付加価値化を図り，

地域貢献度を向上させようとするもので，この完成品事業が本来の会社の目的実現に沿う

ものである。この事業に挑戦するために経営的な支えとして位置付けられるのが部品事業

である。 

 この会社は小規模企業であるが株式会社として設立している。その理由は，毎年継続性

の可否を責任もって評価できるようにするとともに，自社の売上で自立化していくことを

強く意識したためである。 

 ほぼ 10年を経過した会社の業績は，売上高累計で 17 億 4,000万円と大きくはないがこ

のうち諏訪圏への貢献度（金額）は 9 億 3,000 万円と売上高累計の 53％程度を占めてい

る。 

 
（３）完成品への挑戦 
 
 完成品への挑戦として，セイコープレシジョン株式会社の多機能タイムレコーダ Z15026

やサンビー株式会社の連続押印可能な日付印“そのままオセール”27などの開発・商品化に

たずさわってきた。“そのままオセール”は諏訪地域の企業に量産製造を委託している。 

しかし，会社設立の目的でもあった「諏訪地域への貢献度を向上させたい」，という思い

を実現させるべく自社ブランド商品の開発・商品化に挑戦してきた中で，自社ブランド商

品として販売に至った商品が自動三画折りペーパーホルダー“おりふじ”28（図表 4-9）で

ある。 

 
 

26 セイコープレシジョン株式会社 HP （https://www.seiko-p.co.jp/timerecorder/z/150/ ）。 
27 サンビー株式会社 HP （http://www.sanby.co.jp/product/oseru/ ）。 
28 世界最速試作センターHP（http://www.suwa-saisoku.jp/home/docs/Orifuji-A4-1.pdf ）。 
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図表４-9 自動三角織機能付ペーパーホルダー“おりふじ” 

 
        （出所）株式会社世界最速試作センター提供。 

 

おりふじのテーマ検討はすでに 2011 年には行われていたのであるが，当時は市場ニー

ズを疑問視し棚上げとなっていた。それが，2013 年に再度挑戦の機会に恵まれ開発に着手

した。同時に，関連特許数件も出願し，2014 年には自社ブランド商品として販売にこぎつ

けることができた。 

営業活動に当たっては，新聞，テレビなどのマスメディアに数多く取り上げられたこと

が効果的であった（図表 4-10）。 

 
図表４-10 “おりふじ”が取り上げられたテレビ放送 

 

（出所）世界最速試作センター提供。 

 
（４）商品化・事業化の推進とその意義 
 
① 商品化に向けた地域連携体制 
 企画開発から製造・販売に至るまで全て諏訪地域の企業が連携して取り組んだことが特

徴的である。しかも，地域にある企業が連携すればいいというものではなく，それぞれ企

業の水準が高くなければ連携しても意味はない。なぜなら，作り手も 1 級品の技術レベル

を有していなければ，良い商品として顧客に良好な価値評価を得られるような商品を提供

できる可能性が低くなってしまうからである。 

メディア 番組 期日

TBS 朝ちゃん週刊ホットニュース 2014年10月24日

SBC（信越放送）サイプラス YES!ものづくり 2014年11月6日

NHK おはよう日本 2015年11月16日

テレビ朝日 羽鳥真一のモーニングショー 2015年12月15日

文化放送 福井謙二　グッモニ 2016年2月15日

テレビ朝日 TOKYO応援宣言 2016年3月5日

TOKYO FM 『中西哲生のクロノス』 2016年3月25日
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本プロジェクトにおける各バリューチェーンの連携分業体制は図表 4-11 に示す通りで

ある。特に，製造面では株式会社ソーデナガノを中心に諏訪地域の部品製造加工・組立メ

ーカー11 社の協業により実現している。 

 
図表４-11 商品化・地域連携体制 

 
 （出所）株式会社世界最速試作センター提供資料を基に筆者作成。 

 
② 完成品ビジネスの品質リスク対応 
 完成品ビジネスは部品事業と異なり直接的にその商品の顧客消費者から評価を受ける。

従って，完成品であるが故の品質に対する意識が極めて重要となる。特に，このような完

成品に特有な品質リスクとしては，電波障害，耐久性能，温度特性に注意を払う必要があ

る。本商品に関しては，静電気による紙づまりや紙質による先端破れがリスク要因であっ

た。これに対して 80 種類ほどの紙に対して静電気試験や先端破れ試験，10 万回の耐久試

験などを実施した。これらは，世界最速試作センターの熟練技術者が紙を使ったこのよう

な完成品の商品化に当たってのリスクや勘所について経験に裏打ちされた知見を有してい

たからこそできたことである。 

 
③ 完成品ビジネスの特許リスク対応 
 知的財産権の対応は実際に商品化しビジネスを進める上で極めて重要となる。世界最速

試作センターでは，特許戦略として，ａ）独占生産ができるための特許出願対策，ｂ）自

社生産ができるための特許出願対策，ｃ）先行特許権保有者に対する協力要請姿勢，ｄ）

先行特許出願調査，明細書作成，特許出願，審査請求などは費用面の観点から全て自前で

実施，という基本的な特許戦略を打ち立て実行した。これらにより，現在まで特許関連で

のリスクは回避でき販売活動が行えている。 

 

業務区分 業務区分詳細 担当企業 地域

全般 （株）世界最速試作センター 岡谷

ソフト、回路設計 イデアシステム（株） 岡谷

デコデザインスタヂオ 諏訪

県工業技術総合センター 岡谷・松本

完成形 （株）ソーデナガノ 岡谷

プラスチック成型、
プレス、実装

諏訪地域専門企業各社 諏訪地域

（株）ソーデナガノ 岡谷

（株）世界最速試作センター 岡谷

企画開発・量産設計

製造

特許出願 （株）世界最速試作センター 岡谷

デザイン（意匠）

販売
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④販売の予実乖離の問題 
 新規商品の事業化の成否は，販売価格と販売数量の読みと設定に依存する。販売価格に

ついては，当初 1 台 6 万円で売れるのではないかという期待値があったが，結局は現在

29,800 円という設定になっている。それでも高いという声もあるとのことである。 

 販売数量については，ターゲット市場を以下のように想定・予測したという。 

ａ）清潔感を求められる市場として，外食チェーン店，病院関連施設，食品加工会社，な 

どから 1～3％程度獲得できるとして月 3,000 台， 

ｂ）使い勝手を要求する市場として，福祉施設などから１％程度獲得できるとして月 200 

台， 

ｃ）おもてなし・高級感を追求する市場として，高級ホテルや新築住宅などから１％程度 

 獲得できるとして月 30,000 台，合計では月 33,200 台（計画上月 3,000 台）。 

 

 しかしながら，現時点（2016 年 月時点）ではまだ販売台数 500 台と計画の 20 分の 1

レベルに留まっている。これだけの予実に乖離が出てしまっていることに対して，企画時

の見通しの甘さ（市場に認知されるまでに時間が必要であること，商品価値をどう評価し

価格設定をするか）と代理店ネットワークの活用に過度の期待があった，と分析している。 

 今後に向けては，更なる新市場としてパチンコ市場へのアプローチを検討中である。ま

た，おりふじの事業適正化に向けて投資回収を考慮し事事業安定化に向けて活動を強化す

る方針である。さらに，諏訪地域の産業活性化の原点に立って，会社の方向性を確認して

いくとのことである。 

 

（５）まとめ 

 
 この事例は，地域産業を活性化させたい，との公利に立った思いで具体的な行動に出よ

うとする企業には，労苦をともにしようとする企業や仲間が現れるということを示唆して

いる。特に，一般消費者に向かって直接的に商品を訴えることのできる完成品ビジネス

（BtoC ビジネス）の場合には，周囲にも目指すところがわかりやすいため，協力が得られ

やすい。一方，最終製品の品質保証なども自前で全てやらなければならない業務であるた

め，ハードルは高いことを覚悟しなければならない。 

 そして，改めて，諏訪地域には業務を遂行できるポテンシャルを持った人々が存在して

いることを再認識させてくれている。 
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３.３  事例：株式会社みやまの取組み 29 
 

 株式会社みやまは，第２章第３節で調査した中小企業 56 社に含まれる 1 社であるが，

業績では問題有りとするセグメントＤ（図表 2-13）に属する企業である。第３章６節で調

査した経営理念の明示性調査においては，その明示性がある企業の一つである。問題を有

するとの認識を経営者がもち，それを変えようとした企業である。 

 

（１）会社概要 

 

 女性社長百瀬真希が率いる株式会社みやま（以下，みやま）は，PPS(金属代替樹脂)30を

主力に扱うプラスチック射出成形製造会社である。 

PPS 材料の使用量では日本で 10 指に入るという。みやまは，金属で作られている各種製

品を強化プラスチックで置換えができるはずだという信念の下，バリレス（バリがない）

で連続成形可能な PPS を使った樹脂製品の開発に取組んできた。これはみやまが描くビジ

ョン：「「世界中のどこに行っても PPS という材料名が出た時に日本にみやまがある！」と，

言われる企業になる」にわかり易い表現で述べられている。 

以下に，会社概要を示す。31 

〔会社概要〕 

社名     株式会社みやま 

創立     1947 年 2 月 1 日 

資本金    40,000,000 円 

所在地    長野県茅野市ちの 176-5 

代表者    代表取締役社長 百瀬 真希 

取締役会長 百瀬 英久 

取締役専務兼工場長 百瀬 幸男 

事業内容  プラスチック成形 

従業員数  50 名 

〔経営理念〕 

愛される人になり，愛される製品を作り，愛される企業となる 

〔みやまビジョン〕 

「世界中のどこに行っても PPS いう材料名が出た時に日本にみやまがある！」と，言われる企業になる 

29 同社への最直近ヒアリングは 2016 年 9 月 6 日。 
30 PPS：Poly Phenylene Sulfide（ポリフェニレンサルファイド樹脂）。  
31 同社ホームページによる。（http://www.miyama-gr.co.jp/index.htm ） 

 
会社前景（株式会社みやま提供） 
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〔会社沿革〕 

1947 年  茅野市にて「みやまプラスチック製作所」創立 

1964 年  「株式会社みやまプラスチック製作所」に改組 

1968 年  現在位置に本社工場移転 

1976 年  「株式会社みやま」に社名変更 

1995 年  PPS 材料を使用した金型射出成形技術の確立に着手 

2008 年  新工場稼動開始，代表取締役社長に百瀬真希就任 

2010 年  株式会社諏訪菜を地元企業と共同出資により設立 

2011 年  エコアクション 21 認証 

2016 年  ISO9001 取得予定 

 

 また，みやまの「あるべき姿」も構想され，次の 3 つの概念にまとめられている。ある

べき姿を構想するには厳しい現実があったからという。 

みやまは，元々岡谷にあったオリンパスの蛇腹カメラからプラスチック部品の供給を求

められたことに端を発し，多くの光学機器メーカーからの需要にこたえる形で成長してき

た。1980 年代に入り，キャノン，オリンパス，マミヤなどが海外展開を始め，国内は空洞

化が起こり始めた。こうした中，マミヤが倒産したことがみやまにも大打撃となり，従業

員は 125 名いたものが 25 名に減少，売上も 12億円から 5億円へと激減した。このような

状況に面した時期，百瀬真紀現社長が会社に戻ってきた。従業員と面談したところ，会社

のことを酷評する従業員，自信や愛社精神に乏しい従業員，自尊心はあるが外部環境変化

に対応すべく意識の転換ができない従業員，の多いことに驚いた。そこで，みやまのある

べき姿を打ち出し，それを従業員と共有することから始めたという。 

〔みやまのあるべき姿〕 

Ⅰ．世の中に必要とされる企業である 

① 利益を出し，納税責務をはたせる企業 

 ②人に喜ばれる製品を作り出せる企業 

 ③雇用を守れる企業 

Ⅱ．従業員一人一人が輝ける企業である 

①スキルを向上させる機会がある 

②仕事のカイゼンが「見える化」されている 

③責任と誇りを持って仕事にあたれる企業 

Ⅲ．経営者と従業員が信頼関係をもって働ける企業である 

①働きやすく誇りを持てる職場を作る 

②時代にあった就業規則がある 
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（２）主力事業 

 

 みやまの主力事業は，PPS 材料の特徴を活かして様々な金属製品を置き換えることにあ

る。PPS は，耐熱性・高温特性に優れる，高い機械的強度を有し，弾性・疲労・磨耗に強

い，耐薬品性（濃硫酸以外の酸，アルカリ，有機溶媒にも強い）に優れる，寸法安定性 (精

密成形に適している)がよい，燃えにくく優れた電気絶縁性を有す，など長所を多く持つ優

れた材料である。一方，ガスが発生しやすく，バリが出やすい，などの短所もある。  

この PPS 材料を使用して金属製品の置換えができれば，低比重による軽量化，量産性向

上，製品のコスト削減が可能，耐水性・耐薬品性向上，複雑形状など設計自由度向上，部

品点数・組立工数の削減，など様々なメリットがある（図表 4-12）。 

みやまの独自技術は，ねじ製品を一体成形できること，金型の多方向スライド技術によ

り複雑な形状の製品を容易に成形できること，有害なバリを出さない成形ができること，

など海外ではまだできない技術を確立している。実際に，重量で 1/8 になった製品，コス

トが 1/10 になった製品などの具体例がある。このようにできればコスト要因で海外に出

る必要はなくなるのではないか，というのが百瀬社長の主張である。 

このような考えから，金属製品を使用している多種多様の製品を樹脂に置き換えるとい

うコンセプトでの営業活動に鋭意取り組んでいる。 

 

図表４-12 金属から樹脂への代替品 

     

（出所）株式会社みやま提供。 

 

（３）人材育成 

 

 PPS 材料により金属製品を樹脂製品に置き換えることを事業コンセプトにして活発な事

業運営が行われるようになってきたみやまの次の課題は人材育成であった。そのために，

「スーパーモールダー」＝プロの（すごい）プラスチック成形品を作り出せる人になろう，

そしてお客様の要求を満たす製品を納期通りに納められる仕事をしよう，を旗印に掲げ人

材育成に着手した。 
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めざす人材を育成するためのステップは，①会社の業務・各課の業務を遂行するために

必要となる基礎知識・基礎能力の習得を，全員に対して再徹底，②個別業務の遂行に求め

られる能力を検討し，スキル表に整理，③スキル表に基づき，個人レベルの能力の棚卸し

により把握するとともに，今後に向けた個人目標の設定，④個人目標を基に，能力向上に

向けた実際の取組み，という形で全社展開を行ない継続実施中である（図表 4-13）。 

 

図表４-13 株式会社みやまのスキルマップ活用による人材育成 

ステップ１ ステップ２ ステップ３ ステップ４ 

〔基礎能力の向上〕 〔業務の棚卸し〕 〔個人別能力把握               

と目標設定〕 

〔能力向上活動 

の実践〕 

・会社業務内容の把握 

・品質/効率化に関す

る基礎知識の習得 

・成型技能の向上 

・業界専門知識得 

・各課の業務内容の把

握 

・スキルフォーマット 

の統一 

・スキルマップの作成 

・個人別スキル棚卸 

・現状認識の共有 

・目標設定 

・自己研鑽 

・業務改善活動 

・成果の認識 

（出所）筆者作成。 

 

このような手法は極めてオーソドックスな方法であるが，これを実際に全社レベルで導 

入し実施することにより，個人の能力が上がることはもとより，新人教育時における初期 

教育システムとしての活用や，柔軟なジョブローテーションの実行・促進にも寄与する。

そして，それにより会社全体の組織能力向上に貢献することは明らかである。 

 

（４）最終製品の開発製造への挑戦 

 

 1990 年代初頭のどん底の状態から復活し，型製造＋樹脂成形事業として順調に歩み始め

たみやまであるが，各社製品に使われるごく一部の部品を受注する事業では所詮事業に限

りがある。顧客の理解も限定的なら顧客の顧客事情はおよそつかめない。 

最終製品に絡む仕事をしなければ，と事業の転換を模索していた中で，2013 年のこと，

以前，諏訪圏工業メッセで面識を得ていた各種リハビリテーション機器などを扱う大手企

業・酒井医療株式会社から目下開発を進めているプロジェクトで金属を樹脂化したユニッ

ト全般の開発打診を受けた。メイドインみやまを目指そうとしていた百瀬社長にとって千

載一遇のチャンスが到来した。 

しかし，ユニット全般にわたる開発はとても自社では手に負えない。そこで，この機会

を活かしたいと百瀬社長はその足で NPO 諏訪圏ものづくり推進機構（略称：SUWAMO）に駆
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け込んだという。2013 年 11月，SUWAMO とともに協業する企業集団「チーム諏訪圏」が結

成されユニットの開発が，スタートした。（図表 4-14） 

 チーム諏訪圏の役割分担は，酒井医療との折衝をみやまが担当し，チーム諏訪圏参画企

業 13 社のコーディネータを SUWAMO，コア企業をみやまとして各社が自社の得意分野を担

当した。コーディネータである SUWAMO は，リスクマネジメントも担当し第三者的な公平公

正なジャッジメントを行い，プロジェクトの全体調整や進捗管理をみやまが行った。 

 この製品は，通常はおしゃれな椅子として使用できる介護用トイレであるが，汚物の使

い捨てができることに訴求点を置いていた。この製品開発の成否はすべてユニットの開発・

量産ができるかどうかにかかっていた。しかも，2015 年春発売が予定されており，開発期

間は残り 10 カ月ほどしかない極めてタイトなスケジュールを求められていた 32。チーム

諏訪圏では，この厳しい日程をクリアし 2014年 8 月には量産型の承認がとれ，同年 10 月

の展示会 33に無事出展ができた。この製品は 2014 年のグッドデザイン賞を受賞し（図表

4-15），予定通り 2015年発売された。 

 

図表４-14 “チーム諏訪圏”の構成 

 

（出所）株式会社みやま提供資料を基に筆者作成。 

 

 

 

 

32 このプロジェクトは 5 年前から始まっていたが開発の目途が立たず，残りの日程が 1 年を切ったとこ 

ろで，開発依頼の話が来たためである。 
33 国際福祉機器展（HCR）。 

調整 役割 担当業務

コア企業 全体調整・樹脂成型

折衝 設計・試作 開発

プレス

軸

ゴム

バネ

切削

板金

止め金具

ネジ

駆動部品

駆動部品

基板実装 基板

部品加工

顧客企業

チーム諏訪圏（13社連合）

担当企業

（株）みやま

イー・ジー・システム（株）

（株）シンワ

（有）平林精機

K社

T社

伊那トロン

ＮＰＯ諏訪圏ものづくり推進機構
SUWAMO

リスクマネジメントコーディネータ

小野ゴム工業（株）

（有）デーデック

（株）ヤマト

（株）エイワ機工

S社

E社
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図表４-15 開発製品：ポータブルトイレ[rooma(ルーマ)] 

  

（出所）公益財団法人日本デザイン振興会 HP 「2014 年グッドデザイン賞受賞製品：酒井医療株式会社」 

 

（５）連携プロジェクトの評価と有効性 

 

 このユニットは，98 部品により構成され，開発には 13 社が関わった。開発プロジェク

トが成功したことについて顧客の酒井医療は，「大企業では絶対にできなかったことであ

り，部品ごとに，もちやもちやで各社が責任を持ったことが成功につながった」と高く評

価してくれたという。 

一方，百瀬社長は，次のように述べてくれた。「とにかく，このプロジェクトは難しかっ

た。特に，各企業で文化・風土が異なっていたので一つの方向へと集中させていく全体管

理は初めてのことでもあり大変だった。しかし，自分たちは何をしたいのか，何を目指す

のか，というビジョンがあった。困難な時にはいつも原点に立ち戻ることにした。我々は

何をしようとしたのか，どうしてチームを組んだのか」と。 

その原点とは，次に示す二つのことであった。 

〔チーム諏訪圏結成の原点〕 

① 日本で仕事ができるようにしよう。そして，諏訪圏に技術を残そう。 

② 必要とされる場所（顧客）に向けて持てる技術を駆使して製品を作りこもう。 

 

この二つが参加企業みんなに共有されたことで，短期間の開発の過程において，それぞ

れが持てる力を発揮し，かつ総力を挙げてユニット開発を進めることができた所以であっ

た。この二つの概念を共有できたことが，困難を乗り越える「原動力」となったのである。 

 

３.４  事例：旭グループの取組み 
 

 本節では，旭グループが中心となって，新たなネットワーク構築を図っている事例を取

りあげる。発起者の，地域産業を活性化させたいという思いに参加企業が共鳴し，その思

いを共有した幅広い分野の関係者が参画した。 
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（１）諏訪圏 CFRP 研究会の立ち上げとその目的 34 

 

 旭グループの関連会社で，接合技術の開発・提供を独自の立場で行っている株式会社 

MOLE'S ACT(モールズアクト）の北澤社長が，従来の勉強会とは異なる主旨の研究会を立ち

上げた。その目的を趣意書から見てみよう。 

「 （前略） OEM 生産に慣れた諏訪地方には，経験に裏打ちされた要素技術はまだたく

さんあります。それぞれが自社ブランドを持つことができれば申し分ありませんが，それ

が出来なくても，大企業に対し新たな製品やサービスを提案するために知財権を持ち，企

画力やデザイン力を強化しなければなりません。これらを実現するためには，それぞれの

企業がブロック生産に終始していたのではこの地方のものづくりはいつか絶えてしまいま

す。新しい視点に立った企業間連携，異業種交流，産学連携等の終結が重要です。製造業

の産学連携はとかく理工系に偏りがちになります。マーケットインの戦略を立てる上でも，

経営，情報，企画，広報，デザイン，企業ガバナンスなど，多分野の方々の自由なアイデ

ア（研究）を取り入れ，イノベーションにつなげることが重要であると思われます。また，

産学連携の延長線上にいる若い研究者に魅力ある取り組みを示し，諏訪地方に定着できる

きっかけにしなければなりません。このような背景の中で，ボリュームからレベル（筆者

注：量から質）への移行期にある諏訪地方に CFRP 研究会 35を発足し，その方向性を示そう

とするものです。 （中略） 諏訪地方には，洗練された専門加工技術を持った企業の集

積地です。多方面に連携することで難加工材である CFRP を克服し，寸断されつつある諏訪

地方のサプライチェーンを復活させ，オリジナリティー（知財権）をもった商品，加工技

術，サービス（販売）を広く提案し，諏訪地方の活性化を図る先駆けとなることを目標に

しています。」 

 この趣意書は，諏訪地域の産業に問題点を的確に表し，その問題を克服するために従来

にない多方面の幅広い企業，機関，等の参画による強い連携によりイノベーションを興し，

地域の活性化につながる取組みを示し，特に若者が魅力ある地域として認識してもらえる

ような活動を先駆けたい，という意志が表明されている。 

 CFRP 研究会という名称であるが，それは将来性のある材料（ただし，加工は難しい）で

あるため，諏訪地域としてこの材料が扱える技術力をつけたらどうか，という意味であり，

先ずはここから始めるがこれにこだわるわけではない。むしろ，各社の問題・課題・知見

を出し合って，多様なテーマの研究を行う場としたい，としている。北澤社長の考えは，

「自社の課題を研究会に持ち込んでもらい，そこに参画者の知恵やノウハウなどを取り入

れたディスカッションを行い，そこから多くの個別研究へと深めていこう」とするもので

ある。 

34 同グループへの最直近のヒアリングは 2016 年 6 月 23 日。 
35 CFRP は“Carbon Fiber Reinforced Plastics”の略で、「炭素繊維強化プラスチック」を意味する。 
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（２）諏訪圏 CFRP 研究会の機能 

 

 この研究会の機能は，各種の勉強会を皮切りに，勉強会で終わるのではなく，それがス

タートで，プラットフォーム企業中心に様々なアイデア会議による討議を行い，研究開発

事案を決めて開発・事業化へと進めていく。事業全体のコーディネートや事業のプロデュ

ース，企画・広報・採算性評価なども実施する。 

そして，何より研究会の組織構成が図表 4-16に示すように，これまでの通常“勉強会”

といわれる組織とは全く異なる。参画メンバーは，大学や公設試験所などの研究機関や金

融・会計などの支援団体，特許事務所，機械・材料・工具など各種メーカー，行政などが

揃っており，これは従来型の同業者の集まりのようなネットワーク集団とは異なっている。 

 

図表４-16 諏訪圏 CFRP 研究会組織構成 

  

 （出所）諏訪圏 CFRP 研究会の組織構成イメージを基に筆者作成。 

 

図表４-17 諏訪圏 CFRP 研究会参加企業と支援団体 

 

（出所）諏訪圏 CFRP 研究会提供資料を基に筆者作成。 

プラットフォーム企業 業種

（株）旭 金型製造 諏訪圏ものづくり推進機構  理事長

（株）イズミ　　　　　　　　　※ ダイカスト 長野県テクノ財団  諏訪テクノレイクサイド地域センター事務局長

（株）岩原 ダイカスト 長野県工業技術総合センター  技術連携部門、材料技術部門、精密・電子技術部門

（株）諏訪機械製作所 各種部品加工  セメダイン（株）接着技術相談センター

（株サマディ 建築  東芝機械（株）参与

（株）豊田ダイカスト ダイカスト  鈴木接着研究所

ナンシン機工（株） 機械・装置・工具等仕入・販売 特許事務所  めぶき特許事務所

（株）メック ダイカスト  諏訪東京理科大学産学連携センター

（株）ＭＯＬＤ’Ｓ　ＡＣＴ　　※ 型設計・開発試作  信州大学学術研究・産学官連携推進機構

諏訪圏ものづくり推進機構 コーディネーション  拓殖大学教授

八十二銀行 金融  大阪教育大学教授

（※）発足時幹事企業  岡山理科大学講師

 拓殖大学講師

支援機関・個人支援者

関連企業

大学
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また，現段階で研究会に加盟している企業とその支援団体について図表 4-17 に示すよ

うに，多業種・多分野にわたっている。 

これらの参加企業各社はそれぞれまた同業者や関連企業にアクセスすることが想定さ

れるため，この集団関係はさらに多様化した集団となる。同業者は基本的に競争相手であ

る。伝統的なアプローチでは，競争相手を「製造工程や技術的な観点で似通っている企業」，

あるいは「同じ産業に属する他の企業」と考えるのが一般的であったが，顧客視点に立っ

た時には製品を供給する企業がどの産業に属するかは意味を持たない。 むしろ，良い方法

は自分と競争相手の双方が勝つ機会を見つけること だと考えるべきである。従って，同業

他社を競争相手だとして拒絶していく考え方は不適切である。このような視点から，諏訪

圏 CFRP 研究会の価値相関図（Value Net） は図表 4-18 のように表すことができる。 

 

図表４-18 諏訪圏 CFRP 研究会の価値相関図（Value Net） 

 

（出所）筆者作成。 

 

（３）諏訪圏 CFRP 研究会の意義 

 

 諏訪圏 CFRP 研究会は，産業クラスターの概念に該当する組織機能であろうか？これを

評価するために，第１章でレビューした産業クラスターの概念（図表 1-3）と比較してみ

よう。 

 ポーターは，産業クラスターの概念を，①一定の分野で，相互に関連する企業と機関が，

一定の地域に集積し，②競争しつつ同時に協調し，③さらに，シナジー効果が発揮されて

いる，と定義している。特に，①の部分については，企業を中心とした集積ではなく，企

業・諸機関の集積であることに注意したい。 

より綿密には，組織構成を「共通性と補完性により結ばれた企業や機関の集積」と定義

し，①最終製品・サービスを生み出す企業，②専門的原材料・部品・機器・サービスの供

給業者，③金融機関，④関連産業に属する企業（建設会社など），⑤補完製品メーカー，⑥

関連企業
（補完的企業）

CFRP研究会
プラットフォーム企業

顧客
（ユーザー）

供給者

同業者
（競争相手）
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専用インフラ提供者，⑦政府その他の機関（大学，シンクタンク，訓練校），⑧規格団体，

民間支援団体などをあげている。 
本 CFRP 研究会の参加企業や支援機関は，⑥を除きほぼポーターの定義を満たしている。

これまでの勉強会や研究会では金融機関や建設会社などが直接参加企業としてメンバーに

入ることはなかったことである。 

 同じく，ポーターの産業クラスターに対する期待効果としては，①生産性の向上，②イ

ノベーションの誘発・促進，③新規事業の形成，の 3 点に集約されるが，諏訪圏 CFRP 研究

会の目的が事業化を前提に取り組もうとしていることから期待効果の実現がまさに望まれ

る。新規事業を確実にするためにはフィージビリティ・スタディ（FS: Feasibility Study） 

が重要となるが，この FS を確実に実行する姿勢が計画に織り込まれている。 

産業クラスターを活性化させる要因（図表 4-19）との関係では，①「学習の存在」につ

いては，学習で終わりではなく学習してからが本番という意識で取り組んでおり，各社の

知見をアイデア会議の中で出し合っていく方針をもっている。②「イノベーションのため

の，イノベーションによる競争関係」については，ダイカストなどは複数の企業が参画し

ていることから，競争と協調が自然発生的に行われる期待値がある。③「不可欠な「場」

の存在」については，そもそもすべての企業がお互いに 30 分以内で移動可能な距離にある

上，学習の場も固定的に設定されており，従来の枠組みからすれば異質な人と組織が集ま

り，さらにそれらの企業や人々の関係者まで枠が広がると，場とネットワークの重層的な

構造としての地域の一つの形態が出来上がる。 

 

図表４-19 産業クラスターを活性化させる要因 

 

（出所）金井（2013）を参考に筆者作成。 

要因 意味する内容

　②　イノベーションのための、

　　イノベーションによる

　　競争関係 　・二つのイノベーション：「持続的イノベーション」と「破壊的イノベーション」

　・場とネットワークの重層的な構造としての「地域」

　・（従来の枠組みからすれば）異質な人と組織の参加型学習の「場」を作り、
　　ナレッジ・コミュニティの形成を促進。

　・既存の枠組みの中での学習はいずれ衰退（行き詰る＝ロックイン）する。
　　既存の枠組みを超えた学習（ダブルループ学習）を工夫する。

　・ナレッジ（ノウハウ）などの暗黙知は移転しにくい。
　　Face to Faceの取組みが重要となる。

　・競争関係は新しいアイデアの発生に不可欠である。
　　競合がなくなると集団思考が働き新しい発想を抑圧してしまう。

　③　不可欠な「場」の存在

　①　学習の存在
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さらに，ナレッジ・スピルオーバーの観点においても，同業者の経験や知恵(ナレッジ)

を Face to Face で出し合い，異業種・異分野の人々の知見も活かしあいながら課題の解決 

にあたろうとしている。 

以上から，この諏訪圏 CFRP 研究会は，産業クラスターが成り立つ要件をほぼ満たしてお

り，今後の具体的成果と地域産業活性化に寄与することが期待されるとともに，同種のク

ラスターの結成が促進されていくことが望まれる。 

 

３.５  事例：株式会社イングスシナノの取組み 
 
（１）はじめに 

 

 一般に，製造企業は規模の経済性を追求して量産の受注や量産数量の拡大が事業運営の 

中心である。近年，ものづくりにおいては世界規模での生産体制再編が起こっており，中 

国をはじめとする新興国の技術・技能の向上や量産コストの優位性により，日本のものづ

くりは国内において従来通りの進め方で対応することは困難な状況となってきている。そ

こで，多くの企業が，海外展開を検討，もしくは国内での生き残り策を模索している。 

 国内での生き残り策の一つとして，「試作に特化する」という生き方がある。この場合に

は，規模の経済性を追求できない代わりに範囲の経済性を考慮する。要は，多くの顧客か

ら依頼される多種多様なニーズに対して対応していくことを企図するのである。一方，試

作に特化しようとした場合，特に人と金に関わる課題を持つことになる。人については，

多種多用な顧客のニーズに対し，それに応えうる技術・技能をもった人材確保や人材教育

が必要となることである。また，試作の場合にはそのほとんどが短納期を要求するため，

それに応えうる生産体制やしくみを持っていなければならない。また，金の面では，多種

多用なニーズに答えられるような機械装置・治工具などを用意しておかねばならない。当

然これにはお金がかかる。投資の回収を量産売上収益の中から見積もることができない。

導入した機械装置を遊ばせておくことも出来ない。このような課題にどのように対応して

いくかが事業の成否を決める大きな要素である。 

 株式会社イングスシナノは，自社で対応できない機能を地域企業とネットワークを構成

して補完すると同時に，地域企業に対しても事業機会を提供する体系を作り上げている。 

 

（２）会社概要 36 

 

 株式会社イングスシナノ（以下，イングス）は，下諏訪町を本社とする地域中堅製造会

社であり，二代目社長小林秀年氏が率いている。創業者（父）は会長として対外的な事案

36 同社への最直近のヒアリングは 2016 年 2 月 12 日。 
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中心に，会社の運営は二代目社長が取り仕切っている。一般には中小企業の後継者問題が

大きく顕在化しているが，イングスは順当にバトンタッチが出来た会社の一つである。 

 創業は蚕糸業で起業したが，製糸の急落から 1968 年に精密工業に転換，現セイコーエプ

ソンの仕事を受注出来たことから時代の流れにのり，1970-80 年代に会社が発展した。1980

年代にはいり，エプソンから自立化を図るよう指導があったことから独自展開を始め，い

ろいろな事業を多方面から受注しようとの活動が活発化した。1990年代から同種の多くの

企業が海外展開を始めたが，イングス社は国内での生き残りを目指して，事業の多角化に 

務めた。 

 小林社長はセイコーエプソンに入社してアドミ部門や営業部門で一定期間研鑽を積んだ

後，イングスに移り社業を受け継いだ。エプソン時代に養ったものづくりに対する姿勢や，

社内外の多くの人脈・ネットワークが有効に機能している。 

 2011 年に創業 65 周年を迎えた時点における二代目小林社長のメッセージは，「どのよう

なご要望にもお応えできる EMS 企業を目指して。」であった。ここでいう EMS 企業の概念

を，「お客様から頂いた仕事を設計から納品まで一貫してこなす企業」と定義している。 

 2016 年に創業 70 周年を迎えたイングスは，「液晶とベアダイ実装の試作で対応力日本一

を目指します」との会社方針を打ち出し，試作で生き抜く姿勢を鮮明にした。会社概要は

以下の通りである。 37 

〔会社概要〕 

商号    株式会社イングスシナノ 

創業    1946 年（昭和 21 年） 

資本金   20,000,000 円 

代表取締役社長     小林 秀年 

事業所・営業所 

◎本社・四王事業所  長野県諏訪郡下諏訪町北四王 5415 

◎久保事業所       長野県諏訪郡下諏訪町久保 5745 

◎東京営業所       東京都千代田区岩本町 3-11-8 ハローオフィス秋葉原 オフィス 229 

従業員数           約 70 名(男子 50 名，女子 20 名) 他 派遣社員 

業務内容（大きく 7 つの事業領域） 

 ◎実装事業（試作・量産・評価） 

 ◎フラットパネルディスプレイ事業 

 ◎組立事業  

 ◎評価・試験事業 

37 株式会社イングスシナノ HP(http://www.ings-s.co.jp/)。 

 
2016 年にロゴ・マークを改定。 
「現在進行形の ing を複数形 s で行う」

との意志が表明されている。 

 
本社前景（同社提供） 
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 ◎リサイクル事業 

◎ソリューションサービス事業  

◎自社開発事業 

社内改善活動 

◎JIT 推進活動 ◎５Ｓ推進活動 ◎創意工夫提案活動 ◎人材活性化教育活動  

主要取引先 

◎一般企業及びその関連会社  主要企業 53 社 

◎官公庁等   開発研究所 4 機関，15 大学 

 

〔会社沿革〕 

1946 年  信濃蚕業株式会社創立。蚕種の製造・販売を開始。 

1968 年  精密事業部を設立。浜沢工業株式会社（現セイコーエプソン株式会社）と取引開始。 

1971 年  各種カメラの組立業務を受託。 

1996 年  創立 50 周年を機に社名を株式会社イングスシナノに変更。 

1999 年  ISO 9001 の認証を取得。産業廃棄物収集運搬業免許取得。 

2000 年  新社屋竣工。携帯電話用カラー液晶表示体のモジュール実装を受託。 

2001 年  ISO 14001 認証取得。 

2003 年  コンサルティングを受けトヨタ JIT 方式を導入。 

2004 年  人材派遣会社 有限会社ウィングを設立。自社開発製品「ペルチェ発電キット」発表。 

2006 年  実装分野事業を拡大。 

2007 年  プラスチック射出成形の製造業務を開始。 

2008 年  社内特許第 1 号取得。 

2012 年  ソニー・グリーンパートナー認証取得。 

2014 年  ISO/TS 16949 規格適合。東京営業所開設。 

2016 年  医療機器製造業の登録。 

 

（２）試作強化の方向性 

 

2000 年にセイコーエプソンの事業であった携帯電話用カラー液晶表示体のモジュール

実装を受託したことが現在の事業のベースになっている。「液晶とベアダイ実装の試作で

対応力日本一を目指します」との会社方針がこのことを如実に物語っている。多くの企業

の生産主体が海外になる中で，イングスは多くの国内企業が「開発は国内，量産展開は海

外」と位置づけて国内空洞化を避けつつグローバルな機能編成を再構築する姿を見ながら，
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次期開発製品の試作開発は国内で実施するはずで，その需要に対応することをイングスの

事業ドメインとして方向付けを行った。 

そのために，イングスの強みをどのように発揮すべきかを構想し，イングスの強みとし

て，以下のように整理された。 

〔イングスの強み〕 

I-JIT38に基づいたモノづくりと協力企業各社の強みを活かしたワンストップサービスの提供。 

 

具体的には，以下の 4つの方法論に集約されている。 

〔イングスの強みを発揮するための 4 つの具体的な方法〕 

①「地域企業ネットワークを活用し，イングスが責任を持って顧客のあらゆる要望に対応

する」 

イングスだけでは機能的に対応できないことも有り得る。その場合には諏訪地域のもの 

づくりに長けた企業のネットワークを活かし，イングスに来ればイングスが全ての面倒 

を見て（＝ワンストップで）顧客対応するとの考え方を打ち出し，協働企業や支援機関 

のコーディネーション機能を活用したチーム・イングスのネットワークを構築した。 

② 「顧客の仕様書や図面の提供により，設計から出荷までを一貫して対応する」 

顧客の煩わしい仕事を全て代行する。これらの取組みの概念構成を図表 4-20に示す。 

③「1個～量産まで試作・量産に柔軟に対応する」 

④「I-JIT思想をベースに，顧客の要望に 100％対応する」 

 顧客の新規プロジェクトを短期間で立ち上げができるように，イングスとして整えて 

きた組織能力は，トヨタ生産方式に学び独自の生産方式を確立していること，ISO9001， 

ISO14001，ISO/TS 16949 などの管理システム認証を受けていること，部材の調達にソニ 

ー・グリーンパートナー認証を受けていること，生産数量は顧客の要望により柔軟に対 

応できること，必要となる生産設備は逐次導入してきていること，従業員教育には熱心 

に取組み従業員の能力向上がはかれていること，などである。 

 

このような取組み姿勢から，製造業では通常 QCD を管理指標として標榜するが，イング

スではさらにサービスの重要性を認識し，QCDS39を掲げていることが頷ける。 

 

38 I-JIT とは Ings shinano Just In Time の略で，コンサルタントからトヨタ生産方式を学び，独自に 

生産システムを構築した。 
39 顧客視点に立った QCDS では，「Quality（品質）」：期待している品質が保たれ不良品が含まれていな 

 いか，「Cost（コストもしくは価格）」：原価とともに適正な価格で製品が提供されているか，

「Delivary （納入，納期）」：期待する数量と納期で調達することができるか，「Service（サービ 

ス）」：購入前後のサポートやフォローが十分に受けられるか，の視点を評価指標として業務管理に役

立てようとする。 
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図表４-20 チーム・イングスの地域共同企業ネットワーク 

 

     （出所）株式会社イングスシナノ提供資料を参考に筆者作成。 

 

（４）試作特化の成果 

 

 試作に特化した場合には，前述したように規模の経済性効果を期待できない。従って，

範囲の経済を追求することとなる。イングスの場合には，実装技術を活用した中核事業で

は多くの取引先（顧客）を獲得していることで賄っている。一流の大手メーカーから依頼

を受けている。しかも特徴的なことは，多くの大学や研究機関からも委託を受けているこ

とがあげられる。試作の場合には量産に移行した場合の製品 1個あたりの単価とは比較に

ならない高価格の設定が可能である。もう一つの特徴は，リサイクル事業なども含め事業

の多角化を図っていることである。これらはコア技術をベースに進めた事業であるため関

連性多角化が進められたということである。従って，失敗の危険性が少なく，保有設備な

どの資産の有効活用が図れている。 

 採算面では，年間売上高が約 10億円程度と安定しており，利益も一般の製造業の水準よ

り高い業績が確保できているという。売上高の高成長率を望むのではなく，安定成長と確

実な収益を治めることに軸足を定めた結果，イングスは成功しているといえる。また，自

前の商品開発事業も行っており，この中から特許取得も実現できた。このような活動は，

イノベーションの創造と従業員のやる気の高揚に寄与している。また，下諏訪地域の企業

の中では活性化されてきている。 

 

（５）取組みの評価 

 

 イングスが試作で成功した理由は，諏訪地域の多くの中小企業が行っているような精密

機械加工のある分野を得意領域として事業運営しているわけではなく，セイコーエプソン

の液晶事業のモジュール実装を下請として行う中で技術技能・ノウハウを身に着け，半完

・設計/調達

  ・図面 ・生産

  ・要望 ・品質評価/保証

・出荷

  ・仕様書

〔顧客〕

イングス

協働企業

ネットワーク

諏訪圏

ものづくり

推進機構

ものづくり

支援センター

しもすわ
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成品といえる液晶モジュールを作ることができるからである。液晶モジュールは，実装技

術と合わせて，液晶の欠陥検査技術が極めて難しく肉眼では検査できない。従って，品質

保証について熟知して，自動検査装置まで操ることができなければならない。 

 多くの日本の液晶メーカーの実装工場が海外に大規模工場展開をしているため，液晶パ

ネルを自社仕様に実装する仕事を受けてくれる国内拠点は少なく希少価値を生んでいる。

そのため，大学や研究機関，企業から試作の依頼が絶えない。それらの顧客から多種多様

な依頼を受けることで，例えばＡ社の次期量産製品がどのようなものになるのか，などい

ち早く情報が入る。これらの需要に応えていくことを通して，イングスの技術力向上に資

するとともに，必要となる機械装置の手配も相応の確実性をもって進めることができる。 

 一方，イングスに入ってくる多様な仕事についてイングスだけでは対応しきれないもの，

あるいはイングスで機能的に不可能なものがある。そこで，地域協働企業ネットワークを

イングス主導で形成した。しかも，協働企業は下諏訪町の企業が前提となっている。 

イングスは下諏訪町の商工会議所のリーダー企業であるため，下諏訪を何とかしようと

いう思いが強い。しかし，残念ながらローカル色が強すぎる。下諏訪の企業のため，下諏

訪という地域のためにはある程度貢献するものと思われるが，諏訪地域全域を対象エリア

とするような動きをしたら，より一層顧客価値を高める活動となるものと考えられるため，

この点が今後に向けての課題である。 

試作に特化する方法も日本で生き残る一つの生き方であった。これは，ある分野で技術・

技能を蓄積した企業が，国内での生き残りを図る作戦の一つである。国内で，面倒な試作

を短納期で対応してくれる企業があれば重宝されるため，需要としては存在する。ただし，

規模の経済性は見込めないため，事業規模を大きく拡大していくことは難しい。範囲の経

済性を追求する企業努力が必要となる。一方，地域外から人と情報が流入するという効果

を生むため地域活性化には大いに貢献しよう。 

 

 

第４節  事業創造（起業）の活発化 
 

 本節では，地域の中に，起業も含め新たな事業創造をどのようにしたら活発化していく

ことができるのかについて検討する。 

 

４.１  事例：株式会社サンメディカル技術研究所の取組み 40 

 

（１）起業の背景と会社概要 

40 同社への最直近ヒアリングは 2015 年 2 月 13 日。 
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株式会社サンメディカル技術研究所（以下，サンメディカル）は，体内埋め込み型補助

人工心臓の開発を目的に 1991 年設立された。厚生労働省によれば，「心疾患」による死亡

率は 15.5％と死因別では２番目に高く 41，重症患者への治療方法の開発期待は高い。 

しかし，同社の企画は日本では例のない難易度の高い開発を目指していたために，リス

クが大きいからと大手企業からの開発協力を得ることができなかった。そこで，サンメデ

ィカルはベンチャー企業として独自に立ち上げることを決意したという。 

この開発プロジェクトは，人間の体の腹部左下にはちょうどある範囲の大きさであれば，

その物体を収めることができる余地があり，そのスペースを活用して血液を循環させるポ

ンプの機能を持った補助人工心臓装置を埋め込み，心臓の機能を補おうとするものである。 

従って，人間（動物）にとって最も重要な臓器に直接的に関わる処置法の開発だけに，

その開発のハードルの高さは容易に想像ができるものであった。事実，開発にはやはり相

当の苦労をともない，かつ長期に渡る時間を要すことになったのであるが，ちょうどスタ

ートしてから 20 年が経過した 2011年，植込み型補助人工心臓“EVAHEART（エヴェハート）”

として日本での販売を開始することができた。会社概要は以下の通りである。42 

〔会社概要〕 

名称    株式会社サンメディカル技術研究所 

創業    1991 年（平成 3 年）4 月 

代表者  寺浦 實  

資本金  9 千万円  

事業内容 補助人工心臓の研究開発・実用化・販売 

従業員数  70 名 

 

〔経営理念〕 

一. 独創的な医療機器を供給し，人類の健康福祉に貢献する。  

一. 医療事業を通じて，高い志と生きがいある人を創造する。 

 

〔会社沿革〕 

1990 年  東京女子医科大学山崎健二医師が植込み型補助人工心臓を考案。  

1991 年  株式会社サンメディカル技術研究所設立。東京女子医科大学，早稲田大学と産学協同開発開始。 

1993 年  米国ピッツバーグ大学との協同研究開始。  

1996 年  米国ピッツバーグ大学動物実験開始～2001 年 11 月に終了。  

1997 年  科学技術振興事業団からの開発委託決定。（6 年間で 10 億円） 

41 厚生労働省（2015）参照。 
42 株式会社サンメディカル技術研究所（http://www.evaheart.co.jp/wp/）  

 
本社全景（同社提供） 
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1998 年  植込み型補助人工心臓製造のための現工場を建設。 

1999 年  医薬品機構（厚生労働省所管）融資案件採択。（5 年間で 3.5 億円） 

2005 年  東京女子医科大学にて国内第一例目の植込み手術実施。 

2006 年  国内ピボタルスタディ開始～2008 年 2 月終了。 

2009 年  米国医薬品食品局（FDA）治験開始承認（IDE）取得。 

2010 年  厚労省より植込み型補助人工心臓 EVAHEART（エヴァハート）の製造販売承認取得。 

2011 年  植込み型補助人工心臓 EVAHEART の日本販売を開始。 

2011 年  植込み型補助人工心臓（水循環型）の保険適用開始。 

2012 年  株式会社ハイレックスコーポレーションと資本提携。 

現在に至る。 

 

（２）困難な開発への挑戦 

 

植込み型補助人工心臓とは，心不全になり十分に血液を送り出せなくなった心臓を補助

するために，ポンプを体内に植え込み，血液を全身に送る装置である。この方法にチャレ

ンジしているグループは世界でも欧米に 2社程度であった。もし，このような装置が開発

でき，実用化が図られるとすれば，心不全症状を改善することができ，在宅療養もできる

可能性が生まれ，期待度は一気に高まることとなる。 

しかし，この装置に求められる要件は技術的に極めてハードルが高い。人体の中に植え

込む形態の装置であるため，生活上の煩雑さは改善されるのであるが，一度植え込むと逆

に簡単に交換することができない。もちろん，途中で止まってしまうようなことはあって

はならない。また，交換時期（サイクル）は人体への負荷・影響度を勘案すれば，年単位

でないと実用化は難しい。つまり，最低でも 1 年間，24 時間連続運転が必達事項となり，

装置開発に対しては過酷な要求仕様が突き付けられる。 

ところで，植え込まれた人工心臓のポンプが扱う対象は血液である。血液の血球成分が

壊れてしまう（溶血）や，熱が加わると熱凝固して固まってしまう（血栓）という，血液

のもつ特質を損なうことなく機能するポンプを開発しなければならない。 

また，補助人工心臓装置が全体システムとして機能するようにするために，各種のセンサ

ーや電子回路により電子制御しなければならない。 

 このような様々な開発要素を順次クリアしながらプロジェクトは進められていった。

2009 年，米国医薬品食品局（FDA）より米国における治験開始申請（IDE）の承認を取得す

ることができ，米国での治験を本格的に進めることができるようになった。引き続き 2010

年には，厚生労働省より植込み型補助人工心臓（エヴァハート）の製造販売承認を取得す

ることができた。創業から苦節 20 年，2011 年にはエヴァハートの日本販売を開始するま

でにこぎつけることができた（図表 4-21）。 
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図表４-21 植込み型補助人工心臓“EVAHEART（エヴァハート）” 

 
          （出所）株式会社サンメディカル技術研究所提供。 

 

（３）起業の意義 

 

 前述の通り，サンメディカルが行ってきた開発事案は極めて難易度が高く開発期間も長 

い。当然，莫大なお金も要した。イノベーションでいえば，継続的な改善の意味合いの強

いインクリメンタル・イノベーションではなく，世の中に衝撃を与えるようなラディカル・

イノベーションである。なぜ，ここまで一中小企業が頑張ってやってくることができたの

だろうか？ 

 この秘密は諏訪の企業家一族に受け継がれた起業家精神にある。サンメディカルの社長

を務める山崎俊一は，父・山崎壮一，祖父・山崎久夫をもつ直系の孫にあたる。山崎久夫

は第３章に述べたように，諏訪地域の製糸業が急落する中，産業の構造転換を図り，諏訪

に時計産業を誘致し根付かせるという快挙を成し遂げた，その人である。山崎壮一も山崎 

久夫から時計商を引き継ぐとともに，自らも 2015 年に創業 50 周年を迎えた精密加工事業 

や電子デバイス関連事業を手掛ける株式会社ミスズ工業 43を創業した企業家である。 

山崎一族は根っからの実業家ファミリーである。山崎久夫の長男は山崎壮一，次男・山

崎雄二はセイコーエプソン株式会社の前身・株式会社諏訪精工舎に入社し，後に副社長を

務め，三男・山崎晃は省力機械や半導体実装装置などの各種自動化設備機械の設計開発か

ら販売まで行うアスリート FA 株式会社 44を創業し，現在同社代表を務めている。また，山

崎壮一の長男は山崎俊一，次男・山崎健二は現在東京女子医科大学心臓血管外科学の主任

教授，三男・山崎泰三は上記ミスズ工業の社長である。 

サンメディカルを起業しようとした理由は二つある。一つは，直接的な理由であるが，

次男・山崎健二が植込み型補助人工心臓（エヴァハート）を考案したことで，これをぜひ

とも開発実用化したいと願ったことである。もう一つは，かねがね精密機械・電子産業が

グローバル生産体制の構築が進む中，地域の産業力が弱くなっていることを憂いていた山

崎壮一が，今後の諏訪にふさわしい産業は何であろうか模索する中で，医療・ヘルスケア

43 http://www.miszu.co.jp/ 参照。 
44 http://www.athlete-fa.jp/ 参照。 
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分野のいわゆるメディカル産業であろうとの思いを持っていたことである。諏訪地域全体

にもメディカル産業がいいのではないかとの風潮も生まれていた。 

このような背景から，次男・山崎健二の発案に対して山崎一族として意見交換をする中

で，極めて困難な事業となるであろうが何とか実現しよう，と決断がされた。長男・山崎

俊一は，この事業そのものをサンメディカルという会社を創業して推進する。三男・山崎

泰三は，そのものづくりの部分をミスズ工業の事業として協力する。そして，山崎壮一は

私財をなげうって事業の推進を見守ったのである。 

このプロジェクトの事業化は厳しい道のりであったが，こういう事業を何としても諏訪

で起こしたい，という強い思いが困難な道のりを牽引し，事業化（販売）まで漕ぎつける

ことができた「原動力（駆動力）」であった。 

そして，実際にこの難しい技術開発に成功できた要因は，医療技術や医療の背景にある

様々な知見を熟知した大学病院勤務の次男・山崎健二の存在，日米複数の大学との共同開

発の枠組みの下での治験プロセスの推進，さらに精密機械電子工業分野を手掛ける親族会

社の全面的協力による製品開発，地域企業（大企業含む）の支援などが結集してできた結

果である。 

 

４.２  事例：株式会社たび寅の取組み 45 

 
 株式会社たび寅は，製造業者の範疇には属さないが，第 2 章において諏訪地域に欠けて

いる要素として情報技術（ICT 技術）を活用した事業展開が未発達であることを述べたこ

とから，ソフト情報制作関連事業を起業した企業の事例として取り上げた。 

 

（１）起業の背景と会社概要 
 
 株式会社たび寅（以下，たび寅）は，大手広告代理店や大手企業の雑誌制作部門で OLと

して働いていた秋山晶子現社長が，2004 年に諏訪で設立したホテル予約専門の旅行会社で

ある。 
 OA 時代の経験から，お客が来る（勝つ）宿とお客が来ない（負ける）宿が明確に峻別さ

れることを見てきた。負ける宿も手を入れると勝てる宿に変わり得ることを見てきた秋山

社長は，負ける宿を助けたいと徐々に思うようになっていった。そのような時，負け組宿

に該当する 1 社から HP 作成依頼が直接秋山社長宛に舞い込んだという。HP を作成してあ

げることはできる。しかし，HPは作成した後放っておいたら意味がない。更新する必要が

ある。ここにビジネスチャンスがあるのではないかと感じた秋山社長は起業を考えるよう 

45 最直近のヒアリングは 2016 年 11 月 22 日。 
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になった。これが，実際に会社を設立し起業するきっかけとなったことである。 
 すべてがゼロから経験することだったという秋山社長であるが，2009 年には全国商工会

議所女性会連合会で女性企業家大賞を受賞した。また，自らも会社経営の中で出産を経験

し，会社の中にユニークな子育て保育施設を作るなど，他の女性従業員の子育ても応援し

ている。46 このようなたび寅の会社概要を以下に示す。 47 
〔会社概要〕 

名称     株式会社たび寅 

創業          2002 年 6 月 （設立：2004 年 10 月 28 日） 

資本金      1,000 万円  

本社所在地  神奈川県横浜市神奈川区白幡上町１６－２１ 

長野支社   長野県諏訪市沖田町２－５２沖田平成ビル２階 

東京支社   東京都千代田区神田神保町 1‐7-12 巌松堂ビル 8 階 

九州支社    佐賀県武雄市武雄町大字武雄 4604-3 スミレビル 102 

代表者    秋山晶子 

事業内容   インターネットによる宿泊施設の予約受付，経営コンサルタント 

       宿泊施設のイベント企画，その他広告代理業務 

年間売上高  1 億 3500 万円 

顧客     全国約 300 の宿泊施設他（予約システムのみの施設は 800 以上） 

 
（２）起業と事業展開の戦略 
 
 起業に先立って，秋山社長は商品展開のポジショニングを「価格（料金体系）」と「リピ

ート力（顧客のローヤリティ）」の 2 軸で考えてみたという（図表 4-22）。 

第１象限は売り手の願望であってビジネスにはなりにくい。第 3 象限は買い手がついて

もやはりビジネスにはならない。第 4 象限は企業力がなければ事業の運営は難しい。唯一，

第 2 象限が，ベンチャー起業が起業しようとして狙える領域であると考えられた。 

 このような目で，通常のホームページ（HP）制作会社の仕事のやり方を見てみると，比

較的高額で HP の制作を受けているが，HP を納品して仕事が完結という一過性のビジネス

になっていた。そこで，HP の制作受注時には低額に抑えて，その代わり制作した HP から

お客の予約が入る度に宿泊料のある料率で料金をいただく仕組みを考えた。 

 また，勝てる宿にするためのコンサルテーションでは，「オリジナル商品を作る」ための

様々な提案をするとともに，「徹底してお客様の視点にたつ」ことで見えてくるものを重視

46 http://www.pref.nagano.lg.jp/rodokoyo/sangyo/rodo/work-life/documents/3-tabitora.pdf 参 

照。長野県（2013b），長野県産業労働観光課（2013）参照。 
47 http://www.tabitora.com/company.html 参照。 
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した。こうして，顧客も増え，リピート客の増加とともに会社の業績も向上していったと

いう。 

 
図表４-22 商品展開のポジショニング 

 
           （出所）株式会社たび寅の説明を基に筆者作成。 
 
（３）起業の評価 

 
 秋山社長は，地方だからこそ起業ができたという。もし，東京でやっていたら初めから 

成り立たなかっただろう。大手から中小まで競争相手が多く，特徴が認知されないまま飲 

み込まれてしまうだろう。地方にいることはいいことで，この方が起業しやすい。地方で

は知名度を高める工夫がしやすいし，具体的なビジネスのターゲットとなる顧客も見える

ため取組みやすい。48 新興企業は 5 年間が勝負の期間だろう。そこでうまくいったら，

そこから全国に打って出ればいい。現代はネットでつながっている社会であるから，起業

には地方がいいという。 

 たび寅は，秋山社長の発想の柔軟さとバイタリティのある行動力で，まさに 5年にして

長野県に認知される企業となった。ほとんど，長野県とは縁もゆかりもない人が起業した

のであるが，長野県には数多くの観光地があるなど観光資源に恵まれ宿泊業もたくさんあ

る。旅行業として起業するための外部環境が整っていたことも奏功している。 

 以上から，選択する業種によっては，地域にそれまで何らつながりがなかったとしても, 

起業することにおいて大都会より有利な場合があるということ,独自性がありかつ模倣困

難なビジネスモデルの考案が必要であること，地域にいながら外部経済導入に成功してい

ること，などをこの事例は示唆している。 

 

 

48 秋山社長は長野県がある分野で日本一という魅力度に注目している。例えば，百名山全国 1 位,日帰 

り温泉全国 1 位，働く高齢者全国 1 位，住みたい県全国 1 位など。 

高

低

低 高価格（料金体系）

ベンチャー企業向き 売り手の願望

絶対儲からない 大手企業向き

リ
ピ
ー
ト
力
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４.３  事例：NPO 法人諏訪圏ものづくり推進機構の取組み 49 

 

（１）NPO 法人諏訪圏ものづくり推進機構と諏訪圏工業メッセ 

 

 NPO法人諏訪圏ものづくり推進機構（以下，SUWAMO という）は，2004 年 4 月に発足した。

これに先立つ 2002 年には，諏訪圏の有するものづくり力を外に向かってアピールしよう

との目的で，第 1回の「諏訪圏工業メッセ」が開催されたのであるが，その派生的・副次

的効果として各種の研究会や産産連携および産学連携等、新たな動きが誕生・活発化した。

そして，「ものづくり支援」を広域的・横断的におこなう拠点を作ろうとの機運が高まり，

地域が一体となって作った組織である。この背景には，諏訪地域 6市町村が行政として合

併を果たせなかったことにより，産業面において広域的・横断的対応の弱さを関係者が痛

感したことによる。 

 SUWAMO の目的は，諏訪地域の企業群が連携し独自の技術を発揮し合うことで、技術向上

はもとより技術者の育成や高付加価値製品を生み出すことを念頭に，人材育成・企業体質

強化・ビジネスサポートなど、一社だけでは容易に解決できない課題について、行政･経済

団体･支援機関とともに一丸となって取組むことである。 

 諏訪圏工業メッセは 2002 年の第 1 回開催以来 2016年まで毎年継続して実施され，2016

年メッセに出展した企業・団体は 412 にのぼる。出展を契機に受注があった企業は 8.3％，

商談があった企業 1 社あたりの受注先数は平均で 1.6 件であった。また，2016年にはトヨ

タ自動車やマツダ，三菱重工業などの拠点に直接出向いて諏訪圏の技術をアピールする展

示会も開催し，それぞれ高い評価を得た。 

 

（２）魅力ある SUWA ブランドの創造活動 

 

 地域一体となって取組もうとしていることは，「魅力ある SUWAブランドの創造」であり，

地域のもてるものづくりポテンシャル（ブランドの技）を事業に繋ぐことをミッションと

する。具体的には，海外を視野に販路拡大をめざすことと，成長産業 3 分野（医療ヘルス

ケア・環境エネルギ・航空宇宙）に対して域内企業連携を活発にするなどして取組むこと

である。 

 本項では，様々な活動の中で,「医療・ヘルスケア機器研究会」について取り上げる。本

研究会は，第 1 回諏訪圏工業メッセの直後に結成された諏訪医療機器研究会がその前身で

ある。この研究会は厚労省認可レベルの事業立ち上げを目標にしてスタートしたためハー

ドルが高すぎうまく進まなかったことなどを反省材料として，2010年に再結成された研究

49 NPO 法人諏訪圏ものづくり推進機構 HP（http://www.suwamo.jp/about.html）参照。 
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会である。目的は医療・介護の現場に実用化可能な機器の開発・事業化を，参加企業の共

同プロジェクトで達成しようとするものである。特徴は，地域の病院が諏訪赤十字病院分

科会，富士見高原病院分科会，こども病院分科会などの形で分科会を構成し，大学や地域

企業など約 50団体が参画し，毎月分科会・研究会を実施している。2016年は合計 13テー

マに絞ってアウトプットにつなげようとする活動が行われている。また，東京から地域出

身の企業家や元地域病院院長をアドバイザとして参画してもらうなどにより，実効性のあ

る活動が展開されてきている。 

この研究会は単なる情報交換の場ではない。趣旨に賛同した参加者は現在 30社 50 名程

にのぼる。特に，地域の医療機関である諏方赤十字病院，富士見高原病院，諏訪中央病院，

県立こども病院からの参画も得，これまでに 2３回にわたる講演会・研究会を実施し，研

究会会員企業に情報提供してきた。病院からのニーズが直接聞けて，それを技術・製品開

発に活かそうとする動きであり，今後に期待が寄せられている。研究会の構成は以下の通

りである。 

〔研究会の構成員〕 

指導医師       宮坂勝之先生（聖路加国際病院周術期センター長，元県立こども病院院長）  

コーディネータ  伏見哲氏（㈱ケアシステムズ代表取締役社長）  

連携機関       メディカル産業支援センター（長野県テクノ財団），大学等  

主催機関       NPO 法人諏訪圏ものづくり推進機構 

             公益財団法人長野県テクノ財団諏訪テクノレイクサイド地域センター 

参加者     企業，大学，関係団体等 

 

（３）「医療・ヘルスケア機器研究会活動」の意義 

 

 この活動は，主催機関が民間企業ではない二つの公的機関である，SUWAMO と公益財団法

人長野県テクノ財団諏訪テクノレイクサイド地域センターがリーダーシップを発揮してい

る。その呼びかけに多くの企業や関係団体が参画した。しかも，医療・介護の現場のニー

ズはなかなか一般企業には探れずよくわからない分野であることから，病院という現場に

直接参画してもらい医師や看護師，また介護士の立場からこのようなものがあるとよいと

いうようなニーズを語ってもらい，それを基に知恵を出し合って医療介護用の設備機械装

置の開発に取組もうとしている。さらに，このような分野に適切な知見を有する人がアド

バイザとして参画していることなどに特徴がある。 

 参加企業は，自社の取組みたいと考える分科会に参加し，参加企業・団体と月 1 回ベー

スの会合をもっている。 
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 従って，産業クラスターの組織構成として望まれる形態を有しており，かつ顧客・使用

者側の立場からのニーズの説明を聞いて理解して製品開発にかかるというスタイルである

ため，まさにマーケットインの志向，顧客志向に立った取組みとなっている。 

 

 

第５節  イノベーションと特許活用の意義 
 

本節では，イノベーションと特許（パテント：patent）の関係について考察する。イノ

ベーションとは，「新しい技術の発明だけでなく，新しいアイデアから価値を創造し，社会

に変化をもたらす自発的な人・組織・社会の幅広い変革」を意味する。このようなイノベ

ーションを起こす取り組みを「イノベーション活動」という。50 
特許は，このようなイノベーション活動を具体的に進める上での「駆動力（ドライビン

グ・フォース）」となり得る。それは，特許が確立する際の重要な観点が「新規性」と「進

歩性」にあるからである。新規性とは，過去に同じものがないことである。しかし，過去

に同じものがないからと言って，その効果が従来と同様であればその利点は少ない。従っ

て，従来にはない効果があるという点で進歩性が求められる。 
イノベーション活動の結果として何らかの成果物が構築された場合には，その成果物を

知的財産権として権利確保することにより，その権利の活用と保護が可能となり，ビジネ

スを具体的に推進する上において，関係取引先等との交渉力の面も含めて効果を発揮し得

る。イノベーション活動の結果，収益性の向上，生産性の向上，新しいノウハウの獲得，

従業員の能力向上など，具体的な成果を得られることを「イノベーションの達成」という

51が，特許取得はまさにこのイノベーションの達成に直接的に貢献し得る。 

 
５.１  イノベーションとインベンションについての考察 

 
 本節では，イノベーション（Innovation）が重要であることは言うまでもないが，イン

ベンション（Invention）の重要性にも改めて注目すべきとの観点について述べる。 

IBM の CEO であった Sam Palmisano 氏は，「“Innovation(イノベーション)”とは，

“Invention（発明）”と“Insight（洞察）”の交わるところで生じるものであり，問題解

決に向けて発明を応用（適用）するものである。（Innovation occurs at the intersection 

of invention and insight. It’s about application of inventions to solve 

problems.）」52と述べている。つまり，イノベーションを起こすためには発明が不可欠な要

50 中小企業庁（2015）第 2 部第 1 章。 
51 前掲注に同じ。 
52 IBM(2006b)。 
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素であり，それをどのように利活用したらよいのか深く考えるところからイノベーション

を起こすことができるというのである。発明しただけでは何ら産業の発展に寄与しないが，

その発明をどう活かすかを考えることによって産業の発展や変革に寄与しうる。 

 図表 4-23 は，Innovation という語句と，Invention という語句が様々な場面において

人々にどの位の頻度で使われてきたのか，その頻出頻度を時系列で示したものである。産

業革命以降，長期間にわたって Invention が Innovation に先行して発生しており，かつ

Innovation は Invention に対して若干の時間的遅れを伴いつつ連動する動きを示してい

る。ところが，この両者の動きの関係は，1950 年頃から変化が起こり，逆の対称的な動き

へと変わってゆき，1970 年頃からは 2000 年に向けて Innovationが主導的な役割を果たし

始める。圧倒的に，Invention という語句よりも Innovationという語句が人々に使われ出

したのである。多くの企業において，基礎研究より応用開発重視の方向性が出され，また

あらゆるところでイノベーションの重要性が説かれていることに呼応している動きである。 

さらに， 2005 年以降では，Innovation の頻出頻度が下降しつつあるようにも伺える。 

イノベーションを起こすことが求められる事情は変わらないものの，イノベーションを

起こすための方法論において，Invention の重要性を再認識すべきことを示す一つの事象

と言えよう。 

 

図表４-23 Innovation と Invention の頻出頻度（1950 年以降） 

 

（出所）Google Books Ngram Viewer に筆者一部加筆して作成。（2015 年 5 月時点） 

 

５.２  特許出願と業績の関係 

 
 イノベーションを起こすためにインベンションを活用するという観点から，特許出願と

業績に何らかの関係があるのかどうかについて考えてみる。これを調べるために，特許公
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開件数と製造品出荷額等の年次推移の相関をみてみよう。 
図表 4-24は，全国における製造品出荷額等と特許公開件数について 2001 年を基点とし

てその年次推移を示したものである。 

 同じく，図表 4-25は長野県全県について，図表 4-26 は諏訪地域についてそれぞれ示し

たものである。図表 4-24～図表 4-26 のいずれの場合にも，製造品出荷額等と特許公開件

数との間には 1％水準で相関ありとの結果が得られた。従って，特許出願は業績に影響を

与えると言ってよかろう。 
 

図表４-24 全国における製造品出荷額等と特許公開件数の推移 

 
（注）偏相関係数：0.648  偏相関係数の検定：1%水準で相関あり 
（出所）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）各年度統計データとめぶき特許事務所検索データに 
  基づき筆者作成。 
 

図表４-25 長野県全県における製造品出荷額等と特許公開件数の推移 

 
（注）偏相関係数：0.611  偏相関係数の検定：1%水準で相関あり 
（出所）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）各年度統計データとめぶき特許事務所検索データに 

基づき筆者作成。 
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図表４-26 諏訪地域における製造品出荷額等と特許公開件数の推移 

 
（注）偏相関係数：0.556  偏相関係数の検定：1%水準で相関あり 
（出所）工業統計調査報告書（経済産業省，長野県）各年度統計データとめぶき特許事務所検索データに 

基づき筆者作成。 
 
５.３  中小企業の知財戦略 

 
（１）日本の中小企業の特許出願 

 
特許庁（2004）によれば，日本の全企業数の 99.7％以上を占め，大凡 385 万社ある中小

企業の特許出願は，日本国籍で出願された特許出願件数約 27万件のうちの約 3万件の 12％

にすぎない，という。また，中小企業の海外出願件数は，2009 年以降増加傾向にはあるも

のの，出願全体に占める海外出願率については中小企業では 15％程度であり，大企業の

30％程度に比べるとまだ低い状況にある。 

 中小企業 1社当たりの特許出願件数は，年平均 3件程度であるが，その内訳は年間の出

願件数が 1 件のみという企業が約 60％を占めており，全体の約 85％の企業は年間に 3 件

以下の出願に留まっている。2003 年～2012 年の 10年間に特許出願した中小企業の出願状

況をみると，毎年出願した企業は全体の 2％に過ぎず，年に 1 回のみ出願した企業が約半

数を占めている。 

つまり，イノベーションを促進させる上で，その果たす役割が大きいと期待される中小

企業の特許出願の取組みは低調であり 53，今後大いに改善すべき状況にある。 

 
（２）大企業と中小企業の特許戦略 
 

53 日本の中小企業の出願が全企業の 12％に過ぎないのに対して，米国の中小企業の出願は全企業の 25％ 

を占めている。（特許庁（2014）p.3） 
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 大企業と中小企業では特許戦略は基本的に異なる。図表 4-27 はその主たる相違点を示

したものである。 

 
図表４-27 大企業と中小企業の特許戦略 

 
（出所）筆者作成。 

 
大企業の場合には，攻撃（オフェンス）と防衛（ディフェンス）の両面作戦が必要とな

り，それらを両睨みした特許出願の戦略が求められる。また，単にたくさん出願すればよ

いということではなく，出願件数ではなく出願の中身が重要であり，経営にとって効果が

あるかどうかという有効性が重要となる 54。また，一般的には出願至上主義では有効に活

用できない多くの死蔵特許を抱えてしまうという負の遺産を生むことにつながる可能性が

あることに注意が必要である。 
一方，中小企業の場合にはそれとは異なる戦略を持つ必要がある。最も重要なことは，

特許を取得できたとしてその活用にあたっては，その権利主張をする，あるいは権利を留

保しているのではなく，大企業など相手企業に使ってもらえるように意図すべきことであ

る。また，原資が限られる中小企業では多くの出願をしようとしても困難であるので，自

社にとってコアとなる技術を厳選して確実にビジネスに寄与する出願戦略を採る必要があ

る。大企業でも特許成立率は一般に 2％程度（50 件に 1件）と言われており，中小企業で

は原資が限られることから数打てば当たる的な確率を追うことはできないため，出願した

ら必ず取得できるようにする必要がある。 
 
（３）中小企業の知財戦略の意義 

 
 中小企業こそ知的財産を活用することが望ましい。その活用のポイントは，以下の４つ

に整理できよう。 

 

 

54 このような観点から特許戦略を進めている大企業の例として地元にあるセイコーエプソン株式会社で 

は，知財戦略として BP(Brilliant Patent)戦略を推進し，光る特許の出願（目標として出願の 10％） 

を促進している。ちなみに，セイコーエプソンの特許出願件数ならびに特許取得件数は国内企業の中で 

常にトップ 10 に入る常連企業である。2015 年における特許出願件数は 4,104 件（ランキング第 5 位）， 

特許取得件数 2,193 件（ランキング第 6 位）である。2011-15 年の 5 年間の年平均特許出願件数は 4,696 

件，年平均特許取得件数は 2,544 件，平均取得率は 54.2％である。 

企業 特許戦略

・オフェンスとディフェンスの両睨み

・出願件数より中身重視で経営への有効性考慮

・権利主張ではなく，取引先に活用してもらうための経営手段

・原資が限られるため，コア技術を厳選して出願

大企業

中小企業
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〔知的財産（特許等）の活用の 4 つのポイント〕 

① 社内の活性化が図れる 

② ブランドの確立と強化が期待できる 

③ 商標権の取得は費用対効果の点で有効である 

④ ベンチャー・キャピタル 55の活用が受けやすくなる 56 

 
５.４  特許活用による企業変革事例：株式会社ミヤサカ工業の取組み 

 
 本項では，諏訪地域の中小企業の中で特許活動により経営的な成果がみられ，企業に変

革が起こった事例を紹介する。 

 
（１）創業および事業の経過 
 

株式会社ミヤサカ工業（以下、ミヤサカ工業）は，宮坂現社長が 38歳で脱サラして起業

した会社である。57 起業の動機は，知人から「センターレス加工をやってみないか，経験

がなくても装置メーカーが教えてくれるし，必ずできるから」といわれ，その時は安易に

考え，1,500 万円の機械を購入して始めたという。しかし，当初は全くうまくいかなかっ

たという。 
ドットプリンタのワイヤーをまっすぐにする仕事がきたのだが，それはものすごい受注

量だった。ところがうまくいかない。こうあるべきと思い込んでいたものがどうしてもう

まくいかないのだ。悩んだ末にたどり着いたのが逆転の発想であった。ある時，その逆を

やってみたら突然うまくいったのである。具体的には，まっすぐにするために鋼材を締め

付ければいいと思っていたが，緩めてみたら嘘のようにまっすぐにできたのだという。 

次には，プリンタ・メーカーのプリンタ・シャフトの需要が急増した。しかし，それが

海外に出たため自動車用途へ転換した。現在は，エンジンのインジェクション，油圧制御

部の部品加工をしているが，孫請けレベルの下請けである。 

センターレス加工は，極めてニッチで，大抵 2-3 人の会社が多い中，ミヤサカ工業は 40

名規模の会社である。実はこのような小さな会社でもこの分野では日本でトップにある。

この加工方法は，通常はセンター出しの加工が一般的であるが，外形基準で加工する方法

55 ベンチャー・キャピタル（Venture Capital，略称：VC）は，ハイリターンを狙ったアグレッシブな投 

資を行う投資会社（投資ファンド）である。高成長が期待できる未上場企業に対して投資を行い，資金

投入を行うとともに，その投資先企業に対して経営コンサルティングなどを行い，企業価値向上を図

ろうとする。 
56 ベンチャー・キャピタルの支援を得るためには，特許の出願がされていることが大前提となっている。

（めぶき特許事務所談） 
57 以下の記述は，2016 年 7 月 1 日に社長へのインタビューによる。同社 HP 参照（http://mskcg.jp/）。 
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であり，量産性とともに高い加工精度も有しており，超硬以外の金属には何でも対応でき

る。現在，自動車用に 150-200万個のオーダーを受けて操業している。会社概要は以下の

通りである。 

〔会社概要〕 

会社名  株式会社 ミヤサカ工業  

所在地  〒391-0012 長野県茅野市金沢御狩野 5568-2 

設立   平成 2 年（創業 昭和 60） 

代表者  代表取締役 宮坂 義政  

資本金  1,000 万円 

従業員  41 名（平成 24 年 6 月現在） 

〔営業品目〕 

・極細線直線 光ピックアップ，サスペンションワイヤー，ドットワイヤー，プローブ他 

・センターレス研削 極短部品からコピーシャフトまで各種の超高精度研削 

・新企画商品 ワンタッチ給油栓「コッくん」製造販売 株式会社ミヤサカ工業 

 
（２）自社製品開発・販売への展開 

 

自動車向けに行っている現在の事業は順調であるが，自動車も海外に出ていき，先々の

不透明感を感じている中で，自社製品を立ち上げた。宮坂社長の考えは，他人がやってい

てできることなら，自分もそこまではできるはずだ，とそこまでは努力する。そうやって

これまで実現してきたことがベースとなっている。 

自社製品を立ち上げ 15 年たった現在は，本業の 2 割程度の安定的な売上をあげられる

ようになってきており，従業員の見方も変わり，積極的に資料調査や市場動向調査を行う

者も現れた。 

この自社製品がどうしてできたのかというと，自社工場内の不具合の改善からである。

工場で作業用に油の補給が頻繁に必要であるが，重いしこぼれるし，これが大変な作業で

あった。そこで「早くて，垂れなくて，手につかない」装置を開発し自社内で活用したが，

これは外販ができるのではないかと，製品化へと進めたのであった。15 秒で 30 リットル

給油できるという。ワンタッチ給油栓“コックん”の誕生である。 

 

（３）特許取得活動の推進とその意義 

 

宮坂社長は次のように述べている。「特許も取得しようとしたが，最初のものは中途半端

で投げ出してしまったという。自分も慣れていないし特許事務所もそうであった。数年前

に“コックんトーユ”（商標）で特許取得できた。これは既知の技術や製品を組み合わせて
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新たな目的に対応できるものとして取得ができたのであるが，弁理士さんの力量も関係し

ていたと思う。」（特許第 5204906 号 意匠登録第 1475334 号） 

現在はさらに，商標登録，意匠登録も併せて行っている。コックんは用途によってシリ

ーズ化を図っている。灯油ポリタンク専用には“コックんトーユ”，水ポリタンク用には“コ

ックんウォーター”，ホームタンク用には“コックん HT ホームタンク”，その他ドラム缶用

やドレイン用など品揃えをしている。（図表 4-28） 

 

図表４-28 株式会社ミヤサカ工業製“コックんトーユ” 

 
           （出所）株式会社ミヤサカ工業ホームページより抜粋。（http://cokkun.com/toyu/） 

 
商品名である「コックん」の名称は，製品の重要部材であるコックからつけたが，“ん”

だけひらがなにしている 58。販売は自社のほか，通販大手など 2社に委託している。 

コックんの事業は，5 年は商売にならなかったが，その中で使ってくれた人からは絶賛

されたので，事業をやめることなく，大幅な値下げもせず粘った。トーユは早 1,000 台売

れたという。ある全国展開の大手飲食業の某社では，スープの供給用に不可欠な装置だと

して導入したが，今後は全店にこの装置を導入していくとのことである。 

 
（４）企業経営を通じての社長の思い（信念） 

 

宮坂社長の目線は，次の製品開発に向いている。本年 8月には完成し，初回 500台をそ

ろえる予定であるという。社長のフットワークは軽い。お客さんとの話によっては，大阪，

和歌山，東京でも即日出かけて行って対応する。あきらめない，いいものは何れ認められ

るが信念という。こういう宮坂社長，「作るより売ることの難しさ」，をしみじみ感じてい

るという。これもまたやることに意義ありで，販売業務に携わることで獲得できていく組

織能力であるといえよう。 

工場にはごろごろネタは転がっている。課題は至る所にある。しかし，そういう目で見

58 ブランド論ではネームはブランド要素の第一番に掲げている最重要な要素である。人々に覚えやす 

く，呼びやすく，シンプルなものがいいとされる。また，視覚に訴えたり，意味を表したり，などの

要素があればなおいいとされる。“コックん”のネーミングはこれらの要件に合致している優れたも

のである。 
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ないとそれはわからない。従業員には，先ずトライしろと言っている。コックの締め付け

構造も，頭で考えていただけでは発想できず，実際にやってみたからこそ浮かんできたこ

とだという。 

 

（５）特許活動の評価 

 

 金属加工の下請けが依然として本業であり，それを大切にして基盤ができてこそ新事業

にもチャレンジできるのであるが，下請けのままで甘んじている，あるいは待ちの受け身

の姿勢に立っている地域企業が多い中で，完成品を作り販売までもっていった中小企業が

あるということは地域の他の企業にとっても励みになるはずである。 

そして，何より従業員の姿勢が変わり，今までにはなかった顧客との関わりができてき

ていることに誇りを感じ，モチベーションアップにつながっている姿があった。 

 この事例は，特許出願・取得活動によって，顧客・市場に目が向くという，企業にとっ

て最も大切な方向へと企業変革が行われ，まさに「社会に変化をもたらす自発的な人・組

織・社会の幅広い変革」という意味をもつイノベーションを起こす「イノベーション活動」

の取組みが行われ，その結果，総売上に少なからぬ安定収益をもたらす収益性の向上，工

場の効率化が進む等の生産性の向上，新製品を自社販売まで立ち上げたことによる新しい

ノウハウの獲得，新製品開発から市場調査や販売までに業務が拡大したことを通じての従

業員の能力向上など，「イノベーションの達成」が図られたことを示すものである。 

 

５.５  特許活用による企業変革事例：株式会社 MOLD’S ACT グループの取組み 

 
（１）グループの事業概要 
 
 株式会社 MOLD’S ACT グループの連結事業共同体の運営は図表 4-29 に示すような機能分

化によって実行されている。 
 このような組織形態をとった理由には大きく二つある。一つは，北澤会長自身が 60歳を

超え，事業承継問題に向き合う中で，親族承継に限定しない姿勢に立ち，内部昇格によっ

て後継者を決めたことにある。59 
二つには，事業承継と関係し，承継した社長の事業リスクの軽減策を考えるとともに，

研究開発・営業など顧客と直接のかかわりを持つフロントサイドの業務と，受注したもの

の確実な製造・供給のバックサイドの事業を機能的に分離し，それぞれを集中的かつ効率

59 被承継者である現社長は，話があった際には創業家ではないことに加え，会長の力量に及ばないことを 

自他ともに認める中で悩んだそうである。最終的には，自分自身にとってもチャレンジできる機会なの 

だ，という気持ちに立てたことで引き受けることにしたという。 
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的に運用ができるようにしたのである。グループの両社の会社概要は以下の通りである。 
 

図表４-29 株式会社 MOLD’S ACT グループの連結経営・組織機能 

 
（出所）筆者作成。 

 
〔グループ企業概要〕 
〔株式会社 旭〕60 

社名     株式会社 旭 

代表者    代表取締役社長 増澤久臣 

本社所在地  〒392-0131 長野県諏訪市大字湖南 5902-1 

資本金    1,000 万円 

設立     1968 年（昭和 43 年） 

従業員数   12 名（2014 年 4 月現在) 

〔事業内容〕 

○金型事業 顧客と密着した金型設計を目指し，その目的にあった金型を提供 

・各種ダイカスト金型の設計製作 アルミ，亜鉛，マグネシウム 

・金型部品の開発と提供 

・接合，接着技術 接合及び接着構造による部品や金型の開発と提供 

・各種試作，モデル 

○MOLE’S ACT 事業 

・関連会社株式会社 MOLE’S ACT にて，金属固体接合技術を用いた 3 次元流路組込み金型や各種接合部品  

の製作 

○ロジスティック事業 

・関連会社旭明貿易（大連）有限公司にて，日本の特色ある商品・技術の中国市場への展開ならびに中国 

商品の輸入・販売 

60 同社ホームページより。（http://www.asahi-mold.co.jp/company/）  

顧客対応 連携

　・顧客窓口 　　・金属加工

（営業・技術検討・開発支援） 　　・接着

　・全体統括

　・研究開発

　・設計

　・加工/熱処理

顧客 （株）MOLE'S　ACT （株）旭
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〔株式会社 MOLE’S ACT〕61 

名称     株式会社 MOLE’S ACT 

所在地    〒392-0131 長野県諏訪市大字湖南 5902-1 

資本金    2,000 万円 

代表者    代表取締役 北澤 敏明 

役員     取締役   吉原 学，中島 宏光 

〔事業内容〕 

・金属接合，金属接着製品 

・MOLE’S ACT 工法による熱交換流路内蔵金属全般（接合・接着から加工完成品まで） 

・金属接合，金属接着製品の研究開発支援 

・金属接合，金属接着製品の研究開発支援  

 
（２）金属固体接合技術（モールズアクト工法）の開発と特許取得 

 
モールズアクト（モグラの仕業）工法は，拡散接合技術と独自の技術（CORE-X）によっ

て確立された従来の金属加工の常識を変える工法である。図表 4-30に示すように，別々の

金属材料を完全な個体接合を施し，分離不能な 1 枚（1 個）の金属材料とする技術である。 
 

図表４-30 金属固体接合技術の特徴 

 

        （出所）株式会社 MOLD’S ACT 提供。 

 

（３）特許活用に関する考え方（特許戦略） 

 

 グループのトップである北澤会長は，創業者である父親から型製造の会社（現：株式会

社旭）を引き継いで以降，型構造の問題点・課題を深く認識する中で，このような金属接

合ができれば画期的に製品設計の自由度が生まれることに着目して金属接合の研究を行い，

実用化を実現したのである。北澤氏は，金属接合中心に多くの特許出願を行ってきた。 62 

このように数多くの特許を発明・考案している中小企業のトップは稀である。なぜ，この

61 同社ホームページより。（http://www.moles-act.co.jp/）  
62 特許情報プラットフォーム J-PlatPat より筆者が検索した範囲でも 21 件がヒットした。 
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ように多くの特許を出願できたのであろうか？ 

 一つには，ものづくりに型設計・製造は欠かせない技術であるが，プレスでも切削でも

既存の加工方法では金属の筐体内部を 3 次元で自由に構造体を形成することは不可能であ

り，これを打開できる技術を確立したいという「強い思い」があったことである。これは

従来技術の延長では確立することができないため，大きな変革（イノベーション）の視点

が不可欠であった。 

二つには，ものづくりの要素が益々海外へシフトしていく有り様を見るにつけ，いずれ

型設計・製造も海外に出ていくことになろう。その時に，海外ではできない強い独自の技

術を確立しておきたいという強い思いがあったことである。 

三つ目には，取得が可能な特許の出願をサポートしてくれる有能な特許事務所に出会う

ことができ，その支援が効果的であったことである。 

 では，このようにして出願・取得できた特許をどのようにビジネスに活かそうとしてい

るのだろうか？北澤会長は次のように述べている。 

「中小企業にとって，特許を取得して，それをただ持っていて，権利主張だけをしていて

も何の意味もない。大手・大企業には当社の特許を自由に使ってほしいと言っている。大

企業の製品作りに大いに活用してもらい，彼らが斬新な設計を実現し，市場における競争

優位を確立してほしい。そのお役に立ちたい。そして，できれば当社にも仕事を落として

ほしいのだと。このような話をすると大手企業は驚かれて，本当にいいのかと半信半疑で

問うてくるという。いいのですよ，というと驚きつつも本当だと納得すると，商談が急速

に進展する。」という。 

 こうして，3 次元熱交換流路を内蔵したタイプのスプルーブッシュ 63などが自動車の内

燃機関関連の装置の革新的な開発に活用され始めている。（図表 4-31） 

 

図表４-31 樹脂成形用ハイサイクルスプルーブッシュ 

 

   （出所）株式会社 MOLD'S ACT 提供。 

 
 

63 スプルーブッシュ(Sprue Bush)とは，ノズルから射出された溶解プラスチックを移送するための経路 

で，金型にはめ込む円筒状の部品をいう。 
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（４）本事例の意義 
 
 本事例では，出願・取得した特許の活用の仕方に関する中小企業の生き方についての示

唆がある。ものづくりの中核技術の一つである金型設計・製造の分野の中小企業では，自

社の事業領域だけでは完成品を作ることはできない。また，中間材の供給に限ってもグロ

ーバルに展開する大規模事業を自社がこなすことは経営資源・組織能力から無理がある。

従って，力量のある大企業の懐に入り込み，開発した技術を活用してもらうことを通じて

良好かつ濃密な関係性の構築が望ましい。 
 一方，大手企業と良好かつ濃密な関係性を構築する上での方法論として，大手ができて

いない，あるいはやろうとしてもできない技術の開発を進め，それを積極的に特許出願し，

取得する活動を推進し，実現しておくことが上記関係性構築の前提として重要となること

を示している。 
 
５.６  本節のまとめ 

 
 本節では，特許（知的財産権）出願が業績と比較的強い相関関係にあること，すなわち

特許出願が業績向上に寄与することを明らかにした。特許（知的財産権）は，経営資源の

乏しい中小企業が戦略的に持て得る大きな武器の一つであり，大企業とのビジネス関係を

単なる従属的な関係から，相互依存・補完の関係に変え得るポテンシャルを有している。 

一方，中小企業においては大企業と比較すると特許出願・取得活動がまだ活発な状況に

あるとはいい難い状況にある。逆に，それは可能性が大きいことを示唆している。 

本章の第１節から第４節において個別企業課題の検討を 4 つの側面から分析を行ってき

た。それらは，①下請体質からの脱却，②顧客志向（商品・市場志向）への転換，③チー

ム活動の活発化，④事業創造（起業）の活発化であった。 

これらの課題を認識し，改善・解決していくためにはイノベーション活動が不可欠であ

る。そこで，特許の出願・取得活動を企業の業務推進の中にしっかり位置づけることによ

って，企業の中にイノベーション活動を起こし，上記の中小企業ならびに地域産業が抱え

ている課題を解決するための一つの仕組みを提案する。（図表 4-32） 

イノベーション活動とは，①新しい技術の発明，②新しいアイデアによる価値創造，③

人と組織の自発的な変革，などである。このイノベーション活動を推進していく上でのト

リガーの一つとなるものが特許出願活動である。すなわち，特許出願・取得活動（特に，

出願）はイノベーション活動の推進を促すのである。イノベーション活動の結果は，具体

的にいくつかの成果となって現われる。これらの成果は，①収益性の向上，②生産性の向

上，③新しいノウハウの獲得，④従業員の能力の向上，などである。これらの成果を実現

できればイノベーションの達成が果たされたことになる。 
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このような活動が，個々の中小企業において取組まれることにより，個々の企業の業績が

向上し，企業が活性化されることが期待できる。同時に，この活動が地域企業全般に渡っ

て取組まれるような枠組みができ上がれば，つまり地域システムとして組み込まれれば，

産業地域としての活性化がまた促進されるものと期待される。 

 

図表４-32 特許出願・取得活動の貢献 

 
（出所）筆者作成。 

 

 

第６節  本章のまとめ 

 

 本章では，地域産業活性化を促進する方法論の検討を，個別の中小企業が取組むべき個

別課題を中心に行った。本章で議論した課題は，「下請体質からの脱却」，「顧客志向（商品・

市場志向）への転換」，「チーム活動の活発化」，「事業創造（起業）の活発化」の 4 つの課

題について，地域中小企業の観察の中から該当する活動を進めている企業の事例研究を行

ない，他の企業が同様な活動を進めてみようと触発されるような，参考となる点や事柄を

抽出することにあった。その結果を，以下のように整理することができる。 
 
（１）中小企業の自立化（下請体質からの脱却）と顧客志向への転換 

 
 中小企業が自立化し，顧客志向に立った活動に転換するためには、自社がもっていた技

術・技能は極めて限られた領域のものであったにせよ，これまで蓄積してきた技術をベー

スにして展開せざるを得ないのであるから，むしろそれを大切にし，一層の磨きをかける

とともに，その技術が活かせる事業領域を定めることが重要である。そして、「顧客を見つ

・下請依存体質からの脱却

・（最終）顧客市場志向への転換

・産業地域としての育成

・収益性の向上

・新しい技術の発明 ・生産性の向上

・新しいアイデアによる価値創造 ・新しいノウハウの獲得

・人と組織の自発的な変革 ・従業員の能力の向上

特許（知的財産権）の出願と取得

中小企業および地域産業
の課題課題の認識 課題の改善

イノベーション活動 イノベーションの達成

トリガー 寄与
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け出すという意味でのマーケティング活動」と，「顧客価値を高めるという意味でのイノベ

ーション活動」に全社をあげて注力していくことが必要である。これは，起業により新企

業を起こす場合も同様である。さらに，そのような行動に移れるための前提条件となるも

のがある。それは，企業家自らが「現状を変えるという強い意思」を明確にもつことであ

る。 
本章で取り上げた事例は，何れも「自活」の道を歩んでいるイノベーティブな企業であ

る。そのような変化が起こった要因は，先ず経営者が受身の姿勢を改めて「自活」すると

いう強い意志をもち，意識転換が図れたことにある。そこで，気づいてとった行動は，顧

客を見つけ出してくること，すなわち顧客の創造に向けたマーケティング活動であった。

その上で，自社の強みは何かを見極めてその技術力を磨きこみ，顧客価値を高めるための

イノベーション活動を根気よく実施していた。 

顧客志向（商品・市場志向）への転換に当たっては，自社が狙うべき商品ジャンルは何

か，具体的に攻める市場はどこか，というターゲットを明確に決めることが重要である。

ターゲットが決定したら，どのような戦略で攻めていくのかの自社のポジショニングを定

める。事業段階で支えになるものは，自社のベースにある技術・技能であり，それを磨い

て活用できることが強みである。その上で，目的に向けて，他人のやらないこともなりふ

り構わず実施する実行力が重要であった。 

 
（２）チーム活動の効果 
 

ネットワークを活用してチームを組んで対応することは，経営資源に制約のある非力な

中小企業が，大きな仕事あるいは価値ある仕事をするためには重要な方法である。この効

果は，当事者だけでなく，地域全体の活力も生む活動となることである。この方向性にあ

る，一つの目指す姿が産業クラスターの構築であるといってよい。 

このチーム活動がうまくできないというのが諏訪地域全体の課題であったが，近年には

諏訪地域でも実ビジネスが有効に機能するようなチームでの取組みの好例が見られるよう

になってきた。 

これらのチーム活動がうまく進んだ要因は以下の 3つに整理できる。一つは，地域全体

の低迷を地域企業家として憂えた中核企業が，危機感をもって事業に取組もうとしており，

公利の思いに共鳴した関係企業家や関係機関の賛同を得て，チーム参加者が構成できてい

ることである。二つには，チーム活動が進む過程の中では企業間等の問題が発生しなかっ

たわけではないが，問題が生ずるごとに自分たちはなぜこのチーム活動を今一緒にやって

いるかというチームのミッションや目的を繰り返し確認することによって目的意識の共有

化を都度図り，障害（自社の自利が出るなど競争と協調がうまく調整できないことなど）

を乗り越えていたことである。この目的意識を再三にわたり確認しあったことは，Inkpen 

177 
 



and Tsang（2005）が産業地域におけるナレッジ移転を促進させる上での「ゴール（目標）

を共有化することの重要性」を述べた点と符合する。また，リーダー企業（みやま）が個

別に参加企業と個人的な良好関係を取り結ぶことに意を砕いたことは，結果的に「ネット

ワーク（ここではチーム活動）全体の安定性」と「商取引上の信頼感の醸成」に寄与して

おり，この点も産業地域におけるナレッジ移転の促進に貢献することと符合する。これら

を前提とした上で，各社が自社の担当する領域の技術イノベーションを行い，その技術ナ

レッジを補完し合うことによって全体として価値ある製品開発につながったことである。 
三つには，行政や経済団体がバックアップし，全体の管理運営面のサポートをするなど

企業連携チームの活動が円滑に進めよう（上記の、競争と協調の調整も含む）支援してい

ることである。 

 
（３）事業創造（起業）の活動 
 

 チーム活動であれ，単独企業の活動であれ，新しい事業（起業も含め）を創造するため

には，上記 Inkpen and Tsang（2005）が示唆したように，知識（ナレッジ）の移転を促進

する効果的なネットワークが重要である。本章において取り上げた事例では，同業者以外

に関係企業，異業種企業，銀行，各種経済団体（長野県テクノ財団，諏訪圏ものづくり推

進機構，長野県経営者協会各支部，各地域商工会議所・商工会，中小企業中央団体中央会

各支部），特別な知見を有する団体・機関・個人（大学，病院，特許事務所，各種アドバイ

ザ），行政機関とそのアドバイザなど，多くが関与していた。 

事業創造活動を効果的に推進していくためには，知見をもたらす当事者機能，知見を全

体に活用する当事者機能，そして全体を円滑に進めるためのコーディネータ機能の 3 つが

重要となろう。 

 

（４）特許活動を経営に活かす 

 

 特許出願が業績に影響を与え、両者に相関関係があることを明らかにした。そこで，特

許出願活動を事業活動の一環として積極的に行なうことによってイノベーションの頻発を

もたらし，中小企業の業績向上や企業の革新に資すると考えられることから，特許活動を

事業活動に活かしている企業の事例を取り上げた。これらの事例では，大手企業との取引

関係の親密度の向上や，事業内容が最終製品の開発販売に発展したことにより，業績向上

とともに従業員のモチベーションの向上も図られるなどの成果が明らかとなった。 
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第５章 研究結果の考察 
 
 本章では，地域全体（マクロ）課題の検討（第３章）と，個別企業（ミクロ）課題の検

討（第４章）の二つに分けて行ってきた分析結果を踏まえ，地域活性化を促進する要因に

ついての考察を行う。 

事例研究に取りあげた企業やチーム活動の取組みは，地域の他企業に対して刺激を与え

るとともに，地域全体の産業活性化にも貢献することが期待されることから，未だ自立化

が果たせずにいる企業に対して，あるいはチーム活動を効果的に推進していくために，地

域先人企業家の旺盛な企業家精神と，現代のイノベーティブな地域企業の取組みに学ぶ二

つの組織学習を導入した地域システムの構築を提案し，その意義について述べる。 

 
 
第１節 地域全体課題の考察 
 

１.１  仮説１の検証・評価 
 

第２章第５節で導入した仮説１は，「競争と協調が両立する環境を創り出すには，行政・ 

大学・経済団体などの諸機関の間接的支援が重要である。」であった。 

すでに第１章のレビューにおいて，ポーターやサクセニアン，またクルーグマンが指摘

したようにしたように，シリコンバレーやルート 128，リサーチ・トライアングルが，競

争しつつ同時に協調し，世界的な産業クラスターとして発展する契機として機能したのは，

ビジョンを持った大学や州政府のイニシャティブであったことが指摘されている。 

現代の諏訪地域では「競争と協調が両立できていない」という課題に対して，第３章で

は諏訪地域固有（vernacular）の文化・風土・気質が，地域企業やそこで働く従業員の行

動パターンに影響を与えていることを示した。では，諏訪地域では競争と協調の両立がな

し得ないのか？という問いが次に持ちあがる。 

そこで，諏訪地域の過去の先人企業家たちの足跡をたどってみると，このような文化・

風土・気質の中にあっても，諏訪地域の産業を起こし，あるいは産業構造の転換を推進し

てきた地域の先人企業家たちは，地域産業を起こさねば，という強い思い（＝企業家精神）

に導かれ，地域の人々のもつ気質をポジティブな動きに変え，みごとに競争と協調を両立

させていたことが明らかとなった。 

なぜ，競争と協調が両立する環境を創り出すことができたのだろうか。第３章第３節に

おける事例研究では，片倉家の経営者が，地域ブランド力を向上させるための活動が何よ

りも重要であるとの地域全体視点に立った取組みを主張し，激しい競合関係の中にあって

も同業他社の同意を取り付け，協調して様々な事業に取組んで世界一の生糸産地にしてい
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った経緯を明らかにした。同時に，その取組みを強力に支援してくれた金融機関などの存

在があった。 

第３章第４節では，製糸業（Suwa’s Industry 1.0）の急落に遭遇した産業をどのように

変革していくべきか，新たな産業振興の方向付けに行政が強力に関与し，地域企業家が活

動しやすいような様々な施策面での支援を行っていた。第３章第５節の事例研究において

も，時計産業を起こした山崎久夫の活動に行政が賛同し支援を行っている。 

これらの事例が示すように，地域の行政や公的機関，様々なサポータの間接支援によっ

て新たに起こった産業が発展し，それに多くの企業が参画し，競争しつつ同時に協調する

環境を創り出していたことが認められた。 

以上から，「競争と協調が両立する環境を創り出すには，行政・大学・経済団体などの諸

機関の間接的支援が重要である。」という仮説１は成り立つ。 

従って，競争と協調が両立せず産業地域としての課題を抱えている現代においても，地

域の行政・大学・経済団体などの諸機関が間接的支援という役割を果たすことによって，

地域産業システムが競争しつつ協調する環境を創り出すことが期待できる。 

 

１.２  仮説２の検証・評価 

 
 第２章第５節で導入した仮説２は，「地域産業活性化をけん引していく根底に必要とな

るものは，地域企業家が公利（利他）を重んじた企業家精神を発揮することである。」であ

った。 
 第３章第２節，３節では，明治初期，それこそ何もないただの田舎町であった岡谷に初

期に起こった小さな偶然の集中によって，ポジティブ・フィードバックが寄与し，魅力度

がアップしていった 64ことを示した。この作用が起こった要因には，世界に羽ばたこうと

「進取の気概」をもった企業家の存在，機械装置や生産方式に独自の工夫と改善を凝らす

「技術・技能・向学心」の高さ，それに精力的に「情報の入手と活用」に努めたこと，等

が関係していた。その結果，岡谷には製糸企業が 200 社ほど集積し，「シルクのメッカ」が

形成された。まさに，アーサー（1988）の「産業の集中は自己強化的（self-reinforcing）

に発生し，すでに入植した企業の存在により魅力度が発揮されるならば，そこにより多く

の企業が追加されていくにつれて魅力度がさらに上昇することになる（pp.9-31）」は，諏

訪地域の第一世代の産業（Suwa’s Industry 1.0）の勃興と発展にも合致していた。 

先人企業家が行ったような，地域産業を起こさねば，という強い思い（＝企業家精神）

をもつ企業家が出現し，地域全体の基調として盛り上げ，環境醸成が行えるリーダーシッ

64 Arthur, W.Brian(1994)p.8 の類似例といえる。 
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プが発揮されたならば，現代の企業家においても競争と協調を両立させ，地域産業を隆盛

に導くような活動（地域産業活性化）を実現できる可能性がある。 

 1938 年，米デュポン社からナイロンが発表されるや，急伸していた製糸業は突如急落す

るという大きな外部環境変化に直面した。第３章第４節，５節では，諏訪地域の企業人を

はじめとする地域の人々は，この環境変化に対して大いなる適応力を発揮して精密機械産

業へと構造転換を成し遂げたことを示した。 

サクセニアン（1994）が，地域経済が復活・隆盛するのか，あるいは停滞・衰退を招く

のかの岐路は，集積と外部経済の概念では説明できず，「外部環境変化に対する適応性の違

い」にあり，それが各産業地域を歴史的に異なる経路をたどらせると指摘したことに対し

て，諏訪地域の第二世代の産業（Suwa’s Industry 2.0）はまさにこの議論の事例にふさわ

しい。 

 ところで，諏訪の地域産業を起こし，また外部環境変化に適応してその産業構造を転換

するという大きな仕事を牽引した主体は誰だろうか？ 地域の企業家である。地域の企業

家であるがゆえに地域の発展を牽引することができていた。しかも，私利私欲を超えた公

利（利他）に立つ精神を背景としていた。それ等の代表は，製糸業の片倉一族であり，時

計産業を起こした山崎久夫であった。前者では，競争と協調の両立に値する活動として，

競合企業を結束して後工程の共同会社設立によって地域(日本)ブランドとしての生糸の製

品品質確保や規格統一に努め，競合企業相互の工場視察を実施し地域企業全体のレベルア

ップを図ったほか，私利私欲によらず公利（利他）にたった経営姿勢を家憲として伝承し

た。後者では，諏訪に時計産業を定着させるためにあらゆる手段を誠実に実行した経営者：

山崎久夫の存在があり，周囲がそれに共鳴・賛同して事業が拡大していく姿が明らかとな

った。これらの企業家は何れも高い「志」を有していた。 

 そこで，現代の地域中小企業について，その志の程度を測るために経営理念が明示され

ているかどうかについて調査した結果，70％の企業が経営理念を有するが，明示されてい

る企業は高々1/3 程度に過ぎないという実態が明らかとなった。これは，そもそも企業の

「志」の程度が低いと言わざるを得ない。志が低ければ，大きな事業を創り出していくこ

とはそもそも望み薄となってしまう。この点も，先人企業家の振る舞いや家憲を見習う必

要があろう。 

 地域産業活性化をけん引する主体となる者は地域
．．

の企業家であり，それらの企業家に対

して，地域産業の魅力を生み出させ，地域に産業の集中を引き起こし，外部環境に対する

適応能力を発揮させる原動力（駆動力）となるものは，地域の企業家が抱く地域産業を隆

盛させようとする「熱い情熱や強い使命感のようなもの（ゾンバルトが主張した企業精神，

一般的には企業家精神）」であると整理することができる。 

従って，地域産業活性化をけん引する根底に必要となるものとは，地域の企業家が地域

の産業を盛んにしようとする公利（利他）を重んじた企業家精神であり，それらは国や地
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域外から与えられるものではない。地域企業家のもつ精神だからこそ，地域内企業間の協

調性を調整し，また相互に刺激し得る 65と言える。 

以上より，仮説２は成り立つ。現代の企業家には，公利（利他）を重んじた企業家精神

を発揮することが期待される。 

 

１.３  組織学習１（企業家精神を育む組織学習） 

 

新事業創造や起業，そして事業継承などは前衛的 66な仕事である。これらは，新経済秩

序の発生を促すものであり，それを動機づけるものこそが企業活動すべてにわたって最も

根本的なものだと考えられ，それこそが「企業家精神」のようなものである，と三品はの

べているが，筆者もこれに同意する。従って，地域産業活性化の要素としての企業家精神

をどのように育めばよいのか，ということが次の重要な課題となる。 

Bartlett & Ghoshal (1995)が，「今日の経営トップは，才能の多様性（diversity of human 

skills）と精神の予測不可能性(unpredictability of the human spirit)が，「進取の精神

（initiative）」や「創造力（creativity）」，「企業家精神（entrepreneurship）」などをつ

くりあげることを十分認識している。（pp.132-143）」と述べているように，多くの経営者

は企業家精神の重要性を認識している。しかし，それは一般論としての認識であり，自分

自身にとっての企業家精神というところまでの踏み込みができている経営者は少ないので

はないか。 

そこで，筆者はその地域でかつて排出された先人企業家の歩みからそれらの企業家精神

を学び取る方法が良いであろうと考え，図表 3-14 に示す地域の先人企業家に学ぶ「学習プ

ロセス」を提案し，地域企業経営者とその予備軍に対して啓蒙することが大切であると主

張した。なぜなら，地域企業人は地域から出た企業家に対しては親近感と敵愾心が湧くと

同時に，他人事ではない切実感を味わい知ることができるからである。 

地域の先人企業家が成し遂げてきた産業振興の歩みと思いを化石化するのではなく，

また遺産化するのでもなく，現代に活かさなければならない。地域への思いの強さを鍛え

なければならない。そのためには，学習すること，そして学習する組織を作ることが必要

である。その目的は，センゲ（2011）が指摘するように，「皆が望む未来の創造」であ

る。従って，学習する組織は自分が学ぶための勉強会から，皆が望む未来の創造を志向し

て議論に参画する意味において，相互啓発・意見交換の場へと変えていく必要がある。 

65 Saxenian（1994）p.166 は,変化を促進するきっかけとなるものという意味で，“catalyst（触媒）”の 

機能と述べている。 
66 三品（2013）は，「前衛」とは，先駆的かつ実験的な創作のことで，規格大量生産の対極に位置する 

概念であると述べている。 

182 
 

                                                   



 これが第 1の組織学習（「組織学習１」）であり，そのねらいは「地域企業家に本来の企

業家としての望ましい姿（＝旺盛な企業家精神あふれる企業家）を自覚させる，あるいは

覚醒させる」ことにあり，企業家に意識改革を迫るものでもある。意識改革ができれば，

その後の行動に変化が起こるであろうことは言うまでもない。その行動の方向性は，地域

企業家を結集するようなムーブメントであり，また顧客志向に立ったさまざまな行動とな

ろう。 

事業運営がある特定の事業領域のみに限定され，かつ経営資源に制約のある多くの中小

企業にとって，より大きな仕事を取ろうとした場合には，自社だけでは対応がつかないた

め，不足分を外部に依存しなければならない。このような場合，関係する中小企業同士が

チームを組んで対応することは有効な策となる。 

 しかし，これまで諏訪地域ではこのような枠組みの下での取組みがうまくいった例がほ

とんど見当たらない。実は，諏訪地域には数多くのネットワークがあり，それぞれ情報収

集には熱心である。しかし，何らかのプロジェクトを実際に動かそうとすると，個々の企

業の自我が出てまとまりがつかなくなる場合が多かった。この理由は，すでに述べたよう

に地域に競争と協調が成り立ちにくい文化・風土・気質の影響が背景にあったことに加え，

強いコア企業が現われてリーダーシップを発揮することが弱かったからである。 

一方，地域産業振興の歴史的経過を辿った事例研究（第３章）によれば，競争と協調が

両立していたことが明らかとなった。農業以外何もなかった諏訪地域を，世界トップの製

糸都市に変貌させた地域の先人製糸企業家たちの事績を辿ってみると，当時の日本の経済

において第 1 位の輸出品目である生糸の横浜出荷総数の 22％を占めていた諏訪地域の企

業の責任の大きさと競合関係の激しさは，現代とは及びもつかないほど大きく激しかった

ものと推察される 67。それにも関わらず，競合企業同士でお互いの工場を見せ合って改善

指摘をしたり共同で後工程工場を運営したりと，みごとに競争と協調を両立させていた。 

従って，地域固有の協調性に欠ける文化・風土・気質があろうとも，達成しようとする 

目標が明確で，それを実現しようとする情熱ある人がいて，企業家精神が発揮されれば，

地域固有の事情を凌駕して競争と協調の両立はどこの地域でも可能だと言えよう。 

 

１.４  企業を前進させる「駆動力」指標の導入 
 

企業家が偉業を成し遂げていく根底には，必ずその行動へと駆り立てていく原動力とな 

るものが存在していた。これを「駆動力（Driving Force）」と呼ぼう。この駆動力は，企 

業家をして困難をものともせず，前に踏み出させようとして作用する力である。 

67 本稿第３章図表 3-6 参照。 
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 一般に，企業力とは企業の持っている真の力と説明されているが，それを表現する指標

としては財務の指標が一般的に使われている。例えば，企業力指数は，以下の数式で表現

されている。68  

 

企業力指数＝｛〔収益力指数〕＋〔支払能力指数〕＋〔活力指数〕＋〔持久力指数〕 

           ＋〔成長力指数〕｝÷5 

 

また，東洋経済新報社が出している企業力ランキングで使用している評価指標も，成長

性・収益性・安全性・規模の 4つのカテゴリーから成る財務指標によるものである。 

 このような財務指標を中心にした評価方法は，数値で捉えることができ，過去からの積

み上げにより現在の水準がどこにあるかを理解する上でも一定の妥当性はある。しかし，

その状態把握は静的であり，もっとダイナミックな企業の生き生きとしたものを表現でき

ていない。企業のダイナミックなふるまいが捉えられ，持続的な競争優位を確立するため

に何をすればよいのかを理解しやすいように，企業の性格を企業力の中に表現したい。 

ところで，オリックス株式会社は，「オリックスの企業力」と銘打って 4 項目を企業戦

略・方針の中心に据えている。項目 1は，大手企業としてのスケールを追求することであ

るが，これは経営資源を活用し「蓄積された組織能力」（積分値的要素）を発揮することを

意味しよう。項目 2 は，ベンチャーのスピードを発揮することであるが，これは「変化へ

の対応力」（微分値的要素）を向上させることに他ならない。項目 3 のリスクを恐れない挑

戦と，項目 4の独自性を追求する姿勢については，進取の精神や企業家精神を発揮するこ

とが期待されている。つまり，筆者の重視する，価値ある仕事へと向かわせる「駆動力」

を示していよう。これらの関係を図表 5-1に示す。 

 

図表５-1 オリックス株式会社の企業力との対比 

 
（出所）オリックス株式会社 HP を参考に筆者作成。 

 

ここで，「蓄積された組織能力」とは，バーニー（2002）らが RBV：Resource Based View

と呼び，競争優位の源泉を企業の内部資源に求めた資源依存型戦略理論で提唱しているも

68 例えば，松本（2005）pp.49-50。 

オリックスの定義する企業力 意味合い

1．大手企業としてのスケール 　「蓄積された組織能力」　（ﾊﾞｰﾆｰ等のRBVの主張）

2．ベンチャーのスピード 　「変化への対応力」　　　（本稿事例：ｻｸｾﾆｱﾝの主張）

3．リスクを恐れない挑戦

4．独自性を追求する姿勢
　　  （「進取の精神」、「企業家精神」）　＝　「駆動力」（筆者の提案）
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のであり，企業が長年かけて蓄積してきた独自の技術やノウハウなどがその中心となる。

いわば，企業が時間をかけて積み上げてきた自社の経営資源・組織能力といえる。 

一方，「変化への対応力」は，サクセニアンが研究対象とした「シリコンバレー」と「ボ

ストン・ルート 128」において,方や成長，方や没落という異なる結果をもたらした要因を，

外部環境変化に対する適応性の違いにあったと指摘したことに代表されるように，外部環

境等の変化に対して如何に素早く適切な対応を取れるかどうかがその後の企業あるいは産

業地域の成長を大きく左右する。企業が変化に対して素早く適切に対応できる能力といえ

よう。 

「蓄積された組織能力」と「変化への対応力」の二つでも企業の性格を十分に表してい

るが，そこにもう一つの要素として「駆動力」（＝driving force）が加わると，人並み，

月並みの構え 69ではなく，一歩も二歩も踏み出さないと成し得ないような偉業へと向かう

企業の姿勢を表すことができよう。 

この「駆動力」に具体的に寄与すると考えられる要素が，第３章 7.1 項で述べた「進取

の精神（initiative）」や「創造力（creativity）」，「企業家精神（entrepreneurship）」で

ある。 

 

 

第２節  個別企業の課題の考察 
 

２.１  地域中小企業における二つの未解決課題と仮説３の検証・評価 
 

日本の中小製造企業における二つの未解決課題とは，①「下請体質からの脱却」ができ

ていないこと，②「顧客志向（商品・市場志向）への転換」ができていないことであった。

実際問題としては，①が果たせれば，当然②の取組みへと向かうはずであり，一方，②の

考え方に立てれば，①はクリアできるはずであることから，①と②は独立事象というわけ

ではなく相互に関連している。 

 諏訪地域においても，①，②が未達の企業がまだ圧倒的に多い。ある企業の経営者の言

葉はこれを端的に示している。「うちの技術はこんなに優れているのにどうして誰も買っ

てくれないのか？」と。 

 諏訪地域の中小企業は，ものづくりへの情熱や思い入れ，またプライドが極めて高いと

いえる。それは良いのであるが，「もの」を作るというハードの狭い領域の中に閉じこもる

（あるいは自ら閉じ込めている）というきらいがある。仕事を出してくれる親会社はもう

69 姿勢や態度の意で使用。「心構え（preparedness）」ともいえる。ちなみに，藤本（1997）はものづく

りの組織構築能力に「ものづくり能力」「改善能力」「進化能力」の 3 レベルの能力が必要とし,この中

で進化能力はある種の「心構え」であると述べている。 
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いないという環境変化は既に遠い過去に起こってしまったことであるにも関わらず，長年

の大企業の傘下において，与えられた部品加工などの「もの」づくりを極めていれば企業

として運営できたという慣れから脱却できていない企業が依然として多い。 

こうした中，事例企業ではこれらの課題をクリアしたのであるが，なぜ解決できたのだ

ろうか。 

 

（１）下請体質からの脱却 

 

かつては，大手企業の傘下の協力工場として下請体質に浸かっていた「小松精機工作所」

は，みごとに下請体質から脱却し，今では自動車の心臓部であるエンジンの燃料噴射をコ

ントロールする，他社にない機能部品を開発して世界の TIER1 と直接取引する企業に成長

した。この企業が脱却できた要因は，経営者が「自分で顧客を見つけ，仕事を取ってこな

ければいけない」と，本気にそのように考えて行動に移した「意識改革」にあった。 

また，その時に役立ったのは下請時代に培った技術基盤（その時点では他に自社が持て

るものは何もなかった）であり，それを徹底的に利用して新しい事業分野に乗り出したこ

とによる。新しい分野に乗り出せたきっかけは交友関係にあった。このことは，企業家に

とって平素の外部とのネットワークづくりをしておくことが如何に重要であるかを示唆し

ている。 

 また，顧客志向（商品・市場志向）に転換した企業の事例として，「ライト光機製作所」

と「ピーエムオフィスエー」を取り上げた。両社とも受託部品加工をする事業からは決別

しようとする経営者の「強い意志（姿勢）」があった。その上で，小松精機の事例と同様に，

必死に市場を研究し，顧客を見つけ出したのである。その時に役立ったものは，自社に存

在している技術基盤であった。自社の持てる部品加工技術を下請体質的に受けているだけ

では問題であるが，技術そのものがだめということでも不要ということでもない。むしろ，

中小企業にとっては限られた範囲やレベルであったとしても，自社の持てる技術がほとん

ど全ての財産であり，その技術が基盤となって商品市場に転換できる原資となる。 

 

（２）顧客志向（商品・市場志向）への転換 

 

顧客志向に転換できていない企業に欠落しているのは，顧客を自分で見つけ出すという

発想である。顧客志向に立ったマーケティング思考が持てていないのである。 

それはなぜだろうか。上記の経営者の言に代表される問題点は，技術を手段ではなく目

的であるとはき違えていることにある。技術は，目的があってそれを実現するための手段

である。技術を磨いて，よいものさえ作れば買ってもらえると思いこんでいるのである。
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つまり，顧客が要求するものは「もの」ではなく「コト」だという認識に立てていないこ

とが原因である。 

 長らく親企業から依頼された仕事を下請としてものづくりを行っていると，自ら売ると

いう視点がぼけてくる。親企業から仕事の依頼がだまっていてもやってくる，あるいは何

か出してくれる仕事はないかトップが御用聞きに行けばよかったのである。従って，多く

の中小企業の経営者は「営業ということをやったことがない」と公言している。当然，会

社組織に営業部門はない。 

 時代は一挙にグローバル社会に突入し，グローバル生産体制が進展し，ものづくりは新

興国の製造モデルに巻き込まれ苦戦を強いられている。「自分の商品を自ら作って売る」と

いう発想に転換できなければ，競争優位を持続できなくなることは明らかである。 

 事業ドメインを定め，顧客志向にたって顧客を見つけ仕事を取ることができた事例企業

が次に行っていたことは，「顧客価値を高めるイノベーション活動」であった。 

小松精機では，顧客企業（TIER1 企業）の期待を上回る製品・技術を提供しようと技術

開発に注力している。「小松精機の競争相手は小松精機」と言い切っているところに自社の

技術に対する自負と覚悟が伺える。 

ライフルスコープ事業を主柱事業とするライト光機においては，徹底的に顧客の要望に

応える姿勢を打ち出している。とても無理と思える要望にも決してノーとは言わず，最低

でも“Yes, but”で応え，要望に応えるべく技術開発を粘り強く行うという。このような

取組みによって，自社の知恵も加わり顧客も驚く製品が出せてきたという。粘り強く，イ

ンクリメンタル・イノベーションを継続している成果と言える。 70 

 ピーエムオフィスエーにおいても，ホビー市場の顧客はごく細かいところまでシビアだ

という。そういう部分にもきちんとしたものづくりをして商品提供することによって顧客

評価が高まっていきトップレベル企業となった。金型設計から型製造，そして樹脂成型製

造ができる技術・製造能力があることは他社にない強みとなっており，その強みを活かし

て顧客のシビアな目（期待）に応えられるよう，ものづくりには妥協しないという。これ

が顧客価値向上につながっている秘訣である。 

 

（３）仮説３の検証・評価 

 

 第２章第５節で導入した仮説３は，「個別中小企業が下請体質からの脱却や顧客志向へ

の転換を果たすためには，企業家が現状を変えていくという自らの強い意識改革の意思表

示が重要である。」であった。 

70 Florida（1995）が，学習する地域が持続的優位を確保する源泉となるものは，知識創造（knowledge  

creation）と継続的な改善（continuous improvement）であると述べていることに通ずる。（本稿第１ 

章 8.5 節参照） 

187 
 

                                                   



 この仮説３に関しては，下請体質からの脱却に関する事例研究ならびに顧客志向（商品・

市場志向）への転換に関する事例研究について述べた上記の考察から，何れの企業にもそ

の転換点には企業家が現状を変えることへの強い意志が表明されていることが認められた。

その意識改革に向けての意思表示が明確になされることによって，マーケティング活動や

イノベーション活動に大きく踏み出すことが実現できていることが認められた。以上より，

仮説３は成り立つ。 

 

 

２.２  チーム活動の意義と仮説４の検証・評価 
 

（１）目的の明確性 

 

ポーターは，産業クラスターの概念として，多くの企業や関係組織が「競争しつつ同時 

に協力し，共通性や補完性により連結され」，それによって「イノベーションが促進される」

ことを指摘した。また，ネイルバフとブランデンバーガー（1996）が，「競争と協調の両立

した経営（コーペティション経営）」の重要性を指摘したように，この「競争（competition）

しつつ同時に協力（cooperation）する」という姿勢は，地域に集積した産業のパーフォー

マンスにきわめて重要な影響を及ぼす要因であると考える。 

競争しているが協調性がない場合も，協調性はあるが競争がない場合も不適当である。

実際，諏訪地域ではこの二つの現象が見られた。協調性はあるが競争がない場合には，そ

のネットワーク活動は初期には勉強会等での参加者も熱心であったとしても，早晩単なる

仲良しクラブ化している。 

競争しているが協調性がない場合が，諏訪地域において一般にみられるものであるが，

それらは主として同業者のネットワーク活動において顕著である。何かしなければ，とい

う意識が働いてあるネットワークに参加したものの，そこから具体的な事業を生み出そう

と考える段になると，自己の利害得失を図る自利が頭をもたげて協調性が失われ，結局本

来のプロジェクトの狙いとするものが達成できなくなる，という現象である。 

これは，水野（2015）が京都試作ネットの 3 つのジレンマと称したうちの第１のジレン

マ：「メンバーの利己主義」に相当する。このジレンマを京都試作ネットが克服した理由の

第一に,京都試作ネットの理念や目的を共有し，メンバーの負うべき義務に合意した上で

の参加であったと説明している。しかし，実際には，その背景として説明された「京都試

作ネットの場は，共同受注体でありながらも，メンバーにとって短期的利益を追求する場

ではなく，経営者が汗をかいて勉強する場であった（p.245）」ことの意義が大きい。 

諏訪地域には，「諏訪産業集積研究センター（SIARC：Suwa Industry Accumulation 

Research Center）」というネットワーク組織が稼働している。地域企業と全国有力大学が
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名を連ねている。理念ともいえる設立趣旨は明示されており，1 万円の年会費で参加は容

易である。しかし，ここから新しいビジネスは生まれていない。共同事業の目的性が希薄

だからである。そして参加者は汗をかかない。他人に後れを取ってならないとの思いが参

画の主たる理由であり，単なる情報源としての活用の場となっているからである。 

京都試作ネットが第２のジレンマ：「メンバーのフリーライダー」を克服した理由は，フ

リーライド（ただ乗り）することによって失うものが大きすぎるためだという。自社（自

分）が鍛えられ，ポテンシャルを大きくできる機会だと捉えることができれば確かにフリ

ーライダーではいられないであろう。 

諏訪地域には，「DTF（Desk Top Factory）研究会」も組織されてきている。この研究会

にはフリーライダーはいない。やろうとする目的が明確で，参加各社が知恵とノウハウを

出し合い，会を主導する有能なリーダーの存在の下で開発・商品化へと進み，それぞれの

企業の立場で販売活動へと進んでいるからである。これは成功事例の一つといえる。 

プロジェクト活動を進めるには，目的意識を明確に共有した上で，各社が本気で事業を

達成しようとする姿勢に立ち，各社の優れた技術とノウハウを出し合って，真剣（ガチン

コ）勝負をする姿勢に立つことが重要である。それによってプロジェクト活動は進み，価

値ある成果を生み出す可能性が高まる。 

本稿では，地域産業活性化を図ることを目的に掲げ，そのために完成品を作ろうと意気

投合した企業連合によって実際に商品化・販売まで行ったグループの中核企業：「世界最速

試作センター」の事例，PPS 材料に特化して金属から樹脂への置換ビジネスの促進を図る

樹脂成型メーカーが，完成品の開発打診を契機に地域企業 13 社を糾合しチーム諏訪圏と

して対応した「みやま」の事例を紹介した。両事例とも部品加工の事業から，これまで磨

いてきた技術を活かして完成品もしくはそれに準ずるレベルの事業を目指そうとした。そ

の背景にあったものは，このままでは地域も企業も衰退するという「危機感」であり，そ

れがメンバーの「行動を駆動する原動力」となっていた。 

前者の例では，自ら作ったものを自ら販売するというモードに立つことができ，小さな

中小企業でも目的を一つにしてやればできるということを地域に示せたという。また，後

者の例では，このプロジェクトをやったおかげで次のもっと大きな仕事をやってみないか

というオファーをもらえることへとつながったという。 

 

（２）クラスターとチーム活動における知識（ナレッジ）移転（knowledge transfer） 

 

 ポーターは産業クラスターを構成する企業や機関の定義を第１章 6.1 項に示したように，

同業者仲間に限定するどころか，全く異業種の企業・団体が必要だと主張している。 

諏訪地域では，ポーター理論に該当するような構成メンバーを結集させてプロジェクト

を進めている企業：「旭グループ」が現われた。旭は金型を扱う同業者，ダイカスト鋳造メ
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ーカー，関係会社，建設会社，銀行，特許事務所，大学，行政，公設試験所までを巻き込

んで「諏訪圏 CFRP 研究会」を立ち上げている。この活動は，産業クラスターの基本的な概

念（図表 1-3）に該当し，産業クラスターを活性化させる要因（図表 4-19）に合致する。

新しい事業の創造とその事業化を目的として，各社の知見を出し合い（ナレッジ・スピル

オーバー），各社の課題を学習の場に持ち込んで討議することを意図したらこのような体

制と進め方になったという。初めから構成メンバーは趣旨に賛同して協調姿勢を持って臨

んでおり，単に自社の利害得失を考えて情報収集だけしようと考えるメンバーは除外され

ている。そこには同業者の参画も歓迎されており，競争の中での協調ではなく，協調の上

での競争が前提となる。 

とは言うものの，この研究会はハードルを設けていないわけではない。マイルストーン

を要所要所に設け，次のステップへ進むかどうかについて，メンバーに確認を迫る。興味

半分の企業家は脱落する。脱落してもやむを得ないとリーダーは考えている。なぜなら，

慈善事業のサークルではないからだという。成果はこれからであるが，期待できる取組み

である。 

ナレッジ・スピルオーバー（knowledge spillover）における“MAR spillover”は，「同

一産業の中での多くの企業の集中がナレッジの伝搬（travel）を生み，企業のイノベーシ

ョンと成長に寄与する」71と主張する。また，Inkpen and Tseng（2005）は，産業地域のネ

ットワークにおける知識（ナレッジ）移転（knowledege transfer）を助長する要因の一つ

として目標や文化の認識という視点をあげ，協調（協力）によって目標が共有化され，規

範やルールによって非公式のナレッジの伝搬・活用などを統制する文化が醸成されると指

摘する。地域企業各社には，長年蓄えた技術・ノウハウ（ナレッジ）がある。その「ナレ

ッジの結集と活用」こそが新たな価値あるものを生み出す原動力になり，地域産業を活性

化させる要素の一つになるであろう。 

イノベーションと成長に寄与するプロジェクトを立ち上げ，成功に導いた「みやま」の

事例では，そのプロセス過程において何度も危機に陥った。その都度，繰り返しメンバー

企業と確認したことは，「私たちはどうしてこのプロジェクトをやっているのか？このプ

ロジェクトを成功させて地域産業活性化に貢献しよう！ではなかったのか？」という原点

であった。参加企業がそれぞれの持ち場で知恵を出し合って，完成品へと練り上げていく

過程では技術的な問題をはじめ様々な困難が生じたが，それを乗り切る都度，成長を遂げ

た手ごたえを感じたという。この事例から，「企業連携プロジェクトの達成には，コア企業

の存在と強いリーダーシップの発揮が不可欠である」といえよう。 

 ネットワークづくりとその活用は，基本的に経営資源に乏しい中小企業にとって必要か

つ不可欠である。ネットワークへの参加企業が情報収集の場と割り切って参加しているの

71 本稿第２章第５節参照。 
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であれば，当該企業にとっては一定の有益性はあるかもしれないが，それでは永久に産業

を地域に集中させる動きにはならない。 

問題は，そこまで割り切っているわけではないが，当該ネットワークに参加していない

と何らかの損失を被るのではないかと考えて，消極的・後ろ向きの姿勢で参加している企

業が多いことである。このような情報交換主体の集まりでは，参加者はお互いに主体性が

ないため，結局仲良しクラブ的なものとなり，事業化 72のプロセスへとつながるグループ

とはなりにくい。 

諏訪地域には第２章第２節に示したように，NIOM やインダストリーネットワークなど公

式非公式のネットワーク組織は少なくないが，年数を経ても結局実ビジネスへと発展して

いない。これらのネットワーク組織そのものを否定するわけではないが，地域産業活性化

へのてこの機能としては弱い。同業者が中心であったり，不特定多数（その他大勢）の集

まりであったりした場合には，お互いをけん制したり，自社だけいいとこどりをしたいと

いう自利の意識が働くため，価値ある“有”を生み出すことは困難である。 

これに対して，極めて難易度の高い医療技術の開発事業化に挑戦した「サンメディカル」

では，大学病院や大学との協働の中で専門的な知識の移転をうまく進めることができたこ

とが開発成功をもたらす大きな要因となっていた。円滑な知識移転がプロジェクト活動の

成果のカギを握っていることを示すこの事例は，SUWAMO が主導する「医療・ヘルスケア機

器研究会」の成果が期待できる裏付けともなろう。本研究会においては，複数の病院関係

者が参画する体制を当初から構想するとともに，知識経験豊富な医師等をアドバイザに据

えて，顧客市場のニーズから学び取る，いわばマーケットインのスタイルの活動を行って

おり，まさに円滑な知識移転が行われているからである。 

ポーターは，クラスターが有効に機能する距離感について概ね 200マイル程度で行き来

ができる範囲と示唆しているが，諏訪地域は 1時間以内にほとんどすべての企業が集積し，

精密機械加工を中心にほとんどすべてのものづくり機能が備わっているという地の利があ

る。これは産業地域型ネットワークの構造と関係し 73，企業間の近接性がネットワークの

安定性をもたらせば大きな強みとなるはずである。地域産業活性化の担い手は地域企業を

中心とした地域の人々であるとともに，その源泉は地域にもてる有形無形の資産である。

その持てる資産を認識し，吟味し，活用することが具体的にすべきことであろう。 

クラスター（ネットワーク型企業連携）が価値ある何らかのものを生み出して成果をあ

げ，それによってポジティブ・フィードバックが働いて地域産業の集中を加速させるよう

なループを形成していくためには，「クラスターへの参加者が，何のためにこのクラスター

72 地域産業活性化のねらいとしては，あるプロジェクト（新規事業構想など）の実用化で良しとするの 

ではなく，事業化までを視野に入れるべきであると考える。それが本来のイノベーション（経済効果 

をもたらす革新）の意味するところでもあるはずである。 
73 第 1 章 8.5 項 Inkpen and Tseng(2005)参照。 
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に参加するのかという目的意識
．．．．

を共有していること」がクラスターの性格を決定づける条

件として重要であるとともに，地域企業群の中に蓄積されている様々な知識（ナレッジ）

をネットワーク参加企業が提供し合って全体で活用できるかどうかが，クラスターがクラ

スターとしての効果を最大発揮していく上で重要である。 

 

（３）クラスターの性格と意義 

 

改めて，クラスターの性格について整理しておきたい。ポーターの主張した地域クラス 

ターの定義として，競争しつつ強調していることは重要な要素である。しかし，目的意識

を共有することも重要であると考え，概念に追加すべきであることを提言した。この目的

意識とは何かというと，地域クラスターにとってみれば外部経済の導入に外ならない。 

さらに重要なことは，クラスターとは，甘いものではなく厳しいものだということであ

る。クラスターとしての効果が発揮されるためには，誰でも参加したい人は歓迎というこ

とではない。クラスターの目的意識を共有しつつ，定められた行動規範やルール（ルーチ

ン）74に則って，活動に主体的に参画することが求められるのであって，それは相当程度の

厳しさも伴うため，参加者は不退転の覚悟をもって臨むことが必要となる。クラスターが

求める行動規範やルールに対応できるか否かによって，参加者は峻別されることになり，

いわば踏み絵があるのである。それを乗り越えた参加者の共同体によって，強いクラスタ

ーが構成されよう。そうすれば，競合同業者であっても協働して顧客獲得にあたることが

できる。取引に当たっての各種の取り決めにも協力姿勢が取れる。もちろん，各社がそれ

ぞれ蓄積してきた技術・ノウハウを出し合って（ナレッジ・スピルオーバー），より良い提

案をクラスターとして顧客に提案していく姿勢に立てるであろう。それがまた各社をして，

さらに自社の技術力を高めようと努力する駆動力となる。こうなれば，ポジティブ・フィ

ードバックが機能することとなる。 

 

（４）仮説４の検証・評価 

 

 第２章第５節で導入した仮説４は，「産業地域型ネットワークによるチーム活動が効果

を発揮するためには，参加企業間に協調性から生み出される目標の共有化と，知識移転が

柔軟に行える文化の醸成が重要である。」であった。 

 この仮説４に関しては，チーム活動の取組みに関する事例研究について述べた上記の考

察から，チーム活動に困難が生じた際にはチームに核となるコア企業のリーダーシップの

下で目的意識を再確認することによってその障害を乗り越えることができたこと，また各

74 サクセニアンは地域産業システムにおいて，機関により形成される地元文化と，それによって決定づ 

けられるコミュニティ共通の理解や慣行（行動規範）の重要性を指摘した。（本稿第１章 7.2 項参照） 
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社のもてる固有の技術・ノウハウを出し合って知識移転が円滑に進み，全体としてより大

きな価値ある製品の創造に結び付けることができる文化・風土が醸成されたことが確認さ

れた。以上より，仮説４は成り立つ。 

 

２.３  顧客の創造に向けてのマーケティングとイノベーション 

 
序章において，地域活性化および地域産業活性化とは何か，を次のように定義した。地

域活性化は，地域の中に新しい動きを創りだすことであり，従って「創造性」が重要なキ

ーワードとなる。そして，地域産業活性化においての創造性の意味する最も重要なものは，

「顧客の創造」である。つまり，顧客志向に立ったマーケティング思考を持ち，それを発

揮することである。 
顧客の創造ということに関しては，第１章でレビューしたように，ドラッカーは，企業

の目的を顧客の創造であると定義し，その企業は「マーケティング」と「イノベーション」

という二つの基本的な機能をもち，しかもこの二つだけが成果をもたらすと主張した。 

 本事例でとりあげた企業は，イノベーティブな企業としての取組みを始めている。具体

的には，下請体質からの脱却であったり，顧客志向（商品・市場志向）への転換であった

り，また，チーム活動や新事業の創造（起業）などの形として表れたものである。これら

の企業が変質化するターニングポイントとなったものは，すでに述べたように現状を変え

ようと本気に思った意識改革であった。それが具体的な企業の成果として表れたのは，い

ずれの企業も顧客志向が顧客の創造に向けたマーケティング活動とイノベーション活動と

いう具体的な行動へと駆り立てたことによる。 
 
２.４  組織学習２（顧客の創造活動に向けた組織学習） 

 
 組織学習１において，地域先人企業家の「企業家精神」に学んだ企業家は，地域産業活

性化の担い手である地域企業家としての自覚が備わり意識改革ができた。その企業家にと

って，次にすべきことはまさに「顧客の創造に向けた活動」である。 
 このために組織学習２が活きる。組織学習２のねらいは，「イノベーティブな企業となっ

た地域企業の事例に学び，そこから得た知見を自社に置き換えて自社にふさわしい顧客の

創造活動へと強い歩みを踏み出させること」である。従って，目線は海外も含めた地域外

に向けなければならない。この組織学習においても地域企業に学ぶことの意義は大きい。

お互いに勝手知ったる企業同士であるがゆえに，刺激が極めて大きいからであり，また切

磋琢磨が可能となるからである。 
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多くの中小企業は長期に渡る下請体質に浸かり，顧客を創造する体質とは無縁であった。

その企業がマーケティング重視の姿勢に立つということは大いなる意識改革であり，しか

も極めて尊いことである。 
 

２.５  イノベーションの頻発に寄与する「コトづくり」の発想と特許活動 
 

これまで地域産業活性化の着眼点として，企業の成長を促す要素に「イノべーションの

頻発」（図表 2-16）が重要であると考え，そのイノベーションの頻発が弱いことが課題で

あると認識してきた。 

ドラッカー（2001）は，「マーケティングだけでは企業としての成功はなく，イノベーシ

ョンが必要である。イノベーションは，経済に関わることであり，経済が成長するか変化

するか，のときを捉えて新しい満足を生み出すことである」と述べている。75 

イノベーションを企業内で自ら誘発していくためのマネジメントとしては，社会のニー

ズを事業機会として捉えなければならない。自社内から発想する「ものづくり」視点では

なく，顧客ニーズを事業機会として捉える「コトづくり」視点への発想の転換が必要で，

価値創造に向けたコトづくりを進めることが重要である。 76 

また，イノベーション活動の促進を図る一つの方法として，特許公開件数と業績（製造

品出荷額等）との間に相関があることを明らかにしたことから，特許活動を事業運営の中

に組み込むことも有効であることを示した。また，特許を考えることは，その技術の特許

性という意味合いだけでなく，実用性や用途面に対しても考えを巡らさねばならないこと

から，「コト」を考えるという習慣をつけることにも役立つ。 

実際に，ミヤサカ工業では事業のすべてが下請作業であったものから，自前の商品開発・

販売へと独自事業領域が構成でき，業績に貢献（2 割程度）するとともに，従業員の活性

化に結び付いている。旭グループでは，有効特許をもとに大手企業とのビジネス関係が構

築できるなどの事業成果に結びついている。 

サンメディカル技術研究所は，起業して 20年，継続して難易度が最大級に高い体内への

植え込み型人工心臓を開発し続け，事業化（販売）までこぎつけた。企業家精神あふれる

山崎一族が結集し，諏訪にふさわしい第三の産業は何かという「コト」を考え，かつ，そ

うしなければこの地域は再び低迷してしまうという強い危機感と思い入れが原動力（駆動

力）となってイノベーションを頻発し続けたことにより成し得たことであった。 

 

75 P.F.ドラッカー（2001）pp.17-19。 
76 「コトづくり」というキーワードは，2000 年以降ビジネスの分野で用いられはじめ，以降，経済同

友会（2012 年），産業競争力懇談会（2012 年），日本を元気にする産業技術会議（2012 年），産業競争

力懇談会（2013 年），総務省（2013 年）などの検討会の場を通じて，産官での検討が盛んに行われる

ようになった。 
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第３節  地域システムの形成 
 

３.１  地域産業システムの概念とその形成要件 

 

（１）地域産業システムの概念 

 
 サクセニアンは，1970 年代には「地域の活力」「企業家精神」「経済成長」の 3 つの側面

で同程度に高く評価されていた二つの産業地域：シリコンバレーとボストン・ルート 128

が，1980 年代には両地域ともに地盤沈下を引き起こし、その後，シリコンバレーは復活す

るもボストン・ルート 128 は停滞してしまった結果から，シリコンバレーをモデルに，地

域の優位性（Regional advantage ）をベースとした地域産業システム（Local Industrial 

System）の概念を提唱した。 77 

 このシステムの概念は，分散化した地域ネットワークに基づく産業システムであり，そ

の機能は，関連技術の複合体の専門的な生産者の間で，集団的な学習と柔軟な調整を促進

させるというものである。そして，地域の濃密な社会的ネットワークとオープンな労働市

場によって，実験と企業家精神が促される。企業は激しく競争する一方で，同時に非公式

のコミュニケーションとコラボレーションを通じ，相互に市場の技術と変化を学びあう。

さらに，緩やかにつながったチーム構造のおかげで，企業の部署間，そして外部のサプラ

イヤや顧客との間に，垂直的でもなく支配関係もない，水平的なコミュニケーションが活

発になる。さらに言えば，企業間の境界や，企業と産業団体や大学といった地域組織との

境界もはっきりしないほど，相互のネットワーク関係が密に結び合っている。このような

地域システムがイメージされている。それ故に，外部環境に大きな変化が生じても，シリ

コンバレーはその変化に対応できたのだという。 

 このようなシリコンバレー型の地域ネットワークに基づく産業システムは、実験や学習

に柔軟性があり，技術的にもダイナミックなものとなるため世界各地域にも形成されてい

る。第三のイタリア 78はその好例としてあげられている。 

 

（２）地域産業システムの形成要件 

 

 シリコンバレー型の地域ネットワークに基づく産業システムを形成するための要件は次

の通り整理できる。 

 ①地域企業の水平的ネットワークにより構成される。 

77 本稿第１章第７節参照。 
78 近代工業の発達した北部や農業に依存した南部と異なり、職人による各種の伝統工業が発達した都市 

群を北部、南部と区別し第三のイタリアという。 
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 ②ネットワークに属する企業は自身の専門能力を深化させながら、他の企業と緊密かつ 

排他的でない関係を構築する。 

 ③企業の間では激しい競争をしつつも、相互作用の繰り返しにより協働作業における共 

通認識・相互信頼を構築する。 

 ④競争だけでなく協働を奨励するような、より分散型の産業システムを構築し、「協働優 

位」の文化を構築する。 

 また，シリコンバレー型の地域産業システムにおいて、その強みの発揮が期待されるの

は「変化に対する適応力」に優れるということである。この変化に対する適応力を形成す

るためには，地元の諸制度や企業形態などに関する 3 つの側面の組み合わせが大いに関係

する。これらの 3つの側面とは，①「地元機関や文化」：地域の社会構造や制度との結びつ

き，②「企業同士の相互関係」：社会的な分業度合い、顧客・業者・競合他社との結びつき，

③「企業組織」：歴史的に形成された企業の内部組織同士の関係，のことをいう。  

 さらに，地域の産業競争力を維持していくためには，地域産業政策がマクロ政策の重要

性と同等に重要であり，ここに地域の行政機関の役割の重要性があるといえる。 

 
３.２  地域産業システムの形成 

 
 このような概念を有する「地域システム（Regional System）」は，諏訪地域の環境にも

類似し，諏訪地域に形成することが望ましい地域システムである。 
このシステムの前提となる地域の優位性については，諏訪地域 6 市町村 20 万人の人口

規模のエリアの中に，800 社（従業者 4 人以上の事業所）を超える企業がお互いに 1 時間

の距離内に濃密に集積し，特に精密機械加工技術中心に高度な技術ポテンシャルを有し，

地域内でほとんどすべての加工技術に対応できる能力と経験豊富な人的資源を備えている

ことがあげられる。 
その上で，諏訪地域の産業は歴史的に，ゼロベースから産業を創造し，世界に冠たる「シ

ルクのメッカ」として日本の経済を支えた地域であり，その後ナイロン出現等の外部環境

激変に遭遇して急落するも，地域ぐるみの検討により産業構造を改革し，精密機械産業を

起こし「東洋のスイス」として発展してきた経過がある。つまり，日本や世界に対して大

きな影響力のある経済規模レベルの産業において，創造と衰退，構造転換および発展をす

でに経験してきた地域である。そして，その過程で企業家精神も大いに発揮されてきた。 
また，現在，分散化したネットワークも比較的多く存在し，かつ新たなネットワークが

非連続的に誕生している。ただし，現状では情報収集や単なる勉強会レベルのネットワー

クが多い状態であるため，組織だった集団学習（組織学習，学習する組織）へと変えてい

く必要がある。 
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このようなネットワーク組織の構成員には，同業者だけでなく，顧客を始め，異業種の

企業やその他の関係企業，また大学や経済関係諸団体，試験所などの公的機関，銀行，知

財事務所などの参画が必要かつ有意義であり，これらの参加者間には上下関係・支配関係

などはなく水平的な自由なコミュニケーションが望まれる。すでにこのようなネットワー

クが構成された事例を第４章において紹介した。事例では，これらのネットワークにコア

企業もしくはリーダーの存在が不可欠で，事業成果をあげることへのモチベーションの維

持やネットワーク活動における様々な問題が発生した場合における円滑なコミュニケーシ

ョンによる問題解決に大きな役割を果たしていた。 
さらに，このネットワークにおける企業間の関係は，競争しつつ同時に協調できる関係

が必要である。これによって，イノベーションの競争は激しく行われつつも，集団として

の目的意識を共有し，協調してより大きな価値ある事業の達成をめざすことができる。 

諏訪地域の産業活性化を促進していくためには，このような地域システムの形成が望ま

しいと言える。図表 5-2 は、シリコンバレー型の地域ネットワークに基づく産業システム

（サクセニアン・モデル）を諏訪地域に形成しようとした場合の適格性を評価したもので

ある。これによれば，システムの概念とその要求項目を諏訪地域に適用しようとした場合，

そのほとんどの項目が適用可能である。但し，同図表中の△で示した項目には課題がある

ことを示している。 

労働市場に関しては，シリコンバレーではその流動性が柔軟でオープンな労働市場環境

にあることから，ナレッジ・スピルオーバーや知識移転の観点では極めて柔軟性があった。

一方，諏訪地域も含め日本の何れの地域でも，企業では人材の流動性（ここでは，人材の

流出）を嫌うとともに，自社のノウハウは囲い込んでおきたいのが本音である。従って，

企業からの人材の流出は抑えつつ，地域ネットワークで結ばれた企業間での柔軟な知識移

転を促進する方策が必要で，この課題の解決には組織学習２の導入・実践が機能する。イ

ノベーティブな企業に学び企業相互に刺激し合う文化が醸成されることにより，各社が蓄

積してきた技術ノウハウを結合して地域ネットワーク総体として価値ある事業を生みだす

地域システムの形成が可能である。 

また，システムが発揮する機能やネットワークの参加者の要件に関しては，具体的には

企業家精神の発揮や競争と協調の両立，水平的コミュニケーションなどの課題があげられ

ているが，これらについては組織学習１の導入・実践により解決可能である。 

以上より，サクセニアン・モデルと等価な地域産業システムを諏訪地域に形成すること

は，課題もあるものの，それらは解決可能なものであることから，形成可能であるといえ

る。 
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図表５-2 諏訪地域にふさわしい地域システムの概念とその適格性評価 

 

（出所）筆者作成。 

  

概念・要求項目 サクセニアン・モデル 諏訪地域への適用 適格性・評価

・地理的近接性 ○

・高度精密機械加工技術 ○

・熟練技術技能者 ○

・分散化したネットワーク

・地域の濃密なネットワーク

・実験の促進 ・技術開発意欲旺盛 ○

・競争と協調の両立 ・かつては旺盛に発揮，現在は課題

・水平的コミュニケーション ・かつては旺盛に発揮，現在は課題

・同業者のみならず幅広い関係者 ・近年，そのような現象が現れてきた ○

・地域の優位性

・公式/非公式の分散型ネットワーク
　は多数存在

△
個別企業の知識
移転促進により

対応可能

システムが発揮する
機能 ・企業家精神の発揮 ・かつては旺盛に発揮，現在は課題

・熟練技術技能者は存在
・個別企業では人材の流動性は嫌う

基本概念の前提

ネットワークの性質

労働市場

△
組織学習導入
により可能

△
組織学習導入
により可能

ネットワーク参加者
の要件

○

・オープン（シリコンバレー）
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終章 結言 
 

第 1 節 結論 

 

本研究の目的は，「活力を失っている日本の中小企業の集積する産業地域が，どのように

して再び活力を取り戻すことができるか」を明らかにすることであり，併せて地域システ

ムのあり方について考察することであった。研究結果から導出された結論は以下の通りで

ある。 
 

１.１  結論 

 

地域産業活性化を促進するためには，地域中小企業の企業家が企業家精神を発揮するこ

とが重要である。それが，企業家に現状を変えようとする強い意識改革を促し，顧客志向

に立ったマーケティング活動と顧客価値を高めるイノベーション活動を起こす土台とな

り，また地域に波及効果をもたらし，地域産業発展の契機となる。そして，地域先人企業

家の発揮した旺盛な企業家精神と，現代のイノベーティブな地域企業の事例に学ぶ組織学

習を実践する地域システムが形成されれば，地域産業活性化は可能である。 

 

地域先人企業家の発揮した旺盛な企業家精神とその行動に学ぶ「組織学習１」によって，

現代の企業家に対して，企業家が本来もつべき「高い志」と地域に貢献する企業家として

の「強い自覚」が醸成され，それを実践しようとする土壌ができ上がる。その土壌は，企

業家が自社の現状を変えイノベーティブな企業になろうとする強い意志を育み，顧客志向

（商品・市場志向）に立って顧客を見つけ出すマーケティング活動と，顧客に対して高い

価値を創造して提供しようとするイノベーション活動の二つの活動に注力する姿勢へと企

業を変革（変貌）させる。 

さらに，地域のイノベーティブな企業の事例に学ぶ「組織学習２」により刺激を受けて，

あるいは相互に刺激し合って，企業がイノベーティブな企業として強力になるばかりでな

く，産業地域としてのネットワーク活動を誘発し，より価値ある事業を競争と協調を両立

させて成し遂げようとするチーム活動が活発化する。 

このような一連の組織学習を制度として実施し，多くの企業が参加し相互に切磋琢磨す

る地域文化を醸成する「地域システム」が構築されれば，地域全体としての産業活性化を

促進することは可能となる。まさに，組織的に学習する地域の文化を創り上げていくこと

が重要である。 79  

79 Senge, Peter M.（1990）の「学習する組織」プラス Florida（1995）の「学習する地域」を反映。 
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その主役となるのは，地域中小企業の企業家であることは自明であるが，地域システム

が機能するよう主導し見守りを行うのは地域の行政・大学・経済諸団体などであり，それ

らの機関の間接支援の役割もまた極めて大きい。 

ところで，このような可能性が生まれる前提として必要となるものは，地域に蓄積され

てきた高いポテンシャルをもった技術・ノウハウと，長年製造業に従事する中で経験を積

み上げてきた人的資源の存在である。これらの資源を活かしつつ，さらにその資源の価値

を高めていくことが重要である。 

 地域産業活性化を促進させていくために機能する主体は誰だろうか。それは，地域の企

業家を中心とした地域の人々である。他地域の人々は間接的支援者にはなり得ても主体と

はなり得ない。このことを第一に認識すべきである。このままではいけないという危機感

を，地域の企業家が明確に認識し共有する必要がある。その危機感を背景に現状を打開し

ようと立ち上がる企業家の出現が望まれる。 

 諏訪地域の産業の勃興や，その急落の中から産業構造を変えていった地域の先人企業家

の行動はよいモデルである。彼らがとった行動を鼓舞し駆動したものは，地域をよくした

いという強い思いを背景にした「進取の精神，創造力，企業家精神」などであり，これら

が地域産業活性化をけん引する基本的な「精神構造」であった。 

 現代社会には，実用的な方法や技術を教えるハウツーものは満ち溢れている。その類の

ものを勉強している企業家もたくさんいるが，実際には企業の中で生かし切れていない実

態にあろう。その背景にあるのは，現状に甘んじ結果として現状を肯定してしまっている

企業家としての志の低さではなかろうか。自分が貢献できることをやるぞ，という覚悟が

定まらないことには何も起こらないのである。そこで，現代の企業家は，最も近くにある

地域の先人企業家のよいモデルから，彼らの精神構造とそこから引き起こされた具体的な

行動とを組織的に学習し，現代の自社に置き換えて活かす力に変えていくことが有意義で

ある。 

また，地域ですでにイノベーティブな企業としての活動を行っている企業の事例を学ぶ

ことによって刺激を受け，そこで得られた知見や気づきを自社に置き換えて活かす力に変

えていくことが有効である。 

この知見や気づきで最も重要なことは，企業の目的を「顧客の創造」であると捉える事

であり，他者から学ぶべきことは，顧客を見つけ出し，顧客価値を高めることに向けて努

力している姿勢とその方法論である。これを地域で組織的に学習するしくみを作り，単に

話を聞く学習機会ではなく，討議する場としていくことにより，活力有る地域システムが

構築でき，地域全体としての活力が生まれ，それが地域産業活性化を促進する大きな力と

なることが期待できる。 
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１.２  組織学習１（企業家精神を育む組織学習）の効果 

 
 本稿では，競争と協調の両立性を重要な検討の視点としてきた。この点について考察し

ておきたい。ビジネスは基本的に「パイ」を作り出すときには協力し，その「パイ」を分

けるときには競争するものだ 80，という理解に立ったとして，「パイ」を破壊するまで競争

しても意味はなく，また自らの利益を無視して協力したとしても虚しさが残るだろう。従

って，競争と協調を両立させるということは簡単なことではない。しかし，競争と協調の

両立を成り立たせることは，中小企業がネットワークを構成してチームで事業を推進する

場合や，地域産業クラスター（分散型ネットワーク）に参画する企業や関係機関によって

イノベーションが促進されるような場合などの活動と成果を通じて，地域産業の活性化へ

とつなげていくことにとって極めて重要な前提条件となる事項である。 
 先人企業家が成し遂げた地域産業振興・発展の行動経過を辿った事例研究からは，企業

家が競争と協調を両立させており，その精神基盤として，「自利を上回って公益（利他）に

立つ精神」と，本来企業家が持っているはずの，事業を大きく発展させようと願う意味で

の「志を高く掲げる姿勢」の二つが読み取れた。 
 このような精神や姿勢を学びとった結果として，自社が具体的な行動をとるために有益

な方法となるのが経営理念を明示することである。地域中小企業の約 2/3 の企業では経営

理念の設定がないか不十分であった。経営理念は建前としてあればいいというものではな

く，企業の基本姿勢を外部に対して意思表示するものであると同時に，従業員の行動規範

を決めるものでもある。企業家が堂々と自社と自身の志を高く掲げるものである。 

その上で，各企業が本気でそれぞれの優れた技術とノウハウを出し合って，真剣勝負を

する姿勢に立てると，それぞれの企業が長年蓄えてきた技術・ノウハウ（ナレッジ）が活

き，プロジェクト活動が進み，価値ある成果が出せる期待度が増す。その「ナレッジの結

集と活用」こそが地域に「新たな価値あるもの」を生み出す原動力になり，地域産業を活

性化させる要素の一つになる。 
 
１.３  組織学習２（顧客の創造活動に向けた組織学習）の効果 

 
 地域産業活性化へとつながるパスは，図表 2-17 に示したように，新たな事業を起こすた

めに事業機会を活かそうとする動機と能力が重要で，そのようにして起こった新規企業と

既存企業が動態的交代劇をくり広げつつも，衰退せずに成長することであった。この持続

的な成長のカギになるものがイノベーションの頻発であった。81 

80 ネイルバフ＆ブランデンバーガー（1997）pp.10-12 を参照。 
81 ドラッカー（1985）は，起業家として成功した人たちは，一つだけ共通する性格をもっていたとし，

それはリスク志向ではなく，機会志向であったことだという。（pp.240-241） 
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 イノベーティブな企業とは，第 1 章でレビューしたように，「イノベーションによって

みずからの生産方法を改良したり，製品・サービスを差別化したりする能力を持った企業」

のことであり，イノベーティブな企業はそうでない企業にくらべて優れた成果（市場シェ

ア・収益性・成長あるいは市場価値で表される）をあげている 82。 
イノベーションを起こせるかどうかは，企業の目的を「顧客の創造」と捉えることがで

きるかどうかにかかっている。市場をよく研究し，事業ドメインを定め，顧客を見つけ出

してこなければ，企業の目的を果たせないからである。顧客を見つけ出したら，顧客価値

を高めるための様々なイノベーション活動を行うのである。この時に，モノからコトへ，

モノづくりからコトづくりへ，と発想転換することが重要である。顧客の創造という目的

意識にたてれば，積年の課題である下請体質からの脱却や，顧客志向への転換へのマイン

ドセットに向けた第一歩が踏み出せる。特許出願活動を自社の事業活動の中に組み込むこ

とによってもイノベーションを起こすことが期待され，企業と従業員の意識変革に貢献す

る。 
イノベーティブな企業がさらにその強化を図るためにはどうしたらよいのだろうか。ド

ラッカーによれば，イノベーションとは「事業体の経済的，社会的能力に関して，目的意
．．．

識
．
（注：傍点は筆者）を持って集中的に変化をもたらすための努力」83であるという。 
この目的意識を持つということが極めて重要である。事例にあげた企業は何れも対象と

する市場と顧客を見つけ出すことに全精力を注いできた。その結果，現在，事業の対象と

している市場と顧客に対し，自社の技術力を磨き顧客価値を高める努力を行なうことへと

進展できている。このような地域企業の先進的な事例を参考にして，自社をイノベーティ

ブな企業に変えようとするとともに，お互いに刺激し合うことで双方が成長し得る。そし

て，産業地域としてのネットワーク活動が生まれることが期待できる。このネットワーク

活動が事業活動として有効に機能するためには，円滑な知識移転が必要であることは既に

述べたとおりである。そのようなネットワーク構造ができ上がるためにも，組織学習２は

大いに貢献し，これが，企業が相互に切磋琢磨し活力あふれる地域システムの文化を醸成

する。 

 
１.３  地域システムの形成 

 
 第５章第３節において，諏訪地域に望ましい地域システムの形成について考察した。こ

の地域システム形成のカギとなるものは上述した組織学習１（企業家精神を育む組織学習）

と組織学習２（顧客の創造活動に向けた組織学習）の二つの組織学習であり，これを地域

の活動の中に組織的・制度的に組み込むことが必要となる。組み込むことができれば諏訪

82 ティッド・ベサント・パビット（2004）p.i。 
83 Drucker, Peter F.（2002） 
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地域が一つの産業システムとして機能することができるようになる。このようなシステム

を構築するとともに環境・文化を醸成する役割を担うべき機能こそ，行政・大学・経済関

係諸団体などの間接支援部隊である。これらについては第３節において述べる。 

 
 
第２節 知見の整理 
 
 本研究により得られた知見（findings）を整理しておこう。先ず，本研究を進めるにあ

たって立てた 4 つの仮説の検証・評価ができたことから，改めてそれらを知見として整理

する。 
〔知見１〕： 

「競争と協調が両立する環境を創り出すには，行政・大学・経済団体などの諸機関の間接

的支援が重要である。」 

〔知見２〕： 

「地域産業活性化をけん引していく根底に必要となるものは，地域企業家が公利（利他）

を重んじた企業家精神を発揮することである。」 

〔知見３〕： 

「個別中小企業が下請体質からの脱却や顧客志向への転換を果たすためには，企業家が現

状を変えていくという自らの強い意識改革の意思表示が重要である。」 

〔知見４〕： 

「産業地域型ネットワークによるチーム活動が効果を発揮するためには，参加企業間に協

調性から生み出される目標の共有化と，知識移転が柔軟に行える文化の醸成が重要であ

る。」 

 

 さらに，本研究を通じて得られたその他の知見についても以下に整理する。 

〔知見５〕： 

「中小企業が特許出願を事業運営に活かすことによって，イノベーションの頻発を助長し， 

大手企業とのビジネス関係を強固なものとすることや，従業員のモチベーション向上に 

寄与するなど，企業の体質強化に資する。」 

〔知見６〕： 

「地域中小企業が地域産業活性化に重要な役割を果たす上で，志を高く掲げることが望ま 

れ，そのために実質性のある経営理念を明示することが重要である。」 
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第３節 インプリケーション 
 
３.１  含意 

 
 本研究から得られるインプリケーション（含意）は，地域産業活性化を促進する論理を

明確にしたことである。地域産業活性化を促進する上での着眼点（出発点）の拠り所とし

て示した図表 2-17 のフローチャートに対して，組織学習１および組織学習２のプロセス

を導入し，地域活性化の促進が実際に機能するように改良を加えた論理の全体像（フロー

チャート）を明らかにした。これを図表終-1 に示す。これはまた，地域システム構築の全

体像をも意味する。 
地域産業を活性化させていく担い手は地域の人々であり，主役は地域企業家である。地

域産業の活性化およびその発展を導くためには，事業機会をとらえて起業した新規企業と，

既存企業内での新事業創造による社内ベンチャーを含む既存企業が，相互に影響を及ぼし

合いつつイノベーションを頻発させることによって成長し続けることが必要であった。 
一方，多くの中小企業では，下請依存体質からの脱却が依然としてできていないことや，

顧客志向（商品・市場志向）に発想を転換できないなどの課題が未解決のままであり，企

業の成長が鈍化している。そして，これらの企業の総体としての地域産業全体は停滞・低

迷している。 
このような状態を変えるためには，企業家の「心構え（preparedness）」を変えるための

マインドセットが必要である。事例にとり上げた，イノベーティブな企業へと変貌を遂げ

た企業では，その変化を引き起こす起点には，現状を変えようとする「強い意志」が作用

しており，それが具体的な行動へと駆り立てる「原動力（駆動力）」となっていた。そこで，

企業家がマインドを本気に変えようとの自覚を促すために，地域の先人企業家がどのよう

な思いをして地域の産業振興に心砕いて行動したのかを学ぶこと，すなわち組織学習する

ことが有効である。これが第１の組織学習機会（組織学習１）であり，企業家として，志

を高く，縮こまらず矜持を持って事業に臨む必要があることを学ぶものである。それによ

って改めて，事業機会を探り，顧客を創造していく姿勢に立てるであろう。 
次に，企業家は，企業を成長させていくために自社をイノベーティブな企業に変えてい

かねばならない。その時に有効となるのが第２の組織学習機会（組織学習２）である。す

でにイノベーティブな企業へと変革を果たした地域企業の事例を学び，自社に活用するこ

とである。そして，相互に刺激し合い切磋琢磨することができるようになる。 
これらのイノベーティブ企業では，自身で市場を研究し，自社に適合する市場と事業ド

メインを設定し，顧客を見つけ出し仕事を取ってくる活動へと変貌している。これは，顧

客志向に立ってマーケティング活動を進めることができたことによる。そうなれば，顧客
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価値を高めるために価値ある製品開発や様々な技術開発・工程改善などのイノベーション

活動へ向かって企業の活動に拍車がかかることとなる。 
組織学習１，組織学習２の両方とも，学ぶことの対象には主として地域の企業家や企業

を中心とするのが有効である。これは，身近にある事象を対象とすることで，事例を自身

の問題に置き換えて考えることが容易になるからである。 
 
３.２  政策への転換 

 
このようなフローチャートに沿った組織学習を，継続して実践していくしくみを「地域

システム」として作り上げることができれば，地域産業全体の活性化の促進に寄与できる

であろう。つまり、このフローチャートは政策展開へと進める際の指針となり得るもので

あり、実社会への実践を可能とする。 
このような観点から，若干の補足をしておきたい。 
先ず，このフローチャートを地域の企業人に周知し，組織学習を行うための組織化から

スタートさせなければならない。このような起動をかけることこそ，間接的支援機関が行

うべきものであって，大学や行政および地域横断的な経済支援団体などがその役割を担う

当事者に該当する。84 このような機会を作ることは比較的容易である。なぜなら，地域に

は上記の機関・団体により，各種のセミナー等勉強会などがすでに頻繁に開催されている

状況にあるからである。 
このような啓蒙活動から始めて，組織学習１を定期的に開催する。そこから，ただ聞く

だけではないディスカッションの場づくりを行い，相互に啓発し合い地域企業家としての

自覚を醸成する。これによって，事業機会を探索し事業を起こす芽を創り出す。 
次の段階で，組織学習２をスタートさせる。イノベーティブな企業の事例をピックアッ

プして紹介することも間接支援機関の役割である。当該企業に事例紹介を行ってもらう機

会を作り，参加者と共にディスカッションの機会を作る。議論は必ず盛り上がるはずであ

る。なぜなら，共に地域産業活性化に貢献しようとの思いに目覚めている地域企業家だか

らである。 
ここまで来ると，企業家たちが自走を始めてくれるはずであり，諏訪地域にふさわしい

地域産業システムとして機能し，地域産業が活性化していくものと考える。 
 

84 クルーグマン（1994）はハイテク産業群の地域集中化について、「新しいハイテク産業群は果敢な個 

人が作り出したものというよりは、ビジョンを持った経営の管理者の産物である」と主張する。シリ 

コンバレーの成立には、スタンフォード大学副学長のフレッド・ターマン（Fred Terman）がイニシャ 

ティブをとり、同じく 128 号線沿いの企業群は MIT の学長、カール・コンプトン（Karl Compton）が 

イニシャティブをとり、さらにノースカロライナ州のリサーチ・トライアングル（Research  

Triangle）は州の援助で研究施設が作られたことをあげている。（p.80） 
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図表終-1 地域産業活性化を促進する論理の全体像 
 

 
（出所）筆者作成。 

 
 
 

事業機会の認識 事業機会の認識

組織学習の組織化・制度化

〔組織学習１〕

〔企業家精神を育む組織学習〕

（先人企業家の行動） （先人企業家の精神）

起業活動
新事業創造

（社内ベンチャー）
〔組織学習２〕

〔「顧客の創造」活動を育む組織学習〕

新企業の誕生
動態的交代

（共同体チーム活動事例） （個別企業活動事例）

顧客の創造活動への転換
・マーケティング
・イノベーション

イノベーションの頻発

企業への間接的支援活動
（行政・大学・経済諸団体等）

 成長 成長 
地域産業活性化

および発展

イノベーティブな企業に
ふさわしい活動の展開

　地域システムの構築と環境・文化の醸成

〔間接支援機関の主導的役割〕

現代の地域企業家としての
「心構え」の醸成

・目的意識の共有化
・知識移転の円滑化
・価値ある製品の事業化

・下請体質からの脱却
・顧客志向への転換
・発展的事業展開

事業機会を活かそうとする
「動機づけ」と「能力獲得」

　・競争と協調の両立
　・顧客志向
　・地域貢献（産業振興）

　・進取の精神
　・創造力，利他
　・情熱，志，使命感

企業家の経営姿勢の見直しと
経営理念の設定

〔活動の原動力〕

既存企業の活動
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第４節 研究の意義と課題 
 
４.１  本研究の意義 

 
 本研究は，日本の中小企業を中心とする地域産業が停滞・低迷している中にあって，如

何にしたら地域産業を活性化し得るのか，活性化を促進するための要因を探り出すことに

あった。諏訪地域は，中小製造企業の集積する産業地域の代表的なひとつであるとともに，

発展と衰退，産業構造転換と発展の過程を経験している地域である。また，1990年代初の

発展のピークに対して現在の停滞・低迷の落差が大きい状況にある地域でもある。そのた

め現象として捉えやすく，分析をより明確にできる可能性が高いことから本研究の対象と

した。 
一方，研究の結果や知見を吟味してみると，諏訪地域固有でしか成り立たないような特

殊性は見当たらないことから，すべて他地域へも展開が可能なものであり，一般化しての

適用が可能であると考えられる。 

 
４.２  今後の課題 

 
 今後の課題としては二点があげられる。一つは，組織学習を具体的に進めるなど，本研

究で示した地域産業活性化を促進する論理の全体像を，具体的に「地域システム」として

実現していく方法をより詳細に検討することである。理論が実践されることによって，具

体的な成果へとつながることを検証してゆくことが必要である。 
 もう一つは，企業家にとって刺激となり，自分もトライしてみようというマインドを起

こさせるようなイノベーティブな事例をさらに発掘し，整理し，蓄積していくことである。

それらを地域企業に利活用してもらえるように知見を整理していくことが重要である。 
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